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緒　言

　研究班では、「標準的な乳幼児期の健康診査と保健指導に関する手引き～「健やか親子２１（第２次）」
の達成に向けて～」（以下、「手引き」という）の作成を目的として、平成 24 年度から研究事業を実施し
てきた。平成 25 年度に「乳幼児期の健康診査と保健指導に関する標準的な考え方」を作成し、「手引き」
を作成する上で基本となる考え方を整理した。その後、モデル地域での具体的な実践活動及び、市町村や
都道府県の現場の意見、学会や関係団体との情報共有を経て「手引き」を作成した。

※「手引き」の利用にあたって
　市町村の乳幼児健診事業は、母子保健法とその関連法令や通知、都道府県が発刊する手引き書（図 1.1 
における「都道府県マニュアル」）、また関連の学会や団体がそれぞれの専門分野の知見をまとめたものや
専門家が執筆した書籍（図 1.1 における「ガイドライン・市販書籍等」）などの情報に基づいて運営され
ている。実施手順書等（図 1.1 における「市町村マニュアル」）を作成している市町村もある。「手引き」と、
これらの書籍等との関係を図 1.1 に示す。
　法令や通知は、乳幼児健診事業の実施根拠であるとともに、基本的な実施内容とその考え方などを示し
ている。市町村は、これらに準拠して、実施対象時期や実施場所、健診従事者の決定、問診票など各種帳
票類の作成を含めた運営方法、疾病のスクリーニングや保健指導・支援の対象者の判定基準、事後指導の
方法（教室や訪問・相談等）、フォローアップによる情報把握などの管理方法を定める必要がある。

　学会や関連団体が作成するガイドラインや、専門家が執筆した市販書籍等（「ガイドライン・市販書籍
等」）は、健診時の診察や検査法、疾病のスクリーニングの判定の根拠、歯科保健、栄養、発育発達など
に関する保健指導の科学的根拠などを示すものとして利用されている。
　「都道府県マニュアル」には、「ガイドライン・市販書籍等」が示すエビデンスを市町村が利用しやすい
形に集約し、判定の根拠や保健指導の科学的根拠を示すとともに、市町村が健診事業を企画、運営するた
めの基本的な事項について示されていることが多い。また、健診情報を県と市町村が共に利活用している
場合は、その管理方法を示す場合もある。
　こうした中で、「手引き」は、主に乳幼児健診事業の計画立案、精度管理、標準的な保健指導の手法や
事業評価の基本的な考え方について記述した。作成過程において本研究班は、「健やか親子２１（第２次）」
の関連事項の具体的な検討に協力するとともに、学会や関連団体とも情報共有して検討を重ねた。都道府
県と市町村が、乳幼児健診事業の実施や評価を検討する際に、他の書籍等からの情報と相補的に利用され
ることを望むものである。

【目的】
　「手引き」の目的は以下の通りである。

１）乳幼児健康診査事業における市町村と都道府県の役割を示す。
　母子保健事業に重層的に関わる市町村と都道府県に対して、標準的な乳幼児期の健康診査（以下、「乳
幼児健診」という）の事業実施と保健指導のあり方を提示すること。

２）「健やか親子２１（第２次）」の指標の考え方を示す。
　「健やか親子２１（第２次）」における「環境整備の指標」「健康行動の指標」および「健康水準の指標」
のうち、乳幼児健診に関連する指標の考え方を示し、市町村や都道府県の母子保健計画の展開に資す
ること。

【主な対象者】
・都道府県ならびに市町村の母子保健主管部（局）関係者
・乳幼児健診事業に関わるすべての従事者（職種や雇用形態を問わず、すべての関係者）
・母子保健事業と密に連携している医療、教育、福祉などの事業担当者
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※「手引き」の利用にあたって
　市町村の乳幼児健診事業は、母子保健法とその関連法令や通知、都道府県が発刊する手引き書（図 1.1 
における「都道府県マニュアル」）、また関連の学会や団体がそれぞれの専門分野の知見をまとめたものや
専門家が執筆した書籍（図 1.1 における「ガイドライン・市販書籍等」）などの情報に基づいて運営され
ている。実施手順書等（図 1.1 における「市町村マニュアル」）を作成している市町村もある。「手引き」と、
これらの書籍等との関係を図 1.1 に示す。
　法令や通知は、乳幼児健診事業の実施根拠であるとともに、基本的な実施内容とその考え方などを示し
ている。市町村は、これらに準拠して、実施対象時期や実施場所、健診従事者の決定、問診票など各種帳
票類の作成を含めた運営方法、疾病のスクリーニングや保健指導・支援の対象者の判定基準、事後指導の
方法（教室や訪問・相談等）、フォローアップによる情報把握などの管理方法を定める必要がある。

　学会や関連団体が作成するガイドラインや、専門家が執筆した市販書籍等（「ガイドライン・市販書籍
等」）は、健診時の診察や検査法、疾病のスクリーニングの判定の根拠、歯科保健、栄養、発育発達など
に関する保健指導の科学的根拠などを示すものとして利用されている。
　「都道府県マニュアル」には、「ガイドライン・市販書籍等」が示すエビデンスを市町村が利用しやすい
形に集約し、判定の根拠や保健指導の科学的根拠を示すとともに、市町村が健診事業を企画、運営するた
めの基本的な事項について示されていることが多い。また、健診情報を県と市町村が共に利活用している
場合は、その管理方法を示す場合もある。
　こうした中で、「手引き」は、主に乳幼児健診事業の計画立案、精度管理、標準的な保健指導の手法や
事業評価の基本的な考え方について記述した。作成過程において本研究班は、「健やか親子２１（第２次）」
の関連事項の具体的な検討に協力するとともに、学会や関連団体とも情報共有して検討を重ねた。都道府
県と市町村が、乳幼児健診事業の実施や評価を検討する際に、他の書籍等からの情報と相補的に利用され
ることを望むものである。

図1.1「手引き」と他の書籍等との関連
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第1章　乳幼児健診の意義

1.1 乳幼児健診に求められる意義と機能

　今日、わが国の乳幼児健診には、次のような意義と機能が求められている。

１） 健康状況の把握
　個別の対象者の健康状況だけではなく、その地域の健康状況を把握する意義がある。
　例えば、「健やか親子２１（第２次）」で示されている標準的な問診項目は、個別の対象者の健康状況を
把握し保健指導につなげるだけでなく、地域の状況の把握にも活用でき、さらには「健やか親子２１（第
２次）」の指標をモニタリングすることにも活用できる。都道府県単位で共通の問診項目を定め、地域の
状況をきめ細やかに把握し対策につなげることも可能である。
　乳幼児健診の情報を有効に活用することで、事業評価だけでなく、事業計画（plan）、事業実施（do）、事
業評価（check）とこれらの情報に基づいた計画の見直し（action）の PDCAサイクルに基づいた事業計
画が可能となる（図 1.2）。

２）支援者との出会いの場
　健診の場は、対象者が一方的に指導される場ではなく、健診に親子が参加し、地域の関係機関の従事
者と出会い、支援を円滑に開始するために活用される意義がある。

図1.2 乳幼児健診の情報の利活用と事業評価
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３）多職種が連携した保健指導による支援
　多職種が連携した保健指導では、各専門職種が有する技術や知識を健診に応用することなど、多角的
な視点が求められる。単に健診に従事する職種の数を増やすことではなく、限られた人材の中でも多分
野の専門知識と技量を従事者間で共有し、工夫することにより、分野間で切れ目のないサービスや支援
を提供することが重要である。
　健診には、時代による健康課題の変遷とともに、医師・歯科医師、保健師、助産師、看護師、管理栄養士・
栄養士、歯科衛生士、さらには心理職や理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、視能訓練士など多くの職
種が参加してきた。そして子育て支援に重点を置いた健診においては、保育士や地域住民の子育てボラ
ンティアなどの参加につながり、受付等の事務員も交えた多面的なアプローチと密な情報共有が求め
られている。

４）一貫した行政サービスを提供するための標準化
　昨今の地域住民、とりわけ子育て世代の生活状況はきわめて多様である。里帰りで一時的に居住する
場合も、同じ地域の仲間としてその後の支援につながるために、すべての都道府県と市町村において共
通の標準的な健診事業の基盤を整えることが必要である。

　市町村が乳幼児健診事業を計画する際には、これらの視点に十分配慮し、都道府県と連携などをして
事業評価を実施することが求められる。

図1.3 乳幼児健診に求められる意義と機能
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1.2 地域保健活動における乳幼児健診の位置づけ

　母子保健は地域保健活動の出発点であり、妊娠期や乳幼児期の健診は、母子健康手帳や家庭訪問・相
談などとともにわが国の母子保健活動の根幹をなすものである。また、妊娠から出産そして乳児期、幼
児期、学童期、思春期、成人期へと連なる親と子のライフサイクルの中で、その基礎情報を把握する機
会となる。さらに、学校保健や産業保健、医療や福祉等の情報と連続させることで、乳幼児期の健診の
意義が高まる。

1.3 地域の関係機関との連携と情報共有

　健診の実施主体と関係機関との連携や情報共有は、切れ目のない地域保健活動の基礎となる。地方自
治体及び関係機関における健診対象者の情報は、個人情報保護の観点から適切に管理しつつ、地域で暮
らす住民の健康維持・増進に資する目的において柔軟に運用されることが望まれる。そのため、地方自
治体における健診に関する個人情報の管理と活用について、関係機関と相互に情報をやりとりすること
を可能とするために、その考え方を整理し、情報共有の促進を図るためのしくみを整備することが求め
られる（図1.4）。

図1.4 地域保健活動における情報の利活用
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第2章　乳幼児健診の事業計画

　市町村が実施する乳幼児健診事業は、事業計画（plan）、事業実施（do）、事業評価（check）とこれら
の情報に基づいた計画の見直し（action）の PDCA サイクルを用いて運営する。市町村は、乳幼児健診
で得られたデータ、および国や都道府県（保健所）から還元される情報などを用いて、健診事業だけでな
く母子保健事業全体の事業評価の基礎資料を作成し、その展開につなげることができる。
　都道府県は、市町村が実施する健診の事業計画、実施、評価に必要な助言や情報提供を行う。

2.1 標準的な乳幼児健診（集団健診）モデル

　市町村が実施する乳幼児期の健診は、集団健診で実施されることが多い。集団健診では、市町村が定
めた会場に受診者が集まり、通常は医師・歯科医師だけでなく、保健師、助産師、看護師、管理栄養
士・栄養士、歯科衛生士、心理職など多職種の従事者により運営される。
　市町村は、毎年度の事業計画に基づいて、対象者を把握し、通知を行う。健診実施前に、健診までの
記録や他機関の記録の情報を把握して健診に活用することが望ましい。

　標準的には次の手順で実施される（図2.1）。
・問診票などを活用した「問診」、保健師などによる問診場面や集団場面での「観察」、そして医師や
　歯科医師の「診察」および「判定」が実施される。
・次に「問診」や「観察」、「診察」、「判定」に基づいた「保健指導」が実施される。
・健診や保健指導の実施後に、健診従事者が「カンファレンス」で、個別ケースの状況や判定内容など
　の「情報共有」により「支援方法」について確認する。
・健診後には、精密検査機関への紹介、保健機関での相談や家庭訪問などによる経過観察、事後教室な
　どの支援、他機関と連携した支援などを実施する。これらの実施状況や対象者の状況を定期的に把握
　（フォローアップ）し、必要に応じて支援方法の再検討を行う。また、未受診者への対応は組織で　
　ルールを定めて的確に実施する。
・個別事例の判定結果の精度管理や支援状況、フォローアップ結果を評価するとともに、都道府県や保
　健所と連携して、その年度の健診事業を評価する。評価結果は、次の年度の事業計画の策定につなげ
　る。
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2.2 標準的な乳幼児健診（医療機関委託健診）モデル

　医療機関における委託健診では、問診や診察による判定、保健指導などを医療機関に委託して実施す
るが、事業計画、事前の情報把握、健診実施後のフォローアップ、事業評価は市町村が担当する。委託
に際しては、健診で把握すべき項目を明確化し、問診や診察の方法、判定基準、保健指導の考え方を具
体的に示す必要がある。
　市町村は、事業実施者としてだけではなく、子育て支援の視点からも、親や家族の状況について医療
機関との密な情報共有を行う必要がある。また、未受診者を遅滞なく把握し、その支援につなげること
が重要である。

2.3 集団健診と医療機関委託健診の比較

　平成24年度地域保健・健康増進事業報告によれば、3～4か月児健診の受診率は95.5%、1歳6か月児健
診94.8%、3歳児健診92.8%である。集団健診と医療機関委託健診（個別健診）の実施割合とその受診率
を表2.1に示す。個別健診の実施割合は年齢が小さい健診で高く、受診率はいずれの年齢も集団健診の
方が高い（表2.1）。

　集団健診と個別健診の特徴について、奈良県生駒市で検討された結果を紹介する（表2.2）。
　生駒市は人口約11.8万人、出生数約960人で、乳幼児健診はすべて医療機関委託により3か月、7か
月、12か月、18か月、30か月、42か月と計6回実施されていた。乳幼児健診を子育て支援の場としたい
などの市の意向により、医師会を含めた委員（生駒市乳幼児健康診査検討委員会）による乳幼児健診の
あり方が検討され、集団健診と個別健診の特徴がまとめられた。平成24年2月に「生駒市における乳幼
児健康診査のあり方に関する提言」が出され、平成24年10月から、1歳6か月児健診が集団健診で実施さ
れている。
　生駒市がまとめた提言の入手先については、章末の参考文献欄に記した。

3 ～ 5か月児

実施割合 受診率

1歳 6か月児

実施割合 受診率

3歳児

実施割合 受診率

67.3% 99.5% 85.2% 96.2% 93.0% 93.8%

32.7% 87.2% 14.8% 86.8% 7.0% 82.5%

集団健診

医療機関委託健診
（個別健診）

表2.1　集団健診と医療機関委託健診の実施割合と受診率
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健診場所

個別健診 集団健診

予約の手間

待ち時間

健診内容

健診後の治療

経過観察の
機会

専門職に
よる支援

予防接種の
同時接種

健診の機会

健診時間

かかりつけ
医による
支援の確保

育児支援事業
との連動性

未受診
の把握

保護者同士
の交流

子どもの状態
の把握

保護者の
安心感

保護者が医療機関を選択できる。

予約は電話で直接行える。

予約制により健診日が指定されているた
め、待ち時間がほとんどない。

医療機関によっては、育児や発達につい
ての相談もできる。

先天的な疾病や一般的疾患が発見され
れば、速やかに治療を受けられる。

健診以外の受診機会をとらえて、経過を
診てもらうことができる。

医療機関によっては、心理職や助産師
などの専門職による支援が受けられる。

予防接種を同日に受けることもできる。

保護者の都合や子どもの体調に合わせ
た日程調整がしやすい。

予約制であることで、１人に費やす時間
を確保してもらえる。

かかりつけ医に継続した診療及び支援を
受けられる。

普段から家族の状態を把握しているかか
りつけ医として、連動性のある支援を受
けることができる。

時間に幅はあっても、保健師から連絡は
してもらえる。

医療機関によっては、他の保護者との交
流の機会を求めることができる。

慣れた環境においての変化を通して我
が子の成長を見ることができる。

他の子どもと比較することによって生ずる
保護者の不安は少なくすむ。
普段から子どもや家族の状態を把握して
もらえているかかりつけ医に診てもらうこ
とで、安心感が大きい。
他人との交流を苦手とする保護者にとっ
ては受診しやすい。

健診場所が予め特定されている。

予約は必要ない。

待ち時間を活用して、他の保護者とも交
流や情報交換が図れる。

歯科健診、育児相談、発達相談等を 1 
日で受けることができる。

見出された問題に合わせて適切な機関
で治療を受けられる。

健診後に乳幼児の生活状況にあった適
切な経過観察をしてもらえる。

多職種の専門職による包括的な支援を
受けられる。

場所や薬品の確保等の課題があり、か
なり困難ではある。

年間予定表などで、予め受診日程が把
握できる。

多職種の専門職が複数配置されること
で、必要な相談が同時進行に対応しても
らえる。

保健師が媒体となることで、かかりつけ医
への支援を受けられる。

妊娠届出時やこんにちは赤ちゃん事業
等の育児支援事業との連動性がある支
援が受けられる。

速やかに未受診者と把握されることで、
早い時期に保健師によるフォローを受け
ることができる。

同月齢の児を持つ保護者が集まることか
ら、待ち時間を活用して、他の保護者とも
交流や情報交換が図れる。

多くの子どもが集まるため、他児と比較し
て、我が子の状況や育児上の問題を見
ることができる。

孤立している保護者がいても、複数のス
タッフがいることで、誰かに言葉かけ等個
別の対応をしてもらえる。
多職種の専門職がいることで、重なりあ
う悩みを抱える保護者にとっては、様々な
角度からの支援を受けられる安心感があ
る。

表2.2　サービスを受ける側、提供する側からみた個別健診と集団健診の特徴
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健診場所

個別健診

保健師の
スキルアップ

集団健診

予約の手間

待ち時間

健診内容

健診後の治療

経過観察の
機会

専門職に
よる支援

予防接種の
同時接種

健診の機会

健診時間

かかりつけ
医による
支援の確保

育児支援事業
との連動性

未受診
の把握

保護者同士
の交流

子どもの状態
の把握

子育て支援
の場

保護者に医療機関を選択してもらえる。

電話で直接医療機関へ予約してもらえる。

予約制によって、待ち時間を少なくでき
る。
医療機関によっては、育児相談や発達
相談もできる。

先天的な疾病や一般的疾患が発見され
れば、速やかな治療に繋がる。

健診以外でも受診する機会をとらえて、
対象児を診ることができる。

担当医の個人的ネットワークを使った支
援ができる。

予防接種の同日実施により接種率の向
上が期待できる。

保護者の都合や子どもの体調に合わせ
た日程調整ができる。

予約制で１人に費やす時間を確保する
事で、きめ細やかな健診ができる。

かかりつけ医として継続して診療すること
で、きめ細かな支援が可能となる。

医療機関によっては、普段から家族の 
状態を把握しているかかりつけ医として、
連動性のある支援ができる。

把握に時間を要するが、フォローすること
ができる。

医療機関によっては、他の保護者との 
交流の機会提供ができる。

慣れた環境においての変化を通して、 我
が子の成長を知ってもらうことができる。

他人との交流を苦手とする保護者に 
とっては受診しやすい環境を整えやすい。
医療機関によっては、子育て支援の機
会提供ができる。

担当する児によっては、個別に医学的ケ
アのスキルを高めることができる。

市が受診場所や時間を指定できる。

予約なく受診してもらえる。

待ち時間を有効活用して、保護者の交
流や育児支援を行うことができる。
歯科健診、育児相談、発達相談等を1 
日で 実施することができる。

見出された問題に合わせて適切な機関
を紹介できる。

発達の問題の
フォロー

個別に問題を捉えて、縦断的にフォロー
できる。

健診の場で発達の問題が疑われる場合
は、直ちに集団的支援に繋げられる。
地区担当保健師が関係機関との連携を
図り ながらフォローできる。

多職種の専門職による包括的な支援が
可能 となる。

場所や薬品の確保等の課題があり、困
難ではある。

年間予定で予め実施日を公表できる。

受診者の抱える問題に応じて時間の幅
を調整できる。

かかりつけ医に相談や協力を求めること
ができる。

健診の場で、親子が地区担当保健師を
知ってもらうことで、支援しやすくなる。
妊娠届出時やこんにちは赤ちゃん事業
等の 育児支援事業との連動性がある。

未受診者の把握がすぐ行え、未受診者
に対して早くフォローすることができる。

同月齢の児を持つ保護者が集まることか
ら、待ち時間を活用した保護者間の交流
や情報交換の機会を提供できる。

多くの子どもが集まるため、他児と比較し
て、我が子の状況や育児上の問題を見
る機会を提供できる。

保護者の
安心感

普段から子どもや家族の状態を把握して
いるかかりつけ医が診ることで、安心感を
提供できる。

重なりあう悩みを抱える保護者にとって
は、様々な角度からの支援を受けられる
安心感がある。

複数のスタッフがいることで、孤立してい
る保護者へも言葉かけ等個別の対応が
できる。
親子遊びや事故防止など子育て支援を
行うことができる。

健診の場面で様々な親子と接する機会
が増え、支援技術のスキルを高めること
ができる。

受
診
の
利
便
性

個
別
の
フ
ォ
ロ
ー
体
制

サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
側
に
と
っ
て

健
診
の
保
護
者
へ
の
効
果

（「生駒市における乳幼児健康診査のあり方に関する提言」より引用）
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2.4 対象月齢・年齢
　
　母子保健法により、市町村は「満一歳六か月を超え満二歳に達しない幼児」に対する1歳6か月児健
診、「満三歳を超え満四歳に達しない幼児」に対する3歳児健診を実施しなければならない。
　また、厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課の調査（平成23年度）（表2.3）では、1,737市町
村のうち1,717市町村（98.8%）と、ほとんどの市町村において、3～4か月児健診が実施されている。
　これら以外の一般健診は、9～10か月児が1,347市町村（77.5%）と比較的多く、6～7か月児健診（816
市町村、47.0%）が続いている。表2.4では、1か月児健診の実施は半数を下回っているが、これは市町
村事業としての実施状況を示しており、医療機関の個別サービスとして1か月健診を受診している乳児
はかなり多いと考えられる。歯科健診については、1歳6か月児が1,563市町村（90.0%）、3歳児が1,562
市町村（89.9%）であった。
　どの月齢・年齢を健診対象とするかは、市町村の工夫に委ねられているのが現状である。例えば、3
歳児健診は対象となる年齢が、3歳0か月から4歳0か月未満と長いため、3歳0～2か月児頃を主な対象と
する市町村と3歳6か月以降を主な対象とする市町村に大きく二分されている（章末参考文献を参照）。
市町村は、事業効率や予算面だけではなく、乳幼児の健康状況を適切に把握するために必要な対象時期
を決定することが望ましい。
　また、都道府県や県型保健所は、健診事業の評価等に基づいてこの決定に助言を行ったり、決定に際
しての支援を行う。

2.5 健診従事者

　市町村は、医師・歯科医師、保健師、助産師、看護師、管理栄養士・栄養士、歯科衛生士や心理職な
ど、健診に従事する者（健診従事者）を確保する。見込まれる対象者数、健診実施内容などから従事者
の職種と人数を調整、計画し、決定する。また、健診従事者に対する定期的な研修や健診結果に関する
情報交換の場を企画することが、健診の内容の標準化や質の向上には必要である。
　都道府県は、市町村の従事者の職種や延べ人数などの報告を求め、実態の把握と市町村への助言、指
導に努めることが望ましい。
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【第2章　参考文献】　
2.3 集団健診と医療機関委託健診の比較
1）生駒市乳幼児健康診査検討委員会．
　　http://www.city.ikoma.lg.jp/kashitsu/04100/08/01.html（2015年3月16日アクセス確認）
2）生駒市乳幼児健康診査検討委員会．生駒市における乳幼児健康診査のあり方に関する提言．　
　　http://www.city.ikoma.lg.jp/kashitsu/04100/08/documents/0108.pdf
　　（2015年3月16日アクセス確認）

2.4 対象月齢・年齢
1）山崎嘉久　他．乳幼児健診の実施対象年齢に関する全国調査.平成21年度厚生労働科学研究費補
　　助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業）「健やか親子21を推進するための母子保健
　　情報の利活用に関する研究」（研究代表者：山縣然太朗）　総括・分担報告書 2010．
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第3章　事前の健康状況の把握

　乳幼児の健康は、妊娠期の母親や家庭の健康状況、出産時の母親の状況などの影響を受ける。妊娠期か
ら乳幼児期へと切れ目のない支援を継続するためにも、事前に親や家庭の状況、出生後の子どもの状況を
把握することが必要である。

3.1 妊娠期の健康状況の把握

　乳幼児健診の実施にあたり、この時期に把握すべき項目を以下に示す。
１）妊娠届出時（母子健康手帳交付時）の情報
２）妊娠期の健康診査における母親の情報
３）分娩・出産時の母親の情報

3.2 新生児期の健康状況の把握

　この時期に把握すべき項目を次にあげる。
１） 母子健康手帳から得られる情報把握（表 3.1）

参考　「母子健康手帳の交付・活用の手引き」について

　平成24年度から新様式の母子健康手帳が交付されたのに際し、交付時の対応や母子保健サービ
スでの活用について取りまとめ、わかりやすく例示されている。妊娠期の健康状況を、妊娠届出
時のアンケート等から把握する方法や、母子健康手帳の妊娠期の情報を新生児訪問や乳幼児健診
で活用するポイントも具体的に記されている。入手先については、章末の参考文献欄に記したの
で、参考にしていただきたい。

参考：横山徹爾 他「母子健康手帳の交付・活用の手引き」

１）出産の状態
・妊娠期間（妊娠　週　日）、娩出日時、分娩経過（頭位・骨盤位・その他）、分娩方法、
　分娩所要時間、出血量、輸血（血液製剤含む）の有無
・児の状態：性別、数（単胎・多胎）、計測値（体重、身長、胸囲、頭囲）、特別な所見・処置
　（新生児仮死、死産）
・出産の場所・名称
・分娩取扱者（氏名）：医師、助産師、その他

表 3.1 母子健康手帳から得られる新生児期の情報



－1－ －2－ －3－ －4－ －5－ －6－ －7－

－8－ －9－ －10－ －11－ －12－ －13－ －14－ －15－ －16－ －17－

－18－ －19－ －20－ －21－ －22－ －23－ －24－ －25－ －26－

－27－ －28－ －29－ －30－ －31－ －32－ －33－ －34－ －35－ －36－

－37－ －38－ －39－ －40－ －41－ －42－ －43－ －44－ －45－ －46－

－47－ －48－ －49－ －50－ －51－ －52－ －53－ －54－ －55－ －56－

－57－ －58－ －59－ －60－ －61－ －62－ －63－ －64－ －65－ －66－

－67－ －68－ －69－ －70－ －71－ －72－ －73－ －74－ －75－ －76－

－77－ －78－ －79－ －80－ －81－ －82－ －83－ －84－ －85－ －86－

－87－ －88－ －89－ －90－ －91－ －92－ －93－ －94－ －95－ －96－

２）医療機関における治療等の情報
　低出生体重児など新生児期に医療機関での治療や観察が必要な場合、または出産時に母親のメンタ
ルヘルスや家庭状況に支援の必要性が把握された場合には、保護者や本人の同意を得て、医療機関から
の連絡票などにより保健機関に情報が提供され、共有することが求められる。保護者や本人の同意がな
い場合でも、児童虐待の防止や対応のために必要かつ相当な範囲で行うことは、基本的に法令違反とさ
れない。保健機関に提供された情報を、市町村の児童福祉担当課と共有し連携した対応を行う。なお、保
健機関と医療機関との連携の際の情報の取扱いについては、章末に記した通知が参考となる。

２）早期新生児期【生後1週間以内】の経過
・日齢、体重、哺乳力（普通・弱）、黄疸（なし・普通・強）、その他
・ビタミンK2シロップ投与　実施日
・出生時またはその後の異常：なし・あり（その処置）
・退院時の記録（実施年月日、生後　日）
　体重、栄養法（母乳・混合・人工乳）、引き続き観察を要する事項、
　施設名又は担当者名、電話番号
３）後期新生児期【生後１～４週】の経過
・日齢、体重、哺乳力（普通・弱）、栄養法（母乳・混合・人工乳）、施設名又は担当者名
・新生児訪問指導等の記録（実施年月日、生後　日）
　体重、身長、胸囲、頭囲、栄養法（母乳・混合・人工乳）、施設名又は担当者名
４）検査の記録
・先天性代謝異常検査：検査年月日、備考
・新生児聴覚検査：検査年月日、備考
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参考「ハイリスク児への早期の訪問支援」について

　低出生体重児や先天性疾患児など長期に入院が必要なハイリスク児では、保護者は退院に際し
て、子どもの将来に対する不安や家庭での保育に関する不安が残っていることが多く、できれば
保健師は入院中に保護者と児に面接し、早期に在宅支援ができるようにしたい。
　退院直後は、児は出生直後からなじんできた室温が一定で明るくさまざまな音がある環境か
ら、個々の家庭環境に順応していかなければならず、保護者は退院後初めて24時間児に接し、
様々な不安や心配を抱えていることが多い。退院後1週間以内など早期に家庭訪問を行い、家庭環
境や児と保護者の様子を観察するとともに育児の状況を把握し保護者にアドバイスを行うととも
に必要時に応じ育児支援を開始することが重要である。リスクのない親子の場合を除き、少なく
とも退院後1か月に2回程度の訪問が望ましく、児の状態が安定し、家庭での養育に保護者が慣れ
てきたら回数を減らすなど、児と家族のアセスメントにより支援頻度の変更を行う。
　最近では、超低出生体重児の場合など早期訪問支援が必要と判断されたケース等は医療機関か
ら退院情報があり、退院前に保健師が医療機関を訪問し、情報共有や児と保護者との面会の機会
を設けられるようになった。退院前の医療機関への訪問は、ハイリスク児の病状理解にとどまら
ず、医療と保健の役割を確認し効果的な連携支援を行うためにも有効である。医療機関にとって
も、退院前調整加算が算定できるなどのメリットがある。

参考：佐藤拓代　他「低出生体重児保健指導マニュアル」

【第３章　参考文献】　
3.1妊娠期の健康状況の把握
1）横山徹爾　他．母子健康手帳の交付・活用の手引き．平成23年度厚生労働科学研究費補助金　
　（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業）「乳幼児身体発育調査の統計学的解析とその手法
　及び利活用に関する研究」（研究代表者：横山徹爾）
　http://www.niph.go.jp/soshiki/07shougai/hatsuiku/index.files/koufu.pdf
　（2015年3月16日アクセス確認）

3.2 新生児期の健康状況の把握
1）児童虐待の防止等のための医療機関との連携強化に関する留意事項について（平成24年11月30
　日雇児総発1130第2号、雇児母発1130第2号）
　http://www.mhlw.go.jp/bunya/kodomo/pdf/dv121203-1.pdf（2015年3月16日アクセス確認）
2）佐藤拓代　他．低出生体重児保健指導マニュアル　～小さく生まれた赤ちゃんの地域支援～．
　平成24年度厚生労働科学研究補助金（成育疾患克服等次世代育成基盤研究事業）「重症新生児
　のアウトカム改善に関する多施設共同研究」（研究代表者：藤村正哲）
http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kodomo/kodomo_kosodate/boshi-hoken/dl/kenk
ou-0314c-01.pdf（2015年3月16日アクセス確認）
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第4章　健康診査の実施

表 4.1 事前に把握すべき情報

　本章では、個別の対象者の健康状況の把握や判定に関する標準的な内容について記述する。

4.1 事前に把握された情報の整理

１）健診の実施日までの情報
　健診の実施日までに、対象者すべてについて、表 4.1 に例示したような情報を把握し、健診場面で活
用できるように整理する必要がある。

２）健診従事者の事前の情報共有
　健診従事者が健診前にミーティングを開いて、対象者についての情報、前回の健診結果、それまでの
支援方針などの共有を行う。

対象月齢・年齢 把握すべき内容 手段や媒体

対象者数、居住地、氏名
妊娠届出時・母子健康手帳交付時の情報
妊娠期の健康診査における母親のメンタルヘ
ルス情報、新生児期の健康状況、乳児家庭全戸
訪問の状況

対象者名簿
医療機関からの連絡票
母子健康手帳
相談記録、訪問記録等

（上記に加えて）
3～ 4 か月児健診等の過去の健診内容と判定
結果、精密検査診断
支援の実施状況、相談内容、訪問内容
他機関からの連絡情報

対象者名簿
フォローアップ台帳
過去の健診カルテ
相談記録、訪問記録
関係機関からの連絡票等

（上記に加えて）
3～ 4 か月児健診・1歳 6 か月児健診等の過
去の健診内容と判定結果、精密検査診断
支援の実施状況、相談内容、訪問内容
他機関からの連絡情報

対象者名簿
フォローアップ台帳
過去の健診カルテ
相談記録、訪問記録
関係機関からの連絡票等

3～ 4か月児

1歳 6か月児

3歳児



－1－ －2－ －3－ －4－ －5－ －6－ －7－

－8－ －9－ －10－ －11－ －12－ －13－ －14－ －15－ －16－ －17－

－18－ －19－ －20－ －21－ －22－ －23－ －24－ －25－ －26－

－27－ －28－ －29－ －30－ －31－ －32－ －33－ －34－ －35－ －36－

－37－ －38－ －39－ －40－ －41－ －42－ －43－ －44－ －45－ －46－

－47－ －48－ －49－ －50－ －51－ －52－ －53－ －54－ －55－ －56－

－57－ －58－ －59－ －60－ －61－ －62－ －63－ －64－ －65－ －66－

－67－ －68－ －69－ －70－ －71－ －72－ －73－ －74－ －75－ －76－

－77－ －78－ －79－ －80－ －81－ －82－ －83－ －84－ －85－ －86－

－87－ －88－ －89－ －90－ －91－ －92－ －93－ －94－ －95－ －96－

4.2 問診項目

１）これまでの問診項目に対する考え方
　市町村に乳幼児健診が委譲された 1990 年代半ばから現在に至るまでの期間に、乳幼児健診で問診票
に用いられてきた項目の分析を通じて、乳幼児健診における標準的な問診項目の考え方について示す。

　（1） 設問数
　乳幼児健診委譲時は、問診項目数はそれぞれの健診に対して 10 項目前後であったが、その後増加を
続け、現在では約 20 項目前後となっている。親に事前に送付する健診のお知らせ等の紙枚数（重量）が
郵送代に影響することになる。また、回答に要する時間や問診の効率性なども考慮すると、現実的には
20 項目前後の構成が望ましい。

　（2）集団の傾向をとらえるための項目
　乳幼児健診は、子どもの発達や疾病、さらには親の状況や養育環境を的確に把握し、より早い時期か
ら適切な支援を行うために実施されている。これまでは「個」（個別の子どもや家族）を診て、「個」に還元
するという方向性が基本となっていた。ゆえに「個」に直接還元することが難しい項目、すなわち集団の
傾向や社会とのつながりをとらえるための問診項目は、市町村の問診としてあまり採用されてきてい
ない。また同時に、市町村等は育児不安や発達障害児など、その時々の現場のニーズに合わせて問診を
開発してきた経緯があり、現在のニーズや重要度を調整した上で、採用を推奨するべき項目である。

　（3）問診ではなく健診の場で診るべき項目
　実際に市町村で用いられている問診項目の中には、問診ではなく健診の場（診察や観察）で診るべき
項目（例．首がすわったのはいつですか、目つきや目の動きがおかしいのではないかと気になりますか、
ひとり歩きをしたのはいつですか、など）がある。そのような項目は、母子健康手帳の「保護者の記録」を
参照しながら、医師・歯科医師の診察や健診従事者の観察で基準を明確にして把握すべきであり、問診
項目として残すべきか検討する必要がある。

２）これからの問診項目に対する考え方
　「健やか親子２１（第２次）」における考え方の一つに、健康の社会的決定要因の考え方がある。個人と
社会とのつながりや子どもの健康課題の格差の存在に目を向けた上で、社会に生きる子どもの健やか
な育ちを支援しようという考え方である。乳幼児健診にもこのような考え方が取り入れられることが
求められており、従来の乳幼児健診の考え方に大きな変革が求められている。
　具体的にいえば、「個から個」に加え、これからは「個から社会へ」「社会から個へ」、そして「集団と社
会」という見方で問診項目を捉える必要がある。これは地域ごとの比較や経年推移の検討の上に成り立
つものである。そのためには、全国で共通の問診項目を共有することと、それを個と地域への還元につ
なげることが求められている。
　以上の背景をもとに、標準的な問診項目を、必須問診項目と推奨問診項目から成り立つものとし、そ
れらを解説する。
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３）必須問診項目
　「健やか親子２１（第２次）」では、「健康行動の指標」や「健康水準の指標」の中のいくつかを、乳幼児健
診の標準的な問診を用いてモニタリングすることとした（参考資料１, P.100）。これらの項目は、個の状
況の把握や保健指導、さらにポピュレーションアプローチとしての健康教育として重要である。同時
に、問診結果の市町村の集計値を都道府県が把握し国に報告することによって、市町村や都道府県、国
の評価につなげることができる画期的な試みである。

４）推奨問診項目
　乳幼児健診における健康課題の優先度は、地域や市町村規模により異なる。また、疾病スクリーニン
グや支援の判定に影響する人材や資源も市町村ごとに違いがある。本研究班や「健やか親子２１（第２
次）」で国から提示される問診項目は、市町村により異なる健康課題を網羅的に把握するものではない。
したがって、全国共通の必須問診項目に加えて、市町村の状況に応じた問診項目を工夫する必要があ
り、そこに資するものとして推奨問診項目を設定した（参考資料２, P.145）。
　今回提示する推奨問診項目は、全国の市町村において現在用いられている項目を吟味し、母子健康手
帳の問診項目も取り入れながら、項目数を絞り込んだものとなっている。とくに発達を診る項目は、健
診の場で実際に親子を観察することにより把握可能な項目を省いた結果、推奨する項目数が少なく
なっている。この推奨問診項目は健診で親子を個別に支援していくための手がかりとなるだけでなく、
全国との比較、都道府県・市町村内の地区間での比較・格差把握等に活用でき、今後の母子保健事業・
サービスの改善や母子保健計画の立案に活かすことができる。
　さらに、推奨問診項目を取り入れるにあたっては、必要に応じて、参考資料２に示した追記項目や確
認項目を活用することが望ましい。

4.3 判定区分の考え方

　乳幼児健診は、さまざまな内容を取り扱うという意味から「複合体」と考えることができる。疾病の
スクリーニングから、子どもの発育や発達の確認、生活習慣の確立に向けた支援、子育て支援につなげ
る保健指導などさまざまな内容を含んでいる。疾病のスクリーニングだけみても、乳児股関節脱臼を早
期発見する股関節検診*、先天性腎尿路奇形を早期発見する3歳児検尿、視覚検診*や聴覚検診*など多種
多様な検診システムが混在しており、それぞれに判定手法は異なっている。
　本項では、乳幼児健診の評価を明確にするための判定区分の考え方を整理した。
（*検診：本項では、特定の病気に対する早期発見・早期治療を目的とする「検診」と、健康診査の略
である「健診」とを区別して用いている。）

１）健康状況を判定する区分
　医師・歯科医師の診察や身体計測値、検査所見などは、基本的に「所見あり・所見なし」で判定する。
判定の際は、医師・歯科医師や計測担当者、検査担当者の間で違いが生じないよう、市町村で手順や判
定基準を定める必要がある。その根拠として、都道府県のマニュアルや専門団体のマニュアル・書籍等
の活用が望ましい。
　判定基準のうち、歯科健診の項目は、通知「妊産婦、乳児及び幼児に対する歯科健康診査及び保健指導
の実施について」などに基づいた区分があり、全国で共通に用いられ国への報告と還元が毎年度実施さ
れている（表 4.2）。
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２）保健指導の判定に用いる区分
　乳幼児健診が複合的なシステムであることから、いくつかの異なった保健指導区分の考え方が必要
である（図 4.1）。健康状況の把握に用いる区分と支援の必要性を検討する区分には異なる考え方が必要
である。また、二次検診（精密検診）があるのか、直接医療機関に紹介するのかなど、地域の健診体制に
よっても考え方が異なる。つまり、指導区分は疾病や健康課題ごとに決定されるべきである。決定に際
しては、都道府県や地域の医療機関の協力を得て、可能な限り都道府県単位での統一が望ましい。

表 4.2 疾病のスクリーニングに対する判定区分の例

○医師の判定 頚定：（所見あり・所見なし）
股関節開排制限：（所見あり・所見なし）

○歯科医師の判定 生歯・う歯：（本数）
う蝕罹患型
　1歳6か月児：O1型・O2型・A型・B型・C型
　3歳児：O型・A型・B型・C1型・C2型

○身体計測値 体重：（パーセンタイル区分）
身長：（パーセンタイル区分）
肥満度：（区分）

○検査所見 尿蛋白：（－・±・＋）
視覚検査：（通過・未通過）
聴覚検査：（通過・未通過）

図4.1 保健指導区分の考え方
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（１）健康状況の把握
［例１］疾病別の保健指導区分
　診察や問診で把握された所見から疑われる個別の疾病について、医療機関に紹介して診断を求める
のか（「要紹介」）、所見が明確となるまで保健機関で経過観察が必要なのか（「要観察」）を判定する（表
4.3）。

［例 2］検査項目別の保健指導区分
　精密検査で疾病の診断が可能な疾病（3歳児健診の検尿や視覚検査、聴覚検査などの検査項目）に対
する指導区分は、「異常なし」「要精密検査」「既医療」などを用いる。
　現在、国の地域保健・健康増進事業報告において、乳児健康診査、1歳 6か月児健診、3歳児健診につ
いて、一般健康診査の区分は、「異常なし」「既医療」「要観察」「要医療（再掲）精神面・（再掲）身体面」「要
精密」を、精密健康診査の区分は、「異常なし」「要観察」「要医療（再掲）精神面・（再掲）身体面」を用いて、
乳幼児健診の総合的な結果として集計されている。しかし、本来この区分は、精密健診で結果が得られ
る個別の健康課題ごとに適応されるべきものである。現実的には、市町村の独自判断でこの区分に合わ
せて数値を報告しているが、乳幼児健診の精度管理や評価に利用することができないなどの課題があ
る（表 4.4）。

表 4.3 ［例 1］疾病別の保健指導区分

区分名  定義と事後措置の内容  
異常なし 診察や問診で所見がなく、疾病の疑いがないもの。 

既医療 健診日より前に診断された疾病や所見を、問診から把握したもの。
疾病スクリーニングとしての事後指導は不要。

要観察 診察や問診等で疾病の疑いがあり、保健機関で経過観察の必要があるもの。
指導にあたっては、保健機関で経過を観察する手段や間隔（医師の診察や
保健師の相談等）をあらかじめ健診従事者間で共有し、対象者に具体的に
示す。

要紹介 診察や問診等で所見があり、医療機関等に紹介して診断や治療等を求める
必要があるもの。指導にあたっては、地域の状況を踏まえた適切な紹介施
設名や紹介時期などをあらかじめ健診従事者間で共有し、対象者に具体的
に示す。

表 4.4 ［例 2］検査項目別の保健指導区分

区分名  定義と事後措置の内容  
異常なし スクリーニング基準に該当せず、疾病の疑いがないもの。 

既医療 健診日より前に診断された疾病や所見を、問診から把握したもの。
疾病スクリーニングとしての事後指導は不要。

要精密検査 スクリーニング基準を満たし、二次健診機関や医療機関等で精密検査を必
要とするもの。指導にあたっては、地域の状況を踏まえた適切な施設名を
あらかじめ健診従事者間で共有し、遅滞なく受診するよう対象者に示す。
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［例 3］健康課題別の保健指導区分
　歯科健診に関する通知（上述）では、保健指導の区分として「問題なし」「要指導」「要観察」「要治療」を
用いて、う蝕罹患型等から総合的に判定すると記述されている。この区分は、健診時の保健指導やその
後の措置などにより予防可能な健康課題に対して用いるものである。う蝕は、歯磨きや食習慣などの生
活習慣の確立により予防可能な健康課題であり、通知には基本的な保健指導の内容も示されている。
　これまで乳幼児健診では、「要指導」を含むこの区分が一般的に用いられてきた。背景には、発育不良
児に対する栄養指導や下痢症・急性呼吸器感染症の予防指導など、専門家から住民への一方向性の保
健指導が有効な健康課題が優先的であった時代に、乳幼児健診が始まったことと関連する可能性があ
る。一般的に、発育や発達、生活習慣や子育て状況を改善するための保健指導の区分として適応は可能
であるが、それぞれの健康課題別の区分を設けて保健指導の対象とすべきかどうかは、その有効性や健
康課題の優先度を加味して決定されるべきである。

（２）支援の必要性の検討
［例 4］支援の必要性を検討するための区分
　「手引き」に示す標準的な保健指導は、適切な支援につなげることを目指すものである（第 6章参照）。
これを評価するためには、保健指導が実際の支援につながるかどうか、対象者の状況や対象者と支援者
との関係などを含め、その実現性を加味した区分が必要である。健康状況の把握に対する保健指導区分
（例 1～例 3）が、指導者側の方針を示しているのみであるのと比べて大きな違いがある。図 6.1 に示す
ように、その判定は、健診で把握されたさまざまな個別の健康課題を健診従事者間で情報共有し、多職
種の視点からの観察も加えて、カンファレンス等において総合的に判定すべきである。この新しい視点
からの判定区分は、モデル地域などで利用されているが、今後その有効性等を検証し、一般化される必
要がある（p.34）。

　※フォローアップ対象者
　事業評価につなげるため「手引き」では、疾病別の判定で「要観察」と判定されたケースの状況把握、
「要紹介」例の紹介結果や医療機関の受診結果の把握、検査項目別の判定で「要精密検査」と判定された
ケースの精密検査結果の把握により、判定の精度管理を行うこと、および、支援が必要と判定した対象
者の支援後の状況把握まで行うことをフォローアップと定義する。検尿や視覚検査などの「再検査」や
「検査未実施」例は、まだ保健指導区分が判定されていないため、フォローアップ対象者とはしない。た
だし、市町村は、再検査が確実に実施されるよう適切に管理すべきである。
　なお、う蝕予防や栄養指導、生活リズムなどの生活習慣や子育て状況に対する保健指導は、各課題別
に次の健診での状況変化から評価することができる。

【注釈　判定項目や区分の例示について】

　今回、乳幼児健診における標準的な判定項目や区分を示すために、考え方を具体的に示す必要性
から、県と市町村が共通の判定項目と区分を利用しているモデル地域（愛知県）での取り組みに基づ
いて例示することとした。「子育て支援の必要性」の判定区分の例示（p.35）は、モデル地域での実践に
基づいた研究班の検討により記述している。

参考：愛知県母子健康診査マニュアル（第９版）
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4.4 発育と発達の評価

１）発育評価
（１）身体計測の手技
　乳幼児期の健診では、身長、体重、頭囲、胸囲を計測する。計測法については、「乳幼児身体発育評価マ
ニュアル」に具体的に示されている。

（２）発育評価の判定項目の例示
　判定区分を標準化する際の考え方を例示する。

　①パーセンタイル区分
　身長、体重、頭囲、胸囲の判定は、乳幼児身体発育曲線を用いて、パーセンタイル値で判定する。早期産
児の場合は、修正月齢を用いて判定する。修正月齢は、出産予定日で修正した月齢であり、出生体重や在
胎週数により修正月齢で判断する期間が異なる。
　判定区分例として、3パーセンタイル未満、10 パーセンタイル未満、10 ～ 90 パーセンタイル、90 パー
センタイル超、97 パーセンタイル超などを用いる。
　個々の値を母子健康手帳の乳幼児身体発育曲線にプロットして発育曲線を作成する。それぞれの増
加割合が身体発育曲線のカーブに沿っているか確認し、身体発育不良など発育状況の判定に用いる。

参考　乳幼児身体発育調査結果を利用する際の留意事項

　乳幼児身体発育調査の集計結果は、従来から乳幼児の体格標準値として、母子健康手帳に掲載さ
れる乳幼児身体発育曲線や乳幼児の身体発育や栄養状態の評価、医学的診断に活用されてきた。
　「第３回乳幼児身体発育調査企画・評価研究会」（平成 24 年 3 月 22 日）にて、集団の長期的評価や、
医学的な判定（診断基準や小児慢性特定疾患治療研究事業で参照する基準）に用いる乳幼児及び就
学期以降の体格標準値としては、2000 年（平成 12 年）調査に基づく値を引き続き用いることとなっ
た。
　一方、2010 年（平成 22 年）調査に基づく値は、母子健康手帳の記入方法の指導や母子健康手帳を用
いた保健・栄養指導の際に用いる。2010 年調査に基づく値は、直近の調査に基づく乳幼児の現況を
示すものであるので、保健指導や栄養指導の際に保護者の理解を得やすく、また、帯状のグラフとす
ることで保護者が記入しやすく安心感をもてるように作られているためと説明されている。

「乳幼児身体発育評価マニュアル」より抜粋
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　②肥満度（3歳児健診）
　3歳児健診の体格の判定は、肥満度を用いる。肥満度は、身長と体重の実測値を用いて、幼児の身長体
重曲線または以下の計算式により判定する。

肥満度 (%) ＝（実測体重 － 標準体重）÷ 標準体重 × 100

標準体重は、男女別に以下の計算式で求めることができる。
・男子：0.00206 × 実測身長 (cm)2 － 0.1166 × 実測身長 (cm)  +  6.5273
・女子：0.00249 × 実測身長 (cm)2 － 0.1858 × 実測身長 (cm)  +  9.0360

　なお、子どもにおける肥満並びにやせに該当する者の割合の評価方法は、厚生労働省の事務連絡（肥
満並びにやせに該当する者の割合の評価方法について）で提供されている。　

　２） 発達評価
　様々な成書に記述されている定型発達のマイルストンなどを参考に、運動発達（姿勢・反射の発達を
含む）、精神発達（言語や社会性の発達を含む）を評価する。この際、疾病の有無や養育環境の影響も考慮
する。

4.5 疾病のスクリーニングの判定

　１） スクリーニングすべき標準的な項目
　医師や歯科医師の診察時の判定に利用するため、疾病の既往や発達に関する問診、保健師等による発
達の観察や簡易な検査などの情報を、医師や歯科医師に明確に伝えることが必要である。
　診察で重点をおく項目は、子どもの月齢・年齢により異なるが、厚生労働省が「母性、乳幼児に対する
健康診査及び保健指導の実施について」で挙げた留意点は、現在もスクリーニングすべき項目として利
用可能な内容である（次頁に抜粋）。

 判定区分
ふとりすぎ
ややふとりすぎ
ふとりぎみ
ふつう
やせ
やせすぎ

 肥満度 ≧  30%
30%＞ 肥満度 ≧  20%
20%＞ 肥満度 ≧  15%
15%＞ 肥満度＞－15%

－15%≧ 肥満度＞－20%
－20%≧ 肥満度　　　　
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乳児期および幼児期の健診における留意点（抜粋）

（前略）
【乳児期】
　(3)　疾病又は異常
一般身体所見のほか、とくに次の疾病又は異常に注意すること。
ア　発育不全 ( ことに低出生体重児、未熟児であったものについて )
イ　栄養の不足又は過剰による身体症状
ウ　貧血（殊に低出生体重児、未熟児であったもの、病気にかかり易い児、離乳期の児について)
エ　皮膚疾患 ( 湿疹、皮膚炎、血管腫等 )
オ　慢性疾患 ( 先天性股関節脱臼、斜頸、悪性腫瘍、肝疾患、腎疾患等 )
カ　先天奇形 ( 心奇形、ヘルニア、口唇口蓋裂、内反足、頭蓋縫合早期癒合等 )
キ　先天性代謝異常
ク　中枢神経系異常 ( 精神発達遅滞、脳性麻痺、てんかん、水頭症等 )
ケ　聴力及び視力障害 ( 斜視を含む )
コ　歯科的異常 ( 歯の萌出異常、口腔軟組織疾患等 )
サ　虐待が疑われる身体所見や不合理な説明

【幼児期】
　(4)　疾病又は異常
一般身体所見のほか、とくに下記の疾病又は異常に注意すること。
ア　肥満とやせ及び貧血
イ　発育障害 ( 成長ホルモン分泌不全性低身長症等 )
ウ　各種心身障害 ( 肢体不自由、精神発達遅滞、てんかん、聴力及び視力障害、言語障害等 ) の
　　発見と教育訓練の可能性の評価
エ　慢性疾患 ( 気管支喘息、心疾患、腎炎、ネフローゼ、皮膚疾患、アレルギー性疾患、悪性腫　
　　瘍、糖尿病、結核等 )
オ　視聴覚器の疾病又は異常
カ　う歯、歯周疾患、不正咬合等の疾病又は異常
キ　特に疾病又は異常を認めないが、虚弱で疾病罹患傾向の大なるもの
ク　情緒・行動的問題、自閉傾向、社会 ( 環境 ) 適応不全、学習障害、心身症等に対して早期発
　　見に努め、適切な援助を行うこと。
ケ　児童虐待の早期発見につとめ、適切な援助を行うこと。

（後略）
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　研究班では、乳幼児健診でスクリーニングすべき疾病の考え方について、章末の参考文献の情報に基
づいて整理した（表 4.5 ～表 4.6）。
　乳幼児健診における疾病スクリーニングは、限られた時間の中で、所見の見逃しを防ぎ、健診に関わ
るスタッフとの情報共有をはかることが求められる。そこで、対象児の疾病スクリーニングに必要な情
報を共有できるように、診察時に念頭に置くべき疾患とその判定基準の作成を試みた。参考文献をもと
に、特に見逃してはならない疾病や頻度が多い疾病等を抽出し、判定基準についてガイドライン等を参
照し、最新の知見を盛り込むことに努めた。短時間で最低限必要な情報が得られるように配慮したた
め、各疾病の詳細については成書に譲ることにした。
　診断の遅れが予後悪化につながる疾病や、虐待など発見した際に早急に介入が必要な項目には着色
して強調した。同じ所見であっても、月齢により、判断が異なる場合には、時期により異なる対応を記載
した。各疾患の紹介施設が小児科以外に及ぶことが想定されるが、各地域において紹介先が異なると考
えられるため、紹介先の専門科等は明示しなかった。発達の遅れが主な所見となる発達障害等について
は、発達評価として別項があるため、ここでは除外した。
　この表は、あくまでも例示であり、この通りにスクリーニングをするべきと強制するものではない。
参考として活用していただければ幸いである。改善点やご意見等をいただき、より有用なツールとする
ことができればと期待する。
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疾
患

が
想

起
し

に
く
い

が
発

育
発

達
の

遅
延

や
外

表
奇

形
を

伴
う

。

特
異

的
か

。

〜

。



－1－ －2－ －3－ －4－ －5－ －6－ －7－

－8－ －9－ －10－ －11－ －12－ －13－ －14－ －15－ －16－ －17－

－18－ －19－ －20－ －21－ －22－ －23－ －24－ －25－ －26－

－27－ －28－ －29－ －30－ －31－ －32－ －33－ －34－ －35－ －36－

－37－ －38－ －39－ －40－ －41－ －42－ －43－ －44－ －45－ －46－

－47－ －48－ －49－ －50－ －51－ －52－ －53－ －54－ －55－ －56－

－57－ －58－ －59－ －60－ －61－ －62－ －63－ －64－ －65－ －66－

－67－ －68－ －69－ －70－ －71－ －72－ －73－ －74－ －75－ －76－

－77－ －78－ －79－ －80－ －81－ －82－ －83－ －84－ －85－ －86－

－87－ －88－ －89－ －90－ －91－ －92－ －93－ －94－ －95－ －96－
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満



－1－ －2－ －3－ －4－ －5－ －6－ －7－

－8－ －9－ －10－ －11－ －12－ －13－ －14－ －15－ －16－ －17－

－18－ －19－ －20－ －21－ －22－ －23－ －24－ －25－ －26－

－27－ －28－ －29－ －30－ －31－ －32－ －33－ －34－ －35－ －36－

－37－ －38－ －39－ －40－ －41－ －42－ －43－ －44－ －45－ －46－

－47－ －48－ －49－ －50－ －51－ －52－ －53－ －54－ －55－ －56－

－57－ －58－ －59－ －60－ －61－ －62－ －63－ －64－ －65－ －66－

－67－ －68－ －69－ －70－ －71－ －72－ －73－ －74－ －75－ －76－

－77－ －78－ －79－ －80－ －81－ －82－ －83－ －84－ －85－ －86－

－87－ －88－ －89－ －90－ －91－ －92－ －93－ －94－ －95－ －96－
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然

、
皮
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が
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－1－ －2－ －3－ －4－ －5－ －6－ －7－

－8－ －9－ －10－ －11－ －12－ －13－ －14－ －15－ －16－ －17－

－18－ －19－ －20－ －21－ －22－ －23－ －24－ －25－ －26－

－27－ －28－ －29－ －30－ －31－ －32－ －33－ －34－ －35－ －36－

－37－ －38－ －39－ －40－ －41－ －42－ －43－ －44－ －45－ －46－

－47－ －48－ －49－ －50－ －51－ －52－ －53－ －54－ －55－ －56－

－57－ －58－ －59－ －60－ －61－ －62－ －63－ －64－ －65－ －66－

－67－ －68－ －69－ －70－ －71－ －72－ －73－ －74－ －75－ －76－

－77－ －78－ －79－ －80－ －81－ －82－ －83－ －84－ －85－ －86－

－87－ －88－ －89－ －90－ －91－ －92－ －93－ －94－ －95－ －96－

２）疾病のスクリーニング項目の判定の考え方
　問診結果や医師・歯科医師の診察、あるいは検査により、適切な判定区分（p. 19）を用いて判定する。

対象月齢・年齢

スクリー
ニング
項目

判定の考え方（例示）

〇 〇 〇
発育

〇

発達

〇 〇

運動発達

〇 〇

精神発達

〇 〇 〇
疾病

〇 〇
歯科

3
歳
児

1
歳
6
か
月
児

3
〜
4
か
月
児

表 4.7 疾病スクリーニングに用いる判定の考え方

身長、体重などの発育状況について、身体計測値や発育曲
線、栄養状況等から判定する

乳児期の発達について、母子健康手帳や問診による発達歴、
問診場面での親の訴えや保健師等による観察、そして診察場
面での子どもの姿勢・反射等の所見や親の心配なども考慮し
て、総合的に判定する。

運動発達に関する過去の健診結果、母子健康手帳や問診によ
る発達歴、問診場面での親の訴えや保健師等による観察、そ
して診察場面での子どもの姿勢・粗大運動・微細運動・反射
等の所見や親の心配なども考慮して、総合的に判定する。

言語や認知、社会性の発達、アタッチメント形成などの精神
発達について判定する。過去の健診結果、母子健康手帳や問
診による発達歴、問診場面での親の訴えや保健師等による観
察、そして診察場面での子どもの様子や親の心配なども考慮
して、総合的に判定する。年齢に応じてM-CHATやPARS 
（PDD-Autism Society Japan Rating Scale）などのスクリ
ーニング尺度や集団場面での子どもの様子の観察などを用い
ることもできる。

医師の診察で発見または疑いが持たれた上記以外の所見のう
ち、経過観察や他機関への紹介が必要と判断したもの。集計
時には具体的な疾病名又は所見を備考欄に付記する。

歯科医師の診察で発見または疑いが持たれた所見のうち、経
過観察や他機関への紹介が必要と判断したもの。集計時には
具体的な疾病名又は所見を備考欄に付記する。



－1－ －2－ －3－ －4－ －5－ －6－ －7－

－8－ －9－ －10－ －11－ －12－ －13－ －14－ －15－ －16－ －17－

－18－ －19－ －20－ －21－ －22－ －23－ －24－ －25－ －26－

－27－ －28－ －29－ －30－ －31－ －32－ －33－ －34－ －35－ －36－

－37－ －38－ －39－ －40－ －41－ －42－ －43－ －44－ －45－ －46－

－47－ －48－ －49－ －50－ －51－ －52－ －53－ －54－ －55－ －56－

－57－ －58－ －59－ －60－ －61－ －62－ －63－ －64－ －65－ －66－

－67－ －68－ －69－ －70－ －71－ －72－ －73－ －74－ －75－ －76－

－77－ －78－ －79－ －80－ －81－ －82－ －83－ －84－ －85－ －86－

－87－ －88－ －89－ －90－ －91－ －92－ －93－ －94－ －95－ －96－

4.6 支援の必要性の判定

　１） 健診結果の判定手順と判定区分 
　近年、健診の役割が疾病のスクリーニングに加え、子育て支援につなぐ役割も含まれるようになって
きた。このような背景により、健診の保健指導の区分について、従来の「要指導」「要観察」等といった区
分から、子育て支援の必要性を表現できる新しい区分の開発が必要となっている。
　ここでは愛知県の取り組み例として「子育て支援の必要性」の考え方について示す。「子育て支援の必
要性」の判定は、支援の実現性を加味して判定する（図 4.2）。判定区分としては、子育て支援の必要性の
視点から次の４つを設けている。
・支援の必要性なし
・助言・情報提供で自ら行動できる
・保健機関の継続的支援が必要
・地域関係機関と連携した継続的支援が必要 

　支援が必要となる要因を分析する際は、表 4.8 に示した評価の視点を用いる。なお、同表には、要因別
に支援の判定の定義を記したので参考とされたい。

支援の
必要性なし

助言・情報提供
で、自ら行動

保健機関の
継続的支援

無
有

可能

可能

地域関係機関と連携した継続的支援

図4.2 「子育て支援の必要性」の判定の考え方

不可能

不可能

1）子ども、親・家族、親子
　の関係性の要因

2）親が自ら支援を利用

3）保健機関のみで支援



－1－ －2－ －3－ －4－ －5－ －6－ －7－

－8－ －9－ －10－ －11－ －12－ －13－ －14－ －15－ －16－ －17－

－18－ －19－ －20－ －21－ －22－ －23－ －24－ －25－ －26－

－27－ －28－ －29－ －30－ －31－ －32－ －33－ －34－ －35－ －36－

－37－ －38－ －39－ －40－ －41－ －42－ －43－ －44－ －45－ －46－

－47－ －48－ －49－ －50－ －51－ －52－ －53－ －54－ －55－ －56－

－57－ －58－ －59－ －60－ －61－ －62－ －63－ －64－ －65－ －66－

－67－ －68－ －69－ －70－ －71－ －72－ －73－ －74－ －75－ －76－

－77－ －78－ －79－ －80－ －81－ －82－ －83－ －84－ －85－ －86－

－87－ －88－ －89－ －90－ －91－ －92－ －93－ －94－ －95－ －96－

　２）判定の方法
　乳幼児健診において子育て支援が必要と気づく場面は、受付、待ち時間、保健師などによる問診、医師
の診察、集団指導や個別指導の場面などさまざまである。このため、「子育て支援の必要性」の判定は、健
診に従事した多職種によるカンファレンス等において、各従事者の観察事項等の情報や地域のサービ
ス資源に係る意見等を踏まえ、総合的に判定することが望ましい。

4.7 健診時の記録（健診カルテ）の管理

　１）妊娠期からの記録の管理 
　次のような妊娠中の母親の記録を、子どもの健診等に活用するため、子どもと母親の記録の管理番号
の連結を行うことが望ましい。
(1) 妊娠届出時（母子健康手帳交付時）のアンケートなどの記録
(2) 妊婦健診時の医療機関の記録
(3) （必要があった場合）医療機関からの連絡票と返信票
(4) （特定妊婦や要支援家庭の場合）相談記録や訪問記録
(5) 妊娠中に把握したその他の情報の記録

表 4.8　「子育て支援の必要性」の判定の例示

項目名 評価の視点 判定区分 判定の考え方

子の
要因

発
達

子どもの精神運動発達を促す
ための支援の必要性

・支援の必要性なし
・助言・情報提供で自ら行動できる
・保健機関の継続支援が必要
・機関連携による支援が必要

そ
の
他

発育・栄養・疾病・その他の
子どもの要因に対する支援の
必要性

・支援の必要性なし
・助言・情報提供で自ら行動できる
・保健機関の継続支援が必要
・機関連携による支援が必要

親・家庭の
要因

親・家庭の要因を改善する
ための支援の必要性

・支援の必要性なし
・助言・情報提供で自ら行動できる
・保健機関の継続支援が必要
・機関連携による支援が必要

親子の
関係性

親子関係の形成を促すため
の支援の必要性

・支援の必要性なし
・助言・情報提供で自ら行動できる
・保健機関の継続支援が必要
・機関連携による支援が必要

子どもの精神運動発達を促すた
め、親のかかわり方や受療行動
等への支援の必要性について、
保健師ほかの多職種による総合
的な観察等で判定する。

子どもの発育や栄養状態、疾病な
ど子育てに困難や不安を引き起こ
す要因への支援の必要性につい
て、保健師ほかの多職種による総
合的な観察等で判定する。
親の持つ能力や疾病、経済的問
題や家庭環境など子育ての不適
切さを生ずる要因への支援の必
要性について、保健師ほかの多
職種による総合的な観察等で判
定する。

愛着形成や親子関係において子
育てに困難や不安を生じさせる
要因への親子への支援の必要性
について、保健師ほかの多職種
による総合的な観察により判定
する。



－1－ －2－ －3－ －4－ －5－ －6－ －7－

－8－ －9－ －10－ －11－ －12－ －13－ －14－ －15－ －16－ －17－

－18－ －19－ －20－ －21－ －22－ －23－ －24－ －25－ －26－

－27－ －28－ －29－ －30－ －31－ －32－ －33－ －34－ －35－ －36－

－37－ －38－ －39－ －40－ －41－ －42－ －43－ －44－ －45－ －46－

－47－ －48－ －49－ －50－ －51－ －52－ －53－ －54－ －55－ －56－

－57－ －58－ －59－ －60－ －61－ －62－ －63－ －64－ －65－ －66－

－67－ －68－ －69－ －70－ －71－ －72－ －73－ －74－ －75－ －76－

－77－ －78－ －79－ －80－ －81－ －82－ －83－ －84－ －85－ －86－

－87－ －88－ －89－ －90－ －91－ －92－ －93－ －94－ －95－ －96－

　２）乳幼児期の記録
　一貫した保健サービスの提供と支援のために1人1カルテとして記録を管理することが必要である。
健診カルテと以下の文書類を共に保管することで、状況変化の把握に役立てることができる。
(1) 乳児家庭全戸訪問事業実施時の個人記録
(2) （要保護児童・要支援児童の場合）支援記録や養育支援訪問事業実施時の個人記録
(3) すべての時期の健診記録
(4) （必要があった場合）医療機関からの連絡票と返信票
(5) 乳幼児期に把握したその他の情報の記録
　保管期限は、次の世代の記録として生かせるよう可能な限り長期間（例えば 30 年以上など）保管す
ることが望ましい。

　３）保育所や幼稚園での巡回相談の記録、就学指導委員会や就学時健診での検討結果の記録 
　保育所や幼稚園への巡回相談における記録や、就学指導委員会（教育支援委員会 *）や就学時の健康
診断での検討結果の記録などが入手できる際には、これらの情報を健診カルテ等の文書類と一緒に保
管することで、フォローアップ状況の管理や健診の評価の振り返りなどに利用することが可能となる。
就学相談・就学先決定の在り方については、章末に記した、文部科学省「特別支援教育の在り方に関す
る特別委員会報告」が参考となる。

* 教育支援委員会：市町村が設置している早期からの教育相談・支援や就学先決定時のみならず、そ
の後の一貫した支援についても助言を行うもの。

4.8 健診後のカンファレンス

　健診後のカンファレンスは、集団健診に従事する職種間で、それぞれの異なる立場から見た子どもと
家族の多面的な評価や支援の必要性を検討できるため、「子育て支援の必要性」の判定を決める際に特
に有効となる。
　なお、本書において健診後のカンファレンスとは、集団健診後に健診従事者が集まって行うカンファ
レンスとし、医療機関委託健診における医療機関との定期的な会議や健診事業の運営方法を検討する会
議、カンファレンス前の事前情報共有とは区別して記述する。

　１）検討事項
　以下に、カンファレンスにおいて検討されるべき事項を列挙する。
(1) 判定結果の報告
(2) 判定結果の検討
　 判定結果がスクリーニング基準に合致しているか、判定の考え方についてスタッフ間で内容を確
　 認する。
(3) 健診従事者からの個別ケースの状況報告
 　それぞれの従事者が対応したケースについて、判定結果等には表れない気になる点などについて   
　 報告し共有する。
(4) 支援が必要なケースの支援方法の検討
 　子育て支援が必要と判定されたケースの支援方法について全員で共有し、地区担当など健診後に
　 個別に対応するスタッフにも伝達する。
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(5) 対象者数および受診者数の報告
(6) 健診事業の実施にあたって気になる点や改善すべき点

　２） 参加者
　医師や歯科医師、保健師をはじめ、健診従事者のすべてが参加することが望ましい。受付業務者や集
団遊びを担当する者（保育士等）から、個別の対応場面では把握できない情報が得られる場合がある。
　全員の参加が困難な場合は、健診に従事する全スタッフとの情報共有のために、健診従事者による定
期的な会議の開催や、事前の情報提供など市町村の状況に応じた工夫が求められる。

　３） 記録
　判定結果や支援の必要性、具体的な支援方法などについては、健診カルテ等の個別の記録に記載する
とともに、フォローアップのための台帳にまとめて記録する。また、健診事業の実施に関する事項は簡
単な議事録などに記録しておくと、事業の評価や見直しに役立つ。

4.9　健診後のフォローアップ

　健診事業によって受診者を判定して振り分けるだけでは、住民の健康状況の改善には結びつかない。
疾病のスクリーニング後の精密検査結果や要観察ケースの状況把握、保健指導や支援を行った後の状況
把握が事業実施には欠かせない。フォローアップ対象者の状況を、適切な時期に、もれなく把握するた
めには、フォローアップ管理者をおき、フォローアップの方法、間隔を明確にする必要がある。

　１） 担当者と管理者の役割分担
　個別のケースの情報は、地区担当者などの担当者が把握し、フォローアップの管理者に報告するなど
役割分担を明確にする。フォローアップ管理者は、フォローアップ管理台帳（表 4.9）などを用いて、担当
者のフォローアップ状況に関する進捗管理を行うとともに、担当者とともに支援の方法についても見
直しを行う。必要があれば、ケース検討会議の開催や他の事業での会議（要保護児童対策地域協議会等）
を活用して支援方針の確認や関係機関との連携に努める。

表4.9 フォローアップ管理台帳の例示

カルテ No 

氏名 

 連絡先 フォロー

アップの目的 

フォローアップ状況 
予定日 実施日・

内容 

予定日 実施日・

内容 

予定日 実施日・

内容 
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　２） フォローアップの方法
　乳幼児健診を実施後、支援が必要か否かのカンファレンスを行い、支援が必要なケースについては
フォローアップの対象とする。担当者によるフォローアップの手段としては、①電話連絡で確認、②母
子保健事業での経過観察、③他機関に紹介しその後経過を確認、④来所面接、⑤家庭訪問、⑥児童相談所
などの他機関と連携した情報把握などが考えられる。
　支援が必要な多くのケースを漏れなく、かつ効率的にフォローアップするため、発育・発達、情緒行
動などの子どもの問題、育児不安や心身の不調など母親の問題、支援者がいない、経済的な問題などの
社会的な問題の有無により判断し、ケースの問題に応じた優先順位や重みづけを行うことも必要であ
る（図 4.2）。

図4.3 乳幼児健診後のフォローアップの手段の選択に関するフローチャート（例）
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　３） フォローアップの間隔
　フォローアップの間隔は、子どもの問題の重症度や支援の必要度などケースの状況によって異なる。
支援方針を決定する際にフォローアップ間隔を決め、管理者と共有する。

　４） 医療機関委託健診の場合
　医療機関からの判定結果やそれまでに市町村が把握できている情報に基づいて、フォローアップの
方針（担当者や間隔を含む）や支援の必要性の方針をあらかじめ立て、共有した上で実施する。

　５） 福祉、教育機関と連携したフォローアップ体制の構築
　例えば、地域の特別支援教育の支援体制では、乳幼児期から学童期、そして就労へと地域の関係機関
が一貫してかかわる体制の整備が求められており、中でも乳幼児健診には、早期の発見と支援の役割が
強く求められている。また、乳幼児健診未受診例と児童虐待との関連、3歳児の肥満が学童期や成人期
の肥満に関連するなど、乳幼児健診のフォローアップは、ライフステージで対応する多機関が連携した
フォローアップ体制につながってこそ住民の健康課題の改善に役立つものである。
　現在、要保護児童対策地域協議会や就学指導委員会などへの情報提供など、多機関が連携をしている
地域もあるが、対象者の範囲が限定的であったり、乳幼児健診の振り返りに利用できないなどの課題が
ある。今後、多機関が連携したフォローアップ体制の構築が必要である。

　６） 市町村の発達支援とそのフォローアップ体制
　当研究班の調査（章末参考文献を参照）では、乳幼児健診事業の実施体制の中で、健診後のフォロー
アップ体制が市町村の規模に関わらず優先課題となっている状況が把握されている。ここでは、フォ
ローアップ体制の中でも、特に課題となっている市町村の発達支援のフォローアップ体制について、発
達障害児とその家族への地域特性に応じた継続的な支援を研究している本田班から情報提供を受けた
基本的な考え方について章末に掲載する（p.48）。
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【他研究班で得られた最新の知見】
　
　当研究班は、日本小児科学会などの学会や専門団体、他の研究班とも意見交換や情報共有をして、この手
引きを作成している。本項では、その中から特に重要と考えられる最新の知見について示す。

　１） 乳児股関節脱臼健診の再構築
（平成 26 年度厚生労働科学研究費補助金（疾病・障害対策研究分野 成育疾患克服等次世代育成基盤研
究）「乳幼児の疾患疫学を踏まえたスクリーニング及び健康診査の効果的実施に関する研究」：研究代
表者　岡　明、研究協力者　朝貝芳美）

　先天性股関節脱臼はその病名から生まれつき股関節が脱臼していると思われているが、実際には生
まれた時にすでに脱臼している例は少なく、脱臼準備状態から後天性の要因によって著しく影響を受
け、臼蓋形成不全（レントゲン検査で乳児期臼蓋角 30 度以上）から脱臼へ増悪する疾患であることがわ
かり、病名も発育性股関節形成不全（DDH , developmental dysplasia of the hip）とも称されるように
なった。後天性の要因とは、オムツの当て方や扱い方、出生時季節（寒い時期）の影響、育児の文化、風習
があげられる。したがって、後天性の要因を改善することにより臼蓋形成不全や脱臼への進行を予防で
きる疾患といえる。

　（１） 乳児股関節脱臼予防と健診の歴史的経過と現状
　1970 年代に先人の努力によって、生まれてからのオムツの当て方、扱い方指導により、臼蓋形成不
全、亜脱臼、脱臼ともに減少し、予防の成果が日本中に広まった。少子化や生活環境の改善、女性の体格
向上なども加わり乳児股関節脱臼の発生は約 1/10 に減少し、出生 1000 人に対して 1～3 人となった。
オムツの当て方のポイントは、オムツを厚くして股関節を開いた状態に固定するのではなく、赤ちゃん
の下肢の動きを妨げないようにすること、従って衣服も下肢の動きを妨げないことが重要となる。しか
し、発生数の減少とともに健診の場面で乳児股関節脱臼を扱うことは少なくなり、整形外科医も日常で
扱わない疾患となり、健診体制は脆弱化し疾患に対する認識が薄れていった。近年、新しい育児法も紹
介されているが、股関節、膝関節を伸ばすと股関節脱臼が発生しやすいという認識も薄れていった。

　　①日本小児整形外科学会Multi -Center Study 委員会の調査結果
　日本整形外科認定研修施設など全国 782 施設にアンケート調査を行い、平成 23 年 4 月～平成 25 年
3 月までの 2年間で未整復の乳児股関節脱臼は 1347 例であった。そのなかで、1歳以上で初めて診断さ
れた例は 217 例（16%）、うち健診を受けていた例は 190 例で、受けていなかった例は 1例、不明が 26 例
であった。健診を受けていても診断までに至らなかった実態が明らかになった。

　　②二次検診後の紹介ネットワークの構築
　我々が作成し日本整形外科学会で承認された「乳児股関節健診の推奨項目」を用いた 3～ 4か月健診
では 10%前後の例がスクリーニングされ、二次検診のために一般整形外科医に紹介されることが想定
されており、従来よりも二次検診紹介例が増えるため、整形外科医には二次検診の手引きを作成し周知
を図っている。整形外科医で対応が難しい例は地域の基幹病院か乳児股関節脱臼を扱っている施設に
紹介することになる。日本整形外科学会公式サイトの会員専用ページに「整形外科医のための乳児股関
節二次検診の手引き」と「乳児股関節脱臼紹介可能施設」のリストが掲載されている。
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　（２） 一次健診でのチェック項目
　　①乳児股関節脱臼危険因子
・股関節開排制限
　特に向き癖の反対側の下肢の開排制限に注意が必要。
・大腿皮膚溝または鼠径皮膚溝の左右差
・女児
　脱臼例は女児に多く、男女比は 1: 5～9 である。
・地域と生まれた季節
　寒い地域・寒い時期に生まれた子どもに脱臼が多い。寒いため衣服で下肢を伸展位でくるんで、下肢
の動きを妨げることが原因とされている。1972 年Michelsson は、膝を伸ばすと股関節が脱臼すること
を動物実験で証明した。
・家族歴：血縁者に股関節疾患
　遺伝に関して、家系内発生約 25%、同胞発生約 5%と言われている。特に女児で家族歴のある臼蓋形
成不全は経過観察が必要となる。
・骨盤位分娩（帝王切開時の胎位を含む）　
　胎内で膝伸展位となっている率が高い。

　　②一次健診でのチェックポイント
・股関節開排制限の見方
　股関節を 90 度屈曲してやさしく開く。開排制限角度（図 4.4-a）が 20 度以上の時に陽性とする。開排
制限のほとんどは向き癖の反対側にみられることも知っておく必要がある。顔が向いたほうに体が捩
れて、反対側の下肢は立て膝の状態となり生後 1ヶ月でも開排制限がみられる（図 4.5）。また男児では
股関節の開きが硬い例も多く、両側対称性の場合は正常な場合もみられる。
・大腿皮膚溝または鼠径皮膚溝の見方
　正常例であっても大腿皮膚溝の非対称はみられる場合もあり、大腿後面に至る深い皺の非対称に注
意する（図 4.6）。細かな皺の非対称を陽性とすると、擬陽性の数が多くなってしまう。鼠径皮膚溝は股関
節を開排した時に長さの左右差をみる。股関節に開排制限があると鼠径皮膚溝は深く、長くなる（図
4.7）。
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　開排制限の見方：股関節を90度屈曲して開く。
(a)：床から20度以上が陽性。特に向き癖の反対側の開排制限や左右差に
　　注意する。

右側を向く癖
向き癖の反対側の脚が立て膝の状態となり、
左側の股関節開排制限がみられる。

左側を向く癖
生後1か月でも向き癖の反対側の股関節開排制
限がみられ、鼠径部皮膚の発赤がみられる。

図4.4　乳児股関節開排制限

図4.5　向き癖と股関節開排制限
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日本小児整形外科学会では、以下のパンフレット等を公式ウェブサイトに掲載しており、ダウン
ロードできる（ http://www.jpoa.org/ ）。

① 乳児股関節脱臼予防パンフレット（一般向け）
② 乳児股関節健診の推奨項目と二次検診への紹介（健診従事者向け）
③ 整形外科医のための乳児股関節二次検診の手引き

図4.7鼠径皮膚溝非対称（右股関節開排制限）

図4.6　大腿皮膚溝非対称
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　乳児股関節脱臼は生まれてからのオムツの当て方や扱い方の指導で予防ができる疾患である。特に
向き癖があり顔が向いた方向に体が捩れ、反対側の下肢が立て膝の状態となり股関節に開排制限のみ
られる例では早期からの扱い方指導が重要となる。また 3～ 4 か月健診で脱臼をスクリーニングし診
断治療を開始すれば多くは後遺症なく治療可能な疾患である。脱臼だけでなく臼蓋形成不全も早期か
らの扱い方指導で増悪防止が可能となる。診断が遅れて歩行開始してから診断され治療が難渋する例
をなくしていくために健診体制を再構築する必要がある。

　２） ３歳児検尿と先天性腎尿路奇形の発見
（平成 25 ～ 26 年度厚生労働科学研究費補助金（疾病・障害対策研究分野 成育疾患克服等次世代育成
基盤研究）「乳幼児の疾患疫学を踏まえたスクリーニング及び健康診査の効果的実施に関する研究」：
研究代表者　岡　明、研究分担者　本田　雅敬）

　日本小児腎臓病学会の 3歳児検尿の全国調査では（2012 年日児誌）、平成 20 年 12 月の時点で、全国
1422 自治体（回収率 73%）のうち、98.5% の自治体で乳幼児検尿が実施されていた。95.2% の自治体では
3歳時に、39 自治体（0.3%）では乳児期に、281 自治体（19.8%）では 1歳 6か月～ 2歳時にも検尿が行わ
れていた。992 自治体（69.8%）で一次スクリーニング（検尿テープや鏡検による検尿で自治体により検
尿回数は異なる）異常者に対し、二次スクリーニング（採血や超音波検査など精密検査に準ずる診察）が
行われていた。しかし 64.5% の自治体ではスクリーニング異常者に対して、単に任意の医療機関を受診
するよう勧奨するに留まるものであった。このように、検尿の事後措置がシステムとして確立されてお
らず、検尿後のフォローがなされていない地域が多くを占めていた。疫学的には、小児期腎不全の原因
の約 60% を占める先天性腎尿路奇形（congenital anomaly of the kidney and urinary tract, CAKUT）
の早期発見をすべきだが、十分に寄与できていない。CAKUTによる腎機能障害の患者の 3歳以降発見
者のうち 3歳検尿での発見は 12%であった。学校検尿では、検尿のシステムが確立され、判定基準も確
立されている。3歳児検尿も、全国一律のスクリーニングシステムを確立すると共に、かかりつけ医や
専門医紹介基準を明らかにする事が重要であり、平成 23 年よりシステム確立に取り組んできた。特に
CAKUTは成長の過程で腎機能低下が進行し、腎不全の要因となり、早期に診断・対応することは重要
である。
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　（１） 推奨する検診方法
図 4.8 のような方法を推奨する。

　①1次、2次検尿
ⅰ）尿蛋白定性
　CAKUTだけでなく、腎炎も発見される事も多い。また全ての市町村で行われている。±をカットオ
フとした場合、陽性率は 1次 1.2% から 2次 0.05% と多くない。1次だけだと疑陽性率が高くなるため、
2次検尿を勧める。
　CAKUT は超音波検査で最も容易に発見できるが、3 歳児全員に全国一律で行う事は現実的ではな
い。尿蛋白定性検査は腎機能障害が中等度の場合では、尿蛋白＋以上で 1/3 程度、±で半数程度が陽性
にすぎない。一方蛋白・クレアチニン比（P/C）、尿中β2 ミクログロブリン・クレアチニン比（BM/C）
を使用した場合、P/Cで 3/4、BM/Cはほぼ全例で陽性である。しかし、従来 80%以上が見逃されてい
た事、委託検査ではなく、試験紙法で保健師が 1次、2次検尿を行っている市町村がほとんどである事
から P/C比や BM/Cは難しく、尿蛋白±を推奨する。また 3歳児も希釈尿が多く、±でも疑陽性が多
くなることは無い。

　＜注意点＞
　尿蛋白の ± の基準値はメーカーで異なる。ある県での市町村別の尿蛋白有所見率は 0～39.5% と幅
があり、その測定精度を高めることは重要である。そこで図 4.9 の様な判定方法を推奨する。排尿が自
立していない場合はおむつにラップとガーゼを使用したり、尿取り用のパックを渡したりするが、その
方法は各市町村で適宜考える。

図4.8  3歳児検尿の方法
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ⅱ）尿蛋白定性以外の尿検査
　白血球尿（試験紙）は高率に膀胱尿管逆流（VUR）を発見でき、その中には腎機能障害を有する
CAKUTの発見も可能である。一次で陽性者は約 1%、2次で約 0.2% であるが、地域によっては 10%程
度と高く、尿の取り方に注意が必要である。また疑陽性も多い。全国で一斉に行うのに適しているかは、
現在全国の 15%の市町村でしか行われていない事から推奨にとどめる。
　尿潜血検査は 1次 8.2%、2 次 1.2% と陽性率が高く、一部に尿路感染症や遺伝性腎炎が発見されるこ
とがあるが、疑陽性が多い。蛋白尿合併者の 19%に糸球体腎炎が発見される事もあり、蛋白合併例によ
り注意が必要である。全国市町村の 80%に実施されているが、推奨にとどめる。

　②かかりつけ医（精密検査）
ⅰ）尿中 P/C
　カットオフ値を 0.15 とする。試験紙も可能だが希釈尿の判定に適さず、試験紙法の有用性は明らか
になっていないため、実際に定量をする方が良い。1次検尿で全員に行うのが良いが、検査委託が必要
になり、1次検尿で行う事は推奨にとどめる。

図4.9　尿蛋白測定の注意点

尿検査判定での注意点
・　早朝尿が採れない場合は随時尿でもよい

・　基準色調表を比較し、満たす色調の最大濃度
　　を採用する
　　※一定に達さない場合には切り上げない

・　判定は十分に明るい場所〈1000ルクス程度の
　　光源下）で行う

・　試験紙の中央部の呈色で判定する

こちらを採用する

外側は用いない

○
×

[-] [+-] [1+] [2+] [3+] [4+]

[+-]より濃いが[1+]に満たない
　　　→[+-]と判定する
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ⅱ）尿中BM/C
　カットオフ値を 0.50 μg/mg 以上で行う。CAKUT発見の感度、特異度ともに優れており、全 3歳児
への導入が望ましいが、P/Cと同様に 1次検尿で行うには検査委託が必要で、全市町村で導入するに
は課題が多く、精密検査で行う事とし、1次検尿で行う事は推奨にとどめる。

ⅲ）血清クレアチニン値
　3 歳で 0.37mg/dl 以上が異常であり、0.27mg/dl が中央値である。血清クレアチニンが異常な場合は
必ず超音波検査を行う。

ⅳ）血圧
　3 歳で 110/70 mmHg 以上は明らかに高値であり、115/75 mmHg 以上は治療適応である。カフは上
腕周囲長の 40%以上の幅で、上腕周囲の 80%以上を囲む長さとし，カフの幅と長さは 1：2以上とする。
高値の場合は必ず腎エコーなどの精密検査を行う。

③超音波検査
　CAKUT の発見に最も有用である。3 歳検尿の精査陽性者には専門施設で行う。全員に行う場合は 3
～4か月健診が良く、推奨にとどめるが、手術が必要な閉塞性の腎疾患やVURを早期に見出せる。3歳
の異常値は SFU3 度以上、腎サイズ長径 57mm未満、左右差 11mm以上で、腎の輝度、尿管、膀胱異常も
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を同時に行う形でも良い。専門医のもとで確定診断のためのさらなる検査を行う。

　（２） 各都道府県での対策
　検診の方法を全国一律に行い、さらに専門医を受診させる仕組みを構築するには各市町村で行う現
状は適さない。小児腎臓専門医の数は十分ではなく、各都道府県の母子保健対策を行っている部署と小
児腎臓専門医（日本小児腎臓病学会で各都道府県代表を委嘱済み）と、医師会が一体となった検尿対策
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　３） 幼児期の発達障害に対する地域支援システム
（平成 25 ～ 26 年度厚生労働科学研究費補助金（疾病・障害対策研究分野 障害者対策総合研究）「発達
障害児とその家族に対する地域特性に応じた継続的な支援の実施と評価に関する研究」：研究代表者
　本田秀夫）

　発達障害の早期支援は、地域の行政が関与したシステム化が肝要であり、そのシステムの中のサブシ
ステムを担う機関とそこで働く専門家が鍵となる。システムづくりには、地域ごとの特性に配慮する必
要がある。

　（１） 大規模自治体における具体的な実践
　政令指定都市や中核市の中には、医療型児童発達支援センターと、福祉型の児童発達支援センターの
機能を併せ持った総合的な児童発達支援センター（旧「心身障害児総合通園センター」）を設置し、早期
療育を行うとともに、診療や地域連携を行っているところがある。このような施設があれば、専門家を
そこに集約させて障害の特性に特化した専門的な早期療育を保障することができる。知的障害のない
発達障害の子どもに対しても、診療所機能と地域相談機能を活用した専門的な早期支援が可能である。
ただし、もともと通所型支援を中心に設計されているため、定員オーバーした子どもたちへの対策が手
薄になってしまう場合があることや、発達特性があっても診断や通所の必要まではないケースが支援
の対象からはずれてしまうなどの課題もある。

　（２） 小規模自治体の事情を加味した修正
　小規模自治体の場合、中度～重度の知的障害の子どもたちを受け入れる（診療所の併設されていな
い）福祉型の児童発達センターくらいしか専門施設がない。知的障害のない発達障害のケースに対して
は、市町村の保健師と地域の医療機関が連携しながら発見と診断を行い、地域の幼稚園・保育所でのイ
ンクルージョン的対応 * が求められる。地域の幼稚園・保育所がインクルージョンを強化できるよう
支援していくため、県（圏域）に基幹となるセンターを設置するなどの工夫が必要となる。
* インクルージョン的対応：発達障害児が、定型発達児やいわゆるグレーゾーンの発達特性を持つ児
と同じ場所で保育や幼児教育を行う対応

　（３） 地域精神保健の 3階層モデル
　発達障害の早期支援の対象を必ずしも医療が必要ではないケースにまで広げるとすると、医療モデ
ルのみで対応することは合理的でない。そこで 3 階層モデルによる支援システムづくりを提唱するこ
とができる。すなわち、地域精神保健の機能を「日常生活水準の支援」（以下、レベルⅠ）、「専門性の高い
心理・社会・教育的支援」（レベルⅡ）、「精神医学的支援」（レベルⅢ）の 3つのレベルからなる階層モデ
ルとして構築するのである（図 4.10）。
　精神科医療機関は一般の人々にとって敷居が高い。一方、どんな人でも日常生活の中で多少なりとも
悩みや心配事を抱えるものであるが、それらのすべてが専門的な精神科医療を要するわけでもない。身
近な人にちょっと相談するだけで気持ちが整理され、悩みや心配事が軽減することの方がむしろ多い。
問題は、そうした日常生活の中での相談で解決し、心の健康を保つことができるのか、それとも専門的
な精神科医療を要する事態なのか、その判断が難しいことである。
　この問題を解決するために、「日常生活」と「精神科医療」をつなぐインターフェイスを設定する。この
インターフェイスにあたるレベルⅡの支援は、日常の悩みや心配事の相談の延長でありながら、専門的
精神科医療の要否を判断してタイムリーに医療につなげることに存在価値がある。発病の予防、疾患の

進行や再発の防止、あるいは他の要因の重畳による複雑化の予防を図ることができる。
　発達障害の場合、レベルⅠの支援を担うのは、乳幼児期は市町村の母子保健や幼児教育（保育）であ
り、レベルⅢの支援を担うのは、児童精神科の医療機関である。専門的支援に関する現場の主役は多く
の場合、レベルⅡの支援である。これを担うべき機関やスタッフを特定したシステムづくりが必要であ
る。
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　３） 幼児期の発達障害に対する地域支援システム
（平成 25 ～ 26 年度厚生労働科学研究費補助金（疾病・障害対策研究分野 障害者対策総合研究）「発達
障害児とその家族に対する地域特性に応じた継続的な支援の実施と評価に関する研究」：研究代表者
　本田秀夫）

　発達障害の早期支援は、地域の行政が関与したシステム化が肝要であり、そのシステムの中のサブシ
ステムを担う機関とそこで働く専門家が鍵となる。システムづくりには、地域ごとの特性に配慮する必
要がある。

　（１） 大規模自治体における具体的な実践
　政令指定都市や中核市の中には、医療型児童発達支援センターと、福祉型の児童発達支援センターの
機能を併せ持った総合的な児童発達支援センター（旧「心身障害児総合通園センター」）を設置し、早期
療育を行うとともに、診療や地域連携を行っているところがある。このような施設があれば、専門家を
そこに集約させて障害の特性に特化した専門的な早期療育を保障することができる。知的障害のない
発達障害の子どもに対しても、診療所機能と地域相談機能を活用した専門的な早期支援が可能である。
ただし、もともと通所型支援を中心に設計されているため、定員オーバーした子どもたちへの対策が手
薄になってしまう場合があることや、発達特性があっても診断や通所の必要まではないケースが支援
の対象からはずれてしまうなどの課題もある。

　（２） 小規模自治体の事情を加味した修正
　小規模自治体の場合、中度～重度の知的障害の子どもたちを受け入れる（診療所の併設されていな
い）福祉型の児童発達センターくらいしか専門施設がない。知的障害のない発達障害のケースに対して
は、市町村の保健師と地域の医療機関が連携しながら発見と診断を行い、地域の幼稚園・保育所でのイ
ンクルージョン的対応 * が求められる。地域の幼稚園・保育所がインクルージョンを強化できるよう
支援していくため、県（圏域）に基幹となるセンターを設置するなどの工夫が必要となる。
* インクルージョン的対応：発達障害児が、定型発達児やいわゆるグレーゾーンの発達特性を持つ児
と同じ場所で保育や幼児教育を行う対応

　（３） 地域精神保健の 3階層モデル
　発達障害の早期支援の対象を必ずしも医療が必要ではないケースにまで広げるとすると、医療モデ
ルのみで対応することは合理的でない。そこで 3 階層モデルによる支援システムづくりを提唱するこ
とができる。すなわち、地域精神保健の機能を「日常生活水準の支援」（以下、レベルⅠ）、「専門性の高い
心理・社会・教育的支援」（レベルⅡ）、「精神医学的支援」（レベルⅢ）の 3つのレベルからなる階層モデ
ルとして構築するのである（図 4.10）。
　精神科医療機関は一般の人々にとって敷居が高い。一方、どんな人でも日常生活の中で多少なりとも
悩みや心配事を抱えるものであるが、それらのすべてが専門的な精神科医療を要するわけでもない。身
近な人にちょっと相談するだけで気持ちが整理され、悩みや心配事が軽減することの方がむしろ多い。
問題は、そうした日常生活の中での相談で解決し、心の健康を保つことができるのか、それとも専門的
な精神科医療を要する事態なのか、その判断が難しいことである。
　この問題を解決するために、「日常生活」と「精神科医療」をつなぐインターフェイスを設定する。この
インターフェイスにあたるレベルⅡの支援は、日常の悩みや心配事の相談の延長でありながら、専門的
精神科医療の要否を判断してタイムリーに医療につなげることに存在価値がある。発病の予防、疾患の

図4.10 地域精神保健の3階層モデル
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　発達障害の場合、レベルⅠの支援を担うのは、乳幼児期は市町村の母子保健や幼児教育（保育）であ
り、レベルⅢの支援を担うのは、児童精神科の医療機関である。専門的支援に関する現場の主役は多く
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5.1 地域に暮らす乳幼児の全数把握の必要性

　保健機関のみならず、関連する全ての機関が、対象となる全乳幼児を共通の方法で認識し、その実態
を把握・共有する仕組みを構築する必要がある。健診未受診児は、背景に支援を要する状況や虐待のリ
スク等もあり、実態の把握が不可欠である。
　健診受診率が、3～5か月児健診95.5%、1歳6か月児健診94.8%、3歳児健診92.8%（平成24年度地域保
健・健康増進事業報告）と全体には9割を超えているのに対して、子ども虐待による死亡事例等の検証
報告（第3次～第10次報告）では子ども虐待による死亡事例の健診受診率は、それぞれ72.0～89.9%、
52.9～82.4%、44.4～77.8%と著しく低いと報告されている。健診未受診児への対応が、全数把握の上で
重要なポイントとなる。
　
5.2 健診未受診児への対応の標準化

　健診未受診児への対応としては、家庭訪問等を行い、育児状況を把握する必要がある。また、養育者
が心身に何らかの問題を抱えている場合などがあるため、養育者の状況も確認し、必要に応じて支援に
つなげなければならない。例えば、奈良県の乳幼児健診未受診者調査では、未受診児の2%前後に養育
者への支援が必要な状況が把握されている（章末、参考文献）。
　乳幼児健診未受診児を系統立てて把握する体制として、次の枠組みを提案する。

　１） 状況把握のための標準的な体制の考え方
　（１） 健診未受診者の把握期限の設定 
　集団健診、医療機関委託健診等、それぞれの健診について、どの時期までに受診しない者を未受診者
とするかの方針や基準をあらかじめ決定し、未受診率及び未受診者把握率、未受診理由等の記録を行
う。 特に医療機関委託健診の場合は、自治体が情報を把握するまでに時間を要する場合があり、あらか
じめ方針や基準を共有し、対応を講じる必要がある。

　（２）妊娠期・周産期情報の活用
　妊娠届出時のアンケートや医療機関からの連絡票、その他の妊娠期・周産期の情報からリスクの高
い家庭を把握し、早急に家庭訪問を行う。

　（３）他機関との情報共有
　未受診児は、保育所や幼稚園等に所属している場合がある。また、きょうだいに関係機関が既に関
わっている場合もある。要保護児童対策地域協議会の枠組みを利用するなどをして、情報を共有するよ
う努める。

　（４）情報を把握できない場合の対応方針の事前の取り決め
　家庭訪問で不在、訪問を拒否する、子どもに会えないなどの場合や家庭訪問ができない場合を想定し
た対応方針を事前に決めておく。また、要保護児童対策地域協議会に情報を提供するタイミングについ
ても方針を決めておく。

第5章　全数把握の必要性
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　２） 地方自治体における健診未受診者への対応の標準化（例）
　健診未受診児の背景には、行政サービスを利用しない・利用できないなど、支援につながりにくい家
庭がある。状況把握のためには、市町村の母子保健担当部（局）だけではなく、都道府県の関係部（局）と
の連携が有効な場合もある。青森県は、「市町村と児童相談所の機関連携対応方針（平成25年7月改訂）」
の中で健診未受診者に対する方針を下記の通り統一した（表 5.1）。

　また、大阪府は「大阪府における乳幼児健康診査未受診児対応ガイドライン（平成 26 年 11 月）」を策
定し、未受診児について、母子保健担当課において実施すべき対応（どのような対応を、いつまでに行
う）をフロー図で示し、留意すべきポイント等をまとめた。転出入者への対応などについても言及する
とともに、未受診家庭についての情報提供書、家庭訪問時の不在メモ、それでも反応がない場合の最後
通告のメモなど、具体的な書式等も掲載している（図 5.1）。

表 5.1 健診未受診者への対応（青森県）

・健診未受診の場合は保健師から電話連絡
・連絡がない場合は保健師の訪問（目視）（1回目訪問）
　市町村（福祉・保健）での検討を経て次に進む
・保健師による2回目訪問
　「連絡がないと児童相談所に通報しなければならない。
　そうしたくないので必ず連絡ください」のメモを残す。
・連絡がない場合、児童相談所に連絡
・保健師による3回目訪問
　会えない場合は児童相談所に通報する
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図5.1　乳幼児健康診査未受診児対応（フロー図）

（大阪府における乳幼児健康診査未受診児対応ガイドラインより引用）
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5.3 乳児家庭全戸訪問事業（こんにちは赤ちゃん訪問事業）で把握すべき内容

　生後4か月までに家庭訪問を行う乳児家庭全戸訪問事業は、平成24年7月1日現在94.1%とほとんどの市
町村で実施されている。厚生労働省の市町村児童家庭相談業務の実施状況等の調査によれば、平成23年
度の対象家庭に対する訪問率は全国平均で90.1%であり、新生児訪問と併せて実施した市町村は82.0%で
あった。
　助産師や保健師等が実施する新生児訪問と、専門職でない訪問者も実施する乳児家庭全戸訪問事業で
は把握できる内容が異なるが、この機会を活用して専門職でない訪問者も把握すべきと考えられる項目
を示す（表5.2）。
　支援内容や訪問困難などへの対応については、平成20年度厚生労働科学研究「乳児家庭全戸訪問事業
及び養育支援訪問事業推進マニュアル」、平成24年度厚生労働科学研究「乳児家庭訪問事業における訪
問拒否等対応困難事例への対応について」 が市町村に配布されている。

表 5.2.  乳児家庭全戸訪問事業で標準的に把握すべき内容

把握の対象 把握すべき内容  
母の様子 ・体調（睡眠、食欲、疲労、イライラなど）はどうか

・育児を楽しんでいるか
・困っていることはないか

 

子どもの様子

 

・睡眠状況、哺乳状況、皮膚や衣類の清潔、表情など

家庭の様子 ・母児の居所が安心・安全なところか
・清潔が確保されているか

支援者 ・パートナーの育児への関与はどうか
・パートナー以外の支援者がいるか
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6.1　保健指導の基本的な考え方

　１） 乳幼児健診における保健指導の目的
　乳幼児健診は、子どもの発育・発達の節目に行う。子育ての不安が一番高い時期は、子どもが生後 1
～ 2か月の時期とされているが、子育ての悩みはその内容を変えて存在し続けるものである。発育・発
達の節目にその時々の小さな不安をタイムリーに解消していくために、乳幼児健診を活かすことが重
要である。
　乳幼児健診における保健指導の目的は、親子の顕在的および潜在的健康課題を明確化し、その健康課
題の解決に向けて親子が主体的に取り組むことができるよう支援することである。

　２） 本手引きにおける「標準的保健指導」
　本手引きは、全国どこでも一定水準の乳幼児健診によるサービスを受けられるようにするための指
針である。
　本章では、全国どこでも、どの健診従事者が実施しても、全ての親子に必要な支援が行き届くために
最小限必要な保健指導を「乳幼児健康診査における標準的な保健指導」と定義し、全ての健診実施主体
および健診従事者が共通認識しておくことが必要な基本的な考え方について記す。

　３） 乳幼児健診時の保健指導における多職種連携の必要性
　乳幼児健診では、医師・歯科医師、保健師、助産師、看護師、管理栄養士・栄養士、歯科衛生士をはじめ、
母子保健に関与する職種のすべてが協力し、乳幼児または母性をめぐる健康課題に対して、多方面から
情報を収集してアセスメントおよびその共有を行い、各職種が連携して総合的な指導や助言を行うこ
とが必要である。ただし、多職種が関わるため、親子に対して必要な保健指導を一貫した方針のもとに
実施するためには、職種間の連携が不可欠である。
　職種間の連携のためにはお互いの役割について認識を共有しておくことが重要である。医師・歯科
医師は疾病の有無や標準的な発育・発達の経過をたどっているかについての診断を行う。また、管理栄
養士・栄養士は栄養面を中心として健康な食生活に必要な具体的な保健指導、さらに食を通しての親
子のアタッチメント形成の促進や生活の質の向上に関する支援を担っている。また、歯科衛生士はう蝕
や口腔に関わる習癖等の健康課題に対して親子の生活の中でいかに予防・改善するか具体的支援を行
う。保健師は疾病に関する知識や地域特性に関する情報、健診対象者の妊娠期からの継続的情報等をも
ちながら生活全般において親子を支援する医療職である。その特性を活かし、健診実施中の保健指導だ
けでなく、健診前およびその後のフォローアップ等において対象となる親子に必要な支援が行き届い
ているか、必要なサービスにつながっているかのケース・マネジメントを行う。看護師は主に発育・発
達測定や診察の介助に携わりながらその場面での親子の様子を把握する。助産師は妊娠期から最初の
乳幼児健診に至るまでの保健指導を担う職種として、継続的支援の必要性を判断し保健師等へつなぐ
など、妊娠期からの継続的支援に欠かせない存在となっている。他にも、心理発達の精査を行う心理職
や子育て支援の役割を担う保育士、健診の運営に欠かせない事務職員など、健診には多種多様な職種
や、自治体によっては民生・児童委員など住民も関わっており、すべての健診従事者との連携が重要で
ある。
　乳幼児健診が実施されている間、各職種によって発育・発達、疾病、栄養、歯科、生活習慣、親の状況な
ど様々な視点でのスクリーニングが行われている。その各スクリーニング結果を統合し健康課題を明

確化すること、さらにその健康課題に対する各職種の専門性を活かした保健指導や継続的支援へのつ
なぎが行われている。このように親子のニーズに沿って各専門職が多角的アプローチを行うことによ
り、スムーズな支援介入へつなげることも可能となる。例えば、発達の遅れが懸念されるが親が認めた
くない状態であり発達に関する保健師の保健指導には拒否的な場合でも、偏食で困っている等の支援
ニーズがある場合には、管理栄養士・栄養士の栄養指導からアプローチすることで関係性の構築につ
ながることもある。なお連携の際には、多職種間で情報と支援の方向性を共有することが重要である。

　４） 乳幼児健診における保健指導の特徴
　（１） 対象者の特徴
① 現代の親子を取り巻く健康課題
　子どもが生まれながらにして持つ、「育っていく力」を十分発揮できるようにするためには、親が子ど
もの「育っていく力」を信頼して見守ることが重要である。しかし、核家族化、地域における人間関係の
希薄化などにより、妊産婦や子どもに接する機会のないまま妊娠や出産を経験し、親になる者が増えて
いる。そのため、親自身による子どもの発達・発育過程の知識や経験不足と、子どもの心身の状態や発
達・発育の偏り、疾病によるものが相まって「育てにくさ」を感じる原因となっていることがある。これ
らを踏まえて、親自身の気質の特徴やその背景を個別に捉えた上で、問題の所在を見極め、支援に携わ
ることが必要である。

② 対象者の多様性
　健診の対象は、その地域に住む対象年齢の子どもとその親という共通項はあるが、その家族の状況や
家庭の形態は多様化している。かつては少数派だった共働き世帯が増加し、外国人世帯も増加してい
る。また、祖父母や親族の他、里親や乳児院等、主な養育者が母親以外である場合や、ひとり親家庭等、
様々な家庭の背景を持つ子どもが対象であることを十分に認識する必要がある。さらに、地域にはアレ
ルギー疾患等の様々な健康課題を持つ子どもが生活している。また健康関連情報も溢れており、正しい
情報を探索して選択していく必要があるが、現代の情報過多社会では非常に難しいことであり、親の中
には過度な不安を抱く者がいることも考えられる。そのため、画一的な指導の実施などの支援者の対応
によっては否定的な印象のみを与え、健康課題等がより潜在化してしまう可能性もある。今までの経過
等、親の話をよく聞き、支援者として情報提供を行うとともに、親が好ましい自己決定ができるよう支
援を行う必要がある。そして対象者の多様性を踏まえた個別性の高い支援につなげることが重要であ
る。

　（２） 成長発達の過程に応じた支援
　子どもは一人ひとり異なる資質や特性を有しており、その成長には個人差がある一方、子どもの発達
過程やその順序性には、共通する特徴がある。成長・発達段階に応じた好ましい生活や活動を十分に経
験することを通して、子どもの継続性のある望ましい成長発達が期待される。子どもは周囲との相互作
用を通じて成長発達することから、これらの発達段階に応じて、親が抱える育児に関する心配事も変化
し、周囲に求められる育児環境のポイントも異なってくる。乳幼児健診では、これらの成長発達のプロ
セスを見通した予防的・継続的な支援を行うことが大変重要である。また、予防的・継続的支援におい
ては、これまでの子どもの成長発達の経過や、親および家庭の背景などを踏まえた支援の視点も必要で
ある。

　５） 乳幼児健診における保健指導実施のプロセスと留意点
　乳幼児健診における保健指導の際には、親子の生活全体について多角的視点を持ってアセスメント
し、支援やフォローアップについて総合的に判断することが求められる。そのためには生活全般におい
て「親子の困りごとやニーズ（潜在的なものも含む）」をアセスメントし、継続的支援の必要性を見極め
る技術が重要である。

　（１） 保健指導のプロセス
　図 6.1 に保健指導のプロセスを例示した。健診の流れに沿って具体的に説明する。

第6章　保健指導・支援
　７） 乳幼児健診を軸とした継続的支援

　（１） 親子への継続的支援　～妊娠期からの一貫した情報把握と支援体制～
　それぞれの親子に対して、妊娠の経過や出産時の状況、これまでの子どもの発育・発達の経過等につ
いて縦断的に把握した上で、保健指導にあたることを基本とすべきである。そのためには健診の場でこ
れまでの経過を縦断的に確認できることが必要である。多くの自治体では「母子カード」などを活用し
ているが、最近では電子カルテを導入している自治体もある。各自治体の実情に合わせた方法を選択す
るのがよいが、一貫した支援となるような工夫が必要である。特に一部の健診を個別健診としている場
合は、母子保健担当者が縦断的な把握を行い、必要時に委託医療機関と連携を行い、一貫した支援につ
なげることが大切である。
 

　（２） フォローアップが必要な場合の継続的支援
　乳幼児健診における総合的判断の結果、その後の経過を把握し、必要な支援を行うとともにその結果
の確認を行う必要がある場合（フォローアップが必要な場合）は、経過観察健診・二次検診等の活用の
他、その内容に応じて様々な機関との連携や支援の継続が必要である。
　フォローアップにあたっては、まず保健師等のフォローアップ担当者が、親子の状況をアセスメント
した上で、その親子に必要な個別支援を行うことが継続的支援の基盤となる。個別支援の中で、必要に
応じて親子教室などの集団的支援を効果的に組み合わせていく。そして、定期的にフォローアップ結果
を評価し、支援計画を修正しながら継続的な支援を行う。
　また、特に発達障害は多くの身体疾患の早期発見と異なり、1回のスクリーニングのみで専門機関へ
紹介することは困難なことが多い。一定期間のアセスメントと親への心理的支援を行いながら、診断に
つなげることや福祉等による支援の要否を判断していく必要がある。したがって、スクリーニング後の
フォローアップ体制をシステムとして構築しなければならない。フォローアップ体制は、母子保健、医
療、福祉の連携のもとで行う必要がある（第４章 幼児期の発達障害に対する地域支援システム p.48 参
照）。
　発達障害が強く疑われ、医療や障害児福祉による支援が必要と判断される場合は，医療機関、児童発
達支援センター、児童発達支援事業所など、子どもの状況に合わせた機関へ紹介していく。子どもに発
達障害の特性があるものの、医療や障害児福祉につなぐべき状態かどうか判断がすぐにつかない場合
や、医療や障害児福祉につなげることに対する親の動機づけが未形成の場合には、母子保健のフォロー
アップ機能を主軸に据えておく。

　（３） 母子保健事業に関わる関係機関の連携
　乳幼児健診のみならず、予防接種や各種教室などの母子保健事業で多くの親子と直接会い、様々な情
報を得る機会が多い。必要に応じて関係機関と情報共有・連携することでさらに質の高いサービスの
提供につながる。
　「健やか親子２１（第２次）」について 検討会報告書でも、「情報の共有・還元の仕組みを含めた母子
保健事業間の有機的な連携体制の強化が課題」とされている。福祉部門など親子に関わる機関は民間も
含めて多種多様であるため、地域の実情に合わせて普段からの関係づくりと連携体制の強化が重要で
ある。

　（４） 地域の資源へのつなぎ
　少子化の進展、核家族化、地域のつながりの希薄化等により、親子の孤立が課題となって久しく、各地

域で様々な努力がなされているが、虐待死やその予備群の事例は後を絶たない。個人、家族で解決でき
る問題の範疇を超えており、地域全体で子育てを支える仕組みづくりがますます重要となっている。そ
の視点で乳幼児健診の役割として期待されることは、既に孤立している親子だけでなく孤立予備群を
把握し、活用可能な地域の資源につないで孤立を予防することである。また、なるべく多くの地域の資
源を日頃から把握しておくことが必要であり、そのためには地域に出て様々な関係者との関係づくり
をしておくことが重要である。行政ができる子育て支援には限りがあるため、地域住民・関係機関との
協働が不可欠である。

6.2　現代の親子が抱える健康課題からみた保健指導の重点ポイント

　前項では、乳幼児健診における標準的な保健指導に関する基本的事項について述べた。本項では、昨
今の親子が抱える健康課題を鑑み、特に支援体制の強化が必要な事項として、「妊娠期からの継続的支
援のしくみづくりの強化」「子ども虐待予防の視点からの保健指導・支援」「育てにくさを感じる親に
寄り添う支援」を取り上げる。

　１） 妊娠期からの継続的支援のしくみづくりの強化
　妊娠期から出産期には、妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病等妊娠に伴う合併症の予防や対応、貧血、便
秘、妊娠悪阻等のマイナートラブルへの対応といった支援が重要である。また、妊娠早期からの継続し
た心理的支援が周産期の女性の心理的安定と子どもに対するアタッチメント形成の促進につながる。
一方で、低出生体重児の割合が減少しない状況を鑑みても、妊娠中の食生活に関する支援が子どもの生
命の維持、発育・発達に欠かせない。妊娠期の体重増加量は、妊娠前の体重や健康状態により異なるが、
妊婦が心理的安定を保ち、健康を維持するための望ましい食生活が営めるよう、バランスの良い食事を
整える知識や技術、食事を楽しめる具体的な支援が重要である。そのためには、管理栄養士・栄養士、保
健師、助産師等が協力し、生活支援を行うことが重要となる。
　しかし、医療機関の管理栄養士・栄養士、助産師、看護師等は退院後の母子に継続して関わること、特
に出産した医療機関で受診する例が多い 1 か月児健診以降も関わり続けることは難しい。施設基盤に
ついて、保健センター、保健所、医療機関、助産所、地方公共団体、地区組織等すべての関係機関の役割を
明確にして、各々が有機的に連携できるよう、各地域での組織的な体系を整備することが必要である
（図 6.3 参照）。また、産褥早期の母子、特に退院後のサポートの不足が予測される者や育児不安が強い
母親、精神疾患等の合併などは、自治体との連携などによる継続的支援の必要性があり、特定妊婦とし
て支援していく体制の強化が重要である。最近では、産後ケアを事業化し、妊娠中から産褥早期のケア
を充実させ、子育て期につながる支援をしている自治体も増えつつある。
　さらに、妊娠期では、例えば就労中の妊婦や専門職の支援に対して拒否的な妊婦など直接的なアプ
ローチが難しい場合もある。虐待予防のために、継続的に母子の支援を行う助産師と保健師の連携の一
つの方法として、医療機関の助産師が妊娠期の出来るだけ早期から母親と保健師をつなぎ、信頼関係を
築くことができるよう取り組むことが望ましい。さらに支援に対して拒否的な母親に対しては、授乳支
援などの外来受診の理由をつくり、医師や助産師が、保健師の支援を拒否する母親と支援者との関係を
つなぎとめるなどの工夫が行われている。今後は、医師、保健師、助産師のみならず、多職種連携による
継続的支援のための仕組みづくりが、より一層求められる。切れ目ない継続的な支援の実現のために
は、関係職種間での相互理解と相互活用を基盤として、例えば養育支援訪問事業のような既存事業を軸
として展開するなど、「多職種・多機関連携による継続的支援のための仕組みづくり」が、今後ますます
必要とされる。
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6.1　保健指導の基本的な考え方

　１） 乳幼児健診における保健指導の目的
　乳幼児健診は、子どもの発育・発達の節目に行う。子育ての不安が一番高い時期は、子どもが生後 1
～ 2か月の時期とされているが、子育ての悩みはその内容を変えて存在し続けるものである。発育・発
達の節目にその時々の小さな不安をタイムリーに解消していくために、乳幼児健診を活かすことが重
要である。
　乳幼児健診における保健指導の目的は、親子の顕在的および潜在的健康課題を明確化し、その健康課
題の解決に向けて親子が主体的に取り組むことができるよう支援することである。

　２） 本手引きにおける「標準的保健指導」
　本手引きは、全国どこでも一定水準の乳幼児健診によるサービスを受けられるようにするための指
針である。
　本章では、全国どこでも、どの健診従事者が実施しても、全ての親子に必要な支援が行き届くために
最小限必要な保健指導を「乳幼児健康診査における標準的な保健指導」と定義し、全ての健診実施主体
および健診従事者が共通認識しておくことが必要な基本的な考え方について記す。

　３） 乳幼児健診時の保健指導における多職種連携の必要性
　乳幼児健診では、医師・歯科医師、保健師、助産師、看護師、管理栄養士・栄養士、歯科衛生士をはじめ、
母子保健に関与する職種のすべてが協力し、乳幼児または母性をめぐる健康課題に対して、多方面から
情報を収集してアセスメントおよびその共有を行い、各職種が連携して総合的な指導や助言を行うこ
とが必要である。ただし、多職種が関わるため、親子に対して必要な保健指導を一貫した方針のもとに
実施するためには、職種間の連携が不可欠である。
　職種間の連携のためにはお互いの役割について認識を共有しておくことが重要である。医師・歯科
医師は疾病の有無や標準的な発育・発達の経過をたどっているかについての診断を行う。また、管理栄
養士・栄養士は栄養面を中心として健康な食生活に必要な具体的な保健指導、さらに食を通しての親
子のアタッチメント形成の促進や生活の質の向上に関する支援を担っている。また、歯科衛生士はう蝕
や口腔に関わる習癖等の健康課題に対して親子の生活の中でいかに予防・改善するか具体的支援を行
う。保健師は疾病に関する知識や地域特性に関する情報、健診対象者の妊娠期からの継続的情報等をも
ちながら生活全般において親子を支援する医療職である。その特性を活かし、健診実施中の保健指導だ
けでなく、健診前およびその後のフォローアップ等において対象となる親子に必要な支援が行き届い
ているか、必要なサービスにつながっているかのケース・マネジメントを行う。看護師は主に発育・発
達測定や診察の介助に携わりながらその場面での親子の様子を把握する。助産師は妊娠期から最初の
乳幼児健診に至るまでの保健指導を担う職種として、継続的支援の必要性を判断し保健師等へつなぐ
など、妊娠期からの継続的支援に欠かせない存在となっている。他にも、心理発達の精査を行う心理職
や子育て支援の役割を担う保育士、健診の運営に欠かせない事務職員など、健診には多種多様な職種
や、自治体によっては民生・児童委員など住民も関わっており、すべての健診従事者との連携が重要で
ある。
　乳幼児健診が実施されている間、各職種によって発育・発達、疾病、栄養、歯科、生活習慣、親の状況な
ど様々な視点でのスクリーニングが行われている。その各スクリーニング結果を統合し健康課題を明

確化すること、さらにその健康課題に対する各職種の専門性を活かした保健指導や継続的支援へのつ
なぎが行われている。このように親子のニーズに沿って各専門職が多角的アプローチを行うことによ
り、スムーズな支援介入へつなげることも可能となる。例えば、発達の遅れが懸念されるが親が認めた
くない状態であり発達に関する保健師の保健指導には拒否的な場合でも、偏食で困っている等の支援
ニーズがある場合には、管理栄養士・栄養士の栄養指導からアプローチすることで関係性の構築につ
ながることもある。なお連携の際には、多職種間で情報と支援の方向性を共有することが重要である。

　４） 乳幼児健診における保健指導の特徴
　（１） 対象者の特徴
① 現代の親子を取り巻く健康課題
　子どもが生まれながらにして持つ、「育っていく力」を十分発揮できるようにするためには、親が子ど
もの「育っていく力」を信頼して見守ることが重要である。しかし、核家族化、地域における人間関係の
希薄化などにより、妊産婦や子どもに接する機会のないまま妊娠や出産を経験し、親になる者が増えて
いる。そのため、親自身による子どもの発達・発育過程の知識や経験不足と、子どもの心身の状態や発
達・発育の偏り、疾病によるものが相まって「育てにくさ」を感じる原因となっていることがある。これ
らを踏まえて、親自身の気質の特徴やその背景を個別に捉えた上で、問題の所在を見極め、支援に携わ
ることが必要である。

② 対象者の多様性
　健診の対象は、その地域に住む対象年齢の子どもとその親という共通項はあるが、その家族の状況や
家庭の形態は多様化している。かつては少数派だった共働き世帯が増加し、外国人世帯も増加してい
る。また、祖父母や親族の他、里親や乳児院等、主な養育者が母親以外である場合や、ひとり親家庭等、
様々な家庭の背景を持つ子どもが対象であることを十分に認識する必要がある。さらに、地域にはアレ
ルギー疾患等の様々な健康課題を持つ子どもが生活している。また健康関連情報も溢れており、正しい
情報を探索して選択していく必要があるが、現代の情報過多社会では非常に難しいことであり、親の中
には過度な不安を抱く者がいることも考えられる。そのため、画一的な指導の実施などの支援者の対応
によっては否定的な印象のみを与え、健康課題等がより潜在化してしまう可能性もある。今までの経過
等、親の話をよく聞き、支援者として情報提供を行うとともに、親が好ましい自己決定ができるよう支
援を行う必要がある。そして対象者の多様性を踏まえた個別性の高い支援につなげることが重要であ
る。

　（２） 成長発達の過程に応じた支援
　子どもは一人ひとり異なる資質や特性を有しており、その成長には個人差がある一方、子どもの発達
過程やその順序性には、共通する特徴がある。成長・発達段階に応じた好ましい生活や活動を十分に経
験することを通して、子どもの継続性のある望ましい成長発達が期待される。子どもは周囲との相互作
用を通じて成長発達することから、これらの発達段階に応じて、親が抱える育児に関する心配事も変化
し、周囲に求められる育児環境のポイントも異なってくる。乳幼児健診では、これらの成長発達のプロ
セスを見通した予防的・継続的な支援を行うことが大変重要である。また、予防的・継続的支援におい
ては、これまでの子どもの成長発達の経過や、親および家庭の背景などを踏まえた支援の視点も必要で
ある。

　５） 乳幼児健診における保健指導実施のプロセスと留意点
　乳幼児健診における保健指導の際には、親子の生活全体について多角的視点を持ってアセスメント
し、支援やフォローアップについて総合的に判断することが求められる。そのためには生活全般におい
て「親子の困りごとやニーズ（潜在的なものも含む）」をアセスメントし、継続的支援の必要性を見極め
る技術が重要である。

　（１） 保健指導のプロセス
　図 6.1 に保健指導のプロセスを例示した。健診の流れに沿って具体的に説明する。

　７） 乳幼児健診を軸とした継続的支援

　（１） 親子への継続的支援　～妊娠期からの一貫した情報把握と支援体制～
　それぞれの親子に対して、妊娠の経過や出産時の状況、これまでの子どもの発育・発達の経過等につ
いて縦断的に把握した上で、保健指導にあたることを基本とすべきである。そのためには健診の場でこ
れまでの経過を縦断的に確認できることが必要である。多くの自治体では「母子カード」などを活用し
ているが、最近では電子カルテを導入している自治体もある。各自治体の実情に合わせた方法を選択す
るのがよいが、一貫した支援となるような工夫が必要である。特に一部の健診を個別健診としている場
合は、母子保健担当者が縦断的な把握を行い、必要時に委託医療機関と連携を行い、一貫した支援につ
なげることが大切である。
 

　（２） フォローアップが必要な場合の継続的支援
　乳幼児健診における総合的判断の結果、その後の経過を把握し、必要な支援を行うとともにその結果
の確認を行う必要がある場合（フォローアップが必要な場合）は、経過観察健診・二次検診等の活用の
他、その内容に応じて様々な機関との連携や支援の継続が必要である。
　フォローアップにあたっては、まず保健師等のフォローアップ担当者が、親子の状況をアセスメント
した上で、その親子に必要な個別支援を行うことが継続的支援の基盤となる。個別支援の中で、必要に
応じて親子教室などの集団的支援を効果的に組み合わせていく。そして、定期的にフォローアップ結果
を評価し、支援計画を修正しながら継続的な支援を行う。
　また、特に発達障害は多くの身体疾患の早期発見と異なり、1回のスクリーニングのみで専門機関へ
紹介することは困難なことが多い。一定期間のアセスメントと親への心理的支援を行いながら、診断に
つなげることや福祉等による支援の要否を判断していく必要がある。したがって、スクリーニング後の
フォローアップ体制をシステムとして構築しなければならない。フォローアップ体制は、母子保健、医
療、福祉の連携のもとで行う必要がある（第４章 幼児期の発達障害に対する地域支援システム p.48 参
照）。
　発達障害が強く疑われ、医療や障害児福祉による支援が必要と判断される場合は，医療機関、児童発
達支援センター、児童発達支援事業所など、子どもの状況に合わせた機関へ紹介していく。子どもに発
達障害の特性があるものの、医療や障害児福祉につなぐべき状態かどうか判断がすぐにつかない場合
や、医療や障害児福祉につなげることに対する親の動機づけが未形成の場合には、母子保健のフォロー
アップ機能を主軸に据えておく。

　（３） 母子保健事業に関わる関係機関の連携
　乳幼児健診のみならず、予防接種や各種教室などの母子保健事業で多くの親子と直接会い、様々な情
報を得る機会が多い。必要に応じて関係機関と情報共有・連携することでさらに質の高いサービスの
提供につながる。
　「健やか親子２１（第２次）」について 検討会報告書でも、「情報の共有・還元の仕組みを含めた母子
保健事業間の有機的な連携体制の強化が課題」とされている。福祉部門など親子に関わる機関は民間も
含めて多種多様であるため、地域の実情に合わせて普段からの関係づくりと連携体制の強化が重要で
ある。

　（４） 地域の資源へのつなぎ
　少子化の進展、核家族化、地域のつながりの希薄化等により、親子の孤立が課題となって久しく、各地

域で様々な努力がなされているが、虐待死やその予備群の事例は後を絶たない。個人、家族で解決でき
る問題の範疇を超えており、地域全体で子育てを支える仕組みづくりがますます重要となっている。そ
の視点で乳幼児健診の役割として期待されることは、既に孤立している親子だけでなく孤立予備群を
把握し、活用可能な地域の資源につないで孤立を予防することである。また、なるべく多くの地域の資
源を日頃から把握しておくことが必要であり、そのためには地域に出て様々な関係者との関係づくり
をしておくことが重要である。行政ができる子育て支援には限りがあるため、地域住民・関係機関との
協働が不可欠である。

6.2　現代の親子が抱える健康課題からみた保健指導の重点ポイント

　前項では、乳幼児健診における標準的な保健指導に関する基本的事項について述べた。本項では、昨
今の親子が抱える健康課題を鑑み、特に支援体制の強化が必要な事項として、「妊娠期からの継続的支
援のしくみづくりの強化」「子ども虐待予防の視点からの保健指導・支援」「育てにくさを感じる親に
寄り添う支援」を取り上げる。

　１） 妊娠期からの継続的支援のしくみづくりの強化
　妊娠期から出産期には、妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病等妊娠に伴う合併症の予防や対応、貧血、便
秘、妊娠悪阻等のマイナートラブルへの対応といった支援が重要である。また、妊娠早期からの継続し
た心理的支援が周産期の女性の心理的安定と子どもに対するアタッチメント形成の促進につながる。
一方で、低出生体重児の割合が減少しない状況を鑑みても、妊娠中の食生活に関する支援が子どもの生
命の維持、発育・発達に欠かせない。妊娠期の体重増加量は、妊娠前の体重や健康状態により異なるが、
妊婦が心理的安定を保ち、健康を維持するための望ましい食生活が営めるよう、バランスの良い食事を
整える知識や技術、食事を楽しめる具体的な支援が重要である。そのためには、管理栄養士・栄養士、保
健師、助産師等が協力し、生活支援を行うことが重要となる。
　しかし、医療機関の管理栄養士・栄養士、助産師、看護師等は退院後の母子に継続して関わること、特
に出産した医療機関で受診する例が多い 1 か月児健診以降も関わり続けることは難しい。施設基盤に
ついて、保健センター、保健所、医療機関、助産所、地方公共団体、地区組織等すべての関係機関の役割を
明確にして、各々が有機的に連携できるよう、各地域での組織的な体系を整備することが必要である
（図 6.3 参照）。また、産褥早期の母子、特に退院後のサポートの不足が予測される者や育児不安が強い
母親、精神疾患等の合併などは、自治体との連携などによる継続的支援の必要性があり、特定妊婦とし
て支援していく体制の強化が重要である。最近では、産後ケアを事業化し、妊娠中から産褥早期のケア
を充実させ、子育て期につながる支援をしている自治体も増えつつある。
　さらに、妊娠期では、例えば就労中の妊婦や専門職の支援に対して拒否的な妊婦など直接的なアプ
ローチが難しい場合もある。虐待予防のために、継続的に母子の支援を行う助産師と保健師の連携の一
つの方法として、医療機関の助産師が妊娠期の出来るだけ早期から母親と保健師をつなぎ、信頼関係を
築くことができるよう取り組むことが望ましい。さらに支援に対して拒否的な母親に対しては、授乳支
援などの外来受診の理由をつくり、医師や助産師が、保健師の支援を拒否する母親と支援者との関係を
つなぎとめるなどの工夫が行われている。今後は、医師、保健師、助産師のみならず、多職種連携による
継続的支援のための仕組みづくりが、より一層求められる。切れ目ない継続的な支援の実現のために
は、関係職種間での相互理解と相互活用を基盤として、例えば養育支援訪問事業のような既存事業を軸
として展開するなど、「多職種・多機関連携による継続的支援のための仕組みづくり」が、今後ますます
必要とされる。
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図6.1　乳幼児健診時の保健指導プロセスの一例

6.1　保健指導の基本的な考え方

　１） 乳幼児健診における保健指導の目的
　乳幼児健診は、子どもの発育・発達の節目に行う。子育ての不安が一番高い時期は、子どもが生後 1
～ 2か月の時期とされているが、子育ての悩みはその内容を変えて存在し続けるものである。発育・発
達の節目にその時々の小さな不安をタイムリーに解消していくために、乳幼児健診を活かすことが重
要である。
　乳幼児健診における保健指導の目的は、親子の顕在的および潜在的健康課題を明確化し、その健康課
題の解決に向けて親子が主体的に取り組むことができるよう支援することである。

　２） 本手引きにおける「標準的保健指導」
　本手引きは、全国どこでも一定水準の乳幼児健診によるサービスを受けられるようにするための指
針である。
　本章では、全国どこでも、どの健診従事者が実施しても、全ての親子に必要な支援が行き届くために
最小限必要な保健指導を「乳幼児健康診査における標準的な保健指導」と定義し、全ての健診実施主体
および健診従事者が共通認識しておくことが必要な基本的な考え方について記す。

　３） 乳幼児健診時の保健指導における多職種連携の必要性
　乳幼児健診では、医師・歯科医師、保健師、助産師、看護師、管理栄養士・栄養士、歯科衛生士をはじめ、
母子保健に関与する職種のすべてが協力し、乳幼児または母性をめぐる健康課題に対して、多方面から
情報を収集してアセスメントおよびその共有を行い、各職種が連携して総合的な指導や助言を行うこ
とが必要である。ただし、多職種が関わるため、親子に対して必要な保健指導を一貫した方針のもとに
実施するためには、職種間の連携が不可欠である。
　職種間の連携のためにはお互いの役割について認識を共有しておくことが重要である。医師・歯科
医師は疾病の有無や標準的な発育・発達の経過をたどっているかについての診断を行う。また、管理栄
養士・栄養士は栄養面を中心として健康な食生活に必要な具体的な保健指導、さらに食を通しての親
子のアタッチメント形成の促進や生活の質の向上に関する支援を担っている。また、歯科衛生士はう蝕
や口腔に関わる習癖等の健康課題に対して親子の生活の中でいかに予防・改善するか具体的支援を行
う。保健師は疾病に関する知識や地域特性に関する情報、健診対象者の妊娠期からの継続的情報等をも
ちながら生活全般において親子を支援する医療職である。その特性を活かし、健診実施中の保健指導だ
けでなく、健診前およびその後のフォローアップ等において対象となる親子に必要な支援が行き届い
ているか、必要なサービスにつながっているかのケース・マネジメントを行う。看護師は主に発育・発
達測定や診察の介助に携わりながらその場面での親子の様子を把握する。助産師は妊娠期から最初の
乳幼児健診に至るまでの保健指導を担う職種として、継続的支援の必要性を判断し保健師等へつなぐ
など、妊娠期からの継続的支援に欠かせない存在となっている。他にも、心理発達の精査を行う心理職
や子育て支援の役割を担う保育士、健診の運営に欠かせない事務職員など、健診には多種多様な職種
や、自治体によっては民生・児童委員など住民も関わっており、すべての健診従事者との連携が重要で
ある。
　乳幼児健診が実施されている間、各職種によって発育・発達、疾病、栄養、歯科、生活習慣、親の状況な
ど様々な視点でのスクリーニングが行われている。その各スクリーニング結果を統合し健康課題を明

確化すること、さらにその健康課題に対する各職種の専門性を活かした保健指導や継続的支援へのつ
なぎが行われている。このように親子のニーズに沿って各専門職が多角的アプローチを行うことによ
り、スムーズな支援介入へつなげることも可能となる。例えば、発達の遅れが懸念されるが親が認めた
くない状態であり発達に関する保健師の保健指導には拒否的な場合でも、偏食で困っている等の支援
ニーズがある場合には、管理栄養士・栄養士の栄養指導からアプローチすることで関係性の構築につ
ながることもある。なお連携の際には、多職種間で情報と支援の方向性を共有することが重要である。

　４） 乳幼児健診における保健指導の特徴
　（１） 対象者の特徴
① 現代の親子を取り巻く健康課題
　子どもが生まれながらにして持つ、「育っていく力」を十分発揮できるようにするためには、親が子ど
もの「育っていく力」を信頼して見守ることが重要である。しかし、核家族化、地域における人間関係の
希薄化などにより、妊産婦や子どもに接する機会のないまま妊娠や出産を経験し、親になる者が増えて
いる。そのため、親自身による子どもの発達・発育過程の知識や経験不足と、子どもの心身の状態や発
達・発育の偏り、疾病によるものが相まって「育てにくさ」を感じる原因となっていることがある。これ
らを踏まえて、親自身の気質の特徴やその背景を個別に捉えた上で、問題の所在を見極め、支援に携わ
ることが必要である。

② 対象者の多様性
　健診の対象は、その地域に住む対象年齢の子どもとその親という共通項はあるが、その家族の状況や
家庭の形態は多様化している。かつては少数派だった共働き世帯が増加し、外国人世帯も増加してい
る。また、祖父母や親族の他、里親や乳児院等、主な養育者が母親以外である場合や、ひとり親家庭等、
様々な家庭の背景を持つ子どもが対象であることを十分に認識する必要がある。さらに、地域にはアレ
ルギー疾患等の様々な健康課題を持つ子どもが生活している。また健康関連情報も溢れており、正しい
情報を探索して選択していく必要があるが、現代の情報過多社会では非常に難しいことであり、親の中
には過度な不安を抱く者がいることも考えられる。そのため、画一的な指導の実施などの支援者の対応
によっては否定的な印象のみを与え、健康課題等がより潜在化してしまう可能性もある。今までの経過
等、親の話をよく聞き、支援者として情報提供を行うとともに、親が好ましい自己決定ができるよう支
援を行う必要がある。そして対象者の多様性を踏まえた個別性の高い支援につなげることが重要であ
る。

　（２） 成長発達の過程に応じた支援
　子どもは一人ひとり異なる資質や特性を有しており、その成長には個人差がある一方、子どもの発達
過程やその順序性には、共通する特徴がある。成長・発達段階に応じた好ましい生活や活動を十分に経
験することを通して、子どもの継続性のある望ましい成長発達が期待される。子どもは周囲との相互作
用を通じて成長発達することから、これらの発達段階に応じて、親が抱える育児に関する心配事も変化
し、周囲に求められる育児環境のポイントも異なってくる。乳幼児健診では、これらの成長発達のプロ
セスを見通した予防的・継続的な支援を行うことが大変重要である。また、予防的・継続的支援におい
ては、これまでの子どもの成長発達の経過や、親および家庭の背景などを踏まえた支援の視点も必要で
ある。

　５） 乳幼児健診における保健指導実施のプロセスと留意点
　乳幼児健診における保健指導の際には、親子の生活全体について多角的視点を持ってアセスメント
し、支援やフォローアップについて総合的に判断することが求められる。そのためには生活全般におい
て「親子の困りごとやニーズ（潜在的なものも含む）」をアセスメントし、継続的支援の必要性を見極め
る技術が重要である。

　（１） 保健指導のプロセス
　図 6.1 に保健指導のプロセスを例示した。健診の流れに沿って具体的に説明する。

① 事前カンファレンス
　乳幼児健診は親子のライフサイクルを通じた母子保健活動の一つであり、健診までの経過を踏まえ
た継続性のある保健指導が重要である。そのため、特に継続支援ケースでは、健診の前に健診従事者間
で、これまでの経過や今回の健診で重点的に確認すべきことなどの情報共有が有用である。

② 問診
　問診では、「親子の健康課題の明確化」を行う。「親子の困りごとや支援ニーズ」は、明らかに表出され
ることもあれば、健康課題に気づいていない潜在的な場合もある。より的確な保健指導を行うために

は、問診で（できるだけ直接対面して）十分に状況を把握し、健康課題を明確化することが必要である。
このプロセスそのものが、親の気持ちに寄り添う支援の始まりでもある。そのためには健診での最初の
出会いの場として信頼を得られる対応が必要である。また発育・発達状況に加えて、生活習慣や親子関
係、家族の健康状態、親の生活状況などを含めて多角的にアセスメントすることが重要である。

③ 計測・診察
　手技や評価方法については他の章で記述するが、計測や診察は子どもの全身の観察ができる機会で
ある。計測や診察に伴い、他の場面では診ることのできない子どもの反応やそれに対する親の対処につ
いても把握できる。また、問診を行うことが多いのは保健師であるが、計測・診察場面に従事する医師・
歯科医師や看護師等の別の職種が対応することで新たな情報を引き出せることもある。多職種が関わ
る利点を活かし、得られた情報をカンファレンス等で共有することが重要である。

④ 個別の保健指導とフォローアップについての判断
　健診を進めていく中で、発育・発達、授乳・離乳、食事・食習慣、歯・口腔機能、生活環境および生活
全般等について、「明確化された健康課題や計測・診察等の結果を踏まえた保健指導」が進められてい
く。特に、一般的に最後に行われることが多い保健師による個別の保健指導では、健診結果の説明や結
果に伴い必要な指導が求められる。また現在明らかとなっている問題だけでなく、対応が遅れれば、今
後、疾病や養育上の問題が起こる可能性が考えられるリスクに対しても、「先の見通しをイメージしな
がら」予防するための保健指導を行うことが必要である。「個別保健指導終了時の判断」では、発育・発
達を含む、親子の健康課題に対する継続的支援の必要性について判断する。フォローアップとは、その
後の経過を追い結果の確認を行うことである。継続的支援が必要であるか、または今回の支援でまずは
解決しそうか（フォローアップ不要）について判断し、フォローアップが必要な場合には、その内容を親
に伝えて共有し、今後の支援につなげる必要がある。対象となる親との関係性が切れてしまわないこと
が重要である。
　その際には、保健指導に必要な知識はもちろんのこと、活用できる地域の資源等の情報を熟知したう
えで保健指導にあたり、さらに、親の認識や心情に配慮して、場合によっては結論を急がず、まずは次に
つながる関係性づくりを行う。そのためには、保健指導を次の段階に進めることを少し待てる猶予があ
るのか、それとも待てないのかなど、先の見通しをもった判断が必要である。先の見通しをもった判断
とは、その親子がもつ健康課題の特性を踏まえて、中長期的な支援計画のイメージをもって判断するこ
とを指す。例えば、発達障害の可能性が疑われても、すぐに親は受容できるものではなく、場合によって
は拒否的態度をとることもある。そのような場合、中長期的に考えると、ここで無理に次の療育などを
すすめて関係が途切れて必要な支援が行き届かなくなるよりは、少し待って信頼関係の構築を優先す
ることが有益であると判断する場合もある。逆に、例えば親の精神的健康問題があり子どもに対して十
分な養育上の世話ができない場合などは、親が拒否的な態度を示したとしても待っていては子どもの
生命に関わることもあり、早急な介入支援へとつなげる判断が必要である。

⑤ 事後カンファレンスおよび総合判定
　次の段階として、医師・歯科医師の診察結果やそれまでに行われた保健指導の結果、および保健師、
助産師、看護師や管理栄養士・栄養士、歯科衛生士など、健診従事者からの情報を持ち寄ってカンファ
レンスを行い、個別の保健指導で行ったフォローアップに関する判断が妥当であるか検討し、必要時に
は修正して「総合的判断」を行う。
　その結果、「発育・発達を含む、親子の健康課題に対する継続的な支援が必要」と判断された場合は、

「フォローアップの対象」として、保健師等による経過観察や支援、さらに必要性に応じて、医療や療育
機関、保育所等の他機関と連携しながら継続的支援とその結果の確認を行っていく。この際には、健診
従事者全体で支援の方向性を一致させておくことが必要である。
　なお、個別の保健指導での判断の妥当性に関するこのカンファレンスは、親子への支援の質の向上だ
けでなく、新任期の健診従事者が自身の判断の妥当性を検証したり、熟練者の判断を具体的に学べるた
め、新任期のOJT（on-the-Job Training）教育の場としても有用である。

　（２） 医療機関委託（個別）健診の場合
　上記は主に集団方式をイメージして記載しているが、個別健診でも同じ機能が果たされるよう工夫
する。集団方式よりも関わる職種が限られるため、継続的支援が必要と考えられるケースについては、
委託元の市町村担当者と連絡をとり、支援の方向性を協議すること、その体制づくりの強化が重要であ
る。

　（３） 個別指導と集団指導によるアプローチ（図 6.2）
　特に集団方式の健診を行う際には、個別指導と集団指導によるアプローチを組み合わせることが効
果的である。
　情報化社会の中で様々な健康関連情報がある現代において、乳幼児健診では全ての親子に健康づく
りに関する正しい情報を専門職から伝えることができる絶好の機会である。特に乳幼児健診には、「標
準的な発育・発達と親子の健康な生活習慣の目安」を伝える役割がある。これは乳幼児健診における保
健指導の主なポイントでもある（次項参照）。その際には、その月齢や年齢の目安だけでなく、少し先の
見通しや目安を伝えることも保健指導の重要なポイントである。
　このような標準的な内容は、基本的には全ての親子に伝える内容であるため、集団指導で実施するの
が効率的である。また、集団指導では他の親子との交流の中から親が気づく利点もある。ただ、子どもは
個人差が大きいことを補足説明し、余計な不安を助長しないことが大切である。さらに、子育て支援の
視点から保育士や子育て支援センター職員等による情報提供なども実施できる機会である。
　また、個別指導では、特に個別性を重視した指導を行う。子どもの月齢や年齢における「標準的な発
育・発達と親子の健康な生活の目安」と照らし合わせて、「親と子どもの現状」をアセスメントし、「期待
される状況」とのギャップを確認して、対象となる親子の健康課題や支援ニーズだけでなく、親子が持
つ強み、すわなち健康課題の解決に活かせるような、親子が既に持っている力や資源を確認し、個別性
を重視して親に具体的なアドバイスを行う。

　７） 乳幼児健診を軸とした継続的支援

　（１） 親子への継続的支援　～妊娠期からの一貫した情報把握と支援体制～
　それぞれの親子に対して、妊娠の経過や出産時の状況、これまでの子どもの発育・発達の経過等につ
いて縦断的に把握した上で、保健指導にあたることを基本とすべきである。そのためには健診の場でこ
れまでの経過を縦断的に確認できることが必要である。多くの自治体では「母子カード」などを活用し
ているが、最近では電子カルテを導入している自治体もある。各自治体の実情に合わせた方法を選択す
るのがよいが、一貫した支援となるような工夫が必要である。特に一部の健診を個別健診としている場
合は、母子保健担当者が縦断的な把握を行い、必要時に委託医療機関と連携を行い、一貫した支援につ
なげることが大切である。
 

　（２） フォローアップが必要な場合の継続的支援
　乳幼児健診における総合的判断の結果、その後の経過を把握し、必要な支援を行うとともにその結果
の確認を行う必要がある場合（フォローアップが必要な場合）は、経過観察健診・二次検診等の活用の
他、その内容に応じて様々な機関との連携や支援の継続が必要である。
　フォローアップにあたっては、まず保健師等のフォローアップ担当者が、親子の状況をアセスメント
した上で、その親子に必要な個別支援を行うことが継続的支援の基盤となる。個別支援の中で、必要に
応じて親子教室などの集団的支援を効果的に組み合わせていく。そして、定期的にフォローアップ結果
を評価し、支援計画を修正しながら継続的な支援を行う。
　また、特に発達障害は多くの身体疾患の早期発見と異なり、1回のスクリーニングのみで専門機関へ
紹介することは困難なことが多い。一定期間のアセスメントと親への心理的支援を行いながら、診断に
つなげることや福祉等による支援の要否を判断していく必要がある。したがって、スクリーニング後の
フォローアップ体制をシステムとして構築しなければならない。フォローアップ体制は、母子保健、医
療、福祉の連携のもとで行う必要がある（第４章 幼児期の発達障害に対する地域支援システム p.48 参
照）。
　発達障害が強く疑われ、医療や障害児福祉による支援が必要と判断される場合は，医療機関、児童発
達支援センター、児童発達支援事業所など、子どもの状況に合わせた機関へ紹介していく。子どもに発
達障害の特性があるものの、医療や障害児福祉につなぐべき状態かどうか判断がすぐにつかない場合
や、医療や障害児福祉につなげることに対する親の動機づけが未形成の場合には、母子保健のフォロー
アップ機能を主軸に据えておく。

　（３） 母子保健事業に関わる関係機関の連携
　乳幼児健診のみならず、予防接種や各種教室などの母子保健事業で多くの親子と直接会い、様々な情
報を得る機会が多い。必要に応じて関係機関と情報共有・連携することでさらに質の高いサービスの
提供につながる。
　「健やか親子２１（第２次）」について 検討会報告書でも、「情報の共有・還元の仕組みを含めた母子
保健事業間の有機的な連携体制の強化が課題」とされている。福祉部門など親子に関わる機関は民間も
含めて多種多様であるため、地域の実情に合わせて普段からの関係づくりと連携体制の強化が重要で
ある。

　（４） 地域の資源へのつなぎ
　少子化の進展、核家族化、地域のつながりの希薄化等により、親子の孤立が課題となって久しく、各地

域で様々な努力がなされているが、虐待死やその予備群の事例は後を絶たない。個人、家族で解決でき
る問題の範疇を超えており、地域全体で子育てを支える仕組みづくりがますます重要となっている。そ
の視点で乳幼児健診の役割として期待されることは、既に孤立している親子だけでなく孤立予備群を
把握し、活用可能な地域の資源につないで孤立を予防することである。また、なるべく多くの地域の資
源を日頃から把握しておくことが必要であり、そのためには地域に出て様々な関係者との関係づくり
をしておくことが重要である。行政ができる子育て支援には限りがあるため、地域住民・関係機関との
協働が不可欠である。

6.2　現代の親子が抱える健康課題からみた保健指導の重点ポイント

　前項では、乳幼児健診における標準的な保健指導に関する基本的事項について述べた。本項では、昨
今の親子が抱える健康課題を鑑み、特に支援体制の強化が必要な事項として、「妊娠期からの継続的支
援のしくみづくりの強化」「子ども虐待予防の視点からの保健指導・支援」「育てにくさを感じる親に
寄り添う支援」を取り上げる。

　１） 妊娠期からの継続的支援のしくみづくりの強化
　妊娠期から出産期には、妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病等妊娠に伴う合併症の予防や対応、貧血、便
秘、妊娠悪阻等のマイナートラブルへの対応といった支援が重要である。また、妊娠早期からの継続し
た心理的支援が周産期の女性の心理的安定と子どもに対するアタッチメント形成の促進につながる。
一方で、低出生体重児の割合が減少しない状況を鑑みても、妊娠中の食生活に関する支援が子どもの生
命の維持、発育・発達に欠かせない。妊娠期の体重増加量は、妊娠前の体重や健康状態により異なるが、
妊婦が心理的安定を保ち、健康を維持するための望ましい食生活が営めるよう、バランスの良い食事を
整える知識や技術、食事を楽しめる具体的な支援が重要である。そのためには、管理栄養士・栄養士、保
健師、助産師等が協力し、生活支援を行うことが重要となる。
　しかし、医療機関の管理栄養士・栄養士、助産師、看護師等は退院後の母子に継続して関わること、特
に出産した医療機関で受診する例が多い 1 か月児健診以降も関わり続けることは難しい。施設基盤に
ついて、保健センター、保健所、医療機関、助産所、地方公共団体、地区組織等すべての関係機関の役割を
明確にして、各々が有機的に連携できるよう、各地域での組織的な体系を整備することが必要である
（図 6.3 参照）。また、産褥早期の母子、特に退院後のサポートの不足が予測される者や育児不安が強い
母親、精神疾患等の合併などは、自治体との連携などによる継続的支援の必要性があり、特定妊婦とし
て支援していく体制の強化が重要である。最近では、産後ケアを事業化し、妊娠中から産褥早期のケア
を充実させ、子育て期につながる支援をしている自治体も増えつつある。
　さらに、妊娠期では、例えば就労中の妊婦や専門職の支援に対して拒否的な妊婦など直接的なアプ
ローチが難しい場合もある。虐待予防のために、継続的に母子の支援を行う助産師と保健師の連携の一
つの方法として、医療機関の助産師が妊娠期の出来るだけ早期から母親と保健師をつなぎ、信頼関係を
築くことができるよう取り組むことが望ましい。さらに支援に対して拒否的な母親に対しては、授乳支
援などの外来受診の理由をつくり、医師や助産師が、保健師の支援を拒否する母親と支援者との関係を
つなぎとめるなどの工夫が行われている。今後は、医師、保健師、助産師のみならず、多職種連携による
継続的支援のための仕組みづくりが、より一層求められる。切れ目ない継続的な支援の実現のために
は、関係職種間での相互理解と相互活用を基盤として、例えば養育支援訪問事業のような既存事業を軸
として展開するなど、「多職種・多機関連携による継続的支援のための仕組みづくり」が、今後ますます
必要とされる。
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① 事前カンファレンス
　乳幼児健診は親子のライフサイクルを通じた母子保健活動の一つであり、健診までの経過を踏まえ
た継続性のある保健指導が重要である。そのため、特に継続支援ケースでは、健診の前に健診従事者間
で、これまでの経過や今回の健診で重点的に確認すべきことなどの情報共有が有用である。

② 問診
　問診では、「親子の健康課題の明確化」を行う。「親子の困りごとや支援ニーズ」は、明らかに表出され
ることもあれば、健康課題に気づいていない潜在的な場合もある。より的確な保健指導を行うために

は、問診で（できるだけ直接対面して）十分に状況を把握し、健康課題を明確化することが必要である。
このプロセスそのものが、親の気持ちに寄り添う支援の始まりでもある。そのためには健診での最初の
出会いの場として信頼を得られる対応が必要である。また発育・発達状況に加えて、生活習慣や親子関
係、家族の健康状態、親の生活状況などを含めて多角的にアセスメントすることが重要である。

③ 計測・診察
　手技や評価方法については他の章で記述するが、計測や診察は子どもの全身の観察ができる機会で
ある。計測や診察に伴い、他の場面では診ることのできない子どもの反応やそれに対する親の対処につ
いても把握できる。また、問診を行うことが多いのは保健師であるが、計測・診察場面に従事する医師・
歯科医師や看護師等の別の職種が対応することで新たな情報を引き出せることもある。多職種が関わ
る利点を活かし、得られた情報をカンファレンス等で共有することが重要である。

④ 個別の保健指導とフォローアップについての判断
　健診を進めていく中で、発育・発達、授乳・離乳、食事・食習慣、歯・口腔機能、生活環境および生活
全般等について、「明確化された健康課題や計測・診察等の結果を踏まえた保健指導」が進められてい
く。特に、一般的に最後に行われることが多い保健師による個別の保健指導では、健診結果の説明や結
果に伴い必要な指導が求められる。また現在明らかとなっている問題だけでなく、対応が遅れれば、今
後、疾病や養育上の問題が起こる可能性が考えられるリスクに対しても、「先の見通しをイメージしな
がら」予防するための保健指導を行うことが必要である。「個別保健指導終了時の判断」では、発育・発
達を含む、親子の健康課題に対する継続的支援の必要性について判断する。フォローアップとは、その
後の経過を追い結果の確認を行うことである。継続的支援が必要であるか、または今回の支援でまずは
解決しそうか（フォローアップ不要）について判断し、フォローアップが必要な場合には、その内容を親
に伝えて共有し、今後の支援につなげる必要がある。対象となる親との関係性が切れてしまわないこと
が重要である。
　その際には、保健指導に必要な知識はもちろんのこと、活用できる地域の資源等の情報を熟知したう
えで保健指導にあたり、さらに、親の認識や心情に配慮して、場合によっては結論を急がず、まずは次に
つながる関係性づくりを行う。そのためには、保健指導を次の段階に進めることを少し待てる猶予があ
るのか、それとも待てないのかなど、先の見通しをもった判断が必要である。先の見通しをもった判断
とは、その親子がもつ健康課題の特性を踏まえて、中長期的な支援計画のイメージをもって判断するこ
とを指す。例えば、発達障害の可能性が疑われても、すぐに親は受容できるものではなく、場合によって
は拒否的態度をとることもある。そのような場合、中長期的に考えると、ここで無理に次の療育などを
すすめて関係が途切れて必要な支援が行き届かなくなるよりは、少し待って信頼関係の構築を優先す
ることが有益であると判断する場合もある。逆に、例えば親の精神的健康問題があり子どもに対して十
分な養育上の世話ができない場合などは、親が拒否的な態度を示したとしても待っていては子どもの
生命に関わることもあり、早急な介入支援へとつなげる判断が必要である。

⑤ 事後カンファレンスおよび総合判定
　次の段階として、医師・歯科医師の診察結果やそれまでに行われた保健指導の結果、および保健師、
助産師、看護師や管理栄養士・栄養士、歯科衛生士など、健診従事者からの情報を持ち寄ってカンファ
レンスを行い、個別の保健指導で行ったフォローアップに関する判断が妥当であるか検討し、必要時に
は修正して「総合的判断」を行う。
　その結果、「発育・発達を含む、親子の健康課題に対する継続的な支援が必要」と判断された場合は、

「フォローアップの対象」として、保健師等による経過観察や支援、さらに必要性に応じて、医療や療育
機関、保育所等の他機関と連携しながら継続的支援とその結果の確認を行っていく。この際には、健診
従事者全体で支援の方向性を一致させておくことが必要である。
　なお、個別の保健指導での判断の妥当性に関するこのカンファレンスは、親子への支援の質の向上だ
けでなく、新任期の健診従事者が自身の判断の妥当性を検証したり、熟練者の判断を具体的に学べるた
め、新任期のOJT（on-the-Job Training）教育の場としても有用である。

　（２） 医療機関委託（個別）健診の場合
　上記は主に集団方式をイメージして記載しているが、個別健診でも同じ機能が果たされるよう工夫
する。集団方式よりも関わる職種が限られるため、継続的支援が必要と考えられるケースについては、
委託元の市町村担当者と連絡をとり、支援の方向性を協議すること、その体制づくりの強化が重要であ
る。

　（３） 個別指導と集団指導によるアプローチ（図 6.2）
　特に集団方式の健診を行う際には、個別指導と集団指導によるアプローチを組み合わせることが効
果的である。
　情報化社会の中で様々な健康関連情報がある現代において、乳幼児健診では全ての親子に健康づく
りに関する正しい情報を専門職から伝えることができる絶好の機会である。特に乳幼児健診には、「標
準的な発育・発達と親子の健康な生活習慣の目安」を伝える役割がある。これは乳幼児健診における保
健指導の主なポイントでもある（次項参照）。その際には、その月齢や年齢の目安だけでなく、少し先の
見通しや目安を伝えることも保健指導の重要なポイントである。
　このような標準的な内容は、基本的には全ての親子に伝える内容であるため、集団指導で実施するの
が効率的である。また、集団指導では他の親子との交流の中から親が気づく利点もある。ただ、子どもは
個人差が大きいことを補足説明し、余計な不安を助長しないことが大切である。さらに、子育て支援の
視点から保育士や子育て支援センター職員等による情報提供なども実施できる機会である。
　また、個別指導では、特に個別性を重視した指導を行う。子どもの月齢や年齢における「標準的な発
育・発達と親子の健康な生活の目安」と照らし合わせて、「親と子どもの現状」をアセスメントし、「期待
される状況」とのギャップを確認して、対象となる親子の健康課題や支援ニーズだけでなく、親子が持
つ強み、すわなち健康課題の解決に活かせるような、親子が既に持っている力や資源を確認し、個別性
を重視して親に具体的なアドバイスを行う。

　７） 乳幼児健診を軸とした継続的支援

　（１） 親子への継続的支援　～妊娠期からの一貫した情報把握と支援体制～
　それぞれの親子に対して、妊娠の経過や出産時の状況、これまでの子どもの発育・発達の経過等につ
いて縦断的に把握した上で、保健指導にあたることを基本とすべきである。そのためには健診の場でこ
れまでの経過を縦断的に確認できることが必要である。多くの自治体では「母子カード」などを活用し
ているが、最近では電子カルテを導入している自治体もある。各自治体の実情に合わせた方法を選択す
るのがよいが、一貫した支援となるような工夫が必要である。特に一部の健診を個別健診としている場
合は、母子保健担当者が縦断的な把握を行い、必要時に委託医療機関と連携を行い、一貫した支援につ
なげることが大切である。
 

　（２） フォローアップが必要な場合の継続的支援
　乳幼児健診における総合的判断の結果、その後の経過を把握し、必要な支援を行うとともにその結果
の確認を行う必要がある場合（フォローアップが必要な場合）は、経過観察健診・二次検診等の活用の
他、その内容に応じて様々な機関との連携や支援の継続が必要である。
　フォローアップにあたっては、まず保健師等のフォローアップ担当者が、親子の状況をアセスメント
した上で、その親子に必要な個別支援を行うことが継続的支援の基盤となる。個別支援の中で、必要に
応じて親子教室などの集団的支援を効果的に組み合わせていく。そして、定期的にフォローアップ結果
を評価し、支援計画を修正しながら継続的な支援を行う。
　また、特に発達障害は多くの身体疾患の早期発見と異なり、1回のスクリーニングのみで専門機関へ
紹介することは困難なことが多い。一定期間のアセスメントと親への心理的支援を行いながら、診断に
つなげることや福祉等による支援の要否を判断していく必要がある。したがって、スクリーニング後の
フォローアップ体制をシステムとして構築しなければならない。フォローアップ体制は、母子保健、医
療、福祉の連携のもとで行う必要がある（第４章 幼児期の発達障害に対する地域支援システム p.48 参
照）。
　発達障害が強く疑われ、医療や障害児福祉による支援が必要と判断される場合は，医療機関、児童発
達支援センター、児童発達支援事業所など、子どもの状況に合わせた機関へ紹介していく。子どもに発
達障害の特性があるものの、医療や障害児福祉につなぐべき状態かどうか判断がすぐにつかない場合
や、医療や障害児福祉につなげることに対する親の動機づけが未形成の場合には、母子保健のフォロー
アップ機能を主軸に据えておく。

　（３） 母子保健事業に関わる関係機関の連携
　乳幼児健診のみならず、予防接種や各種教室などの母子保健事業で多くの親子と直接会い、様々な情
報を得る機会が多い。必要に応じて関係機関と情報共有・連携することでさらに質の高いサービスの
提供につながる。
　「健やか親子２１（第２次）」について 検討会報告書でも、「情報の共有・還元の仕組みを含めた母子
保健事業間の有機的な連携体制の強化が課題」とされている。福祉部門など親子に関わる機関は民間も
含めて多種多様であるため、地域の実情に合わせて普段からの関係づくりと連携体制の強化が重要で
ある。

　（４） 地域の資源へのつなぎ
　少子化の進展、核家族化、地域のつながりの希薄化等により、親子の孤立が課題となって久しく、各地

域で様々な努力がなされているが、虐待死やその予備群の事例は後を絶たない。個人、家族で解決でき
る問題の範疇を超えており、地域全体で子育てを支える仕組みづくりがますます重要となっている。そ
の視点で乳幼児健診の役割として期待されることは、既に孤立している親子だけでなく孤立予備群を
把握し、活用可能な地域の資源につないで孤立を予防することである。また、なるべく多くの地域の資
源を日頃から把握しておくことが必要であり、そのためには地域に出て様々な関係者との関係づくり
をしておくことが重要である。行政ができる子育て支援には限りがあるため、地域住民・関係機関との
協働が不可欠である。

6.2　現代の親子が抱える健康課題からみた保健指導の重点ポイント

　前項では、乳幼児健診における標準的な保健指導に関する基本的事項について述べた。本項では、昨
今の親子が抱える健康課題を鑑み、特に支援体制の強化が必要な事項として、「妊娠期からの継続的支
援のしくみづくりの強化」「子ども虐待予防の視点からの保健指導・支援」「育てにくさを感じる親に
寄り添う支援」を取り上げる。

　１） 妊娠期からの継続的支援のしくみづくりの強化
　妊娠期から出産期には、妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病等妊娠に伴う合併症の予防や対応、貧血、便
秘、妊娠悪阻等のマイナートラブルへの対応といった支援が重要である。また、妊娠早期からの継続し
た心理的支援が周産期の女性の心理的安定と子どもに対するアタッチメント形成の促進につながる。
一方で、低出生体重児の割合が減少しない状況を鑑みても、妊娠中の食生活に関する支援が子どもの生
命の維持、発育・発達に欠かせない。妊娠期の体重増加量は、妊娠前の体重や健康状態により異なるが、
妊婦が心理的安定を保ち、健康を維持するための望ましい食生活が営めるよう、バランスの良い食事を
整える知識や技術、食事を楽しめる具体的な支援が重要である。そのためには、管理栄養士・栄養士、保
健師、助産師等が協力し、生活支援を行うことが重要となる。
　しかし、医療機関の管理栄養士・栄養士、助産師、看護師等は退院後の母子に継続して関わること、特
に出産した医療機関で受診する例が多い 1 か月児健診以降も関わり続けることは難しい。施設基盤に
ついて、保健センター、保健所、医療機関、助産所、地方公共団体、地区組織等すべての関係機関の役割を
明確にして、各々が有機的に連携できるよう、各地域での組織的な体系を整備することが必要である
（図 6.3 参照）。また、産褥早期の母子、特に退院後のサポートの不足が予測される者や育児不安が強い
母親、精神疾患等の合併などは、自治体との連携などによる継続的支援の必要性があり、特定妊婦とし
て支援していく体制の強化が重要である。最近では、産後ケアを事業化し、妊娠中から産褥早期のケア
を充実させ、子育て期につながる支援をしている自治体も増えつつある。
　さらに、妊娠期では、例えば就労中の妊婦や専門職の支援に対して拒否的な妊婦など直接的なアプ
ローチが難しい場合もある。虐待予防のために、継続的に母子の支援を行う助産師と保健師の連携の一
つの方法として、医療機関の助産師が妊娠期の出来るだけ早期から母親と保健師をつなぎ、信頼関係を
築くことができるよう取り組むことが望ましい。さらに支援に対して拒否的な母親に対しては、授乳支
援などの外来受診の理由をつくり、医師や助産師が、保健師の支援を拒否する母親と支援者との関係を
つなぎとめるなどの工夫が行われている。今後は、医師、保健師、助産師のみならず、多職種連携による
継続的支援のための仕組みづくりが、より一層求められる。切れ目ない継続的な支援の実現のために
は、関係職種間での相互理解と相互活用を基盤として、例えば養育支援訪問事業のような既存事業を軸
として展開するなど、「多職種・多機関連携による継続的支援のための仕組みづくり」が、今後ますます
必要とされる。
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① 事前カンファレンス
　乳幼児健診は親子のライフサイクルを通じた母子保健活動の一つであり、健診までの経過を踏まえ
た継続性のある保健指導が重要である。そのため、特に継続支援ケースでは、健診の前に健診従事者間
で、これまでの経過や今回の健診で重点的に確認すべきことなどの情報共有が有用である。

② 問診
　問診では、「親子の健康課題の明確化」を行う。「親子の困りごとや支援ニーズ」は、明らかに表出され
ることもあれば、健康課題に気づいていない潜在的な場合もある。より的確な保健指導を行うために

は、問診で（できるだけ直接対面して）十分に状況を把握し、健康課題を明確化することが必要である。
このプロセスそのものが、親の気持ちに寄り添う支援の始まりでもある。そのためには健診での最初の
出会いの場として信頼を得られる対応が必要である。また発育・発達状況に加えて、生活習慣や親子関
係、家族の健康状態、親の生活状況などを含めて多角的にアセスメントすることが重要である。

③ 計測・診察
　手技や評価方法については他の章で記述するが、計測や診察は子どもの全身の観察ができる機会で
ある。計測や診察に伴い、他の場面では診ることのできない子どもの反応やそれに対する親の対処につ
いても把握できる。また、問診を行うことが多いのは保健師であるが、計測・診察場面に従事する医師・
歯科医師や看護師等の別の職種が対応することで新たな情報を引き出せることもある。多職種が関わ
る利点を活かし、得られた情報をカンファレンス等で共有することが重要である。

④ 個別の保健指導とフォローアップについての判断
　健診を進めていく中で、発育・発達、授乳・離乳、食事・食習慣、歯・口腔機能、生活環境および生活
全般等について、「明確化された健康課題や計測・診察等の結果を踏まえた保健指導」が進められてい
く。特に、一般的に最後に行われることが多い保健師による個別の保健指導では、健診結果の説明や結
果に伴い必要な指導が求められる。また現在明らかとなっている問題だけでなく、対応が遅れれば、今
後、疾病や養育上の問題が起こる可能性が考えられるリスクに対しても、「先の見通しをイメージしな
がら」予防するための保健指導を行うことが必要である。「個別保健指導終了時の判断」では、発育・発
達を含む、親子の健康課題に対する継続的支援の必要性について判断する。フォローアップとは、その
後の経過を追い結果の確認を行うことである。継続的支援が必要であるか、または今回の支援でまずは
解決しそうか（フォローアップ不要）について判断し、フォローアップが必要な場合には、その内容を親
に伝えて共有し、今後の支援につなげる必要がある。対象となる親との関係性が切れてしまわないこと
が重要である。
　その際には、保健指導に必要な知識はもちろんのこと、活用できる地域の資源等の情報を熟知したう
えで保健指導にあたり、さらに、親の認識や心情に配慮して、場合によっては結論を急がず、まずは次に
つながる関係性づくりを行う。そのためには、保健指導を次の段階に進めることを少し待てる猶予があ
るのか、それとも待てないのかなど、先の見通しをもった判断が必要である。先の見通しをもった判断
とは、その親子がもつ健康課題の特性を踏まえて、中長期的な支援計画のイメージをもって判断するこ
とを指す。例えば、発達障害の可能性が疑われても、すぐに親は受容できるものではなく、場合によって
は拒否的態度をとることもある。そのような場合、中長期的に考えると、ここで無理に次の療育などを
すすめて関係が途切れて必要な支援が行き届かなくなるよりは、少し待って信頼関係の構築を優先す
ることが有益であると判断する場合もある。逆に、例えば親の精神的健康問題があり子どもに対して十
分な養育上の世話ができない場合などは、親が拒否的な態度を示したとしても待っていては子どもの
生命に関わることもあり、早急な介入支援へとつなげる判断が必要である。

⑤ 事後カンファレンスおよび総合判定
　次の段階として、医師・歯科医師の診察結果やそれまでに行われた保健指導の結果、および保健師、
助産師、看護師や管理栄養士・栄養士、歯科衛生士など、健診従事者からの情報を持ち寄ってカンファ
レンスを行い、個別の保健指導で行ったフォローアップに関する判断が妥当であるか検討し、必要時に
は修正して「総合的判断」を行う。
　その結果、「発育・発達を含む、親子の健康課題に対する継続的な支援が必要」と判断された場合は、

「フォローアップの対象」として、保健師等による経過観察や支援、さらに必要性に応じて、医療や療育
機関、保育所等の他機関と連携しながら継続的支援とその結果の確認を行っていく。この際には、健診
従事者全体で支援の方向性を一致させておくことが必要である。
　なお、個別の保健指導での判断の妥当性に関するこのカンファレンスは、親子への支援の質の向上だ
けでなく、新任期の健診従事者が自身の判断の妥当性を検証したり、熟練者の判断を具体的に学べるた
め、新任期のOJT（on-the-Job Training）教育の場としても有用である。

　（２） 医療機関委託（個別）健診の場合
　上記は主に集団方式をイメージして記載しているが、個別健診でも同じ機能が果たされるよう工夫
する。集団方式よりも関わる職種が限られるため、継続的支援が必要と考えられるケースについては、
委託元の市町村担当者と連絡をとり、支援の方向性を協議すること、その体制づくりの強化が重要であ
る。

　（３） 個別指導と集団指導によるアプローチ（図 6.2）
　特に集団方式の健診を行う際には、個別指導と集団指導によるアプローチを組み合わせることが効
果的である。
　情報化社会の中で様々な健康関連情報がある現代において、乳幼児健診では全ての親子に健康づく
りに関する正しい情報を専門職から伝えることができる絶好の機会である。特に乳幼児健診には、「標
準的な発育・発達と親子の健康な生活習慣の目安」を伝える役割がある。これは乳幼児健診における保
健指導の主なポイントでもある（次項参照）。その際には、その月齢や年齢の目安だけでなく、少し先の
見通しや目安を伝えることも保健指導の重要なポイントである。
　このような標準的な内容は、基本的には全ての親子に伝える内容であるため、集団指導で実施するの
が効率的である。また、集団指導では他の親子との交流の中から親が気づく利点もある。ただ、子どもは
個人差が大きいことを補足説明し、余計な不安を助長しないことが大切である。さらに、子育て支援の
視点から保育士や子育て支援センター職員等による情報提供なども実施できる機会である。
　また、個別指導では、特に個別性を重視した指導を行う。子どもの月齢や年齢における「標準的な発
育・発達と親子の健康な生活の目安」と照らし合わせて、「親と子どもの現状」をアセスメントし、「期待
される状況」とのギャップを確認して、対象となる親子の健康課題や支援ニーズだけでなく、親子が持
つ強み、すわなち健康課題の解決に活かせるような、親子が既に持っている力や資源を確認し、個別性
を重視して親に具体的なアドバイスを行う。

　７） 乳幼児健診を軸とした継続的支援

　（１） 親子への継続的支援　～妊娠期からの一貫した情報把握と支援体制～
　それぞれの親子に対して、妊娠の経過や出産時の状況、これまでの子どもの発育・発達の経過等につ
いて縦断的に把握した上で、保健指導にあたることを基本とすべきである。そのためには健診の場でこ
れまでの経過を縦断的に確認できることが必要である。多くの自治体では「母子カード」などを活用し
ているが、最近では電子カルテを導入している自治体もある。各自治体の実情に合わせた方法を選択す
るのがよいが、一貫した支援となるような工夫が必要である。特に一部の健診を個別健診としている場
合は、母子保健担当者が縦断的な把握を行い、必要時に委託医療機関と連携を行い、一貫した支援につ
なげることが大切である。
 

　（２） フォローアップが必要な場合の継続的支援
　乳幼児健診における総合的判断の結果、その後の経過を把握し、必要な支援を行うとともにその結果
の確認を行う必要がある場合（フォローアップが必要な場合）は、経過観察健診・二次検診等の活用の
他、その内容に応じて様々な機関との連携や支援の継続が必要である。
　フォローアップにあたっては、まず保健師等のフォローアップ担当者が、親子の状況をアセスメント
した上で、その親子に必要な個別支援を行うことが継続的支援の基盤となる。個別支援の中で、必要に
応じて親子教室などの集団的支援を効果的に組み合わせていく。そして、定期的にフォローアップ結果
を評価し、支援計画を修正しながら継続的な支援を行う。
　また、特に発達障害は多くの身体疾患の早期発見と異なり、1回のスクリーニングのみで専門機関へ
紹介することは困難なことが多い。一定期間のアセスメントと親への心理的支援を行いながら、診断に
つなげることや福祉等による支援の要否を判断していく必要がある。したがって、スクリーニング後の
フォローアップ体制をシステムとして構築しなければならない。フォローアップ体制は、母子保健、医
療、福祉の連携のもとで行う必要がある（第４章 幼児期の発達障害に対する地域支援システム p.48 参
照）。
　発達障害が強く疑われ、医療や障害児福祉による支援が必要と判断される場合は，医療機関、児童発
達支援センター、児童発達支援事業所など、子どもの状況に合わせた機関へ紹介していく。子どもに発
達障害の特性があるものの、医療や障害児福祉につなぐべき状態かどうか判断がすぐにつかない場合
や、医療や障害児福祉につなげることに対する親の動機づけが未形成の場合には、母子保健のフォロー
アップ機能を主軸に据えておく。

　（３） 母子保健事業に関わる関係機関の連携
　乳幼児健診のみならず、予防接種や各種教室などの母子保健事業で多くの親子と直接会い、様々な情
報を得る機会が多い。必要に応じて関係機関と情報共有・連携することでさらに質の高いサービスの
提供につながる。
　「健やか親子２１（第２次）」について 検討会報告書でも、「情報の共有・還元の仕組みを含めた母子
保健事業間の有機的な連携体制の強化が課題」とされている。福祉部門など親子に関わる機関は民間も
含めて多種多様であるため、地域の実情に合わせて普段からの関係づくりと連携体制の強化が重要で
ある。

　（４） 地域の資源へのつなぎ
　少子化の進展、核家族化、地域のつながりの希薄化等により、親子の孤立が課題となって久しく、各地

域で様々な努力がなされているが、虐待死やその予備群の事例は後を絶たない。個人、家族で解決でき
る問題の範疇を超えており、地域全体で子育てを支える仕組みづくりがますます重要となっている。そ
の視点で乳幼児健診の役割として期待されることは、既に孤立している親子だけでなく孤立予備群を
把握し、活用可能な地域の資源につないで孤立を予防することである。また、なるべく多くの地域の資
源を日頃から把握しておくことが必要であり、そのためには地域に出て様々な関係者との関係づくり
をしておくことが重要である。行政ができる子育て支援には限りがあるため、地域住民・関係機関との
協働が不可欠である。

6.2　現代の親子が抱える健康課題からみた保健指導の重点ポイント

　前項では、乳幼児健診における標準的な保健指導に関する基本的事項について述べた。本項では、昨
今の親子が抱える健康課題を鑑み、特に支援体制の強化が必要な事項として、「妊娠期からの継続的支
援のしくみづくりの強化」「子ども虐待予防の視点からの保健指導・支援」「育てにくさを感じる親に
寄り添う支援」を取り上げる。

　１） 妊娠期からの継続的支援のしくみづくりの強化
　妊娠期から出産期には、妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病等妊娠に伴う合併症の予防や対応、貧血、便
秘、妊娠悪阻等のマイナートラブルへの対応といった支援が重要である。また、妊娠早期からの継続し
た心理的支援が周産期の女性の心理的安定と子どもに対するアタッチメント形成の促進につながる。
一方で、低出生体重児の割合が減少しない状況を鑑みても、妊娠中の食生活に関する支援が子どもの生
命の維持、発育・発達に欠かせない。妊娠期の体重増加量は、妊娠前の体重や健康状態により異なるが、
妊婦が心理的安定を保ち、健康を維持するための望ましい食生活が営めるよう、バランスの良い食事を
整える知識や技術、食事を楽しめる具体的な支援が重要である。そのためには、管理栄養士・栄養士、保
健師、助産師等が協力し、生活支援を行うことが重要となる。
　しかし、医療機関の管理栄養士・栄養士、助産師、看護師等は退院後の母子に継続して関わること、特
に出産した医療機関で受診する例が多い 1 か月児健診以降も関わり続けることは難しい。施設基盤に
ついて、保健センター、保健所、医療機関、助産所、地方公共団体、地区組織等すべての関係機関の役割を
明確にして、各々が有機的に連携できるよう、各地域での組織的な体系を整備することが必要である
（図 6.3 参照）。また、産褥早期の母子、特に退院後のサポートの不足が予測される者や育児不安が強い
母親、精神疾患等の合併などは、自治体との連携などによる継続的支援の必要性があり、特定妊婦とし
て支援していく体制の強化が重要である。最近では、産後ケアを事業化し、妊娠中から産褥早期のケア
を充実させ、子育て期につながる支援をしている自治体も増えつつある。
　さらに、妊娠期では、例えば就労中の妊婦や専門職の支援に対して拒否的な妊婦など直接的なアプ
ローチが難しい場合もある。虐待予防のために、継続的に母子の支援を行う助産師と保健師の連携の一
つの方法として、医療機関の助産師が妊娠期の出来るだけ早期から母親と保健師をつなぎ、信頼関係を
築くことができるよう取り組むことが望ましい。さらに支援に対して拒否的な母親に対しては、授乳支
援などの外来受診の理由をつくり、医師や助産師が、保健師の支援を拒否する母親と支援者との関係を
つなぎとめるなどの工夫が行われている。今後は、医師、保健師、助産師のみならず、多職種連携による
継続的支援のための仕組みづくりが、より一層求められる。切れ目ない継続的な支援の実現のために
は、関係職種間での相互理解と相互活用を基盤として、例えば養育支援訪問事業のような既存事業を軸
として展開するなど、「多職種・多機関連携による継続的支援のための仕組みづくり」が、今後ますます
必要とされる。
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　６） 主な健診時期における保健指導のポイント
　乳幼児健診では、親がわが子の成長を自ら確認できる力を持つことができるような支援を目指しつ
つ、保健指導を行う健診従事者は、子どもの月齢・年齢に応じた「標準的な発育・発達と親子の健康な
生活の目安」について共通に理解しておくべきである。母子健康手帳の「保護者の記録」の項目は、すべ
ての健診従事者が踏まえておくべきその時期の親子の標準的な発育・発達の目安である。そのような
目安と照らし、着目すべき確認事項を対象時期別に、特によく実施される健診時期を取り上げて表に示
した（表 6.1）。
　保健指導では、健診受診時のポイントだけでなく、次の健診やフォローアップの時期を見通した「標
準的な発育・発達と親子の健康な生活の目安」を伝えることも支援のひとつである。また、対象となる
親子の健康課題や支援ニーズ・強みを確認し、個別性を重視して親へ具体的なアドバイスを行う。
　乳幼児健診の主な対象時期における保健指導の際の確認事項と保健指導のポイントは次のとおりで
ある。

　（１） 3 ～ 4 か月児健診
　3～ 4か月児健診は、親子が初めて地域の保健機関に出向く機会であることも多いため、地域の安心
できる育児の相談支援機関となるよう、信頼される関係を築くことが重要である。授乳・睡眠・排泄は、
保健指導・支援のきっかけとなる。栄養指導に関しては現在の授乳状況等だけでなく、離乳開始に向け

た準備の時期であることを念頭におく。乳房トラブルについては新生児期から健診時までの状況を確
認し、適切な授乳方法を継続できるよう支援する。また、母親の精神的な健康状態の把握として、産後う
つ病の可能性についても継続して確認しておく。さらに、子どものあやし方からアタッチメントの形成
状況など親子関係について把握し、基本的信頼感の確立について確認する。また、事故予防対策、乳幼児
突然死症候群や乳幼児揺さぶられ症候群などの予防に関する指導は欠かせない。
　親の身体的精神的負担感、親の問題解決能力、育児の相談者と育児協力者の存在、子どもの受容等は、
親の育児に関する生活の質やソーシャル・サポートおよびネットワークを把握する項目として、どの
時期においても大切なポイントである。

　（２） 1 歳 6 か月児健診
　1歳 6か月児健診では、乳児期から幼児期へ移行し、一人歩きや意味のある単語を話すなど発育・発
達の節目であるとともに、育児ポイントや育児不安も大きく変化する時期である。人とのやりとりを通
して、コミュニケーション力が育まれ、言葉の理解や発言が広がることから、子どもの発達や、食事や生
活リズムなどの生活習慣、親子関係など丁寧な聞き取りと観察、必要に応じた経過観察も重要である。
　生活リズム、遊びの時間と内容、精神発達や身体発達の確認とこれに見合う遊びの実施状況を把握
し、個別に合わせて具体的な方法の指導をし、継続支援につなげる。
　食生活に関しては、食生活のリズム、食品の種類と組み合わせ、調理形態、家族と楽しく食べる食生活
習慣や子どもの食行動などについて確認する。
　歯・口腔機能では、乳前歯が 8 本生えそろい、乳臼歯が生えてくる時期である。むし歯予防のため、
フッ化物配合歯磨剤を用いた仕上げみがき習慣の確立やフッ化物歯面塗布および甘味摂取の状況など
を確認する。

　（３） 3 歳児健診
　食習慣、歯磨き習慣、睡眠時間、排泄の自立、遊び等、健康的な基礎習慣が確立する時期である。また、
友達遊びができるようになり、家庭外へ関心が向き社会性が発達する時期でもある。
　健診ではその様な発達段階を踏まえ、今後も子どもの社会性の発達が促される方向にあるかに留意
し、親が子どもを手助けする関わりが実施できているかを確認する。3歳児健診は、就学時までの最後
の健診となる自治体が多い。そのため、集団生活の開始に向けた視点からも、社会性を中心とした発達
の確認および健康的な生活習慣の確立の確認が重要である。
　食生活に関しては、食生活のリズム、調理形態、子どもの食行動、スプーンや箸の使用状況などととも
に、様々な人との共食を楽しむ食生活習慣が身についてきているかなどを確認する。
　歯・口腔機能では、乳歯 20 本が生えそろう時期であり、むし歯を持つ子どもが増える時期でもある。
歯科健診では、むし歯の有無だけではなく歯列不正に影響する口腔習癖の確認も重要である。

　なお、章末に、栄養指導および歯科保健指導のポイントと各種ガイドライン等について整理した。多
職種が連携した保健指導を実施するため、すべての健診従事者の基本的な知識として共有すべきであ
る。
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図6.2　乳幼児健診における個別指導と集団指導によるアプローチ

　７） 乳幼児健診を軸とした継続的支援

　（１） 親子への継続的支援　～妊娠期からの一貫した情報把握と支援体制～
　それぞれの親子に対して、妊娠の経過や出産時の状況、これまでの子どもの発育・発達の経過等につ
いて縦断的に把握した上で、保健指導にあたることを基本とすべきである。そのためには健診の場でこ
れまでの経過を縦断的に確認できることが必要である。多くの自治体では「母子カード」などを活用し
ているが、最近では電子カルテを導入している自治体もある。各自治体の実情に合わせた方法を選択す
るのがよいが、一貫した支援となるような工夫が必要である。特に一部の健診を個別健診としている場
合は、母子保健担当者が縦断的な把握を行い、必要時に委託医療機関と連携を行い、一貫した支援につ
なげることが大切である。
 

　（２） フォローアップが必要な場合の継続的支援
　乳幼児健診における総合的判断の結果、その後の経過を把握し、必要な支援を行うとともにその結果
の確認を行う必要がある場合（フォローアップが必要な場合）は、経過観察健診・二次検診等の活用の
他、その内容に応じて様々な機関との連携や支援の継続が必要である。
　フォローアップにあたっては、まず保健師等のフォローアップ担当者が、親子の状況をアセスメント
した上で、その親子に必要な個別支援を行うことが継続的支援の基盤となる。個別支援の中で、必要に
応じて親子教室などの集団的支援を効果的に組み合わせていく。そして、定期的にフォローアップ結果
を評価し、支援計画を修正しながら継続的な支援を行う。
　また、特に発達障害は多くの身体疾患の早期発見と異なり、1回のスクリーニングのみで専門機関へ
紹介することは困難なことが多い。一定期間のアセスメントと親への心理的支援を行いながら、診断に
つなげることや福祉等による支援の要否を判断していく必要がある。したがって、スクリーニング後の
フォローアップ体制をシステムとして構築しなければならない。フォローアップ体制は、母子保健、医
療、福祉の連携のもとで行う必要がある（第４章 幼児期の発達障害に対する地域支援システム p.48 参
照）。
　発達障害が強く疑われ、医療や障害児福祉による支援が必要と判断される場合は，医療機関、児童発
達支援センター、児童発達支援事業所など、子どもの状況に合わせた機関へ紹介していく。子どもに発
達障害の特性があるものの、医療や障害児福祉につなぐべき状態かどうか判断がすぐにつかない場合
や、医療や障害児福祉につなげることに対する親の動機づけが未形成の場合には、母子保健のフォロー
アップ機能を主軸に据えておく。

　（３） 母子保健事業に関わる関係機関の連携
　乳幼児健診のみならず、予防接種や各種教室などの母子保健事業で多くの親子と直接会い、様々な情
報を得る機会が多い。必要に応じて関係機関と情報共有・連携することでさらに質の高いサービスの
提供につながる。
　「健やか親子２１（第２次）」について 検討会報告書でも、「情報の共有・還元の仕組みを含めた母子
保健事業間の有機的な連携体制の強化が課題」とされている。福祉部門など親子に関わる機関は民間も
含めて多種多様であるため、地域の実情に合わせて普段からの関係づくりと連携体制の強化が重要で
ある。

　（４） 地域の資源へのつなぎ
　少子化の進展、核家族化、地域のつながりの希薄化等により、親子の孤立が課題となって久しく、各地

域で様々な努力がなされているが、虐待死やその予備群の事例は後を絶たない。個人、家族で解決でき
る問題の範疇を超えており、地域全体で子育てを支える仕組みづくりがますます重要となっている。そ
の視点で乳幼児健診の役割として期待されることは、既に孤立している親子だけでなく孤立予備群を
把握し、活用可能な地域の資源につないで孤立を予防することである。また、なるべく多くの地域の資
源を日頃から把握しておくことが必要であり、そのためには地域に出て様々な関係者との関係づくり
をしておくことが重要である。行政ができる子育て支援には限りがあるため、地域住民・関係機関との
協働が不可欠である。

6.2　現代の親子が抱える健康課題からみた保健指導の重点ポイント

　前項では、乳幼児健診における標準的な保健指導に関する基本的事項について述べた。本項では、昨
今の親子が抱える健康課題を鑑み、特に支援体制の強化が必要な事項として、「妊娠期からの継続的支
援のしくみづくりの強化」「子ども虐待予防の視点からの保健指導・支援」「育てにくさを感じる親に
寄り添う支援」を取り上げる。

　１） 妊娠期からの継続的支援のしくみづくりの強化
　妊娠期から出産期には、妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病等妊娠に伴う合併症の予防や対応、貧血、便
秘、妊娠悪阻等のマイナートラブルへの対応といった支援が重要である。また、妊娠早期からの継続し
た心理的支援が周産期の女性の心理的安定と子どもに対するアタッチメント形成の促進につながる。
一方で、低出生体重児の割合が減少しない状況を鑑みても、妊娠中の食生活に関する支援が子どもの生
命の維持、発育・発達に欠かせない。妊娠期の体重増加量は、妊娠前の体重や健康状態により異なるが、
妊婦が心理的安定を保ち、健康を維持するための望ましい食生活が営めるよう、バランスの良い食事を
整える知識や技術、食事を楽しめる具体的な支援が重要である。そのためには、管理栄養士・栄養士、保
健師、助産師等が協力し、生活支援を行うことが重要となる。
　しかし、医療機関の管理栄養士・栄養士、助産師、看護師等は退院後の母子に継続して関わること、特
に出産した医療機関で受診する例が多い 1 か月児健診以降も関わり続けることは難しい。施設基盤に
ついて、保健センター、保健所、医療機関、助産所、地方公共団体、地区組織等すべての関係機関の役割を
明確にして、各々が有機的に連携できるよう、各地域での組織的な体系を整備することが必要である
（図 6.3 参照）。また、産褥早期の母子、特に退院後のサポートの不足が予測される者や育児不安が強い
母親、精神疾患等の合併などは、自治体との連携などによる継続的支援の必要性があり、特定妊婦とし
て支援していく体制の強化が重要である。最近では、産後ケアを事業化し、妊娠中から産褥早期のケア
を充実させ、子育て期につながる支援をしている自治体も増えつつある。
　さらに、妊娠期では、例えば就労中の妊婦や専門職の支援に対して拒否的な妊婦など直接的なアプ
ローチが難しい場合もある。虐待予防のために、継続的に母子の支援を行う助産師と保健師の連携の一
つの方法として、医療機関の助産師が妊娠期の出来るだけ早期から母親と保健師をつなぎ、信頼関係を
築くことができるよう取り組むことが望ましい。さらに支援に対して拒否的な母親に対しては、授乳支
援などの外来受診の理由をつくり、医師や助産師が、保健師の支援を拒否する母親と支援者との関係を
つなぎとめるなどの工夫が行われている。今後は、医師、保健師、助産師のみならず、多職種連携による
継続的支援のための仕組みづくりが、より一層求められる。切れ目ない継続的な支援の実現のために
は、関係職種間での相互理解と相互活用を基盤として、例えば養育支援訪問事業のような既存事業を軸
として展開するなど、「多職種・多機関連携による継続的支援のための仕組みづくり」が、今後ますます
必要とされる。
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　６） 主な健診時期における保健指導のポイント
　乳幼児健診では、親がわが子の成長を自ら確認できる力を持つことができるような支援を目指しつ
つ、保健指導を行う健診従事者は、子どもの月齢・年齢に応じた「標準的な発育・発達と親子の健康な
生活の目安」について共通に理解しておくべきである。母子健康手帳の「保護者の記録」の項目は、すべ
ての健診従事者が踏まえておくべきその時期の親子の標準的な発育・発達の目安である。そのような
目安と照らし、着目すべき確認事項を対象時期別に、特によく実施される健診時期を取り上げて表に示
した（表 6.1）。
　保健指導では、健診受診時のポイントだけでなく、次の健診やフォローアップの時期を見通した「標
準的な発育・発達と親子の健康な生活の目安」を伝えることも支援のひとつである。また、対象となる
親子の健康課題や支援ニーズ・強みを確認し、個別性を重視して親へ具体的なアドバイスを行う。
　乳幼児健診の主な対象時期における保健指導の際の確認事項と保健指導のポイントは次のとおりで
ある。

　（１） 3 ～ 4 か月児健診
　3～ 4か月児健診は、親子が初めて地域の保健機関に出向く機会であることも多いため、地域の安心
できる育児の相談支援機関となるよう、信頼される関係を築くことが重要である。授乳・睡眠・排泄は、
保健指導・支援のきっかけとなる。栄養指導に関しては現在の授乳状況等だけでなく、離乳開始に向け

た準備の時期であることを念頭におく。乳房トラブルについては新生児期から健診時までの状況を確
認し、適切な授乳方法を継続できるよう支援する。また、母親の精神的な健康状態の把握として、産後う
つ病の可能性についても継続して確認しておく。さらに、子どものあやし方からアタッチメントの形成
状況など親子関係について把握し、基本的信頼感の確立について確認する。また、事故予防対策、乳幼児
突然死症候群や乳幼児揺さぶられ症候群などの予防に関する指導は欠かせない。
　親の身体的精神的負担感、親の問題解決能力、育児の相談者と育児協力者の存在、子どもの受容等は、
親の育児に関する生活の質やソーシャル・サポートおよびネットワークを把握する項目として、どの
時期においても大切なポイントである。

　（２） 1 歳 6 か月児健診
　1歳 6か月児健診では、乳児期から幼児期へ移行し、一人歩きや意味のある単語を話すなど発育・発
達の節目であるとともに、育児ポイントや育児不安も大きく変化する時期である。人とのやりとりを通
して、コミュニケーション力が育まれ、言葉の理解や発言が広がることから、子どもの発達や、食事や生
活リズムなどの生活習慣、親子関係など丁寧な聞き取りと観察、必要に応じた経過観察も重要である。
　生活リズム、遊びの時間と内容、精神発達や身体発達の確認とこれに見合う遊びの実施状況を把握
し、個別に合わせて具体的な方法の指導をし、継続支援につなげる。
　食生活に関しては、食生活のリズム、食品の種類と組み合わせ、調理形態、家族と楽しく食べる食生活
習慣や子どもの食行動などについて確認する。
　歯・口腔機能では、乳前歯が 8 本生えそろい、乳臼歯が生えてくる時期である。むし歯予防のため、
フッ化物配合歯磨剤を用いた仕上げみがき習慣の確立やフッ化物歯面塗布および甘味摂取の状況など
を確認する。

　（３） 3 歳児健診
　食習慣、歯磨き習慣、睡眠時間、排泄の自立、遊び等、健康的な基礎習慣が確立する時期である。また、
友達遊びができるようになり、家庭外へ関心が向き社会性が発達する時期でもある。
　健診ではその様な発達段階を踏まえ、今後も子どもの社会性の発達が促される方向にあるかに留意
し、親が子どもを手助けする関わりが実施できているかを確認する。3歳児健診は、就学時までの最後
の健診となる自治体が多い。そのため、集団生活の開始に向けた視点からも、社会性を中心とした発達
の確認および健康的な生活習慣の確立の確認が重要である。
　食生活に関しては、食生活のリズム、調理形態、子どもの食行動、スプーンや箸の使用状況などととも
に、様々な人との共食を楽しむ食生活習慣が身についてきているかなどを確認する。
　歯・口腔機能では、乳歯 20 本が生えそろう時期であり、むし歯を持つ子どもが増える時期でもある。
歯科健診では、むし歯の有無だけではなく歯列不正に影響する口腔習癖の確認も重要である。

　なお、章末に、栄養指導および歯科保健指導のポイントと各種ガイドライン等について整理した。多
職種が連携した保健指導を実施するため、すべての健診従事者の基本的な知識として共有すべきであ
る。

　７） 乳幼児健診を軸とした継続的支援

　（１） 親子への継続的支援　～妊娠期からの一貫した情報把握と支援体制～
　それぞれの親子に対して、妊娠の経過や出産時の状況、これまでの子どもの発育・発達の経過等につ
いて縦断的に把握した上で、保健指導にあたることを基本とすべきである。そのためには健診の場でこ
れまでの経過を縦断的に確認できることが必要である。多くの自治体では「母子カード」などを活用し
ているが、最近では電子カルテを導入している自治体もある。各自治体の実情に合わせた方法を選択す
るのがよいが、一貫した支援となるような工夫が必要である。特に一部の健診を個別健診としている場
合は、母子保健担当者が縦断的な把握を行い、必要時に委託医療機関と連携を行い、一貫した支援につ
なげることが大切である。
 

　（２） フォローアップが必要な場合の継続的支援
　乳幼児健診における総合的判断の結果、その後の経過を把握し、必要な支援を行うとともにその結果
の確認を行う必要がある場合（フォローアップが必要な場合）は、経過観察健診・二次検診等の活用の
他、その内容に応じて様々な機関との連携や支援の継続が必要である。
　フォローアップにあたっては、まず保健師等のフォローアップ担当者が、親子の状況をアセスメント
した上で、その親子に必要な個別支援を行うことが継続的支援の基盤となる。個別支援の中で、必要に
応じて親子教室などの集団的支援を効果的に組み合わせていく。そして、定期的にフォローアップ結果
を評価し、支援計画を修正しながら継続的な支援を行う。
　また、特に発達障害は多くの身体疾患の早期発見と異なり、1回のスクリーニングのみで専門機関へ
紹介することは困難なことが多い。一定期間のアセスメントと親への心理的支援を行いながら、診断に
つなげることや福祉等による支援の要否を判断していく必要がある。したがって、スクリーニング後の
フォローアップ体制をシステムとして構築しなければならない。フォローアップ体制は、母子保健、医
療、福祉の連携のもとで行う必要がある（第４章 幼児期の発達障害に対する地域支援システム p.48 参
照）。
　発達障害が強く疑われ、医療や障害児福祉による支援が必要と判断される場合は，医療機関、児童発
達支援センター、児童発達支援事業所など、子どもの状況に合わせた機関へ紹介していく。子どもに発
達障害の特性があるものの、医療や障害児福祉につなぐべき状態かどうか判断がすぐにつかない場合
や、医療や障害児福祉につなげることに対する親の動機づけが未形成の場合には、母子保健のフォロー
アップ機能を主軸に据えておく。

　（３） 母子保健事業に関わる関係機関の連携
　乳幼児健診のみならず、予防接種や各種教室などの母子保健事業で多くの親子と直接会い、様々な情
報を得る機会が多い。必要に応じて関係機関と情報共有・連携することでさらに質の高いサービスの
提供につながる。
　「健やか親子２１（第２次）」について 検討会報告書でも、「情報の共有・還元の仕組みを含めた母子
保健事業間の有機的な連携体制の強化が課題」とされている。福祉部門など親子に関わる機関は民間も
含めて多種多様であるため、地域の実情に合わせて普段からの関係づくりと連携体制の強化が重要で
ある。

　（４） 地域の資源へのつなぎ
　少子化の進展、核家族化、地域のつながりの希薄化等により、親子の孤立が課題となって久しく、各地

域で様々な努力がなされているが、虐待死やその予備群の事例は後を絶たない。個人、家族で解決でき
る問題の範疇を超えており、地域全体で子育てを支える仕組みづくりがますます重要となっている。そ
の視点で乳幼児健診の役割として期待されることは、既に孤立している親子だけでなく孤立予備群を
把握し、活用可能な地域の資源につないで孤立を予防することである。また、なるべく多くの地域の資
源を日頃から把握しておくことが必要であり、そのためには地域に出て様々な関係者との関係づくり
をしておくことが重要である。行政ができる子育て支援には限りがあるため、地域住民・関係機関との
協働が不可欠である。

6.2　現代の親子が抱える健康課題からみた保健指導の重点ポイント

　前項では、乳幼児健診における標準的な保健指導に関する基本的事項について述べた。本項では、昨
今の親子が抱える健康課題を鑑み、特に支援体制の強化が必要な事項として、「妊娠期からの継続的支
援のしくみづくりの強化」「子ども虐待予防の視点からの保健指導・支援」「育てにくさを感じる親に
寄り添う支援」を取り上げる。

　１） 妊娠期からの継続的支援のしくみづくりの強化
　妊娠期から出産期には、妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病等妊娠に伴う合併症の予防や対応、貧血、便
秘、妊娠悪阻等のマイナートラブルへの対応といった支援が重要である。また、妊娠早期からの継続し
た心理的支援が周産期の女性の心理的安定と子どもに対するアタッチメント形成の促進につながる。
一方で、低出生体重児の割合が減少しない状況を鑑みても、妊娠中の食生活に関する支援が子どもの生
命の維持、発育・発達に欠かせない。妊娠期の体重増加量は、妊娠前の体重や健康状態により異なるが、
妊婦が心理的安定を保ち、健康を維持するための望ましい食生活が営めるよう、バランスの良い食事を
整える知識や技術、食事を楽しめる具体的な支援が重要である。そのためには、管理栄養士・栄養士、保
健師、助産師等が協力し、生活支援を行うことが重要となる。
　しかし、医療機関の管理栄養士・栄養士、助産師、看護師等は退院後の母子に継続して関わること、特
に出産した医療機関で受診する例が多い 1 か月児健診以降も関わり続けることは難しい。施設基盤に
ついて、保健センター、保健所、医療機関、助産所、地方公共団体、地区組織等すべての関係機関の役割を
明確にして、各々が有機的に連携できるよう、各地域での組織的な体系を整備することが必要である
（図 6.3 参照）。また、産褥早期の母子、特に退院後のサポートの不足が予測される者や育児不安が強い
母親、精神疾患等の合併などは、自治体との連携などによる継続的支援の必要性があり、特定妊婦とし
て支援していく体制の強化が重要である。最近では、産後ケアを事業化し、妊娠中から産褥早期のケア
を充実させ、子育て期につながる支援をしている自治体も増えつつある。
　さらに、妊娠期では、例えば就労中の妊婦や専門職の支援に対して拒否的な妊婦など直接的なアプ
ローチが難しい場合もある。虐待予防のために、継続的に母子の支援を行う助産師と保健師の連携の一
つの方法として、医療機関の助産師が妊娠期の出来るだけ早期から母親と保健師をつなぎ、信頼関係を
築くことができるよう取り組むことが望ましい。さらに支援に対して拒否的な母親に対しては、授乳支
援などの外来受診の理由をつくり、医師や助産師が、保健師の支援を拒否する母親と支援者との関係を
つなぎとめるなどの工夫が行われている。今後は、医師、保健師、助産師のみならず、多職種連携による
継続的支援のための仕組みづくりが、より一層求められる。切れ目ない継続的な支援の実現のために
は、関係職種間での相互理解と相互活用を基盤として、例えば養育支援訪問事業のような既存事業を軸
として展開するなど、「多職種・多機関連携による継続的支援のための仕組みづくり」が、今後ますます
必要とされる。
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　７） 乳幼児健診を軸とした継続的支援

　（１） 親子への継続的支援　～妊娠期からの一貫した情報把握と支援体制～
　それぞれの親子に対して、妊娠の経過や出産時の状況、これまでの子どもの発育・発達の経過等につ
いて縦断的に把握した上で、保健指導にあたることを基本とすべきである。そのためには健診の場でこ
れまでの経過を縦断的に確認できることが必要である。多くの自治体では「母子カード」などを活用し
ているが、最近では電子カルテを導入している自治体もある。各自治体の実情に合わせた方法を選択す
るのがよいが、一貫した支援となるような工夫が必要である。特に一部の健診を個別健診としている場
合は、母子保健担当者が縦断的な把握を行い、必要時に委託医療機関と連携を行い、一貫した支援につ
なげることが大切である。
 

　（２） フォローアップが必要な場合の継続的支援
　乳幼児健診における総合的判断の結果、その後の経過を把握し、必要な支援を行うとともにその結果
の確認を行う必要がある場合（フォローアップが必要な場合）は、経過観察健診・二次検診等の活用の
他、その内容に応じて様々な機関との連携や支援の継続が必要である。
　フォローアップにあたっては、まず保健師等のフォローアップ担当者が、親子の状況をアセスメント
した上で、その親子に必要な個別支援を行うことが継続的支援の基盤となる。個別支援の中で、必要に
応じて親子教室などの集団的支援を効果的に組み合わせていく。そして、定期的にフォローアップ結果
を評価し、支援計画を修正しながら継続的な支援を行う。
　また、特に発達障害は多くの身体疾患の早期発見と異なり、1回のスクリーニングのみで専門機関へ
紹介することは困難なことが多い。一定期間のアセスメントと親への心理的支援を行いながら、診断に
つなげることや福祉等による支援の要否を判断していく必要がある。したがって、スクリーニング後の
フォローアップ体制をシステムとして構築しなければならない。フォローアップ体制は、母子保健、医
療、福祉の連携のもとで行う必要がある（第４章 幼児期の発達障害に対する地域支援システム p.48 参
照）。
　発達障害が強く疑われ、医療や障害児福祉による支援が必要と判断される場合は，医療機関、児童発
達支援センター、児童発達支援事業所など、子どもの状況に合わせた機関へ紹介していく。子どもに発
達障害の特性があるものの、医療や障害児福祉につなぐべき状態かどうか判断がすぐにつかない場合
や、医療や障害児福祉につなげることに対する親の動機づけが未形成の場合には、母子保健のフォロー
アップ機能を主軸に据えておく。

　（３） 母子保健事業に関わる関係機関の連携
　乳幼児健診のみならず、予防接種や各種教室などの母子保健事業で多くの親子と直接会い、様々な情
報を得る機会が多い。必要に応じて関係機関と情報共有・連携することでさらに質の高いサービスの
提供につながる。
　「健やか親子２１（第２次）」について 検討会報告書でも、「情報の共有・還元の仕組みを含めた母子
保健事業間の有機的な連携体制の強化が課題」とされている。福祉部門など親子に関わる機関は民間も
含めて多種多様であるため、地域の実情に合わせて普段からの関係づくりと連携体制の強化が重要で
ある。

　（４） 地域の資源へのつなぎ
　少子化の進展、核家族化、地域のつながりの希薄化等により、親子の孤立が課題となって久しく、各地

域で様々な努力がなされているが、虐待死やその予備群の事例は後を絶たない。個人、家族で解決でき
る問題の範疇を超えており、地域全体で子育てを支える仕組みづくりがますます重要となっている。そ
の視点で乳幼児健診の役割として期待されることは、既に孤立している親子だけでなく孤立予備群を
把握し、活用可能な地域の資源につないで孤立を予防することである。また、なるべく多くの地域の資
源を日頃から把握しておくことが必要であり、そのためには地域に出て様々な関係者との関係づくり
をしておくことが重要である。行政ができる子育て支援には限りがあるため、地域住民・関係機関との
協働が不可欠である。

6.2　現代の親子が抱える健康課題からみた保健指導の重点ポイント

　前項では、乳幼児健診における標準的な保健指導に関する基本的事項について述べた。本項では、昨
今の親子が抱える健康課題を鑑み、特に支援体制の強化が必要な事項として、「妊娠期からの継続的支
援のしくみづくりの強化」「子ども虐待予防の視点からの保健指導・支援」「育てにくさを感じる親に
寄り添う支援」を取り上げる。

　１） 妊娠期からの継続的支援のしくみづくりの強化
　妊娠期から出産期には、妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病等妊娠に伴う合併症の予防や対応、貧血、便
秘、妊娠悪阻等のマイナートラブルへの対応といった支援が重要である。また、妊娠早期からの継続し
た心理的支援が周産期の女性の心理的安定と子どもに対するアタッチメント形成の促進につながる。
一方で、低出生体重児の割合が減少しない状況を鑑みても、妊娠中の食生活に関する支援が子どもの生
命の維持、発育・発達に欠かせない。妊娠期の体重増加量は、妊娠前の体重や健康状態により異なるが、
妊婦が心理的安定を保ち、健康を維持するための望ましい食生活が営めるよう、バランスの良い食事を
整える知識や技術、食事を楽しめる具体的な支援が重要である。そのためには、管理栄養士・栄養士、保
健師、助産師等が協力し、生活支援を行うことが重要となる。
　しかし、医療機関の管理栄養士・栄養士、助産師、看護師等は退院後の母子に継続して関わること、特
に出産した医療機関で受診する例が多い 1 か月児健診以降も関わり続けることは難しい。施設基盤に
ついて、保健センター、保健所、医療機関、助産所、地方公共団体、地区組織等すべての関係機関の役割を
明確にして、各々が有機的に連携できるよう、各地域での組織的な体系を整備することが必要である
（図 6.3 参照）。また、産褥早期の母子、特に退院後のサポートの不足が予測される者や育児不安が強い
母親、精神疾患等の合併などは、自治体との連携などによる継続的支援の必要性があり、特定妊婦とし
て支援していく体制の強化が重要である。最近では、産後ケアを事業化し、妊娠中から産褥早期のケア
を充実させ、子育て期につながる支援をしている自治体も増えつつある。
　さらに、妊娠期では、例えば就労中の妊婦や専門職の支援に対して拒否的な妊婦など直接的なアプ
ローチが難しい場合もある。虐待予防のために、継続的に母子の支援を行う助産師と保健師の連携の一
つの方法として、医療機関の助産師が妊娠期の出来るだけ早期から母親と保健師をつなぎ、信頼関係を
築くことができるよう取り組むことが望ましい。さらに支援に対して拒否的な母親に対しては、授乳支
援などの外来受診の理由をつくり、医師や助産師が、保健師の支援を拒否する母親と支援者との関係を
つなぎとめるなどの工夫が行われている。今後は、医師、保健師、助産師のみならず、多職種連携による
継続的支援のための仕組みづくりが、より一層求められる。切れ目ない継続的な支援の実現のために
は、関係職種間での相互理解と相互活用を基盤として、例えば養育支援訪問事業のような既存事業を軸
として展開するなど、「多職種・多機関連携による継続的支援のための仕組みづくり」が、今後ますます
必要とされる。

表6.1　主な健診時期における保健指導の際の確認事項



－1－ －2－ －3－ －4－ －5－ －6－ －7－

－8－ －9－ －10－ －11－ －12－ －13－ －14－ －15－ －16－ －17－

－18－ －19－ －20－ －21－ －22－ －23－ －24－ －25－ －26－

－27－ －28－ －29－ －30－ －31－ －32－ －33－ －34－ －35－ －36－

－37－ －38－ －39－ －40－ －41－ －42－ －43－ －44－ －45－ －46－

－47－ －48－ －49－ －50－ －51－ －52－ －53－ －54－ －55－ －56－

－57－ －58－ －59－ －60－ －61－ －62－ －63－ －64－ －65－ －66－

－67－ －68－ －69－ －70－ －71－ －72－ －73－ －74－ －75－ －76－

－77－ －78－ －79－ －80－ －81－ －82－ －83－ －84－ －85－ －86－

－87－ －88－ －89－ －90－ －91－ －92－ －93－ －94－ －95－ －96－

　７） 乳幼児健診を軸とした継続的支援

　（１） 親子への継続的支援　～妊娠期からの一貫した情報把握と支援体制～
　それぞれの親子に対して、妊娠の経過や出産時の状況、これまでの子どもの発育・発達の経過等につ
いて縦断的に把握した上で、保健指導にあたることを基本とすべきである。そのためには健診の場でこ
れまでの経過を縦断的に確認できることが必要である。多くの自治体では「母子カード」などを活用し
ているが、最近では電子カルテを導入している自治体もある。各自治体の実情に合わせた方法を選択す
るのがよいが、一貫した支援となるような工夫が必要である。特に一部の健診を個別健診としている場
合は、母子保健担当者が縦断的な把握を行い、必要時に委託医療機関と連携を行い、一貫した支援につ
なげることが大切である。
 

　（２） フォローアップが必要な場合の継続的支援
　乳幼児健診における総合的判断の結果、その後の経過を把握し、必要な支援を行うとともにその結果
の確認を行う必要がある場合（フォローアップが必要な場合）は、経過観察健診・二次検診等の活用の
他、その内容に応じて様々な機関との連携や支援の継続が必要である。
　フォローアップにあたっては、まず保健師等のフォローアップ担当者が、親子の状況をアセスメント
した上で、その親子に必要な個別支援を行うことが継続的支援の基盤となる。個別支援の中で、必要に
応じて親子教室などの集団的支援を効果的に組み合わせていく。そして、定期的にフォローアップ結果
を評価し、支援計画を修正しながら継続的な支援を行う。
　また、特に発達障害は多くの身体疾患の早期発見と異なり、1回のスクリーニングのみで専門機関へ
紹介することは困難なことが多い。一定期間のアセスメントと親への心理的支援を行いながら、診断に
つなげることや福祉等による支援の要否を判断していく必要がある。したがって、スクリーニング後の
フォローアップ体制をシステムとして構築しなければならない。フォローアップ体制は、母子保健、医
療、福祉の連携のもとで行う必要がある（第４章 幼児期の発達障害に対する地域支援システム p.48 参
照）。
　発達障害が強く疑われ、医療や障害児福祉による支援が必要と判断される場合は，医療機関、児童発
達支援センター、児童発達支援事業所など、子どもの状況に合わせた機関へ紹介していく。子どもに発
達障害の特性があるものの、医療や障害児福祉につなぐべき状態かどうか判断がすぐにつかない場合
や、医療や障害児福祉につなげることに対する親の動機づけが未形成の場合には、母子保健のフォロー
アップ機能を主軸に据えておく。

　（３） 母子保健事業に関わる関係機関の連携
　乳幼児健診のみならず、予防接種や各種教室などの母子保健事業で多くの親子と直接会い、様々な情
報を得る機会が多い。必要に応じて関係機関と情報共有・連携することでさらに質の高いサービスの
提供につながる。
　「健やか親子２１（第２次）」について 検討会報告書でも、「情報の共有・還元の仕組みを含めた母子
保健事業間の有機的な連携体制の強化が課題」とされている。福祉部門など親子に関わる機関は民間も
含めて多種多様であるため、地域の実情に合わせて普段からの関係づくりと連携体制の強化が重要で
ある。

　（４） 地域の資源へのつなぎ
　少子化の進展、核家族化、地域のつながりの希薄化等により、親子の孤立が課題となって久しく、各地

域で様々な努力がなされているが、虐待死やその予備群の事例は後を絶たない。個人、家族で解決でき
る問題の範疇を超えており、地域全体で子育てを支える仕組みづくりがますます重要となっている。そ
の視点で乳幼児健診の役割として期待されることは、既に孤立している親子だけでなく孤立予備群を
把握し、活用可能な地域の資源につないで孤立を予防することである。また、なるべく多くの地域の資
源を日頃から把握しておくことが必要であり、そのためには地域に出て様々な関係者との関係づくり
をしておくことが重要である。行政ができる子育て支援には限りがあるため、地域住民・関係機関との
協働が不可欠である。

6.2　現代の親子が抱える健康課題からみた保健指導の重点ポイント

　前項では、乳幼児健診における標準的な保健指導に関する基本的事項について述べた。本項では、昨
今の親子が抱える健康課題を鑑み、特に支援体制の強化が必要な事項として、「妊娠期からの継続的支
援のしくみづくりの強化」「子ども虐待予防の視点からの保健指導・支援」「育てにくさを感じる親に
寄り添う支援」を取り上げる。

　１） 妊娠期からの継続的支援のしくみづくりの強化
　妊娠期から出産期には、妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病等妊娠に伴う合併症の予防や対応、貧血、便
秘、妊娠悪阻等のマイナートラブルへの対応といった支援が重要である。また、妊娠早期からの継続し
た心理的支援が周産期の女性の心理的安定と子どもに対するアタッチメント形成の促進につながる。
一方で、低出生体重児の割合が減少しない状況を鑑みても、妊娠中の食生活に関する支援が子どもの生
命の維持、発育・発達に欠かせない。妊娠期の体重増加量は、妊娠前の体重や健康状態により異なるが、
妊婦が心理的安定を保ち、健康を維持するための望ましい食生活が営めるよう、バランスの良い食事を
整える知識や技術、食事を楽しめる具体的な支援が重要である。そのためには、管理栄養士・栄養士、保
健師、助産師等が協力し、生活支援を行うことが重要となる。
　しかし、医療機関の管理栄養士・栄養士、助産師、看護師等は退院後の母子に継続して関わること、特
に出産した医療機関で受診する例が多い 1 か月児健診以降も関わり続けることは難しい。施設基盤に
ついて、保健センター、保健所、医療機関、助産所、地方公共団体、地区組織等すべての関係機関の役割を
明確にして、各々が有機的に連携できるよう、各地域での組織的な体系を整備することが必要である
（図 6.3 参照）。また、産褥早期の母子、特に退院後のサポートの不足が予測される者や育児不安が強い
母親、精神疾患等の合併などは、自治体との連携などによる継続的支援の必要性があり、特定妊婦とし
て支援していく体制の強化が重要である。最近では、産後ケアを事業化し、妊娠中から産褥早期のケア
を充実させ、子育て期につながる支援をしている自治体も増えつつある。
　さらに、妊娠期では、例えば就労中の妊婦や専門職の支援に対して拒否的な妊婦など直接的なアプ
ローチが難しい場合もある。虐待予防のために、継続的に母子の支援を行う助産師と保健師の連携の一
つの方法として、医療機関の助産師が妊娠期の出来るだけ早期から母親と保健師をつなぎ、信頼関係を
築くことができるよう取り組むことが望ましい。さらに支援に対して拒否的な母親に対しては、授乳支
援などの外来受診の理由をつくり、医師や助産師が、保健師の支援を拒否する母親と支援者との関係を
つなぎとめるなどの工夫が行われている。今後は、医師、保健師、助産師のみならず、多職種連携による
継続的支援のための仕組みづくりが、より一層求められる。切れ目ない継続的な支援の実現のために
は、関係職種間での相互理解と相互活用を基盤として、例えば養育支援訪問事業のような既存事業を軸
として展開するなど、「多職種・多機関連携による継続的支援のための仕組みづくり」が、今後ますます
必要とされる。
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　７） 乳幼児健診を軸とした継続的支援

　（１） 親子への継続的支援　～妊娠期からの一貫した情報把握と支援体制～
　それぞれの親子に対して、妊娠の経過や出産時の状況、これまでの子どもの発育・発達の経過等につ
いて縦断的に把握した上で、保健指導にあたることを基本とすべきである。そのためには健診の場でこ
れまでの経過を縦断的に確認できることが必要である。多くの自治体では「母子カード」などを活用し
ているが、最近では電子カルテを導入している自治体もある。各自治体の実情に合わせた方法を選択す
るのがよいが、一貫した支援となるような工夫が必要である。特に一部の健診を個別健診としている場
合は、母子保健担当者が縦断的な把握を行い、必要時に委託医療機関と連携を行い、一貫した支援につ
なげることが大切である。
 

　（２） フォローアップが必要な場合の継続的支援
　乳幼児健診における総合的判断の結果、その後の経過を把握し、必要な支援を行うとともにその結果
の確認を行う必要がある場合（フォローアップが必要な場合）は、経過観察健診・二次検診等の活用の
他、その内容に応じて様々な機関との連携や支援の継続が必要である。
　フォローアップにあたっては、まず保健師等のフォローアップ担当者が、親子の状況をアセスメント
した上で、その親子に必要な個別支援を行うことが継続的支援の基盤となる。個別支援の中で、必要に
応じて親子教室などの集団的支援を効果的に組み合わせていく。そして、定期的にフォローアップ結果
を評価し、支援計画を修正しながら継続的な支援を行う。
　また、特に発達障害は多くの身体疾患の早期発見と異なり、1回のスクリーニングのみで専門機関へ
紹介することは困難なことが多い。一定期間のアセスメントと親への心理的支援を行いながら、診断に
つなげることや福祉等による支援の要否を判断していく必要がある。したがって、スクリーニング後の
フォローアップ体制をシステムとして構築しなければならない。フォローアップ体制は、母子保健、医
療、福祉の連携のもとで行う必要がある（第４章 幼児期の発達障害に対する地域支援システム p.48 参
照）。
　発達障害が強く疑われ、医療や障害児福祉による支援が必要と判断される場合は，医療機関、児童発
達支援センター、児童発達支援事業所など、子どもの状況に合わせた機関へ紹介していく。子どもに発
達障害の特性があるものの、医療や障害児福祉につなぐべき状態かどうか判断がすぐにつかない場合
や、医療や障害児福祉につなげることに対する親の動機づけが未形成の場合には、母子保健のフォロー
アップ機能を主軸に据えておく。

　（３） 母子保健事業に関わる関係機関の連携
　乳幼児健診のみならず、予防接種や各種教室などの母子保健事業で多くの親子と直接会い、様々な情
報を得る機会が多い。必要に応じて関係機関と情報共有・連携することでさらに質の高いサービスの
提供につながる。
　「健やか親子２１（第２次）」について 検討会報告書でも、「情報の共有・還元の仕組みを含めた母子
保健事業間の有機的な連携体制の強化が課題」とされている。福祉部門など親子に関わる機関は民間も
含めて多種多様であるため、地域の実情に合わせて普段からの関係づくりと連携体制の強化が重要で
ある。

　（４） 地域の資源へのつなぎ
　少子化の進展、核家族化、地域のつながりの希薄化等により、親子の孤立が課題となって久しく、各地

域で様々な努力がなされているが、虐待死やその予備群の事例は後を絶たない。個人、家族で解決でき
る問題の範疇を超えており、地域全体で子育てを支える仕組みづくりがますます重要となっている。そ
の視点で乳幼児健診の役割として期待されることは、既に孤立している親子だけでなく孤立予備群を
把握し、活用可能な地域の資源につないで孤立を予防することである。また、なるべく多くの地域の資
源を日頃から把握しておくことが必要であり、そのためには地域に出て様々な関係者との関係づくり
をしておくことが重要である。行政ができる子育て支援には限りがあるため、地域住民・関係機関との
協働が不可欠である。

6.2　現代の親子が抱える健康課題からみた保健指導の重点ポイント

　前項では、乳幼児健診における標準的な保健指導に関する基本的事項について述べた。本項では、昨
今の親子が抱える健康課題を鑑み、特に支援体制の強化が必要な事項として、「妊娠期からの継続的支
援のしくみづくりの強化」「子ども虐待予防の視点からの保健指導・支援」「育てにくさを感じる親に
寄り添う支援」を取り上げる。

　１） 妊娠期からの継続的支援のしくみづくりの強化
　妊娠期から出産期には、妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病等妊娠に伴う合併症の予防や対応、貧血、便
秘、妊娠悪阻等のマイナートラブルへの対応といった支援が重要である。また、妊娠早期からの継続し
た心理的支援が周産期の女性の心理的安定と子どもに対するアタッチメント形成の促進につながる。
一方で、低出生体重児の割合が減少しない状況を鑑みても、妊娠中の食生活に関する支援が子どもの生
命の維持、発育・発達に欠かせない。妊娠期の体重増加量は、妊娠前の体重や健康状態により異なるが、
妊婦が心理的安定を保ち、健康を維持するための望ましい食生活が営めるよう、バランスの良い食事を
整える知識や技術、食事を楽しめる具体的な支援が重要である。そのためには、管理栄養士・栄養士、保
健師、助産師等が協力し、生活支援を行うことが重要となる。
　しかし、医療機関の管理栄養士・栄養士、助産師、看護師等は退院後の母子に継続して関わること、特
に出産した医療機関で受診する例が多い 1 か月児健診以降も関わり続けることは難しい。施設基盤に
ついて、保健センター、保健所、医療機関、助産所、地方公共団体、地区組織等すべての関係機関の役割を
明確にして、各々が有機的に連携できるよう、各地域での組織的な体系を整備することが必要である
（図 6.3 参照）。また、産褥早期の母子、特に退院後のサポートの不足が予測される者や育児不安が強い
母親、精神疾患等の合併などは、自治体との連携などによる継続的支援の必要性があり、特定妊婦とし
て支援していく体制の強化が重要である。最近では、産後ケアを事業化し、妊娠中から産褥早期のケア
を充実させ、子育て期につながる支援をしている自治体も増えつつある。
　さらに、妊娠期では、例えば就労中の妊婦や専門職の支援に対して拒否的な妊婦など直接的なアプ
ローチが難しい場合もある。虐待予防のために、継続的に母子の支援を行う助産師と保健師の連携の一
つの方法として、医療機関の助産師が妊娠期の出来るだけ早期から母親と保健師をつなぎ、信頼関係を
築くことができるよう取り組むことが望ましい。さらに支援に対して拒否的な母親に対しては、授乳支
援などの外来受診の理由をつくり、医師や助産師が、保健師の支援を拒否する母親と支援者との関係を
つなぎとめるなどの工夫が行われている。今後は、医師、保健師、助産師のみならず、多職種連携による
継続的支援のための仕組みづくりが、より一層求められる。切れ目ない継続的な支援の実現のために
は、関係職種間での相互理解と相互活用を基盤として、例えば養育支援訪問事業のような既存事業を軸
として展開するなど、「多職種・多機関連携による継続的支援のための仕組みづくり」が、今後ますます
必要とされる。
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　７） 乳幼児健診を軸とした継続的支援

　（１） 親子への継続的支援　～妊娠期からの一貫した情報把握と支援体制～
　それぞれの親子に対して、妊娠の経過や出産時の状況、これまでの子どもの発育・発達の経過等につ
いて縦断的に把握した上で、保健指導にあたることを基本とすべきである。そのためには健診の場でこ
れまでの経過を縦断的に確認できることが必要である。多くの自治体では「母子カード」などを活用し
ているが、最近では電子カルテを導入している自治体もある。各自治体の実情に合わせた方法を選択す
るのがよいが、一貫した支援となるような工夫が必要である。特に一部の健診を個別健診としている場
合は、母子保健担当者が縦断的な把握を行い、必要時に委託医療機関と連携を行い、一貫した支援につ
なげることが大切である。
 

　（２） フォローアップが必要な場合の継続的支援
　乳幼児健診における総合的判断の結果、その後の経過を把握し、必要な支援を行うとともにその結果
の確認を行う必要がある場合（フォローアップが必要な場合）は、経過観察健診・二次検診等の活用の
他、その内容に応じて様々な機関との連携や支援の継続が必要である。
　フォローアップにあたっては、まず保健師等のフォローアップ担当者が、親子の状況をアセスメント
した上で、その親子に必要な個別支援を行うことが継続的支援の基盤となる。個別支援の中で、必要に
応じて親子教室などの集団的支援を効果的に組み合わせていく。そして、定期的にフォローアップ結果
を評価し、支援計画を修正しながら継続的な支援を行う。
　また、特に発達障害は多くの身体疾患の早期発見と異なり、1回のスクリーニングのみで専門機関へ
紹介することは困難なことが多い。一定期間のアセスメントと親への心理的支援を行いながら、診断に
つなげることや福祉等による支援の要否を判断していく必要がある。したがって、スクリーニング後の
フォローアップ体制をシステムとして構築しなければならない。フォローアップ体制は、母子保健、医
療、福祉の連携のもとで行う必要がある（第４章 幼児期の発達障害に対する地域支援システム p.48 参
照）。
　発達障害が強く疑われ、医療や障害児福祉による支援が必要と判断される場合は，医療機関、児童発
達支援センター、児童発達支援事業所など、子どもの状況に合わせた機関へ紹介していく。子どもに発
達障害の特性があるものの、医療や障害児福祉につなぐべき状態かどうか判断がすぐにつかない場合
や、医療や障害児福祉につなげることに対する親の動機づけが未形成の場合には、母子保健のフォロー
アップ機能を主軸に据えておく。

　（３） 母子保健事業に関わる関係機関の連携
　乳幼児健診のみならず、予防接種や各種教室などの母子保健事業で多くの親子と直接会い、様々な情
報を得る機会が多い。必要に応じて関係機関と情報共有・連携することでさらに質の高いサービスの
提供につながる。
　「健やか親子２１（第２次）」について 検討会報告書でも、「情報の共有・還元の仕組みを含めた母子
保健事業間の有機的な連携体制の強化が課題」とされている。福祉部門など親子に関わる機関は民間も
含めて多種多様であるため、地域の実情に合わせて普段からの関係づくりと連携体制の強化が重要で
ある。

　（４） 地域の資源へのつなぎ
　少子化の進展、核家族化、地域のつながりの希薄化等により、親子の孤立が課題となって久しく、各地

域で様々な努力がなされているが、虐待死やその予備群の事例は後を絶たない。個人、家族で解決でき
る問題の範疇を超えており、地域全体で子育てを支える仕組みづくりがますます重要となっている。そ
の視点で乳幼児健診の役割として期待されることは、既に孤立している親子だけでなく孤立予備群を
把握し、活用可能な地域の資源につないで孤立を予防することである。また、なるべく多くの地域の資
源を日頃から把握しておくことが必要であり、そのためには地域に出て様々な関係者との関係づくり
をしておくことが重要である。行政ができる子育て支援には限りがあるため、地域住民・関係機関との
協働が不可欠である。

6.2　現代の親子が抱える健康課題からみた保健指導の重点ポイント

　前項では、乳幼児健診における標準的な保健指導に関する基本的事項について述べた。本項では、昨
今の親子が抱える健康課題を鑑み、特に支援体制の強化が必要な事項として、「妊娠期からの継続的支
援のしくみづくりの強化」「子ども虐待予防の視点からの保健指導・支援」「育てにくさを感じる親に
寄り添う支援」を取り上げる。

　１） 妊娠期からの継続的支援のしくみづくりの強化
　妊娠期から出産期には、妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病等妊娠に伴う合併症の予防や対応、貧血、便
秘、妊娠悪阻等のマイナートラブルへの対応といった支援が重要である。また、妊娠早期からの継続し
た心理的支援が周産期の女性の心理的安定と子どもに対するアタッチメント形成の促進につながる。
一方で、低出生体重児の割合が減少しない状況を鑑みても、妊娠中の食生活に関する支援が子どもの生
命の維持、発育・発達に欠かせない。妊娠期の体重増加量は、妊娠前の体重や健康状態により異なるが、
妊婦が心理的安定を保ち、健康を維持するための望ましい食生活が営めるよう、バランスの良い食事を
整える知識や技術、食事を楽しめる具体的な支援が重要である。そのためには、管理栄養士・栄養士、保
健師、助産師等が協力し、生活支援を行うことが重要となる。
　しかし、医療機関の管理栄養士・栄養士、助産師、看護師等は退院後の母子に継続して関わること、特
に出産した医療機関で受診する例が多い 1 か月児健診以降も関わり続けることは難しい。施設基盤に
ついて、保健センター、保健所、医療機関、助産所、地方公共団体、地区組織等すべての関係機関の役割を
明確にして、各々が有機的に連携できるよう、各地域での組織的な体系を整備することが必要である
（図 6.3 参照）。また、産褥早期の母子、特に退院後のサポートの不足が予測される者や育児不安が強い
母親、精神疾患等の合併などは、自治体との連携などによる継続的支援の必要性があり、特定妊婦とし
て支援していく体制の強化が重要である。最近では、産後ケアを事業化し、妊娠中から産褥早期のケア
を充実させ、子育て期につながる支援をしている自治体も増えつつある。
　さらに、妊娠期では、例えば就労中の妊婦や専門職の支援に対して拒否的な妊婦など直接的なアプ
ローチが難しい場合もある。虐待予防のために、継続的に母子の支援を行う助産師と保健師の連携の一
つの方法として、医療機関の助産師が妊娠期の出来るだけ早期から母親と保健師をつなぎ、信頼関係を
築くことができるよう取り組むことが望ましい。さらに支援に対して拒否的な母親に対しては、授乳支
援などの外来受診の理由をつくり、医師や助産師が、保健師の支援を拒否する母親と支援者との関係を
つなぎとめるなどの工夫が行われている。今後は、医師、保健師、助産師のみならず、多職種連携による
継続的支援のための仕組みづくりが、より一層求められる。切れ目ない継続的な支援の実現のために
は、関係職種間での相互理解と相互活用を基盤として、例えば養育支援訪問事業のような既存事業を軸
として展開するなど、「多職種・多機関連携による継続的支援のための仕組みづくり」が、今後ますます
必要とされる。
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　７） 乳幼児健診を軸とした継続的支援

　（１） 親子への継続的支援　～妊娠期からの一貫した情報把握と支援体制～
　それぞれの親子に対して、妊娠の経過や出産時の状況、これまでの子どもの発育・発達の経過等につ
いて縦断的に把握した上で、保健指導にあたることを基本とすべきである。そのためには健診の場でこ
れまでの経過を縦断的に確認できることが必要である。多くの自治体では「母子カード」などを活用し
ているが、最近では電子カルテを導入している自治体もある。各自治体の実情に合わせた方法を選択す
るのがよいが、一貫した支援となるような工夫が必要である。特に一部の健診を個別健診としている場
合は、母子保健担当者が縦断的な把握を行い、必要時に委託医療機関と連携を行い、一貫した支援につ
なげることが大切である。
 

　（２） フォローアップが必要な場合の継続的支援
　乳幼児健診における総合的判断の結果、その後の経過を把握し、必要な支援を行うとともにその結果
の確認を行う必要がある場合（フォローアップが必要な場合）は、経過観察健診・二次検診等の活用の
他、その内容に応じて様々な機関との連携や支援の継続が必要である。
　フォローアップにあたっては、まず保健師等のフォローアップ担当者が、親子の状況をアセスメント
した上で、その親子に必要な個別支援を行うことが継続的支援の基盤となる。個別支援の中で、必要に
応じて親子教室などの集団的支援を効果的に組み合わせていく。そして、定期的にフォローアップ結果
を評価し、支援計画を修正しながら継続的な支援を行う。
　また、特に発達障害は多くの身体疾患の早期発見と異なり、1回のスクリーニングのみで専門機関へ
紹介することは困難なことが多い。一定期間のアセスメントと親への心理的支援を行いながら、診断に
つなげることや福祉等による支援の要否を判断していく必要がある。したがって、スクリーニング後の
フォローアップ体制をシステムとして構築しなければならない。フォローアップ体制は、母子保健、医
療、福祉の連携のもとで行う必要がある（第４章 幼児期の発達障害に対する地域支援システム p.48 参
照）。
　発達障害が強く疑われ、医療や障害児福祉による支援が必要と判断される場合は，医療機関、児童発
達支援センター、児童発達支援事業所など、子どもの状況に合わせた機関へ紹介していく。子どもに発
達障害の特性があるものの、医療や障害児福祉につなぐべき状態かどうか判断がすぐにつかない場合
や、医療や障害児福祉につなげることに対する親の動機づけが未形成の場合には、母子保健のフォロー
アップ機能を主軸に据えておく。

　（３） 母子保健事業に関わる関係機関の連携
　乳幼児健診のみならず、予防接種や各種教室などの母子保健事業で多くの親子と直接会い、様々な情
報を得る機会が多い。必要に応じて関係機関と情報共有・連携することでさらに質の高いサービスの
提供につながる。
　「健やか親子２１（第２次）」について 検討会報告書でも、「情報の共有・還元の仕組みを含めた母子
保健事業間の有機的な連携体制の強化が課題」とされている。福祉部門など親子に関わる機関は民間も
含めて多種多様であるため、地域の実情に合わせて普段からの関係づくりと連携体制の強化が重要で
ある。

　（４） 地域の資源へのつなぎ
　少子化の進展、核家族化、地域のつながりの希薄化等により、親子の孤立が課題となって久しく、各地

域で様々な努力がなされているが、虐待死やその予備群の事例は後を絶たない。個人、家族で解決でき
る問題の範疇を超えており、地域全体で子育てを支える仕組みづくりがますます重要となっている。そ
の視点で乳幼児健診の役割として期待されることは、既に孤立している親子だけでなく孤立予備群を
把握し、活用可能な地域の資源につないで孤立を予防することである。また、なるべく多くの地域の資
源を日頃から把握しておくことが必要であり、そのためには地域に出て様々な関係者との関係づくり
をしておくことが重要である。行政ができる子育て支援には限りがあるため、地域住民・関係機関との
協働が不可欠である。

6.2　現代の親子が抱える健康課題からみた保健指導の重点ポイント

　前項では、乳幼児健診における標準的な保健指導に関する基本的事項について述べた。本項では、昨
今の親子が抱える健康課題を鑑み、特に支援体制の強化が必要な事項として、「妊娠期からの継続的支
援のしくみづくりの強化」「子ども虐待予防の視点からの保健指導・支援」「育てにくさを感じる親に
寄り添う支援」を取り上げる。

　１） 妊娠期からの継続的支援のしくみづくりの強化
　妊娠期から出産期には、妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病等妊娠に伴う合併症の予防や対応、貧血、便
秘、妊娠悪阻等のマイナートラブルへの対応といった支援が重要である。また、妊娠早期からの継続し
た心理的支援が周産期の女性の心理的安定と子どもに対するアタッチメント形成の促進につながる。
一方で、低出生体重児の割合が減少しない状況を鑑みても、妊娠中の食生活に関する支援が子どもの生
命の維持、発育・発達に欠かせない。妊娠期の体重増加量は、妊娠前の体重や健康状態により異なるが、
妊婦が心理的安定を保ち、健康を維持するための望ましい食生活が営めるよう、バランスの良い食事を
整える知識や技術、食事を楽しめる具体的な支援が重要である。そのためには、管理栄養士・栄養士、保
健師、助産師等が協力し、生活支援を行うことが重要となる。
　しかし、医療機関の管理栄養士・栄養士、助産師、看護師等は退院後の母子に継続して関わること、特
に出産した医療機関で受診する例が多い 1 か月児健診以降も関わり続けることは難しい。施設基盤に
ついて、保健センター、保健所、医療機関、助産所、地方公共団体、地区組織等すべての関係機関の役割を
明確にして、各々が有機的に連携できるよう、各地域での組織的な体系を整備することが必要である
（図 6.3 参照）。また、産褥早期の母子、特に退院後のサポートの不足が予測される者や育児不安が強い
母親、精神疾患等の合併などは、自治体との連携などによる継続的支援の必要性があり、特定妊婦とし
て支援していく体制の強化が重要である。最近では、産後ケアを事業化し、妊娠中から産褥早期のケア
を充実させ、子育て期につながる支援をしている自治体も増えつつある。
　さらに、妊娠期では、例えば就労中の妊婦や専門職の支援に対して拒否的な妊婦など直接的なアプ
ローチが難しい場合もある。虐待予防のために、継続的に母子の支援を行う助産師と保健師の連携の一
つの方法として、医療機関の助産師が妊娠期の出来るだけ早期から母親と保健師をつなぎ、信頼関係を
築くことができるよう取り組むことが望ましい。さらに支援に対して拒否的な母親に対しては、授乳支
援などの外来受診の理由をつくり、医師や助産師が、保健師の支援を拒否する母親と支援者との関係を
つなぎとめるなどの工夫が行われている。今後は、医師、保健師、助産師のみならず、多職種連携による
継続的支援のための仕組みづくりが、より一層求められる。切れ目ない継続的な支援の実現のために
は、関係職種間での相互理解と相互活用を基盤として、例えば養育支援訪問事業のような既存事業を軸
として展開するなど、「多職種・多機関連携による継続的支援のための仕組みづくり」が、今後ますます
必要とされる。
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　７） 乳幼児健診を軸とした継続的支援

　（１） 親子への継続的支援　～妊娠期からの一貫した情報把握と支援体制～
　それぞれの親子に対して、妊娠の経過や出産時の状況、これまでの子どもの発育・発達の経過等につ
いて縦断的に把握した上で、保健指導にあたることを基本とすべきである。そのためには健診の場でこ
れまでの経過を縦断的に確認できることが必要である。多くの自治体では「母子カード」などを活用し
ているが、最近では電子カルテを導入している自治体もある。各自治体の実情に合わせた方法を選択す
るのがよいが、一貫した支援となるような工夫が必要である。特に一部の健診を個別健診としている場
合は、母子保健担当者が縦断的な把握を行い、必要時に委託医療機関と連携を行い、一貫した支援につ
なげることが大切である。
 

　（２） フォローアップが必要な場合の継続的支援
　乳幼児健診における総合的判断の結果、その後の経過を把握し、必要な支援を行うとともにその結果
の確認を行う必要がある場合（フォローアップが必要な場合）は、経過観察健診・二次検診等の活用の
他、その内容に応じて様々な機関との連携や支援の継続が必要である。
　フォローアップにあたっては、まず保健師等のフォローアップ担当者が、親子の状況をアセスメント
した上で、その親子に必要な個別支援を行うことが継続的支援の基盤となる。個別支援の中で、必要に
応じて親子教室などの集団的支援を効果的に組み合わせていく。そして、定期的にフォローアップ結果
を評価し、支援計画を修正しながら継続的な支援を行う。
　また、特に発達障害は多くの身体疾患の早期発見と異なり、1回のスクリーニングのみで専門機関へ
紹介することは困難なことが多い。一定期間のアセスメントと親への心理的支援を行いながら、診断に
つなげることや福祉等による支援の要否を判断していく必要がある。したがって、スクリーニング後の
フォローアップ体制をシステムとして構築しなければならない。フォローアップ体制は、母子保健、医
療、福祉の連携のもとで行う必要がある（第４章 幼児期の発達障害に対する地域支援システム p.48 参
照）。
　発達障害が強く疑われ、医療や障害児福祉による支援が必要と判断される場合は，医療機関、児童発
達支援センター、児童発達支援事業所など、子どもの状況に合わせた機関へ紹介していく。子どもに発
達障害の特性があるものの、医療や障害児福祉につなぐべき状態かどうか判断がすぐにつかない場合
や、医療や障害児福祉につなげることに対する親の動機づけが未形成の場合には、母子保健のフォロー
アップ機能を主軸に据えておく。

　（３） 母子保健事業に関わる関係機関の連携
　乳幼児健診のみならず、予防接種や各種教室などの母子保健事業で多くの親子と直接会い、様々な情
報を得る機会が多い。必要に応じて関係機関と情報共有・連携することでさらに質の高いサービスの
提供につながる。
　「健やか親子２１（第２次）」について 検討会報告書でも、「情報の共有・還元の仕組みを含めた母子
保健事業間の有機的な連携体制の強化が課題」とされている。福祉部門など親子に関わる機関は民間も
含めて多種多様であるため、地域の実情に合わせて普段からの関係づくりと連携体制の強化が重要で
ある。

　（４） 地域の資源へのつなぎ
　少子化の進展、核家族化、地域のつながりの希薄化等により、親子の孤立が課題となって久しく、各地

域で様々な努力がなされているが、虐待死やその予備群の事例は後を絶たない。個人、家族で解決でき
る問題の範疇を超えており、地域全体で子育てを支える仕組みづくりがますます重要となっている。そ
の視点で乳幼児健診の役割として期待されることは、既に孤立している親子だけでなく孤立予備群を
把握し、活用可能な地域の資源につないで孤立を予防することである。また、なるべく多くの地域の資
源を日頃から把握しておくことが必要であり、そのためには地域に出て様々な関係者との関係づくり
をしておくことが重要である。行政ができる子育て支援には限りがあるため、地域住民・関係機関との
協働が不可欠である。

6.2　現代の親子が抱える健康課題からみた保健指導の重点ポイント

　前項では、乳幼児健診における標準的な保健指導に関する基本的事項について述べた。本項では、昨
今の親子が抱える健康課題を鑑み、特に支援体制の強化が必要な事項として、「妊娠期からの継続的支
援のしくみづくりの強化」「子ども虐待予防の視点からの保健指導・支援」「育てにくさを感じる親に
寄り添う支援」を取り上げる。

　１） 妊娠期からの継続的支援のしくみづくりの強化
　妊娠期から出産期には、妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病等妊娠に伴う合併症の予防や対応、貧血、便
秘、妊娠悪阻等のマイナートラブルへの対応といった支援が重要である。また、妊娠早期からの継続し
た心理的支援が周産期の女性の心理的安定と子どもに対するアタッチメント形成の促進につながる。
一方で、低出生体重児の割合が減少しない状況を鑑みても、妊娠中の食生活に関する支援が子どもの生
命の維持、発育・発達に欠かせない。妊娠期の体重増加量は、妊娠前の体重や健康状態により異なるが、
妊婦が心理的安定を保ち、健康を維持するための望ましい食生活が営めるよう、バランスの良い食事を
整える知識や技術、食事を楽しめる具体的な支援が重要である。そのためには、管理栄養士・栄養士、保
健師、助産師等が協力し、生活支援を行うことが重要となる。
　しかし、医療機関の管理栄養士・栄養士、助産師、看護師等は退院後の母子に継続して関わること、特
に出産した医療機関で受診する例が多い 1 か月児健診以降も関わり続けることは難しい。施設基盤に
ついて、保健センター、保健所、医療機関、助産所、地方公共団体、地区組織等すべての関係機関の役割を
明確にして、各々が有機的に連携できるよう、各地域での組織的な体系を整備することが必要である
（図 6.3 参照）。また、産褥早期の母子、特に退院後のサポートの不足が予測される者や育児不安が強い
母親、精神疾患等の合併などは、自治体との連携などによる継続的支援の必要性があり、特定妊婦とし
て支援していく体制の強化が重要である。最近では、産後ケアを事業化し、妊娠中から産褥早期のケア
を充実させ、子育て期につながる支援をしている自治体も増えつつある。
　さらに、妊娠期では、例えば就労中の妊婦や専門職の支援に対して拒否的な妊婦など直接的なアプ
ローチが難しい場合もある。虐待予防のために、継続的に母子の支援を行う助産師と保健師の連携の一
つの方法として、医療機関の助産師が妊娠期の出来るだけ早期から母親と保健師をつなぎ、信頼関係を
築くことができるよう取り組むことが望ましい。さらに支援に対して拒否的な母親に対しては、授乳支
援などの外来受診の理由をつくり、医師や助産師が、保健師の支援を拒否する母親と支援者との関係を
つなぎとめるなどの工夫が行われている。今後は、医師、保健師、助産師のみならず、多職種連携による
継続的支援のための仕組みづくりが、より一層求められる。切れ目ない継続的な支援の実現のために
は、関係職種間での相互理解と相互活用を基盤として、例えば養育支援訪問事業のような既存事業を軸
として展開するなど、「多職種・多機関連携による継続的支援のための仕組みづくり」が、今後ますます
必要とされる。

　２） 子ども虐待予防の視点からの保健指導・支援
　子ども虐待は、どの家庭にも起こり得る。虐待を受けた子どもは、心に大きな傷を負い、場合によって
は生命を失うこともある。また、虐待をする者の多くは親であるが、その親も何らかの支援が必要であ
ることが多い。したがって、発生してからの対応ではなく、虐待を予防することが重要である。そのため
にも、「気になる親子」をキャッチし、次の支援につなげることが重要である。行政や保健サービスとの
出会いの場ともなる乳幼児健診の場において、親が受け入れられた思いを持ち、相談できる力をつける
ことは虐待予防の第一歩である。そのためにも乳幼児健診に関わる従事者は、受付から健診終了まで、
親等が相談場所として否定的な印象を感じることがないように心がけたい。
　一方で、親自身の脆弱性などから、困りごとを自ら相談できない、気づいていないなど、健診従事者を
はじめとする支援者が見出さなければ放置される可能性のある潜在化した健康課題を持っている場合
がある。そのような対象者を把握するためには、アセスメントツールを活用するなどして、迅速に支援
を開始する取組も重要である。
　子ども虐待による死亡事例等の検証結果報告（第 10 次報告、厚生労働省）によると、0歳から 2歳ま
での子どもが 67.2% を占めており、特に 0歳が 43.1% と最も多い。したがって、従来の身体医学的な「ハ
イリスク妊婦」の視点だけでなく、社会心理学的・精神医学的なリスクをもつ「特定妊婦」の支援が必要
である。そのために、母子健康手帳の交付時面接やアンケートの実施等、早期に対象者を把握し、医療と
の連携を強化する。さらに、新生児訪問から乳幼児健診をはじめとした各種母子保健事業を活用しなが
ら継続して個別支援を行うなど、妊娠期から乳幼児期の一貫した支援体制の構築が必要である。

　（１） 乳幼児健診における要支援家庭の把握と支援
　子ども虐待予防において、ほぼ全員の親子と会うことができる乳幼児健診が果たす役割は大きい。近
年、乳幼児健診には、子育て支援の要素も組み入れた役割が求められており、主に一次予防から二次予
防にかけての範囲を担うこととなる（図 6.4）。
　一次予防とは子育て支援であり、その時点ではリスクが少なくても潜在的なリスクが子育ての途中
で表面化する可能性を踏まえ、親からの虐待リスクを下げていくことを目的として行われている。二次
予防とは、早期発見・早期対応である。自ら支援を求めることに消極的であったり、支援が必要な状態
であることも認識できないなど虐待に至るおそれのある親子をいち早く把握し、市町村児童虐待担当
部署や児童相談所に通告し、要保護児童対策地域協議会を活用し連携支援を行う。三次予防では虐待に
至ってしまった親と子の双方に対して、関係機関による虐待の再発防止の支援を行う。そのため、育児
支援と虐待予防の両面から要支援家庭の把握が必要である。
　乳幼児健診では、特に外傷や著しい成長不良、親の養育拒否等の虐待が疑われる状態を見落とすこと
がないよう、十分留意する必要がある。また、要支援家庭を把握するために、必要に応じて子育てアン
ケート等の要支援家庭を把握するための手法やアセスメントツールなどの活用も有効である。その場
合は、必ず各ツールの使用方法と特徴、限界を母子保健従事者が熟知し、共通理解に基づき実施するこ
とが必要である。
　初期の支援方針を検討する際は、健診従事者によるカンファレンスを活用し、問診や子どもの成長発
達を中心とした診察内容、親と子どもの様子、親子関係等の観察情報や過去の健診データ等と合わせな
がら子どもの安全確保を最優先に総合的な判断を行う。
　要支援家庭には様々な状態があるが、まず、子どもの安全確保を最優先とし、主に行政保健部門の保
健師を中心として親との信頼関係構築を重視しつつ、家庭訪問や他の母子保健事業等、親に適した機会
を活用し、各種支援サービスの導入、家族の状況に合わせたニーズの顕在化や悪化予防など、先を見通
した支援を継続的に行う。特に、自ら支援を求めていない状況等では、対象者の理解を得る努力をしな

がら、必要なサービスを受けるためのコーディネートを行う必要がある。そのために、医療、福祉、教育
等と連携した重層的な支援を行うことができるよう、日頃から関係機関との情報共有、連携が重要であ
る。
　個別健診等で支援が必要な子どもを把握した場合には、速やかに健診医療機関から市町村へと連携
を図り、先に述べた個別支援を開始することが必要である。そのため、支援対象者の選定や連携方法に
ついて健診医療機関等と協力体制を検討する必要がある。
　また、ほとんどの子どもが受診する乳幼児健診であるからこそ、未受診者の状況把握は見過ごせな
い。子ども虐待による死亡事例等の検証結果報告（第 10 次報告、厚生労働省）では、乳幼児健診を子ども
に受けさせていない家庭は、受けさせている家庭よりも虐待リスクが高いことが示されている。現認等
による対象児の把握に努め、養育の状況や健康への不利益が生じていないか等の確認を行うだけでな
く、子どもの健康を守り、適切な養育への支援を行う必要があり、その体制を検討しておく必要がある。
　乳幼児健診を通じて把握した要支援家庭のうち、児童相談所や市町村児童福祉部門等他の関係部署
と連携を行う必要があるケースについては、要保護児童対策地域協議会を通じた情報共有などを図る
など、組織的な支援体制を検討しておく。
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　７） 乳幼児健診を軸とした継続的支援

　（１） 親子への継続的支援　～妊娠期からの一貫した情報把握と支援体制～
　それぞれの親子に対して、妊娠の経過や出産時の状況、これまでの子どもの発育・発達の経過等につ
いて縦断的に把握した上で、保健指導にあたることを基本とすべきである。そのためには健診の場でこ
れまでの経過を縦断的に確認できることが必要である。多くの自治体では「母子カード」などを活用し
ているが、最近では電子カルテを導入している自治体もある。各自治体の実情に合わせた方法を選択す
るのがよいが、一貫した支援となるような工夫が必要である。特に一部の健診を個別健診としている場
合は、母子保健担当者が縦断的な把握を行い、必要時に委託医療機関と連携を行い、一貫した支援につ
なげることが大切である。
 

　（２） フォローアップが必要な場合の継続的支援
　乳幼児健診における総合的判断の結果、その後の経過を把握し、必要な支援を行うとともにその結果
の確認を行う必要がある場合（フォローアップが必要な場合）は、経過観察健診・二次検診等の活用の
他、その内容に応じて様々な機関との連携や支援の継続が必要である。
　フォローアップにあたっては、まず保健師等のフォローアップ担当者が、親子の状況をアセスメント
した上で、その親子に必要な個別支援を行うことが継続的支援の基盤となる。個別支援の中で、必要に
応じて親子教室などの集団的支援を効果的に組み合わせていく。そして、定期的にフォローアップ結果
を評価し、支援計画を修正しながら継続的な支援を行う。
　また、特に発達障害は多くの身体疾患の早期発見と異なり、1回のスクリーニングのみで専門機関へ
紹介することは困難なことが多い。一定期間のアセスメントと親への心理的支援を行いながら、診断に
つなげることや福祉等による支援の要否を判断していく必要がある。したがって、スクリーニング後の
フォローアップ体制をシステムとして構築しなければならない。フォローアップ体制は、母子保健、医
療、福祉の連携のもとで行う必要がある（第４章 幼児期の発達障害に対する地域支援システム p.48 参
照）。
　発達障害が強く疑われ、医療や障害児福祉による支援が必要と判断される場合は，医療機関、児童発
達支援センター、児童発達支援事業所など、子どもの状況に合わせた機関へ紹介していく。子どもに発
達障害の特性があるものの、医療や障害児福祉につなぐべき状態かどうか判断がすぐにつかない場合
や、医療や障害児福祉につなげることに対する親の動機づけが未形成の場合には、母子保健のフォロー
アップ機能を主軸に据えておく。

　（３） 母子保健事業に関わる関係機関の連携
　乳幼児健診のみならず、予防接種や各種教室などの母子保健事業で多くの親子と直接会い、様々な情
報を得る機会が多い。必要に応じて関係機関と情報共有・連携することでさらに質の高いサービスの
提供につながる。
　「健やか親子２１（第２次）」について 検討会報告書でも、「情報の共有・還元の仕組みを含めた母子
保健事業間の有機的な連携体制の強化が課題」とされている。福祉部門など親子に関わる機関は民間も
含めて多種多様であるため、地域の実情に合わせて普段からの関係づくりと連携体制の強化が重要で
ある。

　（４） 地域の資源へのつなぎ
　少子化の進展、核家族化、地域のつながりの希薄化等により、親子の孤立が課題となって久しく、各地

域で様々な努力がなされているが、虐待死やその予備群の事例は後を絶たない。個人、家族で解決でき
る問題の範疇を超えており、地域全体で子育てを支える仕組みづくりがますます重要となっている。そ
の視点で乳幼児健診の役割として期待されることは、既に孤立している親子だけでなく孤立予備群を
把握し、活用可能な地域の資源につないで孤立を予防することである。また、なるべく多くの地域の資
源を日頃から把握しておくことが必要であり、そのためには地域に出て様々な関係者との関係づくり
をしておくことが重要である。行政ができる子育て支援には限りがあるため、地域住民・関係機関との
協働が不可欠である。

6.2　現代の親子が抱える健康課題からみた保健指導の重点ポイント

　前項では、乳幼児健診における標準的な保健指導に関する基本的事項について述べた。本項では、昨
今の親子が抱える健康課題を鑑み、特に支援体制の強化が必要な事項として、「妊娠期からの継続的支
援のしくみづくりの強化」「子ども虐待予防の視点からの保健指導・支援」「育てにくさを感じる親に
寄り添う支援」を取り上げる。

　１） 妊娠期からの継続的支援のしくみづくりの強化
　妊娠期から出産期には、妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病等妊娠に伴う合併症の予防や対応、貧血、便
秘、妊娠悪阻等のマイナートラブルへの対応といった支援が重要である。また、妊娠早期からの継続し
た心理的支援が周産期の女性の心理的安定と子どもに対するアタッチメント形成の促進につながる。
一方で、低出生体重児の割合が減少しない状況を鑑みても、妊娠中の食生活に関する支援が子どもの生
命の維持、発育・発達に欠かせない。妊娠期の体重増加量は、妊娠前の体重や健康状態により異なるが、
妊婦が心理的安定を保ち、健康を維持するための望ましい食生活が営めるよう、バランスの良い食事を
整える知識や技術、食事を楽しめる具体的な支援が重要である。そのためには、管理栄養士・栄養士、保
健師、助産師等が協力し、生活支援を行うことが重要となる。
　しかし、医療機関の管理栄養士・栄養士、助産師、看護師等は退院後の母子に継続して関わること、特
に出産した医療機関で受診する例が多い 1 か月児健診以降も関わり続けることは難しい。施設基盤に
ついて、保健センター、保健所、医療機関、助産所、地方公共団体、地区組織等すべての関係機関の役割を
明確にして、各々が有機的に連携できるよう、各地域での組織的な体系を整備することが必要である
（図 6.3 参照）。また、産褥早期の母子、特に退院後のサポートの不足が予測される者や育児不安が強い
母親、精神疾患等の合併などは、自治体との連携などによる継続的支援の必要性があり、特定妊婦とし
て支援していく体制の強化が重要である。最近では、産後ケアを事業化し、妊娠中から産褥早期のケア
を充実させ、子育て期につながる支援をしている自治体も増えつつある。
　さらに、妊娠期では、例えば就労中の妊婦や専門職の支援に対して拒否的な妊婦など直接的なアプ
ローチが難しい場合もある。虐待予防のために、継続的に母子の支援を行う助産師と保健師の連携の一
つの方法として、医療機関の助産師が妊娠期の出来るだけ早期から母親と保健師をつなぎ、信頼関係を
築くことができるよう取り組むことが望ましい。さらに支援に対して拒否的な母親に対しては、授乳支
援などの外来受診の理由をつくり、医師や助産師が、保健師の支援を拒否する母親と支援者との関係を
つなぎとめるなどの工夫が行われている。今後は、医師、保健師、助産師のみならず、多職種連携による
継続的支援のための仕組みづくりが、より一層求められる。切れ目ない継続的な支援の実現のために
は、関係職種間での相互理解と相互活用を基盤として、例えば養育支援訪問事業のような既存事業を軸
として展開するなど、「多職種・多機関連携による継続的支援のための仕組みづくり」が、今後ますます
必要とされる。

　２） 子ども虐待予防の視点からの保健指導・支援
　子ども虐待は、どの家庭にも起こり得る。虐待を受けた子どもは、心に大きな傷を負い、場合によって
は生命を失うこともある。また、虐待をする者の多くは親であるが、その親も何らかの支援が必要であ
ることが多い。したがって、発生してからの対応ではなく、虐待を予防することが重要である。そのため
にも、「気になる親子」をキャッチし、次の支援につなげることが重要である。行政や保健サービスとの
出会いの場ともなる乳幼児健診の場において、親が受け入れられた思いを持ち、相談できる力をつける
ことは虐待予防の第一歩である。そのためにも乳幼児健診に関わる従事者は、受付から健診終了まで、
親等が相談場所として否定的な印象を感じることがないように心がけたい。
　一方で、親自身の脆弱性などから、困りごとを自ら相談できない、気づいていないなど、健診従事者を
はじめとする支援者が見出さなければ放置される可能性のある潜在化した健康課題を持っている場合
がある。そのような対象者を把握するためには、アセスメントツールを活用するなどして、迅速に支援
を開始する取組も重要である。
　子ども虐待による死亡事例等の検証結果報告（第 10 次報告、厚生労働省）によると、0歳から 2歳ま
での子どもが 67.2% を占めており、特に 0歳が 43.1% と最も多い。したがって、従来の身体医学的な「ハ
イリスク妊婦」の視点だけでなく、社会心理学的・精神医学的なリスクをもつ「特定妊婦」の支援が必要
である。そのために、母子健康手帳の交付時面接やアンケートの実施等、早期に対象者を把握し、医療と
の連携を強化する。さらに、新生児訪問から乳幼児健診をはじめとした各種母子保健事業を活用しなが
ら継続して個別支援を行うなど、妊娠期から乳幼児期の一貫した支援体制の構築が必要である。

　（１） 乳幼児健診における要支援家庭の把握と支援
　子ども虐待予防において、ほぼ全員の親子と会うことができる乳幼児健診が果たす役割は大きい。近
年、乳幼児健診には、子育て支援の要素も組み入れた役割が求められており、主に一次予防から二次予
防にかけての範囲を担うこととなる（図 6.4）。
　一次予防とは子育て支援であり、その時点ではリスクが少なくても潜在的なリスクが子育ての途中
で表面化する可能性を踏まえ、親からの虐待リスクを下げていくことを目的として行われている。二次
予防とは、早期発見・早期対応である。自ら支援を求めることに消極的であったり、支援が必要な状態
であることも認識できないなど虐待に至るおそれのある親子をいち早く把握し、市町村児童虐待担当
部署や児童相談所に通告し、要保護児童対策地域協議会を活用し連携支援を行う。三次予防では虐待に
至ってしまった親と子の双方に対して、関係機関による虐待の再発防止の支援を行う。そのため、育児
支援と虐待予防の両面から要支援家庭の把握が必要である。
　乳幼児健診では、特に外傷や著しい成長不良、親の養育拒否等の虐待が疑われる状態を見落とすこと
がないよう、十分留意する必要がある。また、要支援家庭を把握するために、必要に応じて子育てアン
ケート等の要支援家庭を把握するための手法やアセスメントツールなどの活用も有効である。その場
合は、必ず各ツールの使用方法と特徴、限界を母子保健従事者が熟知し、共通理解に基づき実施するこ
とが必要である。
　初期の支援方針を検討する際は、健診従事者によるカンファレンスを活用し、問診や子どもの成長発
達を中心とした診察内容、親と子どもの様子、親子関係等の観察情報や過去の健診データ等と合わせな
がら子どもの安全確保を最優先に総合的な判断を行う。
　要支援家庭には様々な状態があるが、まず、子どもの安全確保を最優先とし、主に行政保健部門の保
健師を中心として親との信頼関係構築を重視しつつ、家庭訪問や他の母子保健事業等、親に適した機会
を活用し、各種支援サービスの導入、家族の状況に合わせたニーズの顕在化や悪化予防など、先を見通
した支援を継続的に行う。特に、自ら支援を求めていない状況等では、対象者の理解を得る努力をしな

がら、必要なサービスを受けるためのコーディネートを行う必要がある。そのために、医療、福祉、教育
等と連携した重層的な支援を行うことができるよう、日頃から関係機関との情報共有、連携が重要であ
る。
　個別健診等で支援が必要な子どもを把握した場合には、速やかに健診医療機関から市町村へと連携
を図り、先に述べた個別支援を開始することが必要である。そのため、支援対象者の選定や連携方法に
ついて健診医療機関等と協力体制を検討する必要がある。
　また、ほとんどの子どもが受診する乳幼児健診であるからこそ、未受診者の状況把握は見過ごせな
い。子ども虐待による死亡事例等の検証結果報告（第 10 次報告、厚生労働省）では、乳幼児健診を子ども
に受けさせていない家庭は、受けさせている家庭よりも虐待リスクが高いことが示されている。現認等
による対象児の把握に努め、養育の状況や健康への不利益が生じていないか等の確認を行うだけでな
く、子どもの健康を守り、適切な養育への支援を行う必要があり、その体制を検討しておく必要がある。
　乳幼児健診を通じて把握した要支援家庭のうち、児童相談所や市町村児童福祉部門等他の関係部署
と連携を行う必要があるケースについては、要保護児童対策地域協議会を通じた情報共有などを図る
など、組織的な支援体制を検討しておく。

図6.4　虐待予防のステージと乳幼児健診
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　７） 乳幼児健診を軸とした継続的支援

　（１） 親子への継続的支援　～妊娠期からの一貫した情報把握と支援体制～
　それぞれの親子に対して、妊娠の経過や出産時の状況、これまでの子どもの発育・発達の経過等につ
いて縦断的に把握した上で、保健指導にあたることを基本とすべきである。そのためには健診の場でこ
れまでの経過を縦断的に確認できることが必要である。多くの自治体では「母子カード」などを活用し
ているが、最近では電子カルテを導入している自治体もある。各自治体の実情に合わせた方法を選択す
るのがよいが、一貫した支援となるような工夫が必要である。特に一部の健診を個別健診としている場
合は、母子保健担当者が縦断的な把握を行い、必要時に委託医療機関と連携を行い、一貫した支援につ
なげることが大切である。
 

　（２） フォローアップが必要な場合の継続的支援
　乳幼児健診における総合的判断の結果、その後の経過を把握し、必要な支援を行うとともにその結果
の確認を行う必要がある場合（フォローアップが必要な場合）は、経過観察健診・二次検診等の活用の
他、その内容に応じて様々な機関との連携や支援の継続が必要である。
　フォローアップにあたっては、まず保健師等のフォローアップ担当者が、親子の状況をアセスメント
した上で、その親子に必要な個別支援を行うことが継続的支援の基盤となる。個別支援の中で、必要に
応じて親子教室などの集団的支援を効果的に組み合わせていく。そして、定期的にフォローアップ結果
を評価し、支援計画を修正しながら継続的な支援を行う。
　また、特に発達障害は多くの身体疾患の早期発見と異なり、1回のスクリーニングのみで専門機関へ
紹介することは困難なことが多い。一定期間のアセスメントと親への心理的支援を行いながら、診断に
つなげることや福祉等による支援の要否を判断していく必要がある。したがって、スクリーニング後の
フォローアップ体制をシステムとして構築しなければならない。フォローアップ体制は、母子保健、医
療、福祉の連携のもとで行う必要がある（第４章 幼児期の発達障害に対する地域支援システム p.48 参
照）。
　発達障害が強く疑われ、医療や障害児福祉による支援が必要と判断される場合は，医療機関、児童発
達支援センター、児童発達支援事業所など、子どもの状況に合わせた機関へ紹介していく。子どもに発
達障害の特性があるものの、医療や障害児福祉につなぐべき状態かどうか判断がすぐにつかない場合
や、医療や障害児福祉につなげることに対する親の動機づけが未形成の場合には、母子保健のフォロー
アップ機能を主軸に据えておく。

　（３） 母子保健事業に関わる関係機関の連携
　乳幼児健診のみならず、予防接種や各種教室などの母子保健事業で多くの親子と直接会い、様々な情
報を得る機会が多い。必要に応じて関係機関と情報共有・連携することでさらに質の高いサービスの
提供につながる。
　「健やか親子２１（第２次）」について 検討会報告書でも、「情報の共有・還元の仕組みを含めた母子
保健事業間の有機的な連携体制の強化が課題」とされている。福祉部門など親子に関わる機関は民間も
含めて多種多様であるため、地域の実情に合わせて普段からの関係づくりと連携体制の強化が重要で
ある。

　（４） 地域の資源へのつなぎ
　少子化の進展、核家族化、地域のつながりの希薄化等により、親子の孤立が課題となって久しく、各地

域で様々な努力がなされているが、虐待死やその予備群の事例は後を絶たない。個人、家族で解決でき
る問題の範疇を超えており、地域全体で子育てを支える仕組みづくりがますます重要となっている。そ
の視点で乳幼児健診の役割として期待されることは、既に孤立している親子だけでなく孤立予備群を
把握し、活用可能な地域の資源につないで孤立を予防することである。また、なるべく多くの地域の資
源を日頃から把握しておくことが必要であり、そのためには地域に出て様々な関係者との関係づくり
をしておくことが重要である。行政ができる子育て支援には限りがあるため、地域住民・関係機関との
協働が不可欠である。

6.2　現代の親子が抱える健康課題からみた保健指導の重点ポイント

　前項では、乳幼児健診における標準的な保健指導に関する基本的事項について述べた。本項では、昨
今の親子が抱える健康課題を鑑み、特に支援体制の強化が必要な事項として、「妊娠期からの継続的支
援のしくみづくりの強化」「子ども虐待予防の視点からの保健指導・支援」「育てにくさを感じる親に
寄り添う支援」を取り上げる。

　１） 妊娠期からの継続的支援のしくみづくりの強化
　妊娠期から出産期には、妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病等妊娠に伴う合併症の予防や対応、貧血、便
秘、妊娠悪阻等のマイナートラブルへの対応といった支援が重要である。また、妊娠早期からの継続し
た心理的支援が周産期の女性の心理的安定と子どもに対するアタッチメント形成の促進につながる。
一方で、低出生体重児の割合が減少しない状況を鑑みても、妊娠中の食生活に関する支援が子どもの生
命の維持、発育・発達に欠かせない。妊娠期の体重増加量は、妊娠前の体重や健康状態により異なるが、
妊婦が心理的安定を保ち、健康を維持するための望ましい食生活が営めるよう、バランスの良い食事を
整える知識や技術、食事を楽しめる具体的な支援が重要である。そのためには、管理栄養士・栄養士、保
健師、助産師等が協力し、生活支援を行うことが重要となる。
　しかし、医療機関の管理栄養士・栄養士、助産師、看護師等は退院後の母子に継続して関わること、特
に出産した医療機関で受診する例が多い 1 か月児健診以降も関わり続けることは難しい。施設基盤に
ついて、保健センター、保健所、医療機関、助産所、地方公共団体、地区組織等すべての関係機関の役割を
明確にして、各々が有機的に連携できるよう、各地域での組織的な体系を整備することが必要である
（図 6.3 参照）。また、産褥早期の母子、特に退院後のサポートの不足が予測される者や育児不安が強い
母親、精神疾患等の合併などは、自治体との連携などによる継続的支援の必要性があり、特定妊婦とし
て支援していく体制の強化が重要である。最近では、産後ケアを事業化し、妊娠中から産褥早期のケア
を充実させ、子育て期につながる支援をしている自治体も増えつつある。
　さらに、妊娠期では、例えば就労中の妊婦や専門職の支援に対して拒否的な妊婦など直接的なアプ
ローチが難しい場合もある。虐待予防のために、継続的に母子の支援を行う助産師と保健師の連携の一
つの方法として、医療機関の助産師が妊娠期の出来るだけ早期から母親と保健師をつなぎ、信頼関係を
築くことができるよう取り組むことが望ましい。さらに支援に対して拒否的な母親に対しては、授乳支
援などの外来受診の理由をつくり、医師や助産師が、保健師の支援を拒否する母親と支援者との関係を
つなぎとめるなどの工夫が行われている。今後は、医師、保健師、助産師のみならず、多職種連携による
継続的支援のための仕組みづくりが、より一層求められる。切れ目ない継続的な支援の実現のために
は、関係職種間での相互理解と相互活用を基盤として、例えば養育支援訪問事業のような既存事業を軸
として展開するなど、「多職種・多機関連携による継続的支援のための仕組みづくり」が、今後ますます
必要とされる。

（２）虐待リスクの把握
　表 6.2 に示したように、虐待に至るおそれのある要因は様々であり、またそれらの要因が複雑に絡み
合っていることもある。

　（３）乳幼児健診を一通過地点とした継続的関わりによる虐待予防
　親子にとって乳幼児健診は一通過地点であるため、妊娠届出から妊娠期、出産および健診に至るまで
の経過を把握するとともに、健診後の子どもの発育・発達や子育て状況の変化への見通しをもって保
健指導にあたる必要がある。親の育児ストレス・育児不安や子どもの状態、養育環境などを適切にアセ

スメントし、その場で実施できる支援を行うと同時に、今後に向けて他の子育て支援サービスにつなぐ
支援を積極的に行う。
　健診の場で効果的に虐待ハイリスク事例や虐待事例を発見し支援につなげるためには、妊娠届出や
産科など医療機関から把握した情報、すでに子どもがいる場合にはその子育ての状況など、事前に関係
機関と連携して情報を収集し、健診従事者が予め共有しておくことが重要である。また発見した親子を
健診の場から確実に支援につなぐため、地区担当保健師等が対応するなどの工夫が必要である。

　３）育てにくさを感じる親に寄り添う支援
　（１）社会性の発達をはぐくむ支援
　発達支援については、身体面、精神面、社会面などの視点がある。ここでは、主に社会性の発達につい
て述べる。乳児期に特定の大人等との継続的な関わりの中で基本的なアタッチメントが深まり情緒が
安定し、人への基本的な信頼関係ができる。これを元に、行動範囲を広げ身近な人や自然の中から興味
や関心を広げて社会性を発達させていく。そのため、乳幼児健診では、特に社会性の発達が芽生え始め
る乳児期後半から 2歳程度までは、疾病や障害のスクリーニングだけではなく、親子や周囲の大人との
間で社会性の発達を育む支援の視点で関わることが必要である。
　運動発達や言語発達などと異なり、社会性の発達は集団生活になって初めて困りごととして把握さ
れることが多い。しかし家庭内で過ごす乳児期後半から 2歳程度までの時期でも、共同注意など定型発
達で認められる発達の道筋が明らかである。社会性の発達過程とその発達を促す支援のあり方につい
て、親や社会が理解し、共有するための啓発を乳幼児健診やその他の機会を利用して実施することが必
要である。その道筋を親や社会が理解することで、非定型発達の子どもを持つ親が、適切な支援機関に
相談できたり、子どもが周囲に適応していくための支援を受け入れやすくなる。
　一方、関係機関の早期介入が必要なケースについては、遅滞なく適切に専門機関につなげる体制整備
も同時に進める必要がある。

　（２）育てにくさを感じる親への支援
　全ての子どもに、一定の期間ごとに提供される乳幼児健診は、親が子どもの養育を行う上で感じる
「育てにくさ」を打ち明ける重要な機会ともいえる。社会性の発達に課題をもつ子どもの親は、子育ての
過程において「親の言うことをきかない」「落ちつきがない」等の言葉で子どもへの育てにくさを訴える
ことが多い。この要因として、子ども自身の心身状態や発達・発育の偏り、疾病などによるものだけで
なく、親の育児経験の不足や知識不足、親の心身状態の不良、家庭や地域など親子を取りまく育児環境
など、多面的な要素がある。したがって、まず相談してくれたことに肯定的な姿勢を示し、「みんな、そん
なものですよ」「様子をみましょう」等のようなあいまいな表現や、安易な慰めといえるような言葉を使
わず、子ども、親、そして親子関係の多様性を認める姿勢で支援することが求められる。生活での具体的
な状況を丁寧に聞き取り、親の感じている「育てにくさ」の要因がどこにあるのかを見極め、保護者自身
が子育てに自信を無くしていることもあるため、親の心情を受け止め、寄り添う姿勢を示す。具体的な
子どもへの対応方法や、育児方法の助言など相談支援を行いながら、時期を見極めて適切な支援サービ
スに「つなぐ」ことが必要である。

表 6.2　子ども虐待に至るおそれのある要因・虐待のリスクとして留意すべき点

  

子ども側のリスク要因 
・乳児期の子ども
・未熟児
・障害児
・多胎児
・保護者にとって何らかの育てにくさを持っている子ども 等

（厚生労働省「子ども虐待対応の手引き（平成 25 年 8 月改正版）」より引用（一部改変））

 

保護者側のリスク要因

 

・妊娠そのものを受容することが困難（望まない妊娠）
・若年の妊娠
・子どもへの愛着形成が十分に行われていない（妊娠中に早産等何ら
　かの問題が発生したことで胎児への受容に影響がある。子どもの長
　期入院など）
・マタニティーブルーズや産後うつ病等精神的に不安定な状況
・性格が攻撃的・衝動的、あるいはパーソナリティの障害
・精神障害、知的障害、慢性疾患、アルコール依存、薬物依存等
・保護者の被虐待経験
・育児に対する不安（保護者が未熟等）、育児の知識や技術の不足
・体罰容認などの暴力への親和性
・特異な育児観、脅迫的な育児、子どもの発達を無視した過度な要求  等

養育環境のリスク要因

・経済的に不安定な家庭
・親族や地域社会から孤立した家庭
・未婚を含むひとり親家庭
・内縁者や同居人がいる家庭
・子連れの再婚家庭
・転居を繰り返す家庭
・保護者の不安定な就労や転職の繰り返し
・夫婦間不和、配偶者からの暴力（ＤＶ）等不安定な状況にある家庭  等

その他虐待のリスクが
高いと想定される場合

・妊娠の届出が遅い、母子健康手帳未交付、妊婦健康診査未受診、
　乳幼児健康診査未受診
・飛び込み出産、医師や助産師の立ち会いがない自宅等での分娩
・きょうだいへの虐待歴
・関係機関からの支援の拒否 等
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　７） 乳幼児健診を軸とした継続的支援

　（１） 親子への継続的支援　～妊娠期からの一貫した情報把握と支援体制～
　それぞれの親子に対して、妊娠の経過や出産時の状況、これまでの子どもの発育・発達の経過等につ
いて縦断的に把握した上で、保健指導にあたることを基本とすべきである。そのためには健診の場でこ
れまでの経過を縦断的に確認できることが必要である。多くの自治体では「母子カード」などを活用し
ているが、最近では電子カルテを導入している自治体もある。各自治体の実情に合わせた方法を選択す
るのがよいが、一貫した支援となるような工夫が必要である。特に一部の健診を個別健診としている場
合は、母子保健担当者が縦断的な把握を行い、必要時に委託医療機関と連携を行い、一貫した支援につ
なげることが大切である。
 

　（２） フォローアップが必要な場合の継続的支援
　乳幼児健診における総合的判断の結果、その後の経過を把握し、必要な支援を行うとともにその結果
の確認を行う必要がある場合（フォローアップが必要な場合）は、経過観察健診・二次検診等の活用の
他、その内容に応じて様々な機関との連携や支援の継続が必要である。
　フォローアップにあたっては、まず保健師等のフォローアップ担当者が、親子の状況をアセスメント
した上で、その親子に必要な個別支援を行うことが継続的支援の基盤となる。個別支援の中で、必要に
応じて親子教室などの集団的支援を効果的に組み合わせていく。そして、定期的にフォローアップ結果
を評価し、支援計画を修正しながら継続的な支援を行う。
　また、特に発達障害は多くの身体疾患の早期発見と異なり、1回のスクリーニングのみで専門機関へ
紹介することは困難なことが多い。一定期間のアセスメントと親への心理的支援を行いながら、診断に
つなげることや福祉等による支援の要否を判断していく必要がある。したがって、スクリーニング後の
フォローアップ体制をシステムとして構築しなければならない。フォローアップ体制は、母子保健、医
療、福祉の連携のもとで行う必要がある（第４章 幼児期の発達障害に対する地域支援システム p.48 参
照）。
　発達障害が強く疑われ、医療や障害児福祉による支援が必要と判断される場合は，医療機関、児童発
達支援センター、児童発達支援事業所など、子どもの状況に合わせた機関へ紹介していく。子どもに発
達障害の特性があるものの、医療や障害児福祉につなぐべき状態かどうか判断がすぐにつかない場合
や、医療や障害児福祉につなげることに対する親の動機づけが未形成の場合には、母子保健のフォロー
アップ機能を主軸に据えておく。

　（３） 母子保健事業に関わる関係機関の連携
　乳幼児健診のみならず、予防接種や各種教室などの母子保健事業で多くの親子と直接会い、様々な情
報を得る機会が多い。必要に応じて関係機関と情報共有・連携することでさらに質の高いサービスの
提供につながる。
　「健やか親子２１（第２次）」について 検討会報告書でも、「情報の共有・還元の仕組みを含めた母子
保健事業間の有機的な連携体制の強化が課題」とされている。福祉部門など親子に関わる機関は民間も
含めて多種多様であるため、地域の実情に合わせて普段からの関係づくりと連携体制の強化が重要で
ある。

　（４） 地域の資源へのつなぎ
　少子化の進展、核家族化、地域のつながりの希薄化等により、親子の孤立が課題となって久しく、各地

域で様々な努力がなされているが、虐待死やその予備群の事例は後を絶たない。個人、家族で解決でき
る問題の範疇を超えており、地域全体で子育てを支える仕組みづくりがますます重要となっている。そ
の視点で乳幼児健診の役割として期待されることは、既に孤立している親子だけでなく孤立予備群を
把握し、活用可能な地域の資源につないで孤立を予防することである。また、なるべく多くの地域の資
源を日頃から把握しておくことが必要であり、そのためには地域に出て様々な関係者との関係づくり
をしておくことが重要である。行政ができる子育て支援には限りがあるため、地域住民・関係機関との
協働が不可欠である。

6.2　現代の親子が抱える健康課題からみた保健指導の重点ポイント

　前項では、乳幼児健診における標準的な保健指導に関する基本的事項について述べた。本項では、昨
今の親子が抱える健康課題を鑑み、特に支援体制の強化が必要な事項として、「妊娠期からの継続的支
援のしくみづくりの強化」「子ども虐待予防の視点からの保健指導・支援」「育てにくさを感じる親に
寄り添う支援」を取り上げる。

　１） 妊娠期からの継続的支援のしくみづくりの強化
　妊娠期から出産期には、妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病等妊娠に伴う合併症の予防や対応、貧血、便
秘、妊娠悪阻等のマイナートラブルへの対応といった支援が重要である。また、妊娠早期からの継続し
た心理的支援が周産期の女性の心理的安定と子どもに対するアタッチメント形成の促進につながる。
一方で、低出生体重児の割合が減少しない状況を鑑みても、妊娠中の食生活に関する支援が子どもの生
命の維持、発育・発達に欠かせない。妊娠期の体重増加量は、妊娠前の体重や健康状態により異なるが、
妊婦が心理的安定を保ち、健康を維持するための望ましい食生活が営めるよう、バランスの良い食事を
整える知識や技術、食事を楽しめる具体的な支援が重要である。そのためには、管理栄養士・栄養士、保
健師、助産師等が協力し、生活支援を行うことが重要となる。
　しかし、医療機関の管理栄養士・栄養士、助産師、看護師等は退院後の母子に継続して関わること、特
に出産した医療機関で受診する例が多い 1 か月児健診以降も関わり続けることは難しい。施設基盤に
ついて、保健センター、保健所、医療機関、助産所、地方公共団体、地区組織等すべての関係機関の役割を
明確にして、各々が有機的に連携できるよう、各地域での組織的な体系を整備することが必要である
（図 6.3 参照）。また、産褥早期の母子、特に退院後のサポートの不足が予測される者や育児不安が強い
母親、精神疾患等の合併などは、自治体との連携などによる継続的支援の必要性があり、特定妊婦とし
て支援していく体制の強化が重要である。最近では、産後ケアを事業化し、妊娠中から産褥早期のケア
を充実させ、子育て期につながる支援をしている自治体も増えつつある。
　さらに、妊娠期では、例えば就労中の妊婦や専門職の支援に対して拒否的な妊婦など直接的なアプ
ローチが難しい場合もある。虐待予防のために、継続的に母子の支援を行う助産師と保健師の連携の一
つの方法として、医療機関の助産師が妊娠期の出来るだけ早期から母親と保健師をつなぎ、信頼関係を
築くことができるよう取り組むことが望ましい。さらに支援に対して拒否的な母親に対しては、授乳支
援などの外来受診の理由をつくり、医師や助産師が、保健師の支援を拒否する母親と支援者との関係を
つなぎとめるなどの工夫が行われている。今後は、医師、保健師、助産師のみならず、多職種連携による
継続的支援のための仕組みづくりが、より一層求められる。切れ目ない継続的な支援の実現のために
は、関係職種間での相互理解と相互活用を基盤として、例えば養育支援訪問事業のような既存事業を軸
として展開するなど、「多職種・多機関連携による継続的支援のための仕組みづくり」が、今後ますます
必要とされる。

　（３）乳幼児健診を一通過地点とした継続的関わりによる虐待予防
　親子にとって乳幼児健診は一通過地点であるため、妊娠届出から妊娠期、出産および健診に至るまで
の経過を把握するとともに、健診後の子どもの発育・発達や子育て状況の変化への見通しをもって保
健指導にあたる必要がある。親の育児ストレス・育児不安や子どもの状態、養育環境などを適切にアセ

スメントし、その場で実施できる支援を行うと同時に、今後に向けて他の子育て支援サービスにつなぐ
支援を積極的に行う。
　健診の場で効果的に虐待ハイリスク事例や虐待事例を発見し支援につなげるためには、妊娠届出や
産科など医療機関から把握した情報、すでに子どもがいる場合にはその子育ての状況など、事前に関係
機関と連携して情報を収集し、健診従事者が予め共有しておくことが重要である。また発見した親子を
健診の場から確実に支援につなぐため、地区担当保健師等が対応するなどの工夫が必要である。

　３）育てにくさを感じる親に寄り添う支援
　（１）社会性の発達をはぐくむ支援
　発達支援については、身体面、精神面、社会面などの視点がある。ここでは、主に社会性の発達につい
て述べる。乳児期に特定の大人等との継続的な関わりの中で基本的なアタッチメントが深まり情緒が
安定し、人への基本的な信頼関係ができる。これを元に、行動範囲を広げ身近な人や自然の中から興味
や関心を広げて社会性を発達させていく。そのため、乳幼児健診では、特に社会性の発達が芽生え始め
る乳児期後半から 2歳程度までは、疾病や障害のスクリーニングだけではなく、親子や周囲の大人との
間で社会性の発達を育む支援の視点で関わることが必要である。
　運動発達や言語発達などと異なり、社会性の発達は集団生活になって初めて困りごととして把握さ
れることが多い。しかし家庭内で過ごす乳児期後半から 2歳程度までの時期でも、共同注意など定型発
達で認められる発達の道筋が明らかである。社会性の発達過程とその発達を促す支援のあり方につい
て、親や社会が理解し、共有するための啓発を乳幼児健診やその他の機会を利用して実施することが必
要である。その道筋を親や社会が理解することで、非定型発達の子どもを持つ親が、適切な支援機関に
相談できたり、子どもが周囲に適応していくための支援を受け入れやすくなる。
　一方、関係機関の早期介入が必要なケースについては、遅滞なく適切に専門機関につなげる体制整備
も同時に進める必要がある。

　（２）育てにくさを感じる親への支援
　全ての子どもに、一定の期間ごとに提供される乳幼児健診は、親が子どもの養育を行う上で感じる
「育てにくさ」を打ち明ける重要な機会ともいえる。社会性の発達に課題をもつ子どもの親は、子育ての
過程において「親の言うことをきかない」「落ちつきがない」等の言葉で子どもへの育てにくさを訴える
ことが多い。この要因として、子ども自身の心身状態や発達・発育の偏り、疾病などによるものだけで
なく、親の育児経験の不足や知識不足、親の心身状態の不良、家庭や地域など親子を取りまく育児環境
など、多面的な要素がある。したがって、まず相談してくれたことに肯定的な姿勢を示し、「みんな、そん
なものですよ」「様子をみましょう」等のようなあいまいな表現や、安易な慰めといえるような言葉を使
わず、子ども、親、そして親子関係の多様性を認める姿勢で支援することが求められる。生活での具体的
な状況を丁寧に聞き取り、親の感じている「育てにくさ」の要因がどこにあるのかを見極め、保護者自身
が子育てに自信を無くしていることもあるため、親の心情を受け止め、寄り添う姿勢を示す。具体的な
子どもへの対応方法や、育児方法の助言など相談支援を行いながら、時期を見極めて適切な支援サービ
スに「つなぐ」ことが必要である。
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　７） 乳幼児健診を軸とした継続的支援

　（１） 親子への継続的支援　～妊娠期からの一貫した情報把握と支援体制～
　それぞれの親子に対して、妊娠の経過や出産時の状況、これまでの子どもの発育・発達の経過等につ
いて縦断的に把握した上で、保健指導にあたることを基本とすべきである。そのためには健診の場でこ
れまでの経過を縦断的に確認できることが必要である。多くの自治体では「母子カード」などを活用し
ているが、最近では電子カルテを導入している自治体もある。各自治体の実情に合わせた方法を選択す
るのがよいが、一貫した支援となるような工夫が必要である。特に一部の健診を個別健診としている場
合は、母子保健担当者が縦断的な把握を行い、必要時に委託医療機関と連携を行い、一貫した支援につ
なげることが大切である。
 

　（２） フォローアップが必要な場合の継続的支援
　乳幼児健診における総合的判断の結果、その後の経過を把握し、必要な支援を行うとともにその結果
の確認を行う必要がある場合（フォローアップが必要な場合）は、経過観察健診・二次検診等の活用の
他、その内容に応じて様々な機関との連携や支援の継続が必要である。
　フォローアップにあたっては、まず保健師等のフォローアップ担当者が、親子の状況をアセスメント
した上で、その親子に必要な個別支援を行うことが継続的支援の基盤となる。個別支援の中で、必要に
応じて親子教室などの集団的支援を効果的に組み合わせていく。そして、定期的にフォローアップ結果
を評価し、支援計画を修正しながら継続的な支援を行う。
　また、特に発達障害は多くの身体疾患の早期発見と異なり、1回のスクリーニングのみで専門機関へ
紹介することは困難なことが多い。一定期間のアセスメントと親への心理的支援を行いながら、診断に
つなげることや福祉等による支援の要否を判断していく必要がある。したがって、スクリーニング後の
フォローアップ体制をシステムとして構築しなければならない。フォローアップ体制は、母子保健、医
療、福祉の連携のもとで行う必要がある（第４章 幼児期の発達障害に対する地域支援システム p.48 参
照）。
　発達障害が強く疑われ、医療や障害児福祉による支援が必要と判断される場合は，医療機関、児童発
達支援センター、児童発達支援事業所など、子どもの状況に合わせた機関へ紹介していく。子どもに発
達障害の特性があるものの、医療や障害児福祉につなぐべき状態かどうか判断がすぐにつかない場合
や、医療や障害児福祉につなげることに対する親の動機づけが未形成の場合には、母子保健のフォロー
アップ機能を主軸に据えておく。

　（３） 母子保健事業に関わる関係機関の連携
　乳幼児健診のみならず、予防接種や各種教室などの母子保健事業で多くの親子と直接会い、様々な情
報を得る機会が多い。必要に応じて関係機関と情報共有・連携することでさらに質の高いサービスの
提供につながる。
　「健やか親子２１（第２次）」について 検討会報告書でも、「情報の共有・還元の仕組みを含めた母子
保健事業間の有機的な連携体制の強化が課題」とされている。福祉部門など親子に関わる機関は民間も
含めて多種多様であるため、地域の実情に合わせて普段からの関係づくりと連携体制の強化が重要で
ある。

　（４） 地域の資源へのつなぎ
　少子化の進展、核家族化、地域のつながりの希薄化等により、親子の孤立が課題となって久しく、各地

域で様々な努力がなされているが、虐待死やその予備群の事例は後を絶たない。個人、家族で解決でき
る問題の範疇を超えており、地域全体で子育てを支える仕組みづくりがますます重要となっている。そ
の視点で乳幼児健診の役割として期待されることは、既に孤立している親子だけでなく孤立予備群を
把握し、活用可能な地域の資源につないで孤立を予防することである。また、なるべく多くの地域の資
源を日頃から把握しておくことが必要であり、そのためには地域に出て様々な関係者との関係づくり
をしておくことが重要である。行政ができる子育て支援には限りがあるため、地域住民・関係機関との
協働が不可欠である。

6.2　現代の親子が抱える健康課題からみた保健指導の重点ポイント

　前項では、乳幼児健診における標準的な保健指導に関する基本的事項について述べた。本項では、昨
今の親子が抱える健康課題を鑑み、特に支援体制の強化が必要な事項として、「妊娠期からの継続的支
援のしくみづくりの強化」「子ども虐待予防の視点からの保健指導・支援」「育てにくさを感じる親に
寄り添う支援」を取り上げる。

　１） 妊娠期からの継続的支援のしくみづくりの強化
　妊娠期から出産期には、妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病等妊娠に伴う合併症の予防や対応、貧血、便
秘、妊娠悪阻等のマイナートラブルへの対応といった支援が重要である。また、妊娠早期からの継続し
た心理的支援が周産期の女性の心理的安定と子どもに対するアタッチメント形成の促進につながる。
一方で、低出生体重児の割合が減少しない状況を鑑みても、妊娠中の食生活に関する支援が子どもの生
命の維持、発育・発達に欠かせない。妊娠期の体重増加量は、妊娠前の体重や健康状態により異なるが、
妊婦が心理的安定を保ち、健康を維持するための望ましい食生活が営めるよう、バランスの良い食事を
整える知識や技術、食事を楽しめる具体的な支援が重要である。そのためには、管理栄養士・栄養士、保
健師、助産師等が協力し、生活支援を行うことが重要となる。
　しかし、医療機関の管理栄養士・栄養士、助産師、看護師等は退院後の母子に継続して関わること、特
に出産した医療機関で受診する例が多い 1 か月児健診以降も関わり続けることは難しい。施設基盤に
ついて、保健センター、保健所、医療機関、助産所、地方公共団体、地区組織等すべての関係機関の役割を
明確にして、各々が有機的に連携できるよう、各地域での組織的な体系を整備することが必要である
（図 6.3 参照）。また、産褥早期の母子、特に退院後のサポートの不足が予測される者や育児不安が強い
母親、精神疾患等の合併などは、自治体との連携などによる継続的支援の必要性があり、特定妊婦とし
て支援していく体制の強化が重要である。最近では、産後ケアを事業化し、妊娠中から産褥早期のケア
を充実させ、子育て期につながる支援をしている自治体も増えつつある。
　さらに、妊娠期では、例えば就労中の妊婦や専門職の支援に対して拒否的な妊婦など直接的なアプ
ローチが難しい場合もある。虐待予防のために、継続的に母子の支援を行う助産師と保健師の連携の一
つの方法として、医療機関の助産師が妊娠期の出来るだけ早期から母親と保健師をつなぎ、信頼関係を
築くことができるよう取り組むことが望ましい。さらに支援に対して拒否的な母親に対しては、授乳支
援などの外来受診の理由をつくり、医師や助産師が、保健師の支援を拒否する母親と支援者との関係を
つなぎとめるなどの工夫が行われている。今後は、医師、保健師、助産師のみならず、多職種連携による
継続的支援のための仕組みづくりが、より一層求められる。切れ目ない継続的な支援の実現のために
は、関係職種間での相互理解と相互活用を基盤として、例えば養育支援訪問事業のような既存事業を軸
として展開するなど、「多職種・多機関連携による継続的支援のための仕組みづくり」が、今後ますます
必要とされる。
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資料　栄養指導のポイント

　１）乳児期における栄養指導（表 6.3）
　管理栄養士・栄養士が子どもや親への栄養指導を行う際は、医師、歯科医師、保健師、助産師、看護師、
歯科衛生士、保育士及び心理相談を担当する者をはじめ、母子保健に関与する職種のすべてと連携し、
授乳、離乳をはじめとする栄養の諸問題に対して、多方面から総合的な指導や助言を行うことが必要で
ある。

　（１）生活の質（QOL）
　授乳は、安心と安らぎの中で母乳（ミルク）を飲む心地よさを味わい、安心感や基本的信頼感を確立す
る。離乳が始まると、乳児期の子どもにとって食事の楽しさは、食欲や健康状態、食事内容、一緒に食べ
る人などとも関連し、食生活全体の良好な状態を示す一つと考えられている。

　（２）健康・栄養状態
　乳児期の栄養指導では、成長曲線による成長の経過、母乳・ミルクの時間・量、離乳食の内容・量、子
どもの様子などから、身体発育や栄養の状態を確認する。それらを踏まえ、親の状態をしっかり受け止
め、子どもの健康を維持し、成長・発達を促すよう支援を行う。

　（３）食事内容
　授乳期は、母乳の出をよくするために母親は十分な栄養と休息をとることが大切である。適切な授乳
方法を選択でき実践できるような支援が必要となる。
　離乳期は、子どもがいろいろな味や舌ざわりを楽しみ、味覚などの五感を味わうことができるよう、
子どもの月齢、口腔機能の発達に応じた離乳食の食品の種類と組み合わせ、調理形態・調理方法、離乳
の進め方の目安に関する知識やスキルが必要となる。調理形態は、5～ 6か月頃は滑らかにすり潰した
状態、7～ 8か月頃は舌でつぶせる固さ、9～ 11 か月頃は歯ぐきでつぶせる固さ、12 ～ 18 か月頃は歯
ぐきで噛める固さを目安とする。
　なお近年、食物アレルギーに対する関心が高まっている。厚生労働省の「授乳・離乳の支援ガイド」で
は、食物アレルギーへの対応の基本として「アレルギー疾患の予防や治療を目的として医師の指示を受
けずにアレルゲン除去を行うことは、子どもの成長・発達を損なう恐れがあるので、必ず医師の指示を
受ける。」としている。食物アレルギーへの不安から、自己判断で食物除去を行うことのないよう注意が
必要である。

　（４）食生活習慣
　授乳は、親子の健やかな関係を形成する上で重要である。親の優しい声かけとぬくもりの中で、ゆっ
たりと飲むことで、子どもの心が安定し、食欲が育まれていく。授乳時は、できるだけ静かな環境で、
しっかり抱いて、優しく声をかけるよう支援する。
　離乳期には、離乳食の回数、母乳・ミルクの与え方等の進め方の目安、完了に関する知識が必要とな
る。さらに子どもは、離乳開始時には食物に興味を示し始め、後半には自分で食べたがるようになる。
色々な食べ物を見て、触って、味わい、自分で進んで食べようとする力が育まれる。手づかみ食べや家族
と一緒に食べることを楽しむことで、食べる楽しさを体験させていくことが大切である。　　　　
　なお、子どもによって個人差があるため、子どもの発達や日々の様子を把握しながら、離乳をすすめ、

強制しないように配慮することを伝えていく。

　（５）ソーシャル・サポート
　授乳期には、授乳への理解と支援が深まるように父親（パートナー）や家族、身近な人への情報提供を
すすめていく。また、授乳で困ったときに気軽に相談できる場所づくりや、授乳期間中でも、外出しやす
く、働きやすい環境を作っていくことも必要である。

　２）幼児期における栄養指導（表 6.4）
　管理栄養士・栄養士が子どもや親への栄養指導を行う際には、市町村保健センター内での栄養指導
のみでなく、その後のフォローも考慮し、保健所、医療機関、助産所、保育所や幼稚園、地方公共団体、地
区組織等すべての関係機関が有機的に連携できるよう、地域の組織的な体系を整備することを含めた
支援を検討することも重要となる。

　（１）QOL
　幼児期の子どもにとって、乳児期同様、食事の楽しさは、食欲や健康状態、食事内容、一緒に食べる人、
食事の手伝いなどとも関連し、食生活全体の良好な状態を示す一つと考えられる。具体的には、お腹が
空き、食事を喜んで食べ、心地よい生活を味わえるようになることなどが重要である。また、幼児期は自
立心が高まる時期である。食事でも子どもができることを増やし、達成感や満足感が味わえる体験や子
ども自身が意欲的に取り組む体験を積むことが重要である。

　（２）健康・栄養状態
　幼児期は、乳児期に次いで心身の発育・発達が著しい時期である。子どもの身体発育や栄養の状態を
定期的に確認する。

　（３）食事内容
　子どもの咀嚼機能や摂食行動の発達を促すため、また様々な食べ物を食べる楽しさを味わうため、
色々な種類の食べ物や料理を味わう体験を積み重ねられる支援を行う必要がある。子どもの咀嚼や嚥
下機能の発達に応じて、食品の種類、量、大きさ、固さなどの調理形態に配慮する必要がある。さらに幼
児期は消化機能が未熟であるため、3回の食事では必要な栄養素を摂ることが難しい。間食の摂り方に
は、果物、野菜、牛乳・乳製品、穀類、いも、豆類など、食事でとりきれない栄養素を補えるものを加えら
れるよう配慮が必要である。

　（４）食生活習慣
　規則正しく食事をする習慣の獲得、食事リズムの基礎の形成など、食習慣の基礎が確立する重要な時
期である。食事及び間食のリズムを整え、お腹が空くリズムを持つよう支援を行う。
　発達の面では、咀嚼機能が獲得されていく重要な時期である。よく噛む習慣を導くため、一緒に噛む
まねをして噛むことの大切さを伝えていく。また食行動が発達していく時期でもあり、食べ方に関して
は、手づかみ食べからスプーン、箸等を使用する、自分に見合った食事量を理解し、自分で食べる量を調
整する、食事・栄養バランスを理解し実践する、また食べ物や身体のことを話題にし、食生活や健康に
主体的に関わるようになっていく。共食に関しては、家族や仲間と食事を楽しめるようになり、食事マ
ナーを身につけることも必要となる。食事づくりに関しては、食事の準備や調理などに関わることがで
きるようになる。これらの発育・発達に応じて、子どもの食べる力を育てる支援を行っていく。

　一方、幼児期は食欲不振、偏食、小食、むら食い、咀嚼拒否等の問題が起こりやすい。食事を無理強いし
ない、食事時間を決めてだらだら食べることをやめる、お腹が空くリズムを持つ、家族が揃って楽しく
食事ができる雰囲気を作るなど、その子の状況に応じた支援を行う。

　（５）ソーシャル・サポート
　家庭内や地域の育児支援が得られるよう、親への情報提供が必要である。その際には、幼児期の発達
は、地域社会や集団生活の影響を受けることが大きくなることから、保育所や幼稚園等の地域資源の情
報も視野に入れることが必要である。
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　７） 乳幼児健診を軸とした継続的支援

　（１） 親子への継続的支援　～妊娠期からの一貫した情報把握と支援体制～
　それぞれの親子に対して、妊娠の経過や出産時の状況、これまでの子どもの発育・発達の経過等につ
いて縦断的に把握した上で、保健指導にあたることを基本とすべきである。そのためには健診の場でこ
れまでの経過を縦断的に確認できることが必要である。多くの自治体では「母子カード」などを活用し
ているが、最近では電子カルテを導入している自治体もある。各自治体の実情に合わせた方法を選択す
るのがよいが、一貫した支援となるような工夫が必要である。特に一部の健診を個別健診としている場
合は、母子保健担当者が縦断的な把握を行い、必要時に委託医療機関と連携を行い、一貫した支援につ
なげることが大切である。
 

　（２） フォローアップが必要な場合の継続的支援
　乳幼児健診における総合的判断の結果、その後の経過を把握し、必要な支援を行うとともにその結果
の確認を行う必要がある場合（フォローアップが必要な場合）は、経過観察健診・二次検診等の活用の
他、その内容に応じて様々な機関との連携や支援の継続が必要である。
　フォローアップにあたっては、まず保健師等のフォローアップ担当者が、親子の状況をアセスメント
した上で、その親子に必要な個別支援を行うことが継続的支援の基盤となる。個別支援の中で、必要に
応じて親子教室などの集団的支援を効果的に組み合わせていく。そして、定期的にフォローアップ結果
を評価し、支援計画を修正しながら継続的な支援を行う。
　また、特に発達障害は多くの身体疾患の早期発見と異なり、1回のスクリーニングのみで専門機関へ
紹介することは困難なことが多い。一定期間のアセスメントと親への心理的支援を行いながら、診断に
つなげることや福祉等による支援の要否を判断していく必要がある。したがって、スクリーニング後の
フォローアップ体制をシステムとして構築しなければならない。フォローアップ体制は、母子保健、医
療、福祉の連携のもとで行う必要がある（第４章 幼児期の発達障害に対する地域支援システム p.48 参
照）。
　発達障害が強く疑われ、医療や障害児福祉による支援が必要と判断される場合は，医療機関、児童発
達支援センター、児童発達支援事業所など、子どもの状況に合わせた機関へ紹介していく。子どもに発
達障害の特性があるものの、医療や障害児福祉につなぐべき状態かどうか判断がすぐにつかない場合
や、医療や障害児福祉につなげることに対する親の動機づけが未形成の場合には、母子保健のフォロー
アップ機能を主軸に据えておく。

　（３） 母子保健事業に関わる関係機関の連携
　乳幼児健診のみならず、予防接種や各種教室などの母子保健事業で多くの親子と直接会い、様々な情
報を得る機会が多い。必要に応じて関係機関と情報共有・連携することでさらに質の高いサービスの
提供につながる。
　「健やか親子２１（第２次）」について 検討会報告書でも、「情報の共有・還元の仕組みを含めた母子
保健事業間の有機的な連携体制の強化が課題」とされている。福祉部門など親子に関わる機関は民間も
含めて多種多様であるため、地域の実情に合わせて普段からの関係づくりと連携体制の強化が重要で
ある。

　（４） 地域の資源へのつなぎ
　少子化の進展、核家族化、地域のつながりの希薄化等により、親子の孤立が課題となって久しく、各地

域で様々な努力がなされているが、虐待死やその予備群の事例は後を絶たない。個人、家族で解決でき
る問題の範疇を超えており、地域全体で子育てを支える仕組みづくりがますます重要となっている。そ
の視点で乳幼児健診の役割として期待されることは、既に孤立している親子だけでなく孤立予備群を
把握し、活用可能な地域の資源につないで孤立を予防することである。また、なるべく多くの地域の資
源を日頃から把握しておくことが必要であり、そのためには地域に出て様々な関係者との関係づくり
をしておくことが重要である。行政ができる子育て支援には限りがあるため、地域住民・関係機関との
協働が不可欠である。

6.2　現代の親子が抱える健康課題からみた保健指導の重点ポイント

　前項では、乳幼児健診における標準的な保健指導に関する基本的事項について述べた。本項では、昨
今の親子が抱える健康課題を鑑み、特に支援体制の強化が必要な事項として、「妊娠期からの継続的支
援のしくみづくりの強化」「子ども虐待予防の視点からの保健指導・支援」「育てにくさを感じる親に
寄り添う支援」を取り上げる。

　１） 妊娠期からの継続的支援のしくみづくりの強化
　妊娠期から出産期には、妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病等妊娠に伴う合併症の予防や対応、貧血、便
秘、妊娠悪阻等のマイナートラブルへの対応といった支援が重要である。また、妊娠早期からの継続し
た心理的支援が周産期の女性の心理的安定と子どもに対するアタッチメント形成の促進につながる。
一方で、低出生体重児の割合が減少しない状況を鑑みても、妊娠中の食生活に関する支援が子どもの生
命の維持、発育・発達に欠かせない。妊娠期の体重増加量は、妊娠前の体重や健康状態により異なるが、
妊婦が心理的安定を保ち、健康を維持するための望ましい食生活が営めるよう、バランスの良い食事を
整える知識や技術、食事を楽しめる具体的な支援が重要である。そのためには、管理栄養士・栄養士、保
健師、助産師等が協力し、生活支援を行うことが重要となる。
　しかし、医療機関の管理栄養士・栄養士、助産師、看護師等は退院後の母子に継続して関わること、特
に出産した医療機関で受診する例が多い 1 か月児健診以降も関わり続けることは難しい。施設基盤に
ついて、保健センター、保健所、医療機関、助産所、地方公共団体、地区組織等すべての関係機関の役割を
明確にして、各々が有機的に連携できるよう、各地域での組織的な体系を整備することが必要である
（図 6.3 参照）。また、産褥早期の母子、特に退院後のサポートの不足が予測される者や育児不安が強い
母親、精神疾患等の合併などは、自治体との連携などによる継続的支援の必要性があり、特定妊婦とし
て支援していく体制の強化が重要である。最近では、産後ケアを事業化し、妊娠中から産褥早期のケア
を充実させ、子育て期につながる支援をしている自治体も増えつつある。
　さらに、妊娠期では、例えば就労中の妊婦や専門職の支援に対して拒否的な妊婦など直接的なアプ
ローチが難しい場合もある。虐待予防のために、継続的に母子の支援を行う助産師と保健師の連携の一
つの方法として、医療機関の助産師が妊娠期の出来るだけ早期から母親と保健師をつなぎ、信頼関係を
築くことができるよう取り組むことが望ましい。さらに支援に対して拒否的な母親に対しては、授乳支
援などの外来受診の理由をつくり、医師や助産師が、保健師の支援を拒否する母親と支援者との関係を
つなぎとめるなどの工夫が行われている。今後は、医師、保健師、助産師のみならず、多職種連携による
継続的支援のための仕組みづくりが、より一層求められる。切れ目ない継続的な支援の実現のために
は、関係職種間での相互理解と相互活用を基盤として、例えば養育支援訪問事業のような既存事業を軸
として展開するなど、「多職種・多機関連携による継続的支援のための仕組みづくり」が、今後ますます
必要とされる。

資料　栄養指導のポイント

　１）乳児期における栄養指導（表 6.3）
　管理栄養士・栄養士が子どもや親への栄養指導を行う際は、医師、歯科医師、保健師、助産師、看護師、
歯科衛生士、保育士及び心理相談を担当する者をはじめ、母子保健に関与する職種のすべてと連携し、
授乳、離乳をはじめとする栄養の諸問題に対して、多方面から総合的な指導や助言を行うことが必要で
ある。

　（１）生活の質（QOL）
　授乳は、安心と安らぎの中で母乳（ミルク）を飲む心地よさを味わい、安心感や基本的信頼感を確立す
る。離乳が始まると、乳児期の子どもにとって食事の楽しさは、食欲や健康状態、食事内容、一緒に食べ
る人などとも関連し、食生活全体の良好な状態を示す一つと考えられている。

　（２）健康・栄養状態
　乳児期の栄養指導では、成長曲線による成長の経過、母乳・ミルクの時間・量、離乳食の内容・量、子
どもの様子などから、身体発育や栄養の状態を確認する。それらを踏まえ、親の状態をしっかり受け止
め、子どもの健康を維持し、成長・発達を促すよう支援を行う。

　（３）食事内容
　授乳期は、母乳の出をよくするために母親は十分な栄養と休息をとることが大切である。適切な授乳
方法を選択でき実践できるような支援が必要となる。
　離乳期は、子どもがいろいろな味や舌ざわりを楽しみ、味覚などの五感を味わうことができるよう、
子どもの月齢、口腔機能の発達に応じた離乳食の食品の種類と組み合わせ、調理形態・調理方法、離乳
の進め方の目安に関する知識やスキルが必要となる。調理形態は、5～ 6か月頃は滑らかにすり潰した
状態、7～ 8か月頃は舌でつぶせる固さ、9～ 11 か月頃は歯ぐきでつぶせる固さ、12 ～ 18 か月頃は歯
ぐきで噛める固さを目安とする。
　なお近年、食物アレルギーに対する関心が高まっている。厚生労働省の「授乳・離乳の支援ガイド」で
は、食物アレルギーへの対応の基本として「アレルギー疾患の予防や治療を目的として医師の指示を受
けずにアレルゲン除去を行うことは、子どもの成長・発達を損なう恐れがあるので、必ず医師の指示を
受ける。」としている。食物アレルギーへの不安から、自己判断で食物除去を行うことのないよう注意が
必要である。

　（４）食生活習慣
　授乳は、親子の健やかな関係を形成する上で重要である。親の優しい声かけとぬくもりの中で、ゆっ
たりと飲むことで、子どもの心が安定し、食欲が育まれていく。授乳時は、できるだけ静かな環境で、
しっかり抱いて、優しく声をかけるよう支援する。
　離乳期には、離乳食の回数、母乳・ミルクの与え方等の進め方の目安、完了に関する知識が必要とな
る。さらに子どもは、離乳開始時には食物に興味を示し始め、後半には自分で食べたがるようになる。
色々な食べ物を見て、触って、味わい、自分で進んで食べようとする力が育まれる。手づかみ食べや家族
と一緒に食べることを楽しむことで、食べる楽しさを体験させていくことが大切である。　　　　
　なお、子どもによって個人差があるため、子どもの発達や日々の様子を把握しながら、離乳をすすめ、

強制しないように配慮することを伝えていく。

　（５）ソーシャル・サポート
　授乳期には、授乳への理解と支援が深まるように父親（パートナー）や家族、身近な人への情報提供を
すすめていく。また、授乳で困ったときに気軽に相談できる場所づくりや、授乳期間中でも、外出しやす
く、働きやすい環境を作っていくことも必要である。

　２）幼児期における栄養指導（表 6.4）
　管理栄養士・栄養士が子どもや親への栄養指導を行う際には、市町村保健センター内での栄養指導
のみでなく、その後のフォローも考慮し、保健所、医療機関、助産所、保育所や幼稚園、地方公共団体、地
区組織等すべての関係機関が有機的に連携できるよう、地域の組織的な体系を整備することを含めた
支援を検討することも重要となる。

　（１）QOL
　幼児期の子どもにとって、乳児期同様、食事の楽しさは、食欲や健康状態、食事内容、一緒に食べる人、
食事の手伝いなどとも関連し、食生活全体の良好な状態を示す一つと考えられる。具体的には、お腹が
空き、食事を喜んで食べ、心地よい生活を味わえるようになることなどが重要である。また、幼児期は自
立心が高まる時期である。食事でも子どもができることを増やし、達成感や満足感が味わえる体験や子
ども自身が意欲的に取り組む体験を積むことが重要である。

　（２）健康・栄養状態
　幼児期は、乳児期に次いで心身の発育・発達が著しい時期である。子どもの身体発育や栄養の状態を
定期的に確認する。

　（３）食事内容
　子どもの咀嚼機能や摂食行動の発達を促すため、また様々な食べ物を食べる楽しさを味わうため、
色々な種類の食べ物や料理を味わう体験を積み重ねられる支援を行う必要がある。子どもの咀嚼や嚥
下機能の発達に応じて、食品の種類、量、大きさ、固さなどの調理形態に配慮する必要がある。さらに幼
児期は消化機能が未熟であるため、3回の食事では必要な栄養素を摂ることが難しい。間食の摂り方に
は、果物、野菜、牛乳・乳製品、穀類、いも、豆類など、食事でとりきれない栄養素を補えるものを加えら
れるよう配慮が必要である。

　（４）食生活習慣
　規則正しく食事をする習慣の獲得、食事リズムの基礎の形成など、食習慣の基礎が確立する重要な時
期である。食事及び間食のリズムを整え、お腹が空くリズムを持つよう支援を行う。
　発達の面では、咀嚼機能が獲得されていく重要な時期である。よく噛む習慣を導くため、一緒に噛む
まねをして噛むことの大切さを伝えていく。また食行動が発達していく時期でもあり、食べ方に関して
は、手づかみ食べからスプーン、箸等を使用する、自分に見合った食事量を理解し、自分で食べる量を調
整する、食事・栄養バランスを理解し実践する、また食べ物や身体のことを話題にし、食生活や健康に
主体的に関わるようになっていく。共食に関しては、家族や仲間と食事を楽しめるようになり、食事マ
ナーを身につけることも必要となる。食事づくりに関しては、食事の準備や調理などに関わることがで
きるようになる。これらの発育・発達に応じて、子どもの食べる力を育てる支援を行っていく。

　一方、幼児期は食欲不振、偏食、小食、むら食い、咀嚼拒否等の問題が起こりやすい。食事を無理強いし
ない、食事時間を決めてだらだら食べることをやめる、お腹が空くリズムを持つ、家族が揃って楽しく
食事ができる雰囲気を作るなど、その子の状況に応じた支援を行う。

　（５）ソーシャル・サポート
　家庭内や地域の育児支援が得られるよう、親への情報提供が必要である。その際には、幼児期の発達
は、地域社会や集団生活の影響を受けることが大きくなることから、保育所や幼稚園等の地域資源の情
報も視野に入れることが必要である。
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　７） 乳幼児健診を軸とした継続的支援

　（１） 親子への継続的支援　～妊娠期からの一貫した情報把握と支援体制～
　それぞれの親子に対して、妊娠の経過や出産時の状況、これまでの子どもの発育・発達の経過等につ
いて縦断的に把握した上で、保健指導にあたることを基本とすべきである。そのためには健診の場でこ
れまでの経過を縦断的に確認できることが必要である。多くの自治体では「母子カード」などを活用し
ているが、最近では電子カルテを導入している自治体もある。各自治体の実情に合わせた方法を選択す
るのがよいが、一貫した支援となるような工夫が必要である。特に一部の健診を個別健診としている場
合は、母子保健担当者が縦断的な把握を行い、必要時に委託医療機関と連携を行い、一貫した支援につ
なげることが大切である。
 

　（２） フォローアップが必要な場合の継続的支援
　乳幼児健診における総合的判断の結果、その後の経過を把握し、必要な支援を行うとともにその結果
の確認を行う必要がある場合（フォローアップが必要な場合）は、経過観察健診・二次検診等の活用の
他、その内容に応じて様々な機関との連携や支援の継続が必要である。
　フォローアップにあたっては、まず保健師等のフォローアップ担当者が、親子の状況をアセスメント
した上で、その親子に必要な個別支援を行うことが継続的支援の基盤となる。個別支援の中で、必要に
応じて親子教室などの集団的支援を効果的に組み合わせていく。そして、定期的にフォローアップ結果
を評価し、支援計画を修正しながら継続的な支援を行う。
　また、特に発達障害は多くの身体疾患の早期発見と異なり、1回のスクリーニングのみで専門機関へ
紹介することは困難なことが多い。一定期間のアセスメントと親への心理的支援を行いながら、診断に
つなげることや福祉等による支援の要否を判断していく必要がある。したがって、スクリーニング後の
フォローアップ体制をシステムとして構築しなければならない。フォローアップ体制は、母子保健、医
療、福祉の連携のもとで行う必要がある（第４章 幼児期の発達障害に対する地域支援システム p.48 参
照）。
　発達障害が強く疑われ、医療や障害児福祉による支援が必要と判断される場合は，医療機関、児童発
達支援センター、児童発達支援事業所など、子どもの状況に合わせた機関へ紹介していく。子どもに発
達障害の特性があるものの、医療や障害児福祉につなぐべき状態かどうか判断がすぐにつかない場合
や、医療や障害児福祉につなげることに対する親の動機づけが未形成の場合には、母子保健のフォロー
アップ機能を主軸に据えておく。

　（３） 母子保健事業に関わる関係機関の連携
　乳幼児健診のみならず、予防接種や各種教室などの母子保健事業で多くの親子と直接会い、様々な情
報を得る機会が多い。必要に応じて関係機関と情報共有・連携することでさらに質の高いサービスの
提供につながる。
　「健やか親子２１（第２次）」について 検討会報告書でも、「情報の共有・還元の仕組みを含めた母子
保健事業間の有機的な連携体制の強化が課題」とされている。福祉部門など親子に関わる機関は民間も
含めて多種多様であるため、地域の実情に合わせて普段からの関係づくりと連携体制の強化が重要で
ある。

　（４） 地域の資源へのつなぎ
　少子化の進展、核家族化、地域のつながりの希薄化等により、親子の孤立が課題となって久しく、各地

域で様々な努力がなされているが、虐待死やその予備群の事例は後を絶たない。個人、家族で解決でき
る問題の範疇を超えており、地域全体で子育てを支える仕組みづくりがますます重要となっている。そ
の視点で乳幼児健診の役割として期待されることは、既に孤立している親子だけでなく孤立予備群を
把握し、活用可能な地域の資源につないで孤立を予防することである。また、なるべく多くの地域の資
源を日頃から把握しておくことが必要であり、そのためには地域に出て様々な関係者との関係づくり
をしておくことが重要である。行政ができる子育て支援には限りがあるため、地域住民・関係機関との
協働が不可欠である。

6.2　現代の親子が抱える健康課題からみた保健指導の重点ポイント

　前項では、乳幼児健診における標準的な保健指導に関する基本的事項について述べた。本項では、昨
今の親子が抱える健康課題を鑑み、特に支援体制の強化が必要な事項として、「妊娠期からの継続的支
援のしくみづくりの強化」「子ども虐待予防の視点からの保健指導・支援」「育てにくさを感じる親に
寄り添う支援」を取り上げる。

　１） 妊娠期からの継続的支援のしくみづくりの強化
　妊娠期から出産期には、妊娠高血圧症候群、妊娠糖尿病等妊娠に伴う合併症の予防や対応、貧血、便
秘、妊娠悪阻等のマイナートラブルへの対応といった支援が重要である。また、妊娠早期からの継続し
た心理的支援が周産期の女性の心理的安定と子どもに対するアタッチメント形成の促進につながる。
一方で、低出生体重児の割合が減少しない状況を鑑みても、妊娠中の食生活に関する支援が子どもの生
命の維持、発育・発達に欠かせない。妊娠期の体重増加量は、妊娠前の体重や健康状態により異なるが、
妊婦が心理的安定を保ち、健康を維持するための望ましい食生活が営めるよう、バランスの良い食事を
整える知識や技術、食事を楽しめる具体的な支援が重要である。そのためには、管理栄養士・栄養士、保
健師、助産師等が協力し、生活支援を行うことが重要となる。
　しかし、医療機関の管理栄養士・栄養士、助産師、看護師等は退院後の母子に継続して関わること、特
に出産した医療機関で受診する例が多い 1 か月児健診以降も関わり続けることは難しい。施設基盤に
ついて、保健センター、保健所、医療機関、助産所、地方公共団体、地区組織等すべての関係機関の役割を
明確にして、各々が有機的に連携できるよう、各地域での組織的な体系を整備することが必要である
（図 6.3 参照）。また、産褥早期の母子、特に退院後のサポートの不足が予測される者や育児不安が強い
母親、精神疾患等の合併などは、自治体との連携などによる継続的支援の必要性があり、特定妊婦とし
て支援していく体制の強化が重要である。最近では、産後ケアを事業化し、妊娠中から産褥早期のケア
を充実させ、子育て期につながる支援をしている自治体も増えつつある。
　さらに、妊娠期では、例えば就労中の妊婦や専門職の支援に対して拒否的な妊婦など直接的なアプ
ローチが難しい場合もある。虐待予防のために、継続的に母子の支援を行う助産師と保健師の連携の一
つの方法として、医療機関の助産師が妊娠期の出来るだけ早期から母親と保健師をつなぎ、信頼関係を
築くことができるよう取り組むことが望ましい。さらに支援に対して拒否的な母親に対しては、授乳支
援などの外来受診の理由をつくり、医師や助産師が、保健師の支援を拒否する母親と支援者との関係を
つなぎとめるなどの工夫が行われている。今後は、医師、保健師、助産師のみならず、多職種連携による
継続的支援のための仕組みづくりが、より一層求められる。切れ目ない継続的な支援の実現のために
は、関係職種間での相互理解と相互活用を基盤として、例えば養育支援訪問事業のような既存事業を軸
として展開するなど、「多職種・多機関連携による継続的支援のための仕組みづくり」が、今後ますます
必要とされる。

資料　栄養指導のポイント

　１）乳児期における栄養指導（表 6.3）
　管理栄養士・栄養士が子どもや親への栄養指導を行う際は、医師、歯科医師、保健師、助産師、看護師、
歯科衛生士、保育士及び心理相談を担当する者をはじめ、母子保健に関与する職種のすべてと連携し、
授乳、離乳をはじめとする栄養の諸問題に対して、多方面から総合的な指導や助言を行うことが必要で
ある。

　（１）生活の質（QOL）
　授乳は、安心と安らぎの中で母乳（ミルク）を飲む心地よさを味わい、安心感や基本的信頼感を確立す
る。離乳が始まると、乳児期の子どもにとって食事の楽しさは、食欲や健康状態、食事内容、一緒に食べ
る人などとも関連し、食生活全体の良好な状態を示す一つと考えられている。

　（２）健康・栄養状態
　乳児期の栄養指導では、成長曲線による成長の経過、母乳・ミルクの時間・量、離乳食の内容・量、子
どもの様子などから、身体発育や栄養の状態を確認する。それらを踏まえ、親の状態をしっかり受け止
め、子どもの健康を維持し、成長・発達を促すよう支援を行う。

　（３）食事内容
　授乳期は、母乳の出をよくするために母親は十分な栄養と休息をとることが大切である。適切な授乳
方法を選択でき実践できるような支援が必要となる。
　離乳期は、子どもがいろいろな味や舌ざわりを楽しみ、味覚などの五感を味わうことができるよう、
子どもの月齢、口腔機能の発達に応じた離乳食の食品の種類と組み合わせ、調理形態・調理方法、離乳
の進め方の目安に関する知識やスキルが必要となる。調理形態は、5～ 6か月頃は滑らかにすり潰した
状態、7～ 8か月頃は舌でつぶせる固さ、9～ 11 か月頃は歯ぐきでつぶせる固さ、12 ～ 18 か月頃は歯
ぐきで噛める固さを目安とする。
　なお近年、食物アレルギーに対する関心が高まっている。厚生労働省の「授乳・離乳の支援ガイド」で
は、食物アレルギーへの対応の基本として「アレルギー疾患の予防や治療を目的として医師の指示を受
けずにアレルゲン除去を行うことは、子どもの成長・発達を損なう恐れがあるので、必ず医師の指示を
受ける。」としている。食物アレルギーへの不安から、自己判断で食物除去を行うことのないよう注意が
必要である。

　（４）食生活習慣
　授乳は、親子の健やかな関係を形成する上で重要である。親の優しい声かけとぬくもりの中で、ゆっ
たりと飲むことで、子どもの心が安定し、食欲が育まれていく。授乳時は、できるだけ静かな環境で、
しっかり抱いて、優しく声をかけるよう支援する。
　離乳期には、離乳食の回数、母乳・ミルクの与え方等の進め方の目安、完了に関する知識が必要とな
る。さらに子どもは、離乳開始時には食物に興味を示し始め、後半には自分で食べたがるようになる。
色々な食べ物を見て、触って、味わい、自分で進んで食べようとする力が育まれる。手づかみ食べや家族
と一緒に食べることを楽しむことで、食べる楽しさを体験させていくことが大切である。　　　　
　なお、子どもによって個人差があるため、子どもの発達や日々の様子を把握しながら、離乳をすすめ、

強制しないように配慮することを伝えていく。

　（５）ソーシャル・サポート
　授乳期には、授乳への理解と支援が深まるように父親（パートナー）や家族、身近な人への情報提供を
すすめていく。また、授乳で困ったときに気軽に相談できる場所づくりや、授乳期間中でも、外出しやす
く、働きやすい環境を作っていくことも必要である。

　２）幼児期における栄養指導（表 6.4）
　管理栄養士・栄養士が子どもや親への栄養指導を行う際には、市町村保健センター内での栄養指導
のみでなく、その後のフォローも考慮し、保健所、医療機関、助産所、保育所や幼稚園、地方公共団体、地
区組織等すべての関係機関が有機的に連携できるよう、地域の組織的な体系を整備することを含めた
支援を検討することも重要となる。

　（１）QOL
　幼児期の子どもにとって、乳児期同様、食事の楽しさは、食欲や健康状態、食事内容、一緒に食べる人、
食事の手伝いなどとも関連し、食生活全体の良好な状態を示す一つと考えられる。具体的には、お腹が
空き、食事を喜んで食べ、心地よい生活を味わえるようになることなどが重要である。また、幼児期は自
立心が高まる時期である。食事でも子どもができることを増やし、達成感や満足感が味わえる体験や子
ども自身が意欲的に取り組む体験を積むことが重要である。

　（２）健康・栄養状態
　幼児期は、乳児期に次いで心身の発育・発達が著しい時期である。子どもの身体発育や栄養の状態を
定期的に確認する。

　（３）食事内容
　子どもの咀嚼機能や摂食行動の発達を促すため、また様々な食べ物を食べる楽しさを味わうため、
色々な種類の食べ物や料理を味わう体験を積み重ねられる支援を行う必要がある。子どもの咀嚼や嚥
下機能の発達に応じて、食品の種類、量、大きさ、固さなどの調理形態に配慮する必要がある。さらに幼
児期は消化機能が未熟であるため、3回の食事では必要な栄養素を摂ることが難しい。間食の摂り方に
は、果物、野菜、牛乳・乳製品、穀類、いも、豆類など、食事でとりきれない栄養素を補えるものを加えら
れるよう配慮が必要である。

　（４）食生活習慣
　規則正しく食事をする習慣の獲得、食事リズムの基礎の形成など、食習慣の基礎が確立する重要な時
期である。食事及び間食のリズムを整え、お腹が空くリズムを持つよう支援を行う。
　発達の面では、咀嚼機能が獲得されていく重要な時期である。よく噛む習慣を導くため、一緒に噛む
まねをして噛むことの大切さを伝えていく。また食行動が発達していく時期でもあり、食べ方に関して
は、手づかみ食べからスプーン、箸等を使用する、自分に見合った食事量を理解し、自分で食べる量を調
整する、食事・栄養バランスを理解し実践する、また食べ物や身体のことを話題にし、食生活や健康に
主体的に関わるようになっていく。共食に関しては、家族や仲間と食事を楽しめるようになり、食事マ
ナーを身につけることも必要となる。食事づくりに関しては、食事の準備や調理などに関わることがで
きるようになる。これらの発育・発達に応じて、子どもの食べる力を育てる支援を行っていく。

　一方、幼児期は食欲不振、偏食、小食、むら食い、咀嚼拒否等の問題が起こりやすい。食事を無理強いし
ない、食事時間を決めてだらだら食べることをやめる、お腹が空くリズムを持つ、家族が揃って楽しく
食事ができる雰囲気を作るなど、その子の状況に応じた支援を行う。

　（５）ソーシャル・サポート
　家庭内や地域の育児支援が得られるよう、親への情報提供が必要である。その際には、幼児期の発達
は、地域社会や集団生活の影響を受けることが大きくなることから、保育所や幼稚園等の地域資源の情
報も視野に入れることが必要である。

【栄養指導のポイント　参考文献】
　1) 厚生労働省．授乳・離乳の支援ガイド .　2007.
http://www.mhlw.go.jp/shingi/2007/03/dl/s0314-17.pdf（2015 年 3 月 16 日アクセス確認）
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表6.3 乳児期における栄養指導
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表6.4 幼児期における栄養指導
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資料　歯科保健指導のポイント

　１） 乳幼児期の歯科保健指導（表 6.5）
　生涯にわたって噛むことを主とした食べる機能の基礎は、乳幼児期に構築される。
歯科医師・歯科衛生士が乳幼児や乳幼児を持つ親への歯科保健指導を行う際は、医師、保健師、助産師、
看護師、管理栄養士・栄養士、保育士および心理相談を担当する者をはじめ、母子保健に関与する職種
と連携し、多方面から総合的な指導や助言を行うことが必要である。また、歯科医師・歯科衛生士がい
ない場合でも、多職種が総合的に役割を担うことが必要である。
　歯科保健指導は、市町村保健センター内だけで行われるものではなく、かかりつけ歯科医での定期歯
科健診や、幼稚園・保育所・地区組織などでの取り組みも活用し、関係機関が連携して実施できる体制
を構築することも必要である。

　（１） 歯の生える時期
　歯は、胎生 6～ 7週頃からでき始め、生後 7～ 8か月頃から生え始める。2歳半～ 3歳頃には、乳歯 20
本が生えそろい、6歳頃には永久歯が生えてくる。歯の生える時期や順序には個人差があるので、萌出
の状況を確認したうえで保健指導を行う。

　（２） 歯みがきのポイント
　幼児期の子ども自身による歯みがきだけでは、う蝕予防の効果は期待できないが、習慣づけのために
も乳児期から歯ブラシに慣れさせるようにし、親自身も子どもの目の前で楽しそうに歯をみがくこと
を伝える。お座りができるようになったら、子どもに歯ブラシを持たせるが、怪我をしないよう十分気
をつけることを説明する。
　また、親による「仕上げみがき」は、無理せず、楽しく習慣づけていくことが大切になる。生後 8か月頃
から、親の膝に仰向けに寝かせ、子どもの口を観察することから始めるように伝える。初めは歌を歌っ
たり、音楽をかけるなどをして遊びのなかで慣らし、前歯が生えてきたら、機嫌の良い時に 1日 1回歯
ブラシを使って仕上げみがきを行うことを説明する。
　子どもが嫌がる時は無理をせず、練習後はよく褒めることを伝える。しっかり汚れを落とすことは難
しい時期なので、歯ブラシの刺激に慣れ、歯みがきを好きになってもらうことが重要である。

　（３） うがい
　手洗いとともに習慣づけていく。ブクブクうがい、ガラガラうがいともに口腔機能の発達と深い関連
性がある。うがいのできる年齢や具体的な方法については、日本歯科医師会の「うがいの練習・指導」を
参照する。

　（４） フッ化物の利用
　フッ化物の応用は、乳幼児のう蝕予防に極めて効果的である。保健指導に併せて、フッ化物の積極的
な利用による予防対策が勧められる。フッ化物歯面塗布は、生え始めの歯の表面に直接フッ化物を塗布
することで、う蝕に強い歯となる。プロフェッショナルケアとして、歯科医療機関、保健所、市町村保健
センターなどで、数ヶ月に 1回、定期的に高濃度のフッ化物を塗布するが、塗布後 30 分間は、うがいや
飲食をしないことを親に伝える必要がある。また、セルフケアとして、日常的にフッ化物配合歯磨剤を
使用することや、年齢に応じたフッ化物の濃度および使用量について、助言も併せて行う。定期的な高

濃度のフッ化物歯面塗布と、低濃度のフッ化物配合歯磨剤との併用が望まれる。
　さらに、「フッ化物洗口ガイドライン（厚生労働省）」に基づき、4歳以降はフッ化物洗口が推奨され
る。フッ化物洗口は家庭で行う方法と幼稚園・保育所など集団で行う方法があり、5～ 10ml の洗口液
で約 30 秒～ 1分間洗口（ブクブクうがい）する。この動作を継続することは、う蝕予防だけでなく、口腔
機能の発達・調整に対して良い影響を与える。なお、洗口後 30 分間は、うがいや飲食をしないことを伝
える必要がある。

　（５） 食事
　生後 4～ 6か月頃は、原始反射の消失と口の随意運動の発達について基礎となる時期であり、指しゃ
ぶりや玩具なめなどを行っていても心配する必要はない。口の中や周辺を優しく触ってあげることは、
スキンシップの一環でもあり、歯みがきの準備にもなる。生後 5～ 6 か月頃から離乳食を開始するが、
離乳食の食材の硬さ・大きさ・粘性などを感じて、それに応じて食べ方を変える学習経験を積みながら、
食べる機能を獲得していく。このため、乳歯がまだ生えていない時期から、舌・口蓋・歯ぐきで少しず
つ噛みつぶす動きを練習する必要がある。
　上下乳前歯が生えたら、一口量の調整と食材の認知を学習するため、手づかみ食べで前歯を使って噛
み取る体験をさせることを説明する。乳臼歯がまだ生えていない時期から歯ぐきで噛む動きを練習し、
第一乳臼歯が上下噛み合ったら、臼歯で噛む硬さの食材にしていくことを伝えるが、その判断は月齢で
はなく、歯の生え具合を見て決める必要がある。
　離乳が完了し、幼児食へと移行する時期は、乳臼歯が生え始めているが、噛まずに丸飲みしたり、食物
を噛もうとせず口の中に溜めている様子がみられたら、与える食物の硬さ・大きさ・粘性などの食物
形態を、臼歯の萌出程度に合わせて工夫することを伝える。また、前歯で噛み切らずに口に吸い込んだ
り、押し込んだりする食べ方は、窒息の原因になるため、注意することも伝える。
　乳歯列が完成する 3歳以降では、口に入れる食物の硬さ・大きさ・粘性に応じて、生えそろった乳歯
でよく噛んで唾液と混和して十分に味わって食べているかを確認する。
　乳幼児期は、味覚と食習慣の基礎を作る大事な時期である。食材の持っている本来の「味」を覚えるこ
とが大切であり、3度の食事を基本として、おやつが食事に影響しないよう時間と量を決めて、回数が
多くならないようにすることが重要になる。特に、哺乳ビンの中にイオン飲料やジュース類などの甘い
飲み物を入れて使用すると、う蝕のリスクが高まるため、ミルク以外のものを入れていないか確認す
る。また、水分補給は甘くない飲料を用いることも重要である。

　（６） 指しゃぶり
　子どもは、心細いときや不安を感じた時などに気持ちを落ち着かせるために指しゃぶりをすること
がある。3歳頃までは生理的な行動としてとらえ、無理にやめさせるのではなく、声をかけたり一緒に
遊んであげたりして、否定せず褒めながら様子をみていく必要がある。指にタコができるほどの過度な
指しゃぶりは、あごの発達や噛み合わせに影響が出ることもあるので、かかりつけ歯科医に相談できる
状況かを確認して、必要であれば支援を行う。
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　生涯にわたって噛むことを主とした食べる機能の基礎は、乳幼児期に構築される。
歯科医師・歯科衛生士が乳幼児や乳幼児を持つ親への歯科保健指導を行う際は、医師、保健師、助産師、
看護師、管理栄養士・栄養士、保育士および心理相談を担当する者をはじめ、母子保健に関与する職種
と連携し、多方面から総合的な指導や助言を行うことが必要である。また、歯科医師・歯科衛生士がい
ない場合でも、多職種が総合的に役割を担うことが必要である。
　歯科保健指導は、市町村保健センター内だけで行われるものではなく、かかりつけ歯科医での定期歯
科健診や、幼稚園・保育所・地区組織などでの取り組みも活用し、関係機関が連携して実施できる体制
を構築することも必要である。

　（１） 歯の生える時期
　歯は、胎生 6～ 7週頃からでき始め、生後 7～ 8か月頃から生え始める。2歳半～ 3歳頃には、乳歯 20
本が生えそろい、6歳頃には永久歯が生えてくる。歯の生える時期や順序には個人差があるので、萌出
の状況を確認したうえで保健指導を行う。

　（２） 歯みがきのポイント
　幼児期の子ども自身による歯みがきだけでは、う蝕予防の効果は期待できないが、習慣づけのために
も乳児期から歯ブラシに慣れさせるようにし、親自身も子どもの目の前で楽しそうに歯をみがくこと
を伝える。お座りができるようになったら、子どもに歯ブラシを持たせるが、怪我をしないよう十分気
をつけることを説明する。
　また、親による「仕上げみがき」は、無理せず、楽しく習慣づけていくことが大切になる。生後 8か月頃
から、親の膝に仰向けに寝かせ、子どもの口を観察することから始めるように伝える。初めは歌を歌っ
たり、音楽をかけるなどをして遊びのなかで慣らし、前歯が生えてきたら、機嫌の良い時に 1日 1回歯
ブラシを使って仕上げみがきを行うことを説明する。
　子どもが嫌がる時は無理をせず、練習後はよく褒めることを伝える。しっかり汚れを落とすことは難
しい時期なので、歯ブラシの刺激に慣れ、歯みがきを好きになってもらうことが重要である。

　（３） うがい
　手洗いとともに習慣づけていく。ブクブクうがい、ガラガラうがいともに口腔機能の発達と深い関連
性がある。うがいのできる年齢や具体的な方法については、日本歯科医師会の「うがいの練習・指導」を
参照する。

　（４） フッ化物の利用
　フッ化物の応用は、乳幼児のう蝕予防に極めて効果的である。保健指導に併せて、フッ化物の積極的
な利用による予防対策が勧められる。フッ化物歯面塗布は、生え始めの歯の表面に直接フッ化物を塗布
することで、う蝕に強い歯となる。プロフェッショナルケアとして、歯科医療機関、保健所、市町村保健
センターなどで、数ヶ月に 1回、定期的に高濃度のフッ化物を塗布するが、塗布後 30 分間は、うがいや
飲食をしないことを親に伝える必要がある。また、セルフケアとして、日常的にフッ化物配合歯磨剤を
使用することや、年齢に応じたフッ化物の濃度および使用量について、助言も併せて行う。定期的な高

濃度のフッ化物歯面塗布と、低濃度のフッ化物配合歯磨剤との併用が望まれる。
　さらに、「フッ化物洗口ガイドライン（厚生労働省）」に基づき、4歳以降はフッ化物洗口が推奨され
る。フッ化物洗口は家庭で行う方法と幼稚園・保育所など集団で行う方法があり、5～ 10ml の洗口液
で約 30 秒～ 1分間洗口（ブクブクうがい）する。この動作を継続することは、う蝕予防だけでなく、口腔
機能の発達・調整に対して良い影響を与える。なお、洗口後 30 分間は、うがいや飲食をしないことを伝
える必要がある。

　（５） 食事
　生後 4～ 6か月頃は、原始反射の消失と口の随意運動の発達について基礎となる時期であり、指しゃ
ぶりや玩具なめなどを行っていても心配する必要はない。口の中や周辺を優しく触ってあげることは、
スキンシップの一環でもあり、歯みがきの準備にもなる。生後 5～ 6 か月頃から離乳食を開始するが、
離乳食の食材の硬さ・大きさ・粘性などを感じて、それに応じて食べ方を変える学習経験を積みながら、
食べる機能を獲得していく。このため、乳歯がまだ生えていない時期から、舌・口蓋・歯ぐきで少しず
つ噛みつぶす動きを練習する必要がある。
　上下乳前歯が生えたら、一口量の調整と食材の認知を学習するため、手づかみ食べで前歯を使って噛
み取る体験をさせることを説明する。乳臼歯がまだ生えていない時期から歯ぐきで噛む動きを練習し、
第一乳臼歯が上下噛み合ったら、臼歯で噛む硬さの食材にしていくことを伝えるが、その判断は月齢で
はなく、歯の生え具合を見て決める必要がある。
　離乳が完了し、幼児食へと移行する時期は、乳臼歯が生え始めているが、噛まずに丸飲みしたり、食物
を噛もうとせず口の中に溜めている様子がみられたら、与える食物の硬さ・大きさ・粘性などの食物
形態を、臼歯の萌出程度に合わせて工夫することを伝える。また、前歯で噛み切らずに口に吸い込んだ
り、押し込んだりする食べ方は、窒息の原因になるため、注意することも伝える。
　乳歯列が完成する 3歳以降では、口に入れる食物の硬さ・大きさ・粘性に応じて、生えそろった乳歯
でよく噛んで唾液と混和して十分に味わって食べているかを確認する。
　乳幼児期は、味覚と食習慣の基礎を作る大事な時期である。食材の持っている本来の「味」を覚えるこ
とが大切であり、3度の食事を基本として、おやつが食事に影響しないよう時間と量を決めて、回数が
多くならないようにすることが重要になる。特に、哺乳ビンの中にイオン飲料やジュース類などの甘い
飲み物を入れて使用すると、う蝕のリスクが高まるため、ミルク以外のものを入れていないか確認す
る。また、水分補給は甘くない飲料を用いることも重要である。

　（６） 指しゃぶり
　子どもは、心細いときや不安を感じた時などに気持ちを落ち着かせるために指しゃぶりをすること
がある。3歳頃までは生理的な行動としてとらえ、無理にやめさせるのではなく、声をかけたり一緒に
遊んであげたりして、否定せず褒めながら様子をみていく必要がある。指にタコができるほどの過度な
指しゃぶりは、あごの発達や噛み合わせに影響が出ることもあるので、かかりつけ歯科医に相談できる
状況かを確認して、必要であれば支援を行う。



－1－ －2－ －3－ －4－ －5－ －6－ －7－

－8－ －9－ －10－ －11－ －12－ －13－ －14－ －15－ －16－ －17－

－18－ －19－ －20－ －21－ －22－ －23－ －24－ －25－ －26－

－27－ －28－ －29－ －30－ －31－ －32－ －33－ －34－ －35－ －36－

－37－ －38－ －39－ －40－ －41－ －42－ －43－ －44－ －45－ －46－

－47－ －48－ －49－ －50－ －51－ －52－ －53－ －54－ －55－ －56－

－57－ －58－ －59－ －60－ －61－ －62－ －63－ －64－ －65－ －66－

－67－ －68－ －69－ －70－ －71－ －72－ －73－ －74－ －75－ －76－

－77－ －78－ －79－ －80－ －81－ －82－ －83－ －84－ －85－ －86－

－87－ －88－ －89－ －90－ －91－ －92－ －93－ －94－ －95－ －96－

【歯科保健指導のポイント　参考文献】
　1) 日本歯科医師会．うがいの練習・指導．
http://www.jda.or.jp/about/pdf/ugai_renshuu.pdf（2015 年 3 月 16 日アクセス確認）

　2) 厚生労働省．フッ化物洗口ガイドライン．2003．
http://www.niph.go.jp/soshiki/koku/oralhealth/ffrg/m/030114.pdf
（2015 年 3 月 16 日アクセス確認）
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表6.5 乳幼児期における歯科保健指導
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　健診事業は母子保健法に基づいた市町村の事業であり、事業を適切に管理し、評価する必要がある。広域
的な立場にある都道府県や県型保健所と連携しつつ、事業の評価を実施することによって、その実効性が高
まり、県内・圏域内のサービス較差を是正することにつながる。その結果、地域間での母子保健水準の格差
をなくすことが評価の目的である。
　本章では、第 4章に示した標準的な健康状況の把握や判定方法などに基づいて、乳幼児健診事業の管理と
評価にあたって、必要な項目を具体的に示す。

7.1 疾病のスクリーニングに関する精度管理

　乳幼児健診における精度管理は、判定の精度を標準化し、保健サービスとしての質を保つために実施
するものである。これまで、乳幼児健診の精度管理に関する方法論は確立されてきていない。精度管理
は、健診事業評価において重要な要素であり、健診項目の標準化、判定基準の統一、判定結果の妥当
性、スクリーニングの効率性などを含む。都道府県や県型保健所が所管地域の市町村の健診精度を管理
する体制を作り、重層的な関係での実施が求められる。
　本項では「第4章　健康診査の実施」で例示した判定項目と区分に基づいて、都道府県が市町村と連
携して精度管理を標準化する際の考え方を示す。

　１） 判定の標準化
　精度管理には、すべての健診従事者が共通する項目を用い、一律の基準に沿って判定することが必要
である（項目と判定区分の例示は p.19）。

　２） 判定結果の精度管理の例示
　健診の精度管理には、通常、感度と特異度を用いるが、乳幼児健診の判定結果の精度管理には、陽性的
中率と陰性的中率を用いるのが現実的である。疾病の有病率が地域によって大きな違いがない場合に
は、陽性的中率と陰性的中率は、感度や特異度とほぼ同じ意味を持つと考えられる。陽性的中率は、健診
によって疾病が疑われたケースのうち真の疾病であった割合である。この手引きで示した「要紹介」と
判定したケースは、医療機関受診後の結果について情報を把握すること、「要観察」と判定したケース
は、一定期間後のフォローアップによる情報を把握することで陽性的中率を測定することができる。
　精度管理に用いる判定項目を特定することで、効率性と実効性を図ることができる。例えば 3～ 4か
月児健診の股関節開排制限や定頸、3歳児健診の視覚検査、聴覚検査、検尿の項目などが、その対象とし
て適切である。陽性的中率は数値が高いほど、スクリーニング精度が高いと評価できる。年度の区切り
で精度管理を実施するのであれば、次の年度の終りに実施するのが現実的と考える。 尚、モデル地域で
の検討では、中断・不明例が相当数認められたため分母に計上することにした。

第7章　健康診査事業の管理と評価
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＊陽性的中率 = （A+B+（A）+（B）） ÷ （A+B+C+D+（A）+（B）+（C）+（D）+E+F） × 100（%）

　「要紹介率」や「要観察率」を次の式から求めることができる。都道府県や県型保健所との連携により
他市町村と数値を比較し、極端に異なる場合には、スクリーニングの方法や判定の仕方について、見直
しの必要がある。

＊「要紹介率」= 「要紹介」対象数　÷　健診受診者数
＊「要観察率」= 「要観察」対象数　÷　健診受診者数

　３） 陰性的中度率を参考とした精度管理の例示
　陰性的中率とは、健診の結果で「異常なし」と判定したケースのうち、真に異常がなかったものの割合
を示すものである。
　見逃し例を把握するためには、対象児全体の状況が把握できる機会が必要である。例えば 3～ 4か月
児健診受診例については 1 歳 6 か月児健診受診時に、1 歳 6 か月児健診受診例は 3 歳児健診受診時で
の把握が可能である。 効率性を図るうえで、陽性的中率と同様に、精度管理に用いる項目を特定するこ
とが必要である。年度の区切りで精度管理を実施するのであれば、2年後の年度末に実施するのが現実
的である。
　見逃し例を健診で把握することはかなり困難であり、個別のケースとして医療機関から報告される
ことが多い。乳児股関節脱臼や弱視、難聴、先天性腎尿路奇形など乳幼児健診でこそ発見されうる疾病
について注目する必要がある。見逃し例のフィードバックがあった場合には、たとえ１例であっても健
診時点の情報を振り返り、どこに問題があるのかについてのケース検討が必要である。

表7.1 陽性的中率を求めるための整理表（例）

※ (A), (B), (C), (D) は、要観察者のフォローアップ中に要紹介となった場合に計上する

判定項目
（ ）

精密検査結果等のフォローアップによる把握

診断あり
医療機関
経過観察

異常なし
精密検査
未受診等

保健機関観察

終結
要紹介 A B C D
要観察 (A) (B) (C) (D) E

中断
不明

F
既医療
異常なし
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7.2 「子育て支援の必要性」の精度管理

　「子育て支援の必要性」に関する判定についても、適切であったのかどうか振り返りを行う必要があ
る。「第4章　健康診査の実施」で例示した「子育て支援の必要性」の判定区分（p.35参照）に基づい
て、支援の必要性の判定を精度管理する考え方を示す。
　例えば、1歳6か月児健診の判定（現在の健診の判定）から3～4か月児健診の判定（過去の健診の判
定）を振り返るために、「親・家庭の要因」など要因ごとに両者の判定結果の個別データをクロス集計
する（表7.2）。ここで領域Aはどちらの健診でも支援が必要ないと判断されたグループ、領域Bは過去
の健診の判定よりも支援の必要性が高まったと判断されたグループ、領域Cは過去の判定よりも支援の
必要性が低くなったと判断されたグループ、そして領域Dは、過去も現在も支援の必要性が変わらない
（軽減していない）グループとみなすことができる。

　過去の健診の判定の妥当性を求めるために、領域B、Cのグループについては、過去の判定について現在
の状況と比較して検討する。具体的には、支援の必要性が変化した理由について、a. 支援が十分でなかった
（Bの場合）／支援が十分であった（Cの場合）、b. 子どもや親・家庭の状況、親子の関係性が変わった、c. 過
去の判定が適切でなかった、などに分類し、「c. 過去の判定が適切でなかった」ケースの割合を求める。
　支援が必要と判断したケースの場合、実際のケース支援は他機関が担当することもある。その場合には、
他機関から十分な情報を得てフォローアップを継続することが必要となる。フォローアップの管理者は、保
健機関の担当者が個々に把握した状況や他機関から得られた情報などから、個別ケースへの状況を把握し、
その結果から健診の判定の妥当性を求める。

7.3 健診事業の評価

　健診事業の評価は、市町村がそれぞれに実施するべきであるが、都道府県や県型保健所が関わること
によって、広域的な比較がなされるなど、有用性が高まる。
　研究班で実施した全国市町村調査やモデル地域での検討により、乳幼児健診事業の評価を、次のよう
に考えることができる（乳幼児健診に関連した「健やか親子２１（第２次）」の指標p.100参照）。

　１） 母子保健計画において乳幼児健診に関する目標値や指標を定めた評価
　母子保健計画や次世代育成市町村行動計画などに対しては、目標値や指標を定めた評価が実施され
る。事業企画時に目標値を定め、その達成状況を評価する。乳幼児健診事業を、母子保健計画の中に体系
的に位置づけ、評価することが望まれる。市町村や都道府県の母子保健計画の指標が、健康増進計画や
次世代育成計画の一部である場合でも、母子保健計画をとして評価を実施する必要がある。
　受診率、未受診者に対する把握率（現認率）（p.125 参照）、事後教室の参加者数など、地域の状況に応じ
て項目を選定する。乳幼児健診事業を行政サービスとして捉え、健診受診者や住民へのアンケート調査
を用いてその満足度や利便性などを評価することもその一例である。さらに、母子保健計画で定めた目
標値や指標を、乳幼児健診の問診票などの情報を用いて、評価に利活用することも可能である（第 8章
参照）。

　２） 精度管理を用いた評価
　「7.1 発育・発達及び疾病のスクリーニングに関する精度管理」や「7.2 「子育て支援の必要性」の精度
管理」で例示したような指標を用いて、乳幼児健診の判定結果を、精度管理する。

　３） フォローアップ状況に対する評価
　疾病のスクリーニングにおいて「要観察」「要紹介」などに判定されたケースや、「子育て支援の必要
性」において継続的な支援が必要であると判定されたケースのうち、どの程度がフォローアップされて
いるか、その割合を求める（フォローアップ率）。フォローアップ率が低い場合には、評価の信頼性は低
くなる。なお、「再検査（検査未実施）」例は、フォローアップ例には含まないが、その比率が他市町村より
多い場合は、該当する健診項目の見直しが必要となる。
　また、支援が必要と判定された対象者について、フォローアップ管理者が各担当の進捗状況を一覧表
に整理し、フォローアップの管理状況を把握することが必要である。特に、発達状況や「子育て支援の必
要性」の判定については、保育所・幼稚園、小学校、療育センター、医療機関など地域の関係機関と情報
共有により対象者の状況を把握して、フォローアップ状況を評価することが重要である。

　４） 健診担当医師・歯科医師へのフィードバック
　精密検査機関からの報告や精度管理の結果、フォローアップの状況などを健診医に集計値として
フィードバックするとともに、個別ケースの状況をそのケースを担当した健診担当医にフィードバッ
クすることで、健診の質の向上が期待される。

　５） 健診事業の実施に対する評価
（１）地域の健康度の経年変化等を用いた保健指導の効果に対する評価
　例えば、1歳 6か月児健診で実施した歯科保健指導や生活習慣、栄養などに関する指導の効果を、3歳
児健診の問診項目等を用いて、把握することが可能である。

（２）支援の評価
　健診後に実施された支援状況を総合的に評価する方法を例示する。

表7.2「子育て支援の必要性」のクロス集計

現在の健診時の判定

過去の健診時の判定
支援の必
要性なし

助言・
情報提供

保健機関
継続支援

関係機関
連携支援

支援の必要性なし A B B B

助言・情報提供 C D B B

保健機関継続支援 C C D B

関係機関連携支援 C C C D
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　過去の健診の判定の妥当性を求めるために、領域B、Cのグループについては、過去の判定について現在
の状況と比較して検討する。具体的には、支援の必要性が変化した理由について、a. 支援が十分でなかった
（Bの場合）／支援が十分であった（Cの場合）、b. 子どもや親・家庭の状況、親子の関係性が変わった、c. 過
去の判定が適切でなかった、などに分類し、「c. 過去の判定が適切でなかった」ケースの割合を求める。
　支援が必要と判断したケースの場合、実際のケース支援は他機関が担当することもある。その場合には、
他機関から十分な情報を得てフォローアップを継続することが必要となる。フォローアップの管理者は、保
健機関の担当者が個々に把握した状況や他機関から得られた情報などから、個別ケースへの状況を把握し、
その結果から健診の判定の妥当性を求める。

7.3 健診事業の評価

　健診事業の評価は、市町村がそれぞれに実施するべきであるが、都道府県や県型保健所が関わること
によって、広域的な比較がなされるなど、有用性が高まる。
　研究班で実施した全国市町村調査やモデル地域での検討により、乳幼児健診事業の評価を、次のよう
に考えることができる（乳幼児健診に関連した「健やか親子２１（第２次）」の指標p.100参照）。

　１） 母子保健計画において乳幼児健診に関する目標値や指標を定めた評価
　母子保健計画や次世代育成市町村行動計画などに対しては、目標値や指標を定めた評価が実施され
る。事業企画時に目標値を定め、その達成状況を評価する。乳幼児健診事業を、母子保健計画の中に体系
的に位置づけ、評価することが望まれる。市町村や都道府県の母子保健計画の指標が、健康増進計画や
次世代育成計画の一部である場合でも、母子保健計画をとして評価を実施する必要がある。
　受診率、未受診者に対する把握率（現認率）（p.125 参照）、事後教室の参加者数など、地域の状況に応じ
て項目を選定する。乳幼児健診事業を行政サービスとして捉え、健診受診者や住民へのアンケート調査
を用いてその満足度や利便性などを評価することもその一例である。さらに、母子保健計画で定めた目
標値や指標を、乳幼児健診の問診票などの情報を用いて、評価に利活用することも可能である（第 8章
参照）。

　２） 精度管理を用いた評価
　「7.1 発育・発達及び疾病のスクリーニングに関する精度管理」や「7.2 「子育て支援の必要性」の精度
管理」で例示したような指標を用いて、乳幼児健診の判定結果を、精度管理する。

　３） フォローアップ状況に対する評価
　疾病のスクリーニングにおいて「要観察」「要紹介」などに判定されたケースや、「子育て支援の必要
性」において継続的な支援が必要であると判定されたケースのうち、どの程度がフォローアップされて
いるか、その割合を求める（フォローアップ率）。フォローアップ率が低い場合には、評価の信頼性は低
くなる。なお、「再検査（検査未実施）」例は、フォローアップ例には含まないが、その比率が他市町村より
多い場合は、該当する健診項目の見直しが必要となる。
　また、支援が必要と判定された対象者について、フォローアップ管理者が各担当の進捗状況を一覧表
に整理し、フォローアップの管理状況を把握することが必要である。特に、発達状況や「子育て支援の必
要性」の判定については、保育所・幼稚園、小学校、療育センター、医療機関など地域の関係機関と情報
共有により対象者の状況を把握して、フォローアップ状況を評価することが重要である。

　４） 健診担当医師・歯科医師へのフィードバック
　精密検査機関からの報告や精度管理の結果、フォローアップの状況などを健診医に集計値として
フィードバックするとともに、個別ケースの状況をそのケースを担当した健診担当医にフィードバッ
クすることで、健診の質の向上が期待される。

　５） 健診事業の実施に対する評価
（１）地域の健康度の経年変化等を用いた保健指導の効果に対する評価
　例えば、1歳 6か月児健診で実施した歯科保健指導や生活習慣、栄養などに関する指導の効果を、3歳
児健診の問診項目等を用いて、把握することが可能である。

（２）支援の評価
　健診後に実施された支援状況を総合的に評価する方法を例示する。
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図7.1 「子育て支援の必要性」の判定と他機関との情報共有による支援の評価の考え方

 
 

 
 

 

 
 

 

　「子育て支援の必要性」の判定は、親の意欲・関心、支援者との関係、来所可能性、家庭訪問の同意、他
の母子保健事業や他機関活用状況家族や近隣との関係など支援の実現性を含めて判断される。判定に
基づいた「支援の実施」は、保健機関だけではなく他機関と連携して実施されることも少なくない。支援
の担当者は、個々のケースの支援状況について把握する。フォローアップ管理者は、支援の担当者から
の「個々の状況」や「他機関からの情報」を、一定期間後に取りまとめ、フォローアップ対象者全体の支援
とその結果について「支援の評価」を実施する（図 7.1）。
　「子育て支援の必要性」の判定の客観性や精度を高めるため、評価結果を踏まえて、支援の実現性の判
断の基となる、支援の必要性の判定基準や判定方法を見直すべきである。 支援を評価する方法として、
例えば「子育て支援の必要性」のクロス集計表を用いて、状況の改善度、状況の悪化度、および対象者の
課題別健康度を求めることができる。
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1) 山崎嘉久　他．乳幼児健康診査の実施と母子保健指導等に関する研究 . 第４報　乳幼児健康
　診査の評価の実態に関する検討 . 平成 25 年度厚生労働科学研究費補助金（成育疾患克服等次
　世代育成基盤研究事業）「乳幼児健康診査の実施と評価ならびに多職種連携による母子保健
　指導のあり方に関する研究」平成 25 年度分担研究報告書 , 2014．

表7.3 「子育て支援の必要性」のクロス集計を用いた支援の評価表

現在の健診時の判定

過去の健診時の判定
支援の必
要性なし

助言・情
報提供

保健機関
継続支援

関係機関
連携支援

支援の必要性なし A B B B

助言・情報提供 C D B B

保健機関継続支援 C C D B

関係機関連携支援 C C C D

【指標の定義】
状況の改善度 = ( C の計 ) ÷ ( 対象者数 ) × 100 (%)
状況の悪化度 = ( B の計 ) ÷ ( 対象者数 ) × 100 (%)
課題別健康度 = A ÷ ( 対象者数 ) × 100 (%)
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8.1 地域診断と事業評価：PDCAサイクル

　地域診断はPDCA（Plan Do Check Act）サイクルにおけるPlan策定の際の地域把握と課題抽出を実
施することであり、事業評価はPlanによって定められた目標値の達成状況を評価するCheckに相当す
る。この過程において、情報の利活用が不可欠であることは言うまでもない。
　情報の利活用とは、情報を経年的、横断的（地域別）に収集し、比較して、母子保健活動に役立てる
ことである。
　「健やか親子２１」ではホームページ上に2つのデータベース、すなわち、母子保健医療情報データ
ベースと取り組みのデータベースを搭載しており、それを活用した事業立案、事業評価の考え方を示し
た（図8.1）。これは、地域診断と事業評価のための情報利活用の基本的な考え方である。基本情報と
して地域の乳幼児健康診査等の情報があり、そこに、疫学データや事業のデータ等を加えて、専門家と
評価するという考え方である。地域の乳幼児健康診査等の情報は個別データを縦断的なデータセットに
して、健康状態の要因分析や個別介入の効果評価などができる。

第8章　地域の健康状況の把握と評価（健診情報の利活用）

図8.1　事業立案、事業評価における母子保健情報の利活用の基本的な考え方
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8.2 母子保健における情報利活用

　母子保健の情報は多岐にわたる。例えば、「健やか親子２１」では表8.1に示した情報等を利用して
いる。地域での母子保健に関する情報はこれに加えて、乳幼児健康診査の情報がある。地域では国が必
要とする母子保健情報と違って、むしろ、乳幼児健康診査の情報の方が地域の現状をよく反映してお
り、地域の母子保健の基盤となる情報であり、重要度が高い。

8.3 乳幼児健診情報の活用　－個益と公益－

　乳幼児健診の結果は個々の子どもの健康増進のために活用されるものである。すなわち、「個益」が
第一義的にある。一方で、地域診断等のために集団としての特性を示す情報としても活用が必要であ
る。すなわち、「公益」としての乳幼児健診情報の活用である。個人情報を保護しながら、個々のデー
タを縦断的に突合することにより、様々な因果関係の解析をすることが可能である。また、身体測定値
の軌跡（トラジェクトリー）を描くことなど、経年的な変化の「見える化」をすることができる。
　なぜ、個々のデータを突合して解析する必要があるのか。例えば、妊娠中に喫煙をしていた妊婦から
生まれた子どもの出生体重について検討するには、妊婦の喫煙情報とその子どもの出生体重のデータを
個別に突合して、喫煙をしていた妊婦の子どもの出生体重と喫煙をしていなかった妊婦の子どもの出生
体重の平均値や低出生体重児の割合を比較して、妊娠中の喫煙が低出生体重児のリスクであることやそ
の地域でどの程度の寄与危険があるかを明らかにできる。

表8.1 「健やか親子２１」で使用した母子保健情報

1 人口動態統計 12 衛生行政報告例
2 母体保護統計 13 乳幼児身体発育調査
3 厚生労働科学研究(子ども家庭総合研究等) 14 日本病院会調べ
4 薬物に対する意識等調査 15 警察庁調べ
5 健康日本 21 参照 16 社会福祉行政業務報告
6 乳幼児栄養調査 17 日本小児科医会調べ
7 文部科学省調べ 18 21 世紀出生児縦断調査
8 幼児健康度調査 19 感染症発生動向調査
9 保健所運営報告

（現：地域保健・健康増進事業報告）
20 学校保健統計調査をもとに算出

10 厚生労働省（母子保健課等）調べ 21 3 歳児歯科健康診査
11 医師・歯科医師・薬剤師調査 22 日本児童青年精神医学会調べ
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8.4 個別情報の縦断的な突合によるデータセットの構築：地域特性から要因分析へ

　母子保健情報の現状と目指す仕組みを図8.2に示した。現在、集団としての情報（例えば低出生体重
児の割合など）を集計表にして都道府県に情報提供している。しかし、これでは上記のように分析に制
限がある。よって、目指すシステムは個別情報を市町村で縦断的に突合して、都道府県に提供し、都道
府県において様々な分析をすることである。個人情報を用いる個別情報の突合は市町村で行うために、
個人情報は市町村から出ない。
　また、国では10年に一度の乳幼児健康度調査によって、乳幼児の身体発育等の情報を把握して、母子
健康手帳等に反映させているが、この仕組みにより、いわば乳幼児健診を定点観測ポイントとしたリア
ルタイムでの現状把握が可能であり、効率の良い情報収集が可能である。
　通常、補助金などによる事業の場合はその報告書という形で情報が補助金を出した側に提供される。
特定健康診査・特定保健指導や介護保険事業などに比べて、母子保健はそのような情報の収集方法がな
い。情報を提供する側が補助金というインセンティブに代わる有益性（例えば、母子保健活動の改善に
有用な分析結果の還元など）を実感できるような情報の利活用の仕組みを構築する必要がある。その一
つが、都道府県による市町村比較である。地域格差が明らかにできたり、地域間の母子保健活動の違い
がどのように健康指標に反映しているかなどを分析してそれを市町村の母子保健活動にフィードバック
することは都道府県の母子保健における重要な役割である。
　さらに、一歩進めて、学校保健との連携による情報の利活用は、乳幼児健診の精度管理や支援の評価
にも使える。例えば、肥満改善の指導や発達障害の支援の成果は学校保健での情報との突合で明らかに
することができる。
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図8.2　母子保健情報の現状と目指すシステム
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8.5 乳幼児健診情報活用の課題

　上記に示した母子保健情報の目指すシステムを実現するためにはいくつかの課題がある。すなわち、
①乳幼児健診の実施項目や判定方法、問診票の標準化（統一）、②個人の情報を縦断的に突合したデー
タセットの構築と個人情報の保護、③入力と解析を誰がするのか、という点である。
　健診の測定方法と問診票の標準化（統一）は市町村比較に必須である。「健やか親子２１」（第２
次）において地域間の健康格差が課題となっているが、地域間の状況、地域間の健康格差を評価するた
めにも、乳幼児健診の実施項目や判定方法と問診票を統一する必要がある。一方で、地域特性を生かす
ために、統一した問診票に加えて、市町村独自の項目を入れることは積極的に勧められる。
　妊娠中からの個人の情報を縦断的に突合するには、母親とリンクした子どものユニーク番号が必要で
ある。また、個人情報保護に関しては各市町村の条例を遵守する必要があるが、保健医療福祉領域の活
用として、各種母子保健情報を個人単位で突合して母子保健活動に活用することの可能性については各
自治体で検討する必要がある。
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9.1 従事者への研修体制

　「健やか親子２１（第２次）」では、「母子保健分野に携わる関係者の専門性の向上に取り組んでい
る地方公共団体の割合」が基盤整備の指標となっている（基盤課題C-８p.128）。母子保健事業の中で
も、乳幼児健診は、その内容が多岐にわたること、多職種の従事者が関与していること、常勤以外の職
員が比較的多いことなどから、関係者への研修の必要性が特に高い。
　母子保健に関係する研修課題は多岐にわたっている。「健やか親子２１（第２次）」の指標では、評
価時のポイントに従事者への研修が示されているものがある（表9.1）。課題の優先度なども踏まえ中
期的な計画を立てて研修を実施する必要がある。
　なお、指標の内容については、参考資料１ 乳幼児健診に関連した「健やか親子２１（第２次）」の
指標に示す。

　１）市町村における研修体制
　乳幼児健診は、非常勤の職員等が担当する場合が少なくない状況を踏まえ、市町村においては、非常
勤職員も含めて、専門性を高める研修を受けるための予算を確保する必要がある。 中期的な職員研修
を計画し、研修会に職員を派遣し、その結果を所内の勉強会や連絡会などで共有し、業務改善に生かす
PDCAサイクルに沿った研修体制が望ましい。研修対象者として、市町村の職員等だけでなく、医師や
歯科医師などを健診従事者を含める必要がある。医師や歯科医師との連絡会などで、判定結果の精度管
理や、支援の実施結果などを共有することも重要である。

第9章　従事者研修

表 9.1 評価時のポイントに従事者への研修が示されている指標

指標番号 指標名 参照ページ 
基盤課題
A-15

市町村のハイリスク児の早期訪問体制構築等に対する
支援をしている県型保健所の割合（都道府県）

p.114 

基盤課題
A-16

 
市町村の乳幼児健康診査事業の評価体制構築への
支援をしている県型保健所の割合（都道府県）

基盤課題
C-6

市町村の乳幼児健康診査の未受診者把握への取組に対する
支援をしている県型保健所の割合（都道府県）

基盤課題
C-8

母子保健分野に携わる関係者の専門性の向上に
取り組んでいる地方公共団体の割合（市町村）

母子保健分野に携わる関係者の専門性の向上に
取り組んでいる地方公共団体の割合（都道府県）

p.115

p.125

p.128

p.128



－1－ －2－ －3－ －4－ －5－ －6－ －7－

－8－ －9－ －10－ －11－ －12－ －13－ －14－ －15－ －16－ －17－

－18－ －19－ －20－ －21－ －22－ －23－ －24－ －25－ －26－
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－37－ －38－ －39－ －40－ －41－ －42－ －43－ －44－ －45－ －46－

－47－ －48－ －49－ －50－ －51－ －52－ －53－ －54－ －55－ －56－

－57－ －58－ －59－ －60－ －61－ －62－ －63－ －64－ －65－ －66－

－67－ －68－ －69－ －70－ －71－ －72－ －73－ －74－ －75－ －76－

－77－ －78－ －79－ －80－ －81－ －82－ －83－ －84－ －85－ －86－
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２）都道府県における研修体制
　都道府県が市町村に対して持つ役割の中で、従事者研修は重要なものの一つである。研修対象とすべ
き母子保健の課題は多岐にわたるため、中期的な目標をもって研修計画を作成、実施し、評価、改善につ
なげる PDCAサイクルに沿った実施が求められる。また、都道府県保健所職員等に対し、地域保健活動
の基本となる母子保健分野の研修から、個別支援のスキル向上を目指すこともできる。
　研修の基本的な内容を都道府県が作成する市町村向けのマニュアルに盛り込み、実施計画に役立て
ている事例もある（表 9.2）。

表 9.2　乳幼児健診従事者に必要な研修内容（例）

職種 必要と考えられる研修内容

小児科医師

発達障害の特徴について
乳幼児健康診査問診票の意義と判断基準について
発達障害児及び保護者への面接技法について
発達障害児の保護者への対応と支援について
発達障害児の地域生活支援について
発達障害児支援のための県内社会資源について

歯科医師

発達障害の特徴について
発達障害の治療について
発達障害児及び保護者への面接技法について
発達障害児の保護者への対応と支援について

保健師

乳幼児の一般的な発達について
発達障害の特徴について
乳幼児健康診査問診票の意義と対応について
発達障害の治療について
発達障害児及び保護者への面接技法について
発達障害児の保護者への対応と支援について
発達障害児の地域生活支援について
関係機関の取組み内容について
発達障害児支援のための県内社会資源について

保健師以外の看護職

乳幼児の一般的な発達について
発達障害の特徴について
乳幼児健康診査問診票の意義と対応について
発達障害の治療について
発達障害児及び保護者への面接技法について
発達障害児の保護者への対応と支援について
発達障害児の地域生活支援について
関係機関の取組み内容について
発達障害児支援のための県内社会資源について
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－37－ －38－ －39－ －40－ －41－ －42－ －43－ －44－ －45－ －46－
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－67－ －68－ －69－ －70－ －71－ －72－ －73－ －74－ －75－ －76－

－77－ －78－ －79－ －80－ －81－ －82－ －83－ －84－ －85－ －86－

－87－ －88－ －89－ －90－ －91－ －92－ －93－ －94－ －95－ －96－

３） 学会や関連団体等による専門的な研修
　学会や関連団体等が、それぞれの専門領域の知見やスキルに関する研修会を実施することは、乳幼児
健診の質の向上に極めて重要なことである。ここでは、「手引き」の作成にあたって本研究班とも密に情
報交換を行ってきた日本小児連絡協議会の研修を例示する。

【日本小児連絡協議会　健康診査委員会による標準的な医師研修】
（日本小児連絡協議会健康診査委員会　委員長　小枝達也）

　日本小児科学会、日本小児科医会および日本小児保健協会の合同委員会である日本小児連絡協議会
健康診査委員会（委員会）では、平成 25 年度から主に若手小児科医師を対象とした乳幼児健診の研修会
を実施してきた。その目的は、将来小児科専門医等として地域の乳幼児健診の中核的役割を担う人材を
育成するため、標準的な医師研修プログラムを確立し、実践することである。

職種 必要と考えられる研修内容

栄養士

乳幼児の一般的な発達について
発達障害の特徴について
発達障害児と食べる機能の発達と獲得について
乳幼児健康診査問診票の意義と対応について
発達障害児及び保護者への面接技法について
発達障害児の保護者への対応と支援について
発達障害児の地域生活支援について
関係機関の取組み内容について
発達障害児支援のための県内社会資源について

保育士

乳幼児の一般的な発達について
発達障害の特徴について
乳幼児健康診査問診票の意義と対応について
発達障害の治療について
発達障害児及び保護者への面接技法について
発達障害児の保護者への対応と支援について
発達障害児の地域生活支援について
関係機関の取組み内容について
発達障害児支援のための県内社会資源について

心　理　職
臨床心理士

児童心理司など

発達障害の特徴について
乳幼児健康診査問診票の意義と対応について
発達障害児及び保護者への面接技法について
発達障害児の保護者への対応と支援について
発達障害児の地域生活支援について
発達障害児支援のための県内社会資源について

母子保健推進員など 乳幼児の一般的な発達について
発達障害の特徴について

（広島県保健福祉部「乳幼児健康診査マニュアル」より引用）
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－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

（１）研修内容
　委員会では、研修講師と委員会の委員が、研修参加者からの評価データに基づいて毎回内容を検討
し、自由記載欄の記述から具体的な改善点を把握し研修プログラムの改善を行ってきた。
　研修内容は、次の通りである。
① 乳幼児健診全般に対して医師が取り組む姿勢や考え方をまとめた講義（30 分）
② 乳幼児の年齢別に、具体的な医師の診察法や保健指導に関する講義および診察場面のビデオ供覧
（各 40 分）：研修講師が、対象となる親子の同意を得て、実際の診察場面のビデオを作成し、供覧しな
がらそのポイントを解説した。
③ 乳幼児健診に必要な歯科の知識と乳幼児の予防接種に関する講義（各 40 分）

プログラム例を表 9.3 に示す。

（２）評価および考察
　全国4か所の会場に計660名が参加した。アンケート集計から、30歳代以下の若手医師は第1回、
第2回では7割を超えていたが、第3回、第4回ではその割合が減少し、一方で、日本小児科学会認定
専門医を取得した小児科医の割合が増加した。参加者の背景から、経験のある小児科医も含めたピア
レビュー的な評価が得られた可能性がある（表9.3）。

表 9.3 プログラム例

第４回　乳幼児健診を中心とする小児科医のための研修会

プログラム（ビデオ供覧あり）
10：00～10：30「総論」平岩幹男（Rabbit Developmental Research）
10：30～11：10「1か月児健診」佐藤紀子（総合母子保健センタ－愛育病院母子保健科・小児科）
11：10～11：50「4か月児健診」平岩幹男（Rabbit Developmental Research）
11：50～12：30「1歳6か月児健診」秋山千枝子（あきやま子どもクリニック）
13：30～14：10「3歳児健診」吉永陽一郎（吉永小児科医院）
14：10～14：50「5歳児健診」小枝達也（鳥取大学地域学部地域教育学科）
15：00～15：40「乳幼児健診に必要な歯科の知識」渡部　茂（明海大学歯学部口腔小児科学分野）
15：40～16：20「乳幼児の予防接種－スケジュールと実際」渡辺博（帝京大学医学部附属溝口病院小児科）
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実施日程
実施場所

第１回　平成25年5月12日 10:00～16:20
　東京都（国立成育医療研究センター）

186名 166 名（89%）・
40名（24%）  

30 歳代以下
142名（86%）

参加者数
アンケート集計

アンケート回答数・
うち小児科専門医 参加者の年齢

第２回　平成25年10月20日 10:00～16:20
　京都市（京都商工会議所）

229名 168 名（73%）・
53名（32%）  

30 歳代以下
127名（76%）

第３回　平成26年5月11日  10:00～16:20
　札幌市（北海道大学学術交流会館）

107名 86名（80%）・
37名（43%）  

30 歳代以下
51名（59%）

第４回　平成26年10月19日 10:00～16:30
　福岡市（リファレンス駅東ビル）

138名 120 名（87%）・
50名（42%）  

30 歳代以下
66名（55%）

表9.4 研修の実施状況

図9.1「５」または「４」の回答者割合

　アンケートは、1）研修会全体の評価として、テーマ、演題内容、スライドの内容、実技ビデオの
内容などのほか講習時間や開催場所などに関する設問と、2）演題別評価として各演者の演題別に設
問を設け、「1．興味が持てなかった　～　5．とても興味深かった」のスケールで評価した。　その結果、
1）研修会全体の評価の中で、演題内容、スライドの内容、実技ビデオの内容については、回を追う
ごとに「5．とても興味深かった」の回答が増加し、「4」と「5」を合わせた割合は、第4回では演題
内容（91.7%）、スライドの内容（90.8%）、実技ビデオの内容（94.2%）となった（図9.1）。
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　また、演者はすべて同一の講師が担当したが、演題別の設問でも概ね「５」または「４」の回答者割合
が、回を追うごとに増加する傾向を認めた。さらに、今後も参加したいか、について「５．ぜひ参加したい
～１．参加したくない」のスケールで評価したところ、「５」と「４」の回答が毎回７～８割を超えていた。
　これらの結果から、本研修会は若手の医師だけではなく臨床医として経験を有する医師にとっても
有益であり、乳幼児健診における医師の標準的な研修として有用性が高いと考えられた。
　なお、研修教材として開発されたプレゼン資料や実技ビデオは、日本小児科学会の「会員専用ページ」
ならびに日本小児保健協会の「会員専用ページ」で閲覧可能である。

【第９章　参考文献】
　9.1 従事者への研修体制
1) 厚生労働省．健やか親子２１( 第 2 次 ) 検討会報告書．2014．
　http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/0000041585.html（2015 年 3 月 16 日アクセス確認）
2) 広島県保健福祉部．乳幼児健康診査マニュアル　～精神運動発達及び養育支援を中心として
　～．2008．https://www.pref.hiroshima.lg.jp/uploaded/life/189146_338257_misc.pdf
　（2015 年 3 月 16 日アクセス確認）
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　１）乳幼児健診に関係した指標のポイント
　「健やか親子２１（第２次）」では目標値を定めた評価指標として、行政機関や関係団体の取り組みを
評価する「環境整備の指標」、住民の行動や意識の変化を評価する「健康行動の指標」、そしてアウトカム
を評価する「健康水準の指標」を定めている。また、目標値は定めないものの、状況変化を注視すべき指
標として「参考とする指標」がある。

　「健やか親子２１」の最終評価では、地方自治体の取組について、評価が十分行えないものもあった。
このため、「健やか親子２１（第２次）」では、市町村や都道府県の「環境整備の指標」について、その内容
を具体的に示すため、設問が細分化されている。本書では、標準的な乳幼児健診と保健指導の実施に向
けて、乳幼児健診に関連した指標のポイントを示した。

　２）必須問診項目となった指標の利活用のポイント
　「健やか親子２１（第２次）」では、乳幼児健診の必須問診項目に設定し、毎年度の母子保健課調査で状
況を把握する指標を定めている。必須問診項目は、個別の健康状況の把握と保健指導に利用するととも
に、その集計値から地域の状況把握に活用できる項目でもある。本書では、その利活用のポイントにつ
いて整理した。

「「健やか親子２１（第２次）」について　検討会報告書」の送付、及びこれを踏まえた取組の推進について」（平成２６年５月１３日雇児発０５１３第
１号厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）ならびに「母子保健計画について」（平成２６年６月１７日雇児発０６１７第１号厚生労働省雇用
均等・児童家庭局長通知）に対する平成２６年１１月１２日厚生労働省雇用均等・児童家庭局母子保健課事務連絡「健やか親子２１（第２次）」
の指標及び目標の決定並びに今後の調査方法についてより一部掲載。

参考資料１　乳幼児健診に関連した「健やか親子２１（第２次）」の指標

データ収集方法 指標番号 指標項目名

乳幼児健診での
必須問診項目
として設定
（15指標）

基盤課題 A-3 
基盤課題 A-5 
基盤課題 A-6 
基盤課題 A-7 
基盤課題 A-11 
基盤標題 A-参 7
基盤課題 A-参 10
 
基盤課題 C-1 
基盤課題 C-5 
基盤課題 C-参 4
 
重点課題①-1 

妊娠・出産について満足している者の割合  
妊娠中の妊婦の喫煙率  
育児期間中の両親の喫煙率  
妊娠中の妊婦の飲酒率  
仕上げ磨きをする親の割合  
出産後 1 か月時の母乳育児の割合  
1 歳 6 か月までに四種混合、麻しん・風しんの予防接
種を終了している者の割合  
この地域で子育てをしたいと思う親の割合  
積極的に育児をしている父親の割合  
乳幼児のいる家庭で、風呂場のドアを乳幼児が自分で
開けることができないよう工夫した家庭の割合  
ゆったりとした気分で子どもと過ごせる時聞がある
母親の割合 

重点課題①-2 
重点課題①-3 
重点課題②-2 
重点課題②-5 

育てにくさを感じたときに対処できる親の割合  
子どもの社会性の発達過程を知っている親の割合  
子どもを虐待していると思われる親の割合  
乳幼児揺さぶられ症候群 (SBS)を知っている親の割合

各地方自治体で
中間・最終評価の
各前年度には調査
（4指標）

 

基盤課題 A-9 
基盤課題 A-l0 
 
基盤課題 C-2 
 
基盤課題 C-3 

小児救急電話相該 (#8000)を知っている親の割合  
子どものかかりつけ医 (医師・歯科医師など )を持つ親
の割合 
妊娠中、仕事を続けることに対して議場から配慮をさ
れたと思う就労妊婦の割合  
マタニティマークを妊娠中に使用したことのある母
親の割合 

表 10.1 母子保健課調査として、新たに把握する指標
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　１）乳幼児健診に関係した指標のポイント
　「健やか親子２１（第２次）」では目標値を定めた評価指標として、行政機関や関係団体の取り組みを
評価する「環境整備の指標」、住民の行動や意識の変化を評価する「健康行動の指標」、そしてアウトカム
を評価する「健康水準の指標」を定めている。また、目標値は定めないものの、状況変化を注視すべき指
標として「参考とする指標」がある。

　「健やか親子２１」の最終評価では、地方自治体の取組について、評価が十分行えないものもあった。
このため、「健やか親子２１（第２次）」では、市町村や都道府県の「環境整備の指標」について、その内容
を具体的に示すため、設問が細分化されている。本書では、標準的な乳幼児健診と保健指導の実施に向
けて、乳幼児健診に関連した指標のポイントを示した。

　２）必須問診項目となった指標の利活用のポイント
　「健やか親子２１（第２次）」では、乳幼児健診の必須問診項目に設定し、毎年度の母子保健課調査で状
況を把握する指標を定めている。必須問診項目は、個別の健康状況の把握と保健指導に利用するととも
に、その集計値から地域の状況把握に活用できる項目でもある。本書では、その利活用のポイントにつ
いて整理した。
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　指標のポイント・利活用のポイント
　妊娠・出産についての満足度については、最終評価において、全体的な満足・不満足を評価していく
だけでは具体的な行動や支援に結びつきにくいため、より具体的な目標値に落とし込んで対策をとる
必要性が指摘された。最終評価の調査で、満足度の低い具体的な項目は、「出産体験の振り返り」「産後１
か月の助産師・保健師からの指導・ケア」「妊娠中の受動喫煙」の３項目があり、このうち特に産後の支
援については、切れ目ない保健対策の観点からも重要であると指摘された。このため、「産後１か月の助
産師・保健師からの指導・ケアを十分に受けることができたか」について、その割合の増加を目指すこ
とが、指標とされた。

　○個別の健康状況把握と保健指導
　産後 1か月の間は、特に育児不安の高まる時期であるため、この時期に助産師や保健師等からタイム
リーに指導やケアを受けられることは、地域で安心して子育てしていくために重要である。十分にケア
を受けられなかった、あるいはどちらとも言えないと回答している母親に対しては、これまでの育児状
況を確認しねぎらうとともに、必要なケアや指導を行い、安心して子育てできるよう支援する必要があ
る。

　○地域の状況把握とその活用
　出産施設退院後、乳児健診を受診するまでの期間、特に育児不安の高まる産後 1か月の間は、現在行
われている新生児訪問や今後支援体制の整備が期待される産後ケア事業などを中心に、より支援の重
点化が望まれている。集計結果は産後 1か月の母子保健事業の評価として活用し、産後ケア事業の企画
や、出産施設と連携した母子への支援の充実に活用できる。

指標の種類 健康水準の指標

調査方法 乳幼児健康診査（3～4か月児）必須問診項目
母子保健課調査で毎年度全国データを集積する。

設問・選択肢と
算出方法

［設問→選択肢］
産後、退院してからの１か月程度、助産師や保健師等からの指導・ケアは
十分に受けることができましたか。
→　1.はい　2.いいえ　3.どちらとも言えない

［算出方法］
「1.はい」と回答した者の人数/全回答者数×100

【基盤課題 A-3】 妊娠・出産について満足している者の割合
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　指標のポイント・利活用のポイント
　妊娠判明時の喫煙率は約 16%で、約 6人に 1人は喫煙している。この 16%は、その後、妊娠に気づい
て禁煙した者（11%）と、妊娠中も喫煙していた者（5%）に分かれる。また、妊娠中に禁煙した女性の出産
後の再喫煙率は約 40%である。再喫煙率は、出産後 3 ～ 4 か月が約 22 %、出産後 18 か月が約 43 %、出
産後 36 か月が約 51 % となっている *1。
　国民全体の喫煙率は減少傾向にあるものの *2、子どもがいる家庭の喫煙率は約 50％であり、また妊婦
とパートナーは一般集団よりも喫煙率が高いことが知られている *3。こうした状況を踏まえ、妊婦の喫
煙率がこれ以上増加したり、地域差が広がらないかをモニターするために経年的に把握することとし
た。問診結果を個別の保健指導につなげるだけでなく、集計結果から妊婦の喫煙率への対策の優先度が
高い地域においては、地域を対象とした健康教育プログラムの根拠としての利活用が期待される。

　○個別の健康状況把握と保健指導
　妊娠中に喫煙を続けるといういわゆる依存については、虐待予防の観点からもリスクとみなされて
いる *4。経済的な困窮や家庭の不安定さなどのストレスフルな状況がないか確認する必要がある。また
家族・世帯における喫煙状況も確認しておく。子どもの健康への配慮がなされている環境に近づける
ことを目標に、本人を含めた禁煙支援を行うことが求められる。
　妊娠中に禁煙した者については、再喫煙率が出産後次第に増加し出産後 36 か月では半数を超えるこ
とを念頭において毎回の健診で喫煙状況や理由を確認する。下に子どもができた場合の育児ストレス
等の再喫煙の背景に対する支援を行うように心がけるべきである。

　○地域の状況把握とその活用
　喫煙率は社会経済階層と関連が見られる。喫煙率と健康意識にも関連があるとされている *5。喫煙率
の高い地域は、健康意識が低い地域とも言え、子ども時代から喫煙に対する許容度が低い可能性があ
る。また、それらの地域は経済的に困窮している地域である可能性もあり、同時に支援策が個別に届き
にくい地域とも言える。よって、地域対象の健康教育プログラムを、当該地域に密着した形で展開する
ことが求められる。特に妊婦の喫煙率が高い地域においては、妊娠中の喫煙防止に向けた啓発プログラ
ムも考慮すべきである。

*1 Yasuda T., et al.: Postpartum smoking relapse among women who quit during pregnancy: 
cross-sectional study in Japan. J Obstet Gynaecol Res 39, 1505-12, 2013.
*2 厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会 . 次期国民健康づくり運動プラン策定専門委員会 . 健康
日本 21（第 2次）の推進に関する参考資料 平成 24 年 7 月
http://www.nosmoke55.jp/action/1208eirin_kenkounippon21_02tobacco.pdf
*3 山縣然太朗 .親と子の健康度調査（乳幼児健康診査における調査）.平成25年度厚生労働科学研究 「健
やか親子２１」の最終評価・課題分析及び次期国民健康運動の推進に関する研究 
http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-11901000-Koyoukintoujidoukateikyoku-Soumuka/000002984
1.pdf
*4 愛知県健康福祉部 . 愛知県母子健康診査マニュアル（第 9版）. 愛知県小児保健協会 , 2011.
*5 Curry SJ. et al.: Assessment of community-level influences on individuals' attitudes about cigarette 
smoking, alcohol use, and consumption of dietary fat. Am J Prev Med. 9, 78-84, 1993.

指標の種類 健康行動の指標

調査方法 乳幼児健康診査（3～4か月児）必須問診項目
母子保健課調査で毎年度全国データを集積する。

設問・選択肢と
算出方法

［設問→選択肢］
妊娠中、あなた（お母さん）は喫煙をしていましたか。
→　１．なし　２．あり（１日　　本）

［算出方法］
 
妊娠中に喫煙がありと回答した者の人数/全回答者数×100

【基盤課題 A-5】 妊娠中の妊婦の喫煙率
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　指標のポイント・利活用のポイント
　妊娠判明時の喫煙率は約 16%で、約 6人に 1人は喫煙している。この 16%は、その後、妊娠に気づい
て禁煙した者（11%）と、妊娠中も喫煙していた者（5%）に分かれる。また、妊娠中に禁煙した女性の出産
後の再喫煙率は約 40%である。再喫煙率は、出産後 3 ～ 4 か月が約 22 %、出産後 18 か月が約 43 %、出
産後 36 か月が約 51 % となっている *1。
　国民全体の喫煙率は減少傾向にあるものの *2、子どもがいる家庭の喫煙率は約 50％であり、また妊婦
とパートナーは一般集団よりも喫煙率が高いことが知られている *3。こうした状況を踏まえ、妊婦の喫
煙率がこれ以上増加したり、地域差が広がらないかをモニターするために経年的に把握することとし
た。問診結果を個別の保健指導につなげるだけでなく、集計結果から妊婦の喫煙率への対策の優先度が
高い地域においては、地域を対象とした健康教育プログラムの根拠としての利活用が期待される。

　○個別の健康状況把握と保健指導
　妊娠中に喫煙を続けるといういわゆる依存については、虐待予防の観点からもリスクとみなされて
いる *4。経済的な困窮や家庭の不安定さなどのストレスフルな状況がないか確認する必要がある。また
家族・世帯における喫煙状況も確認しておく。子どもの健康への配慮がなされている環境に近づける
ことを目標に、本人を含めた禁煙支援を行うことが求められる。
　妊娠中に禁煙した者については、再喫煙率が出産後次第に増加し出産後 36 か月では半数を超えるこ
とを念頭において毎回の健診で喫煙状況や理由を確認する。下に子どもができた場合の育児ストレス
等の再喫煙の背景に対する支援を行うように心がけるべきである。

　○地域の状況把握とその活用
　喫煙率は社会経済階層と関連が見られる。喫煙率と健康意識にも関連があるとされている *5。喫煙率
の高い地域は、健康意識が低い地域とも言え、子ども時代から喫煙に対する許容度が低い可能性があ
る。また、それらの地域は経済的に困窮している地域である可能性もあり、同時に支援策が個別に届き
にくい地域とも言える。よって、地域対象の健康教育プログラムを、当該地域に密着した形で展開する
ことが求められる。特に妊婦の喫煙率が高い地域においては、妊娠中の喫煙防止に向けた啓発プログラ
ムも考慮すべきである。

*1 Yasuda T., et al.: Postpartum smoking relapse among women who quit during pregnancy: 
cross-sectional study in Japan. J Obstet Gynaecol Res 39, 1505-12, 2013.
*2 厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会 . 次期国民健康づくり運動プラン策定専門委員会 . 健康
日本 21（第 2次）の推進に関する参考資料 平成 24 年 7 月
http://www.nosmoke55.jp/action/1208eirin_kenkounippon21_02tobacco.pdf
*3 山縣然太朗 .親と子の健康度調査（乳幼児健康診査における調査）.平成25年度厚生労働科学研究 「健
やか親子２１」の最終評価・課題分析及び次期国民健康運動の推進に関する研究 
http://www.mhlw.go.jp/file/05-Shingikai-11901000-Koyoukintoujidoukateikyoku-Soumuka/000002984
1.pdf
*4 愛知県健康福祉部 . 愛知県母子健康診査マニュアル（第 9版）. 愛知県小児保健協会 , 2011.
*5 Curry SJ. et al.: Assessment of community-level influences on individuals' attitudes about cigarette 
smoking, alcohol use, and consumption of dietary fat. Am J Prev Med. 9, 78-84, 1993.
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　指標のポイント・利活用のポイント
　男性の喫煙率は 30%台（平成 25 年度国民健康・栄養調査では 32.2%）であるのに対して、育児期間
中の父親の喫煙率は 40%を超えることがわかっている *。母親の喫煙だけではなく、家族・世帯の喫煙
状況を把握する必要がある。家庭内の喫煙は、子どもの受動喫煙に加えて、将来の子どもの喫煙行動に
も影響を与えることから、指標として示された。
* 厚生労働省 .「健やか親子２１」最終評価報告書，115 頁 , 2013

　○個別の健康状況把握と保健指導
　設問に対する回答として、父母の両方が喫煙している場合と、どちらかが喫煙している場合がある。
特に父母の両方が喫煙する家庭に育つ子どもは、タバコの害から逃れられようのない生活をしている
ことになる。禁煙支援を含め、子どもにできるだけ影響の少ない環境に導くことが求められる。どちら
かが喫煙している場合（その多くは父親）、家庭内分煙をしたとしても、三次喫煙（煙が無くなった後に
も部屋の壁などに残留する有害物質を吸入すること）や子どもの将来の喫煙行動に影響するなど、子ど
もの健康への悪影響は免れないことなども考慮すべきである。

　○地域の状況把握とその活用
　前項（A-５）で示したように、喫煙は健康意識や社会経済階層と関連があることから、その格差は、健
康意識の格差に関連し、さらには経済格差にも関連する可能性がある。喫煙を社会が容認してきた地域
では、家庭内での喫煙について、育児中の家庭だけではなく、地域全体に啓発活動と禁煙支援を行って
いく必要がある。地域の中に非喫煙者を増やしていくことが、禁煙に取り組む父親及び母親を増やすこ
とになる。

指標の種類 健康行動の指標

調査方法 乳幼児健康診査（3～4か月児、1歳6か月児、3歳児）必須問診項目
母子保健課調査で毎年度全国データを集積する。

設問・選択肢と
算出方法

［設問→選択肢］
１）現在、あなた（お母さん）は喫煙をしていますか。
２）現在、お子さんのお父さんは喫煙をしていますか。

→　１．なし　２．あり（１日　　本）

［算出方法］
育児期間中の母親の喫煙率=母親が喫煙ありと回答した者の人数/全回答者数×100
育児期間中の父親の喫煙率＝父親が喫煙ありと回答した者の人数/全回答者数×100

【基盤課題 A-6】 育児期間中の両親の喫煙率
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　指標のポイント・利活用のポイント
　妊娠中の飲酒による健康への影響については啓発が進み、飲酒率も低下を続けてきている。一方、妊
娠が判明した時に飲酒していた人のうち、約半数は妊娠中も飲酒を続けていることは大きな問題と言
える *。このため指標に取り上げ、必須問診項目として状況を把握することとなった。
* 厚生労働省 .「健やか親子 21」最終評価報告書，116 頁 , 2013.

　○個別の健康状況把握と保健指導
　「２．あり」と回答した者に対しては、現在の飲酒状況について把握し、「毎日の飲酒」等の依存症的傾
向を捉え、専門機関と連携した対応をとる。また、夫やパートナーの家庭内飲酒状況も把握し、それに関
連する“困っていること”を把握することが必要である。

　○地域の状況把握とその活用
　飲酒は文化でもある。飲酒文化は、地域によっては、未成年の飲酒や、飲酒運転等にも関連している。
他の都道府県の同程度の人口や産業構造の地方自治体と比較するなど、地域に根付いている飲酒文化
（地域の専門家であってもその文化の中にいながら気づかないこともある）を相対的に明らかにした
い。その上で、妊娠中に飲酒をしないことの重要性を地域に合ったかたちで啓発していくことが必要で
ある。飲酒に対する社会の認容度が高い地域であるならば、住民全般にも啓発を試みる必要がある。

指標の種類 健康行動の指標

調査方法 乳幼児健康診査（3～4か月児）必須問診項目
母子保健課調査で毎年度全国データを集積する。

設問・選択肢と
算出方法

［設問→選択肢］
妊娠中、あなた（お母さん）は飲酒をしていましたか。
→　１．なし　２．あり

［算出方法］

 「2.あり」と回答した者の人数/全回答者数×100

【基盤課題 A-7】妊娠中の妊婦の飲酒率
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　指標のポイント・利活用のポイント
　母子保健計画の評価指標として用いることが可能である。
受診率に影響を与える因子は、地方自治体側の周知方法や開催日時や場所などの実施体制の要因と、住
民側の意識や生活状況などの要因が複合的に関与していると考えられる。直近となる平成 24 年度の未
受診率は、3～ 5か月児 4.5%、1 歳 6 か月児 5.2%、3 歳児 7.2% で、いずれの健診でも最近の 10 年間は着
実に減少しているが、都道府県間や同一都道府県の市町村比較では、違いを認めている。受診率に影響
を与える要因は、地域によっても異なっていると考えられ、この向上のための計画策定には、まずは地
域ごとの要因の分析が必要である。
　受診率は、年度内に受診した実人数をその対象者で除したものであるが、例えば転出入による対象者
の変化をどのように計上するのかなど、市町村ごとに算出方法が異なる場合もあり留意が必要である。

指標の種類 健康行動の指標

調査方法 地域保健・健康増進事業報告（平成19年度までは地域保健・老人保健事業
報告）地域保健編　１母子保健　（３）乳幼児の健康診査の実施状況

設問・選択肢と
算出方法

［算出方法］
100%から受診率（%）を引いた値で、未受診率を求める。
※他の指標では、3～4か月児健診と表記しているが、本指標に限っては
同事業報告の集計に合わせて、３～５か月児とする。

【基盤課題 A-8】(重点課題②-3再掲) 乳幼児健康診査の受診率



－97－ －98－ －99－ －100－ －101－ －102－ －103－ －104－ －105－ －106－

－107－ －108－ －109－ －110－ －111－ －112－ －113－ －114－ －115－ －116－

－117－ －118－ －119－ －120－ －121－ －122－ －123－ －124－ －125－ －126－

－127－ －128－ －129－ －130－ －131－ －132－ －133－ －134－ －135－ －136－

－137－ －138－ －139－ －140－ －141－ －142－ －143－ －144－ －145－ －146－

－147－ －148－ －149－ －150－ －151－ －152－ －153－ －154－

－154－ －155－ －156－ －157－ －158－ －159－ －160－ －161－ －162－ －163－

－164－ －165－ －166－ －167－ －168－ －169－ －170－ －171－ －172－ －173－

－174－ －175－ －176－ －177－ －178－ －179－ －180－ －181－ －182－ －183－

－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

　指標のポイント・利活用のポイント
　小児救急電話相談（♯8000）事業は、休日・夜間の急な子どものケガや病気に対する家族の判断を支
援するため、緊急度の判定とともに、ホームケアや医療機関案内等の情報提供を行うものである。電話
相談体制の整備により、地域の小児救急医療体制の補強と医療機関の機能分化を推進し、都道府県内に
おける患者の症状に応じた適切な医療提供体制を構築することが期待されている。
　現在 47 都道府県の全てで実施されており、電話番号は全国共通であるが、相談時間帯や曜日は都道
府県により異なっている（参考：http://www.mhlw.go.jp/topics/2006/10/tp1010-3.html）。
　開始当初は地域の医師会等に事業委託されることが多かったが、近年は民間機関に委託する都道府
県も増加しており、実施体制や相談員の研修体制にも違いが認められている。
　ベースライン調査では 61.2％であった。これを都道府県別に比較すると、五分位別の加重平均は第一
分位グループ（9都道府県）が 81.1% であったのに対し、第五分位グループ（9都道府県）では 47.1% と、
都道府県により認知度が大きく異なっていた。ベースライン調査の他の設問の都道府県間比較との関
連について明らかな傾向は認められなかったが、今後、周知方法や実施体制、相談への対応や利用者の
満足度等が、親の認知度に影響を与えていないかなどを注視する必要がある。

指標の種類 健康行動の指標

調査方法 母子保健課調査　対象者（3～4か月児）
各地方自治体が、中間評価の前年度（平成30年度）と最終評価の前年度
（平成34年度）には調査等を行い、母子保健課に報告（平成31年度と
平成35年度）する。

設問・選択肢と
算出方法

［設問→選択肢］
小児救急電話相談（♯8000）を知っていますか。
→　1.はい　2.いいえ

［算出方法］

【基盤課題 A-9】 小児救急電話相談（♯8000）を知っている親の割合

「1.はい」と回答した者の人数/全回答数×100



－97－ －98－ －99－ －100－ －101－ －102－ －103－ －104－ －105－ －106－

－107－ －108－ －109－ －110－ －111－ －112－ －113－ －114－ －115－ －116－

－117－ －118－ －119－ －120－ －121－ －122－ －123－ －124－ －125－ －126－

－127－ －128－ －129－ －130－ －131－ －132－ －133－ －134－ －135－ －136－

－137－ －138－ －139－ －140－ －141－ －142－ －143－ －144－ －145－ －146－

－147－ －148－ －149－ －150－ －151－ －152－ －153－ －154－

－154－ －155－ －156－ －157－ －158－ －159－ －160－ －161－ －162－ －163－

－164－ －165－ －166－ －167－ －168－ －169－ －170－ －171－ －172－ －173－

－174－ －175－ －176－ －177－ －178－ －179－ －180－ －181－ －182－ －183－

－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

　指標のポイント・利活用のポイント
　かかりつけ医とは、「なんでも相談できるうえ、最新の医療情報を熟知して、必要な時には専門医、専
門医療機関を紹介でき、身近で頼りになる地域医療、保健、福祉を担う総合的な能力を有する医師」とさ
れている（日本医師会）。その役割は、プライマリーケアの提供、乳幼児健康診査や予防接種などの保健
活動に加え、今後は、小児の在宅診療や地域包括ケアの担い手としての期待もある。
　必ずしも緊急性がない患者の救急医療への受診が増加し、緊急性の高い重症の患者の治療に支障を
きたすケースが発生しており、そのことが病院勤務医の負担が過重となる原因のひとつにもなってい
ると指摘がある。かかりつけ医を持ち、気になることがあったらまずはかかりつけ医に相談することが
重要であり、本設問によりその状況が把握できる。
　3～ 4 か月児と 3 歳児を対象として医師の調査を行うのは、早期からの継続した相談の相手の役割
をかかりつけ医に期待する点が考慮されている。また 3 歳児を対象として歯科医師の調査を行うのは、
幼児のむし歯や口腔環境の乱れが目立つ時期であることなどを考慮している。ベースライン調査では、
かかりつけ医師を持つ 3～ 4か月児の親の割合は 71.8％、3歳児の親では 85.6％、かかりつけ歯科医師
を持つ 3歳児の親の割合は 40.9％であった。
　ベースライン調査の他の設問項目との関連を都道府県別に検討すると、かかりつけの医師について
は、「虐待をしていない」「この地域で今後も子育てをしていきたい」と思っている割合が高いほど、かか
りつけ医がいることと関連が見られた。また、「現在、母親が働いている」場合や、「子どもが急病の時に
診察してもらえる医療機関を知っている」「心配蘇生法を知っている」割合が高いことも、かかりつけ医
がいる割合が高いことと関連が見られた。また、全人口および 0～14 歳人口のいずれでも、人口が少な
い方がかかりつけ医がいる割合が高い関係が示唆された。
　かかりつけ歯科医師については、「歯科医師数」が多い地域ほど、かかりつけ歯科医がいる傾向がみら
れた。
　なお、「かかりつけ医」機能をどのレベルの医療機関が担うのかは、地域の状況により異なる。また専
門医制度の変革の中でかかりつけ医の位置づけが変わる可能性がある。

指標の種類 健康行動の指標

調査方法 母子保健課調査
対象者（3～4か月児：医師のみ、3歳児：医師と歯科医師の両方）
各地方自治体が、中間評価の前年度（平成30年度）と最終評価の前年度
（平成34年度）には調査等を行い、母子保健課に報告（平成31年度と
平成35年度）する。

設問・選択肢と
算出方法  

［設問と選択肢］  
・医師（3～4か月児、3歳児） 

 お子さんのかかりつけの医師はいますか。 
→　1.はい　2.いいえ　3.何ともいえない

 ・歯科医師（3歳児）
 

 
お子さんのかかりつけの歯科医師はいますか。

 →　1.はい　2.いいえ　3.何ともいえない
 

［算出方法］

 
それぞれ「１．はい」と回答した者の人数/全回答者数×100

 

【基盤課題 A-10】 子どものかかりつけ医（医師・歯科医師など）を持つ親の割合



－97－ －98－ －99－ －100－ －101－ －102－ －103－ －104－ －105－ －106－

－107－ －108－ －109－ －110－ －111－ －112－ －113－ －114－ －115－ －116－

－117－ －118－ －119－ －120－ －121－ －122－ －123－ －124－ －125－ －126－

－127－ －128－ －129－ －130－ －131－ －132－ －133－ －134－ －135－ －136－

－137－ －138－ －139－ －140－ －141－ －142－ －143－ －144－ －145－ －146－

－147－ －148－ －149－ －150－ －151－ －152－ －153－ －154－

－154－ －155－ －156－ －157－ －158－ －159－ －160－ －161－ －162－ －163－

－164－ －165－ －166－ －167－ －168－ －169－ －170－ －171－ －172－ －173－

－174－ －175－ －176－ －177－ －178－ －179－ －180－ －181－ －182－ －183－

－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

　指標のポイント・利活用のポイント
　仕上げ磨きとは、子どもが歯磨きをした後に、保護者が磨き残しの状態を確認し、補うことによって、
う蝕などを予防しようとするものである。口の中への保護者の関心が高まったり、子どもとスキンシッ
プの時間となることなど、副次的な効果も期待できる。仕上げ磨きの指導目的の優先順位は、歯面清掃
効果でなく健康意識・価値観の育成とすべきとの見解 * もある。
* 土田俊哉 . 小児歯科臨床 , 13, 65-71, 2008.

　○個別の健康状況把握と保健指導
　歯科保健的な意味合いと、親子へのかかわりにより生活習慣の獲得の意味合いを持つことから、歯科
保健従事者と情報を共有して、個別指導につなげることができる。共通の問診項目で個別データを集積
しているモデル地域での検討では、睡眠や排泄、食生活などの生活習慣の乱れはそれぞれ関連すると報
告されている。例えば、望ましい生活習慣を獲得するために親子のかかわりを促す支援の切り口とし
て、この設問を利用することができる。

　○地域の状況把握とその活用
　う蝕の罹患状況や仕上げ磨きの他地域との比較を集計し、歯科保健の集団指導や事業企画につなげ
ることができる。「健やか親子２１（第２次）」のベースライン調査では、仕上げ磨きをしている親の割合
は 69.6%（1 歳 6 か月児）、82.2%（3 歳児）であった。
　モデル地域の集計では、むし歯の予防は、「1. 仕上げ磨きをしている」と「２．保護者だけで磨いてい
る」は同程度に良好であるが、子どもの発達との関連では、「1. 仕上げ磨きをしている」は、「２．保護者だ
けで磨いている」場合より、発達の問題が少ないとの結果が得られている。 このような地域のエビデン
スを、多職種間で共有し事業計画などを検討することができる。

 
 

 ［算出方法］

 「1.仕上げ磨きをしている」と回答した者の人数/全回答者数×100

指標の種類 健康行動の指標

調査方法 乳幼児健康診査（1歳6か月児）必須問診項目
母子保健課調査で毎年度全国データを集積する。

設問・選択肢と
算出方法

［設問→選択肢］  

保護者が、毎日、仕上げ磨きをしていますか。 
  １．仕上げ磨きをしている
　　（子どもが磨いた後、保護者が仕上げ磨きをしている）
２．子どもが自分で磨かずに、保護者だけで磨いている
３．子どもだけで磨いている
４．子どもも保護者も磨いていない

 

【基盤課題 A-11】 仕上げ磨きをする親の割合



－97－ －98－ －99－ －100－ －101－ －102－ －103－ －104－ －105－ －106－

－107－ －108－ －109－ －110－ －111－ －112－ －113－ －114－ －115－ －116－

－117－ －118－ －119－ －120－ －121－ －122－ －123－ －124－ －125－ －126－

－127－ －128－ －129－ －130－ －131－ －132－ －133－ －134－ －135－ －136－

－137－ －138－ －139－ －140－ －141－ －142－ －143－ －144－ －145－ －146－

－147－ －148－ －149－ －150－ －151－ －152－ －153－ －154－

－154－ －155－ －156－ －157－ －158－ －159－ －160－ －161－ －162－ －163－

－164－ －165－ －166－ －167－ －168－ －169－ －170－ －171－ －172－ －173－

－174－ －175－ －176－ －177－ －178－ －179－ －180－ －181－ －182－ －183－

－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

　指標のポイント・利活用のポイント
　妊娠届出時の母子健康手帳の交付業務は、市町村が妊婦の状況を早期に把握する重要な機会である。
把握した情報のアセスメントにより、特定妊婦や妊娠期からの要支援家庭への支援につなげることが、
切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健対策としても、妊娠期からの児童虐待防止対策としても必要であ
る。 ベースライン調査では、妊娠届出時にアンケートを実施している割合は 92.8% で、看護職等専門職
が母子健康手帳の交付を行っている割合も 93.2% と高い割合であった。このため単に状況を把握する
だけでなく、個別支援につなげる体制の有無が指標の必要条件とされている。
　大規模な地方自治体においては、対象者全員への看護職等専門職の母子健康手帳の交付が困難な場
合が多い状況がある。行政手続きの利便性と支援につなげる保健活動とのバランスに配慮した体制作
りが求められる。

（※）「把握している」とは、アンケートを実施しているだけでなく、
その情報に基づいて全員または必要な妊婦等に保健師等が個別支援する
体制があること。

［算出方法］
「1.はい」と回答した市区町村数/全市区町村数×100

指標の種類 環境整備の指標

調査方法 母子保健課調査（市町村用）（毎年度調査）

設問・選択肢と
算出方法

○市町村用
［設問→選択肢］

妊娠届出時にアンケートを実施する等して、妊婦の身体的・精神的・社会
的状況について把握している（※）。

→　1.はい　2.いいえ

【基盤課題 A-12】（重点課題②-6再掲） 妊娠届出時にアンケートを実施する等して、 
　妊婦の身体的・精神的・社会的状況について把握している市区町村の割合



－97－ －98－ －99－ －100－ －101－ －102－ －103－ －104－ －105－ －106－

－107－ －108－ －109－ －110－ －111－ －112－ －113－ －114－ －115－ －116－

－117－ －118－ －119－ －120－ －121－ －122－ －123－ －124－ －125－ －126－

－127－ －128－ －129－ －130－ －131－ －132－ －133－ －134－ －135－ －136－

－137－ －138－ －139－ －140－ －141－ －142－ －143－ －144－ －145－ －146－

－147－ －148－ －149－ －150－ －151－ －152－ －153－ －154－

－154－ －155－ －156－ －157－ －158－ －159－ －160－ －161－ －162－ －163－

－164－ －165－ －166－ －167－ －168－ －169－ －170－ －171－ －172－ －173－

－174－ －175－ －176－ －177－ －178－ －179－ －180－ －181－ －182－ －183－

－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

　指標のポイント・利活用のポイント
　周産期のメンタルヘルスについては、予防が重要である。妊婦自身やその家族が、妊娠中から、産後の
メンタルヘルスについて正しい知識と対処方法を知り、予防行動や早期発見・早期対応をとることが
望ましい。そのためには、保健医療従事者は、母親学級や両親学級等妊娠中の保健指導のプログラムに、
産後のメンタルヘルスに関する内容を組み入れ、情報提供をしていく必要がある。
　妊婦自身やその家族が産後のメンタルヘルスについて正しく理解し、自分のこととして考えられる
ようになるためには、パンフレット等を配布するだけでなく、保健指導を通じて考える機会を作ること
が重要である。個別および集団指導のプログラムとして組み込み、実施することが望ましい。

指標の種類 環境整備の指標

調査方法 母子保健課調査（市町村用）（毎年度調査）

設問・選択肢と
算出方法

〇市町村用
［設問→選択肢］
妊娠中の保健指導（母親学級や両親学級を含む）において、産後のメン
タルヘルスについて、妊婦とその家族に伝える機会（※）を設けている。
→　１．妊婦のみに実施　２．家族にも伝えている　３．設けていない

※「伝える機会」とは、集団・個別指導を指し、パンフレット等の配布
　のみの場合は含まない。

［算出方法］ 
「２．家族にも伝えている」と回答した市区町村数/全市区町村数×100

【基盤課題 A-13】 妊娠中の保健指導(母親学級や両親学級を含む)において、産後の
　メンタルヘルスについて、妊婦とその家族に伝える機会を設けている市区町村の割合
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　指標のポイント・利活用のポイント
　周産期のメンタルヘルスは、母子保健の重要な健康課題であり、EPDS* を活用しスクリーニングを
行う市町村が増加していることから、一定程度取組が進んできていると考えられる。スクリーニングを
行うにあたっては、ハイリスク者への対応を整備しておくことが重要であり、継続的なフォローアップ
体制が望まれる。特に、早期に対応することにより発症予防、早期回復につながることから、産後早期に
フォローを実施するための体制整備が重要である。また、母親自身のメンタルヘルスのみならず、父親
のメンタルヘルス等同居家族の状況が、母親自身や育児環境へも影響することから、併せて支援してい
くことも必要である。
　本指標では、産後１か月までにEPDS を実施し、そのフォロー体制を整備している市町村の割合を
増加させていくことを目指す。すでに、産後 8週あるいはそれ以降でもEPDS を実施し、フォロー体制
を整備している地方自治体もあるが、より産後早期の支援体制の確立を目指す。
*EPDS（エジンバラ産後うつ病質問票（Edinburgh Postnatal Depression Scale））
　妊産婦のうつ病のスクリーニングとして、国内外で広く使用されている自己記入式質問票。日本では
９点以上の妊婦を高得点群として、再評価、継続支援の対象としている。

指標の種類 環境整備の指標

調査方法 母子保健課調査（市町村用）（毎年度調査）

設問・選択肢と
算出方法

〇市町村用 
［設問→選択肢］

 

①精神状態等を把握するため、産後１か月までの褥婦にEPDSを
　実施している。（当てはまるものを１つだけ選択）

 
   a.　全ての褥婦を原則対象として実施
b.　一部の褥婦を対象として実施
c.　EPDS以外の連絡票や他の調査方法等の方法を実施して把握
d.　何も実施していない 

  
 

 
②設問①でa.あるいはb.と回答した場合、産後１か月でEPDS９点以上
　を示した人へのフォロー体制がある。（当てはまる全てのものを選択）
  

１.　母子保健担当部署内で対象者の情報を共有し、今後の対応を
　　 検討している
２.　２週間以内に電話にて状況を確認している
３.　１か月以内に家庭訪問をしている
４.　精神科医療機関を含めた地域関係機関と連絡会や
　　 カンファレンスを定期的に実施している
５.　体制はない

  
 

  
※設問①でc.と回答した場合も、今後の参考として調査をする。
　何らかの基準以上を示した人へのフォロー体制がある。

  

　→選択肢は設問②に同じ。

［算出方法］
設問①でa.又はb.と回答し、かつ設問②で5.を選択した
市区町村を除く市区町村数/全有効回答市区町村数×100

【基盤課題 A-14】
　産後1か月で EPDS9点以上を示した人へのフォロー体制がある市区町村の割合
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　指標のポイント・利活用のポイント
　高度または長期の入院治療を要したハイリスク児に対する支援が、早期に行われることを目指す指
標である。
　市町村は早期に家庭訪問ができる体制を構築し、実態の把握を行い、必要な支援が十分に行われるよ
うハイリスク児の支援に取り組むことが重要である。市町村用の設問の①については、たとえば出生体
重が 1,500g 未満児では退院前に保護者に面接するなど、市町村が独自に基準を設定してもよいが、保
健所管内で基準にばらつきが大きいときには、保健所が一定の方針を示すことも必要である。①と②の
いずれも行われている場合に退院後早期に訪問する体制があるとして評価する。
　都道府県用の設問①については、すでに一部の保健所で実施されているが、広域に調整できる保健所
機能として全保健所が実施することが望ましい。①～③がすべて行われている場合に、市町村のハイリ
スク児の早期訪問体制構築等に対する支援をしているとして評価する。

 

指標の種類 環境整備の指標

調査方法 母子保健課調査（市町村用・都道府県用）（毎年度調査）

設問・選択肢と
算出方法  

※ハイリスク児には、退院後も何らかの医療的な処置を必要とする等の医
　学的ハイリスク児や、保護者に虐待リスクや経済的困窮がある場合などの
　社会的ハイリスク児等も含む。

〇市町村用
［設問→選択肢］
①退院までに、保健師等が保護者との面談等の必要が考えられる者の
　基準を定めている。
　→１．はい　２．いいえ
②退院後１か月以内に、訪問している。
　→１．はい　２．いいえ

［算出方法］
　①と②のいずれにも、両方「１．はい」と回答した
　市区町村数/全市区町村数×100

〇都道府県用
［設問→選択肢］
①ハイリスク児とその家族への支援のために、医療機関と管内市町村
　との間で、情報共有する場を設けている。
　→１．はい　２．いいえ
②市町村の訪問状況（実施時期や件数等）を把握し評価している。
　→１．はい　２．いいえ
③市町村向けの研修において、ハイリスク児の支援に関する内容が含ま
　れている。
　→１．はい　２．いいえ

［算出方法］
①～③の全てに、「１．はい」と回答した
県型保健所数/全県型保健所数×100   

 

 
   
 

 
 

 

 
   
 

  
 

  
 

  

【基盤課題 A-15】 
　ハイリスク児に対し保健師等が退院後早期に訪問する体制がある市区町村の割合
　市町村のハイリスク児の早期訪問体制構築等に対する支援をしている県型保健所の割合
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指標の種類 環境整備の指標

調査方法 母子保健課調査（市町村用・都道府県用）（毎年度調査）

設問・選択肢と
算出方法

〇 市町村用
［設問→選択肢］
① 母子保健計画（※）において、乳幼児健康診査に関する目標値や
 　指標を定めた評価をしている。
 　→　１．はい　２．いいえ
② 疾病のスクリーニング項目に対する精度管理を実施している。
 　→　１．はい　２．いいえ
③ 支援の必要な対象者のフォローアップ状況について、他機関と
 　情報共有して評価している。
 　→　１．はい　２．いいえ
④ 健診医に対して精検結果等の集計値をフィードバックしていると
 　ともに、個別ケースの状況をそのケースを担当した健診医に
 　フィードバックしている。
 　→　１．はい　２．いいえ
⑤（歯科や栄養、生活習慣など）地域の健康度の経年変化等を用いて、
 　乳幼児健診の保健指導の効果を評価している。
 　→　１．はい　２．いいえ

［算出方法］
①～③のすべてに「１．はい」と回答した市区町村数/全市区町村数×100

〇都道府県用
［設問→選択肢］
① 都道府県の母子保健計画（※）に乳幼児健康診査に関する目標を
 　定めて評価をしている。
 　→　１．はい　２．いいえ
② 評価項目を決めて、健診情報を収集し比較検討などの分析をしている。
 　→　１．はい　２．いいえ
③ 健診結果の評価に関する管内会議を開催している。
 　→　１．はい　２．いいえ
④ 市町村向けの研修において、乳幼児健康診査事業の評価方法に関する
 　内容が含まれている。
 　→　１．はい　２．いいえ

［算出方法］
①と②のいずれにも「１．はい」と回答した県型保健所の数/全県型保健所数×100

   

【基盤課題 A-16】 
　・乳幼児健康診査事業を評価する体制がある市区町村の割合
　・市町村の乳幼児健康診査事業の評価体制構築への支援をしている県型保健所の割合

（※）母子保健計画には、次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画や、
　　　健康増進計画等と一体的に策定している場合も含める。
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　指標のポイント・利活用のポイント
　乳幼児健康診査事業を、PDCAサイクルに沿った評価手法を用いて実施することを目指す指標であ
る。市町村、都道府県とも、①の設問にある母子保健計画に基づいた評価をすることが最も重要である。
目標値や指標は、地域の状況に応じて、可能な限り都道府県単位で共通の指標を持つことが望ましく、
達成度に応じて毎年度見直されるべきである。
　市町村用の②、③の設問は、研究班調査（平成 25 年度）において、現在の乳幼児健康診査事業の課題と
して抽出した項目であり、質の向上のため必要不可欠なものである。④と⑤の設問は、一部の地方自治
体において実施されているものであるが、すべての市町村での実施が望ましい。
　都道府県用の②の設問は、都道府県が①の評価を行う際に必須と考えられる手法である。評価項目
は、「健やか親子２１（第２次）」の指標に限らず、地域の状況に応じて都道府県単位で独自に決めて実施
することが望ましい。③は、市町村の実態把握と評価の共有化のため実施することで市町村事業に生か
すことができる。④については、中期的な研修計画の一つの項目として、その内容が含まれることを求
めている。
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　指標のポイント・利活用のポイント
　母乳育児の割合は国際比較の上でも有益な母子保健評価の指標である。出産後１か月の母乳育児の
割合は、健やか親子２１のベースライン調査時（平成 12 年）44.8% から最終評価時（平成 22 年）には
51.6% まで増加し、目標の 60%に近づいた。しかし、地域間格差も指摘されており、都道府県別の５分
位分析で第１分位（59.6％）と第５分位（39.0％）の差は 1.5 倍であったと報告されている *。
* 厚生労働省 . 「健やか親子２１（第２次）」について検討会報告書：「健やか親子２１」の最終評価等に
関する検討会 42 頁 , 2014.

　○個別の健康状況把握と保健指導
　母乳育児支援は、母子間の愛着形成を促進する支援であり、単に母乳育児の割合を増加させるのみで
はなく、母乳で育てられない状況を持つ家庭への支援でもある。この問診により、どのような栄養方法
であっても支援を行うきっかけとなり、安心して子育てができるような配慮につなげることができる。

　○地域の状況把握とその活用
　出産施設での母乳育児に関する支援があると、その割合が高率であることなどを踏まえ、出産施設で
の支援と退院後母子が生活する地域での支援が、母乳に関するトラブルを解消し母乳育児を継続する
ためには必要である。平成 19 年 3 月に策定された「授乳・離乳の支援ガイド」を活用した保健指導も広
がってきているが、母乳育児の割合を増加させることは、単に栄養としての母乳栄養の割合を増加させ
るだけではなく、母親と赤ちゃんを一体として支援し、安心して子育てする環境を整えることにもつな
がっている。支援者として大きな役割を果たす保健医療従事者が「授乳・離乳の支援ガイド」を十分活
用し、母乳育児を希望する母子への支援体制の充実が必要である。
　集計結果は、出産施設における母乳育児支援および出産施設退院後、新生児訪問等と地域における母
乳育児支援のアウトカムとしての活用が期待される。

 →　１．母乳、２．人工乳、３．混合

［算出方法］
「1.母乳」と回答した者の人数/全回答者数×100

指標の種類 参考とする指標

調査方法 乳幼児健康診査（3～4か月児）必須問診項目
母子保健課調査で毎年度全国データを集積する。

設問・選択肢と
算出方法

［設問→選択肢］
生後１か月時の栄養法はどうですか。

【基盤課題 A-参7】 出産後1か月時の母乳育児の割合
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－127－ －128－ －129－ －130－ －131－ －132－ －133－ －134－ －135－ －136－
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－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

　指標のポイント・利活用のポイント
　麻しん・風しんの予防接種は、現在、1歳児と小学校入学前 1年間の幼児が定期接種の対象年齢であ
るが、ワクチン接種前の１歳児は殆ど免疫を持っていないことから、１歳の誕生日以降速やかな接種が
必要である。四種混合第 1期初回の対象年齢は、生後 3か月からであり、標準的なスケジュールでは生
後 12 か月まで（通常は生後半年頃まで）に 1期初回の 3回の接種が終了する。
　予防接種歴は母子健康手帳でも把握できるが、問診に盛り込まれることで、より確実な接種につなげ
ることができる。

　○個別の健康状況把握と保健指導
　麻しん・風しんの設問に「２．いいえ」と回答した場合には、その理由にも十分配慮しながら、2歳ま
でのなるべく早い時期での接種を勧奨する。
　四種混合第 1期初回３回の設問に「２．いいえ」の場合には、その理由にも十分配慮しながら、その時
点から、定期接種として第 1期初回の未実施回数と初回追加の接種が可能であることを情報提供し、接
種を勧奨する。

　○地域の状況把握とその活用
　問診から得られる集計値は、健診受診者の接種割合である。地域保健・健康増進事業報告で計上され
ている接種率と問診で把握される集計値は、目的と活用方法に違いがある。麻しん・風しんでは、１歳
６か月までの早期に接種を済ませた割合が示される。麻しん排除に向けては、早期の集団免疫の確立が
必要であり、集計値が他地域より低い場合には対策が必要となる。四種混合では、標準的な接種期間に
接種を済ませた割合が求められる。1歳 6か月から 2歳までのほぼ同じ時期で集計されることから、経
年変化を分析することで、住民の健康行動の変化を把握することが可能となる。
　なお、地域間の比較においては母数となる健診受診率の違いに留意する必要がある。

　指標のポイント・利活用のポイント
　母乳育児の割合は国際比較の上でも有益な母子保健評価の指標である。出産後１か月の母乳育児の
割合は、健やか親子２１のベースライン調査時（平成 12 年）44.8% から最終評価時（平成 22 年）には
51.6% まで増加し、目標の 60%に近づいた。しかし、地域間格差も指摘されており、都道府県別の５分
位分析で第１分位（59.6％）と第５分位（39.0％）の差は 1.5 倍であったと報告されている *。
* 厚生労働省 . 「健やか親子２１（第２次）」について検討会報告書：「健やか親子２１」の最終評価等に
関する検討会 42 頁 , 2014.

　○個別の健康状況把握と保健指導
　母乳育児支援は、母子間の愛着形成を促進する支援であり、単に母乳育児の割合を増加させるのみで
はなく、母乳で育てられない状況を持つ家庭への支援でもある。この問診により、どのような栄養方法
であっても支援を行うきっかけとなり、安心して子育てができるような配慮につなげることができる。

　○地域の状況把握とその活用
　出産施設での母乳育児に関する支援があると、その割合が高率であることなどを踏まえ、出産施設で
の支援と退院後母子が生活する地域での支援が、母乳に関するトラブルを解消し母乳育児を継続する
ためには必要である。平成 19 年 3 月に策定された「授乳・離乳の支援ガイド」を活用した保健指導も広
がってきているが、母乳育児の割合を増加させることは、単に栄養としての母乳栄養の割合を増加させ
るだけではなく、母親と赤ちゃんを一体として支援し、安心して子育てする環境を整えることにもつな
がっている。支援者として大きな役割を果たす保健医療従事者が「授乳・離乳の支援ガイド」を十分活
用し、母乳育児を希望する母子への支援体制の充実が必要である。
　集計結果は、出産施設における母乳育児支援および出産施設退院後、新生児訪問等と地域における母
乳育児支援のアウトカムとしての活用が期待される。

［算出方法］
　「1．はい」と回答した者の数/無回答者を除外した回答者数×100

指標の種類 参考とする指標

調査方法 乳幼児健康診査（1歳6か月児）必須問診項目
母子保健課調査で毎年度全国データを集積する。

設問・選択肢と
算出方法

［設問→選択肢］ 
・四種混合
　　四種混合（ジフテリア・百日せき・破傷風・ポリオ）の予防接種
　　（第1期初回３回）を済ませましたか。
　　→　1.はい　2.いいえ
・麻しん・風しん
　　麻しん・風しんの予防接種を済ませましたか。
　　→　1.はい　2.いいえ

【基盤課題 A-参10】 1歳6か月までに四種混合・麻しん・風しんの予防接種を終了し ている者の割合
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－154－ －155－ －156－ －157－ －158－ －159－ －160－ －161－ －162－ －163－

－164－ －165－ －166－ －167－ －168－ －169－ －170－ －171－ －172－ －173－

－174－ －175－ －176－ －177－ －178－ －179－ －180－ －181－ －182－ －183－

－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

　指標のポイント・利活用のポイント
　「地域」とは各人にイメージされる範囲がどのようなものであれ、人々や行政との関わりという実体
を伴った広がりのことである。自分の住む地域で子育てをしたいと思う親が増えるということは、その
地域におけるソーシャル・キャピタルが充実していることを意味し、人と人とのつながりが育まれて
おり、どの世代の人も暮らしやすい地域と言える。そして、ソーシャル・キャピタルが豊かな地域ほど、
出生率は高いということが明らかとなっていることから*、子育てしていきたい地域だと住民が実感で
きることは、すなわち少子化対策の成果であるとも言える。
* 内閣府 . 平成 19 年版国民生活白書 . 96～104 頁 , 2007.

　○個別の健康状況把握と保健指導
　回答は、育児の孤立感・疎外感・不満感に関連する。回答者がこの地域に住んでどれくらいになるか
をまず確認する必要がある。その上で、主に①家庭内の不安定さ、②育児を通じた地域との関わり、③各
種行政サービスの認知度などに視点を当てる。比較的肯定的な回答が多い地域においては、否定的な選
択肢（選択肢３、選択肢４）に回答する者に対して、どのような視点が問題であるのかを把握した上で、
子育てに関する支援にアクセスできているか、必要な支援は何か、タイミングは適切かなどの個別の保
健指導が重要となる。

　○地域の状況把握とその活用
　「地域肯定感」と言うべきものである。各地域におけるソーシャル・キャピタルの差が現れる。ソー
シャル・キャピタルは出生率にも影響することが知られている *。情報化社会となり、各地域の母子保
健行政サービスを比較することが容易になってきている。地域の行政サービスの格差（母子保健計画に
基づいた切れ目ない支援の有無等）もここに現れると言って良い。
　また、この設問は、将来にわたる意向も尋ねている。例えば、「乳幼児の子育てについてはこの地域で

は申し分ないが、学童期から思春期にかけての子育てまでを思うと、この地域での子育てには不安があ
る」というような、将来の子育てを見越した回答も含まれてくる。乳幼児の子育てだけではなく、学童期
や思春期の子育てや青少年健全育成に関わる部署にまでこの結果を共有し、地域全体の課題として受
け止め、支援の充実に努めることが求められる。
* 内閣府 . 平成 19 年版国民生活白書 . 96～104 頁 , 2007.

指標の種類 健康水準の指標

調査方法 乳幼児健康診査（3～4か月児・1歳6か月児・3歳児）必須問診項目
母子保健課調査で毎年度全国データを集積する。

設問・選択肢と
算出方法

［設問→選択肢］
　この地域で、今後も子育てをしていきたいですか。
　→　１．そう思う　　２．どちらかといえばそう思う
　　　３．どちらかといえばそう思わない　４．そう思わない

［算出方法］
　「1.そう思う」もしくは「2.どちらかといえばそう思う」と
　回答した者の人数/全回答者数×100
　
　※各健診時点について、上記算出方法にて算出し、３時点の平均値を
　　算出する。

基盤課題 C:子どもの健やかな成長を見守り育む地域づくり
【基盤課題 C-1】 この地域で子育てをしたいと思う親の割合
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　指標のポイント・利活用のポイント
　「地域」とは各人にイメージされる範囲がどのようなものであれ、人々や行政との関わりという実体
を伴った広がりのことである。自分の住む地域で子育てをしたいと思う親が増えるということは、その
地域におけるソーシャル・キャピタルが充実していることを意味し、人と人とのつながりが育まれて
おり、どの世代の人も暮らしやすい地域と言える。そして、ソーシャル・キャピタルが豊かな地域ほど、
出生率は高いということが明らかとなっていることから*、子育てしていきたい地域だと住民が実感で
きることは、すなわち少子化対策の成果であるとも言える。
* 内閣府 . 平成 19 年版国民生活白書 . 96～104 頁 , 2007.

　○個別の健康状況把握と保健指導
　回答は、育児の孤立感・疎外感・不満感に関連する。回答者がこの地域に住んでどれくらいになるか
をまず確認する必要がある。その上で、主に①家庭内の不安定さ、②育児を通じた地域との関わり、③各
種行政サービスの認知度などに視点を当てる。比較的肯定的な回答が多い地域においては、否定的な選
択肢（選択肢３、選択肢４）に回答する者に対して、どのような視点が問題であるのかを把握した上で、
子育てに関する支援にアクセスできているか、必要な支援は何か、タイミングは適切かなどの個別の保
健指導が重要となる。

　○地域の状況把握とその活用
　「地域肯定感」と言うべきものである。各地域におけるソーシャル・キャピタルの差が現れる。ソー
シャル・キャピタルは出生率にも影響することが知られている *。情報化社会となり、各地域の母子保
健行政サービスを比較することが容易になってきている。地域の行政サービスの格差（母子保健計画に
基づいた切れ目ない支援の有無等）もここに現れると言って良い。
　また、この設問は、将来にわたる意向も尋ねている。例えば、「乳幼児の子育てについてはこの地域で

は申し分ないが、学童期から思春期にかけての子育てまでを思うと、この地域での子育てには不安があ
る」というような、将来の子育てを見越した回答も含まれてくる。乳幼児の子育てだけではなく、学童期
や思春期の子育てや青少年健全育成に関わる部署にまでこの結果を共有し、地域全体の課題として受
け止め、支援の充実に努めることが求められる。
* 内閣府 . 平成 19 年版国民生活白書 . 96～104 頁 , 2007.
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　指標のポイント・利活用のポイント
　母性健康管理に関する様々な措置があるが、それらの措置を適切に気兼ねなく受けることが出来る
かどうかは、制度の整備とともに職場の上司や同僚の理解も必要である。妊産婦に対して配慮している
職場は、その後の子育てについても理解があると推測される。妊娠中、職場から十分な配慮が得られた
就労女性が、その後も子育てと就労を続けながら次子の妊娠・出産を考えられるという状況は、少子化
の改善にも繋がると考えられる。
　調査結果を 5 年ごとに把握することで、就労妊婦へのより良い環境が整ってきているかを確認する
ことができる。また、就労妊婦に対しては、母性健康管理に関する措置等の情報提供を行っていくこと
も重要である。

指標の種類 健康水準の指標

調査方法 母子保健課調査　対象者（3～4か月児）
各地方自治体が、中間評価の前年度（平成30年度）と最終評価の前年度
（平成34年度）には調査等を行い、母子保健課に報告（平成31年度と
平成35年度）する。

設問・選択肢と
算出方法

［設問→選択肢］
　①お子さんのお母さんは妊娠中、働いていましたか。
　　→　1.働いていたことがある　2.働いていない
　②（①で「1.働いていたことがある」と回答した人に対して）
　　妊娠中、仕事を続けることに対して職場から配慮をされたと
　　思いますか。
　　→　1.はい　2.いいえ

［算出方法］
　②で「1.はい」と回答した者の人数/①で「1.働いていたことがある」と
　回答した者の人数×100

  
 

 
  

  
  

 

【基盤課題 C-2】 妊娠中、仕事を続けることに対して職場から配慮をされたと思う就
　労妊婦の割合
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　指標のポイント・利活用のポイント
　マタニティマークに関する取組の状況調査によれば、一般啓発用のポスター、リーフレット等の取組
を行っている市町村数は、平成 21 年度 1,448、平成 22 年度 1,508、平成 23 年度 1,645 と増加している。ま
た、妊産婦個人用に服や持ち物につけるキーホルダーなどのグッズを配布したり、マーク入りのステッ
カーを配布したりしている市町村数も、同年度順に 1,487、1,461、1,627 と増加している。その他、公共施
設や公共交通機関などにもマタニティマークのステッカーやポスターが掲示され、本マークの趣旨は
浸透しつつあると考えられる。これらは行政機関、関連する団体の活動の成果である。
　平成 25 年度の最終評価での調査では、対象の母親 6,181 名中、マタニティマークを知っていると回
答した者の割合は 5,781 名（93.5％）と高い割合であったが、そのうち、マークを使用したことのある者
の割合は 3,025 名（52.3％）と半数をやや超える程度で、全体では 48.9％であった。
　利用率を高めることは、妊産婦自身のためだけでなく、住民への啓発につながると考えられ、住民の
認知をより高めることが今後の課題である。マークの利用率を高め、さらにその効果を感じる母親の割
合を高めるためには、性別や年齢を問わず、マタニティマークの存在と趣旨を理解してもらうような啓
発活動も必要である。

指標の種類 健康行動の指標

調査方法 母子保健課調査　対象者（3～4か月児）
各地方自治体が、中間評価の前年度（平成30年度）と最終評価の前年度
（平成34年度）には調査等を行い、母子保健課に報告（平成31年度と平
成35年度）する。

設問・選択肢と
算出方法

［設問→選択肢］
　①妊娠中、マタニティマークを知っていましたか。
　　→　1.知らなかった　2.知っていた
　②（①で「2.知っていた」と回答した人に対して）
　　マタニティマークを身に付けたりするなどして利用したことが
　　ありますか。
　　→　1.利用したことがある　2.利用したことはない

［算出方法］
　マタニティマークを使用したことのある者/マタニティマークを
　知っていると回答した者×100

  
  

  
  

  
  

 

【基盤課題 C-3】 マタニティマークを妊娠中に使用したことのある母親の割合
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　指標のポイント・利活用のポイント
　「健やか親子２１」の策定時においては、 乳幼児期の子どもの心の発達は母親の心の状態と密接に関
係しており、また、母親の心の状態は父親の態度や生活状態に大きく影響されると捉えられていた。母
親が育児を楽しめるよう、その育児環境の一つとして父親の育児“参加”が求められていた。ただ、我が
国では父親の育児“参加”が少ないため、父親も育児に自信がなく、母親を支え難くなっていると認識さ
れていた *。
　「健やか親子２１（第２次）」ではこの考え方をさらに一歩進め、父親も母親同様に育児を行う主体で
あるという考え方に立ち、これまで父親の育児“参加” とされてきた表現を、父親の育児と変更し、父親
の主体的な育児の推進を目指して、本項目を導入するに至った。
* 厚生労働省 . 「健やか親子２１」検討会報告書 . 第２章第４節，1990.

○個別の健康状況把握と保健指導
　設問を（子の）母親に問う場合、回答は母親から見た父親の育児に対する評価ともいえる。これは、育
児ストレスを構成する要因の一つである。
　回答は、短期的・長期的な夫婦関係・家族関係に左右される。核家族世帯の場合は、夫の育児観や勤
務形態を把握することも必要である。三世代家族の場合には、それに加えて、夫とその親との関係性に
ついて把握することで有効な支援につなげることができる。
　肯定的な回答は、子どもの年齢が上がるにつれて少なくなる。前回の健診では肯定的であった回答
が、今回の健診では否定的な回答となった場合には、その回答の変化の背景を把握することが必要であ
る。
　この設問に無回答である場合、ひとり親家庭や婚姻関係のないパートナーとの同居家庭などの多様
な家族関係（戸籍等の届け出とは異なる状況も含む）が存在する可能性もある。経済的困窮やDV（配偶
者からの暴力）の可能性などを念頭に置き、支援につなげる必要がある。また、父親が存在するにも関わ
らず、この設問に無回答である場合には、顕在化していないニーズに配慮した支援が必要となる可能性

もある。

　○地域の状況把握とその活用
　母親の育児ストレスの地域間格差を把握することができる。父親の子育ての状況のみならず、父親の
育児に対する母親の期待度の差異も見ることができる。
　また、無回答を集計することにより、父親不在等の地域傾向を把握することも期待できる。これらの
情報から、家族による育児を地域が支援していくという枠組みを地域単位で描くことが可能となる。さ
らに地域ごとの育児支援サービスのアウトカムとしても活用が期待される。

 
  

    
 

  
 

 

指標の種類 健康行動の指標

調査方法 乳幼児健康診査（3～4か月児・1歳6か月児・3歳児）必須問診項目
母子保健課調査で毎年度全国データを集積する。

設問・選択肢と
算出方法

［設問→選択肢］
　お子さんのお父さんは、育児をしていますか。
　→　１．よくやっている　２．時々やっている
　　　３．ほとんどしない　４．何ともいえない

［算出方法］
　「1.よくやっている」と回答した者の人数/全回答者数×100

　※各健診時点について、上記算出方法にて算出し、３時点の平均値を
　　算出する。

【基盤課題 C-5】 積極的に育児をしている父親の割合
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　指標のポイント・利活用のポイント
　「健やか親子２１」の策定時においては、 乳幼児期の子どもの心の発達は母親の心の状態と密接に関
係しており、また、母親の心の状態は父親の態度や生活状態に大きく影響されると捉えられていた。母
親が育児を楽しめるよう、その育児環境の一つとして父親の育児“参加”が求められていた。ただ、我が
国では父親の育児“参加”が少ないため、父親も育児に自信がなく、母親を支え難くなっていると認識さ
れていた *。
　「健やか親子２１（第２次）」ではこの考え方をさらに一歩進め、父親も母親同様に育児を行う主体で
あるという考え方に立ち、これまで父親の育児“参加” とされてきた表現を、父親の育児と変更し、父親
の主体的な育児の推進を目指して、本項目を導入するに至った。
* 厚生労働省 . 「健やか親子２１」検討会報告書 . 第２章第４節，1990.

○個別の健康状況把握と保健指導
　設問を（子の）母親に問う場合、回答は母親から見た父親の育児に対する評価ともいえる。これは、育
児ストレスを構成する要因の一つである。
　回答は、短期的・長期的な夫婦関係・家族関係に左右される。核家族世帯の場合は、夫の育児観や勤
務形態を把握することも必要である。三世代家族の場合には、それに加えて、夫とその親との関係性に
ついて把握することで有効な支援につなげることができる。
　肯定的な回答は、子どもの年齢が上がるにつれて少なくなる。前回の健診では肯定的であった回答
が、今回の健診では否定的な回答となった場合には、その回答の変化の背景を把握することが必要であ
る。
　この設問に無回答である場合、ひとり親家庭や婚姻関係のないパートナーとの同居家庭などの多様
な家族関係（戸籍等の届け出とは異なる状況も含む）が存在する可能性もある。経済的困窮やDV（配偶
者からの暴力）の可能性などを念頭に置き、支援につなげる必要がある。また、父親が存在するにも関わ
らず、この設問に無回答である場合には、顕在化していないニーズに配慮した支援が必要となる可能性

もある。

　○地域の状況把握とその活用
　母親の育児ストレスの地域間格差を把握することができる。父親の子育ての状況のみならず、父親の
育児に対する母親の期待度の差異も見ることができる。
　また、無回答を集計することにより、父親不在等の地域傾向を把握することも期待できる。これらの
情報から、家族による育児を地域が支援していくという枠組みを地域単位で描くことが可能となる。さ
らに地域ごとの育児支援サービスのアウトカムとしても活用が期待される。
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指標の種類 環境整備の指標

調査方法 母子保健課調査（市町村用・都道府県用）（毎年度調査）

設問・選択肢と
算出方法

〇市町村用
［設問→選択肢］
１）乳幼児健康診査の未受診者の全数の状況を把握する体制がある。
　→　1.はい　2.いいえ
２）設問１）で、「１．はい」と回答した場合
①未受診者に対して、母子保健担当者等がいつまでに状況を把握するか
　期限を決めている。
　→　1.はい　2.いいえ
②子どもに直接会うなど、把握方法を決めている。
　→　1.はい　2.いいえ
③選択肢②において「１．はい」の場合、現認率（未受診者のうち、
　第三者が直接、児の状況を確認した割合）を定期的に算出している。
　→　1.はい　2.いいえ
④期限を過ぎて状況が把握できない場合に、他部署や他機関と連携する
　などして状況を把握する方法を決めている。
　→　1.はい　2.いいえ

［算出方法］
設問１）で「１．はい」と回答し、かつ設問２）で①～④の全てに
「１．はい」と回答した市区町村数/全市区町村数×100

〇都道府県用
［設問→選択肢］
１）市町村の乳幼児健康診査の未受診者把握への取組に対する支援を
　　している。
　→　1.はい　2.いいえ
２） 設問１）で「１．はい」と回答した場合、母子保健担当部署で行って
　　いるか、もしくはその他の部署（福祉担当部署等）で行っているか。
　→　１.母子保健担当部署で行っている　２.その他の部署で行っている
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（具体的な部署：　　　　　　　）
３） 設問１）で「１．はい」と回答した場合
①市町村が行っている未受診者対応に関する情報共有を行っている。
　→　1.はい　2.いいえ
②未受診者対応の評価（※）をしている。
　→　1.はい　2.いいえ
③市町村向けの研修において、未受診者対応に関する内容が含まれている。
　→　1.はい　2.いいえ

　※未受診者対応の評価とは、管内の未受診者対応（未受診者把握率・
　　現認率や先進的取組等）の情報を集約し、市町村へ還元することである。

［算出方法］
設問２）で「１．母子保健担当部署で行っている」と回答し、設問３）
の①～③の全てに「１．はい」と回答した県型保健所の数/設問２）で
「１．母子保健担当部署で行っている」と回答した県型保健所数×100

  

【基盤課題 C-6】
　・乳幼児健康診査の未受診者の全数の状況を把握する体制がある市区町村の割合
　・市町村の乳幼児健康診査の未受診者把握への取組に対する支援をしている県型保健所の割合



－97－ －98－ －99－ －100－ －101－ －102－ －103－ －104－ －105－ －106－

－107－ －108－ －109－ －110－ －111－ －112－ －113－ －114－ －115－ －116－

－117－ －118－ －119－ －120－ －121－ －122－ －123－ －124－ －125－ －126－

－127－ －128－ －129－ －130－ －131－ －132－ －133－ －134－ －135－ －136－

－137－ －138－ －139－ －140－ －141－ －142－ －143－ －144－ －145－ －146－

－147－ －148－ －149－ －150－ －151－ －152－ －153－ －154－

－154－ －155－ －156－ －157－ －158－ －159－ －160－ －161－ －162－ －163－

－164－ －165－ －166－ －167－ －168－ －169－ －170－ －171－ －172－ －173－

－174－ －175－ －176－ －177－ －178－ －179－ －180－ －181－ －182－ －183－

－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

　指標のポイント・利活用のポイント
　乳幼児健康診査の未受診者の中から児童虐待により死亡していたなどの重大事例が報告されている
ことから、未受診者の把握は重要である。このため把握の期限を定め、直接児を確認する必要がある。ま
た、市区町村の母子保健担当部署のみでは限界があることから、他部署や他機関等と連携して未受診者
を把握することが重要である。市町村用の設問１）で「１．はい」と回答し、かつ設問２）で①～④の全て
に「１．はい」と回答した市区町村を、未受診者把握の全数把握の体制があるとし、全市区町村にその体
制があることが望ましい。
　都道府県では市町村支援を保健所以外の福祉事務所等が行っているところがあり、母数を母子保健
担当部署が支援している県型保健所の数としている。管内市町村の未受診者把握の対策や状況を把握・
評価し、管内市町村に対して情報提供を行い研修等も実施することが望ましい。



－97－ －98－ －99－ －100－ －101－ －102－ －103－ －104－ －105－ －106－

－107－ －108－ －109－ －110－ －111－ －112－ －113－ －114－ －115－ －116－

－117－ －118－ －119－ －120－ －121－ －122－ －123－ －124－ －125－ －126－

－127－ －128－ －129－ －130－ －131－ －132－ －133－ －134－ －135－ －136－

－137－ －138－ －139－ －140－ －141－ －142－ －143－ －144－ －145－ －146－

－147－ －148－ －149－ －150－ －151－ －152－ －153－ －154－

－154－ －155－ －156－ －157－ －158－ －159－ －160－ －161－ －162－ －163－

－164－ －165－ －166－ －167－ －168－ －169－ －170－ －171－ －172－ －173－

－174－ －175－ －176－ －177－ －178－ －179－ －180－ －181－ －182－ －183－

－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

　指標のポイント・利活用のポイント
　核家族化や地域のつながりの希薄化などを背景に、社会的孤立等による育児不安が高い親への支援
がますます必要となっている。虐待予防の観点からみると、誰にでも起こりうる育児不安といった段階
から早期に対応することにより、虐待を予防することが可能となる。
　このような親への支援は、個別支援とともにグループ支援を組み合わせて支援することが重要であ
る。地域には子育てサークルなど親が自主的に運営するグループ活動も存在するが、ここで取り上げる
「育児不安の親のグループ活動」は、育児不安に対する個別支援を必要としている親を対象とし、同じく
育児不安を抱える他の親との相互援助をめざして専門家の支援のもとに行われるグループ活動のこと
である。よって、まずは支援の必要性をアセスメントし、対象となる親を把握していることが必要であ
る。その把握にあたっては乳幼児健康診査などの保健事業での関わりの機会を十分活かして対象とな
る親を把握し、継続的な個別支援につなげていくことが重要である。
　本指標では、育児不安に対する支援が必要な親を把握して個別支援を行うとともに、相互援助を狙い
として行うグループミーティングなどのグループ活動を市町村の公的責任において実施あるいは支援
している場合が該当する。本指標を用いて定期的に評価することにより、グループ活動に関する事業単
体の評価にとどまらず、個別支援とグループ活動を組み合わせることによる効果的な支援が実施でき
ているかについて確認でき、育児不安の親を支援する環境整備の評価につながる指標として活用でき
る。

指標の種類 環境整備の指標

調査方法 母子保健課調査（市町村用）（毎年度調査）

設問・選択肢と
算出方法

〇市町村用
［設問→選択肢］
１）出生数が少なく、育児不安の親のグループ活動をすることが困難である。
　→　1.はい　2.いいえ
２）設問１）で「２．いいえ」と回答した場合
①支援の必要性をアセスメントし、育児不安の親のグループ活動の対象者
　を把握している。
　→　1.はい　2.いいえ
②育児不安に対する個別支援を行いつつ、何らかの形でグループミーティ
　ングを実施あるいは支援（※）している。
　→　1.はい　2.いいえ

　※支援とは、例えば、支援の対象者や目的を明確に定めて、公的責任に
　　おいて個別支援との両輪で支援（育児不安の軽減や仲間づくり等）を
　　行っていること。

［算出方法］
設問２）の①と②のいずれにも「１．はい」と回答した市区町村数 /設問１）
で「２．いいえ」と回答した市区町村数×100

  

【基盤課題 C-7】 育児不安の親のグループ活動を支援する体制がある市区町村の割合



－97－ －98－ －99－ －100－ －101－ －102－ －103－ －104－ －105－ －106－

－107－ －108－ －109－ －110－ －111－ －112－ －113－ －114－ －115－ －116－

－117－ －118－ －119－ －120－ －121－ －122－ －123－ －124－ －125－ －126－

－127－ －128－ －129－ －130－ －131－ －132－ －133－ －134－ －135－ －136－

－137－ －138－ －139－ －140－ －141－ －142－ －143－ －144－ －145－ －146－

－147－ －148－ －149－ －150－ －151－ －152－ －153－ －154－

－154－ －155－ －156－ －157－ －158－ －159－ －160－ －161－ －162－ －163－

－164－ －165－ －166－ －167－ －168－ －169－ －170－ －171－ －172－ －173－

－174－ －175－ －176－ －177－ －178－ －179－ －180－ －181－ －182－ －183－

－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

　指標のポイント・利活用のポイント
　市町村用の選択肢①は、乳幼児健康診査や家庭訪問などの重要な事業を、非常勤職員等が担当する場
合が少なくない状況を踏まえたものである。②と③は、中期的な職員研修計画を作成し、PDCAサイク
ルに沿って、研修会に職員が参加し、勉強会や連絡会などで共有の上で、その内容を業務改善に活かす
体制を求めるものである。なお、研修対象者として地方自治体職員だけでなく、医師や歯科医師などを
はじめとする健診従事者を含めた研修を行い、より充実したものとすることも重要である。④は、我が
国の母子保健の黎明期から、現場担当者がその裁量権を用いて実施してきた研修の形である。現在でも
有効に活用されており、指標の評価には用いないものの、その実施状況を継続的に把握することが重要
である。
　都道府県が市町村に対して果たす役割の中で、従事者研修は重要なもののひとつである。中期的な目
標を定め、研修計画を作成し、評価することが必要である。また、都道府県保健所職員などに対し、地域
保健活動の基本となる母子保健分野の研修を通じて、個別支援のスキル向上を目指すことにもつなが
る。

指標の種類 環境整備の指標

調査方法 母子保健課調査（市町村用・都道府県用）（毎年度調査）

設問・選択肢と
算出方法  

○市町村用
［設問→選択肢］
①非常勤職員も含めて、年１回以上、専門性を高める研修を受けるため
　の予算を確保している。
　→　1.はい　2.いいえ
②受けた研修内容を共有する仕組みがある、もしくは、勉強会等で深め
　ている。
　→　1.はい　2.いいえ
③受けた研修内容を業務の改善に活かしている。
　→　1.はい　2.いいえ
④複数の市町村同士で、自主的に勉強会等を実施している。
　→　1.はい　2.いいえ

［算出方法］
①～③の全てに「１．はい」と回答した市区町村数/全市区町村数×100

○都道府県用
［設問→選択肢］
①PDCAサイクルに沿った専門性の向上を目指した研修会を実施している。
　→　1.はい　2.いいえ
②すべての保健所が、管内の市町村に研修機会を提供している。
　→　1.はい　2.いいえ
③県内すべての自治体（政令市・中核市・保健所設置市・特別区を含む）
　を対象とした研修機会を提供している。
　→　1.はい　2.いいえ

［算出方法］
①～③の全てに「１．はい」と回答した都道府県数/全都道府県数×100

【基盤課題 C-8】
　母子保健分野に携わる関係者の専門性の向上に取り組んでいる地方公共団体の割合



－97－ －98－ －99－ －100－ －101－ －102－ －103－ －104－ －105－ －106－

－107－ －108－ －109－ －110－ －111－ －112－ －113－ －114－ －115－ －116－

－117－ －118－ －119－ －120－ －121－ －122－ －123－ －124－ －125－ －126－

－127－ －128－ －129－ －130－ －131－ －132－ －133－ －134－ －135－ －136－

－137－ －138－ －139－ －140－ －141－ －142－ －143－ －144－ －145－ －146－

－147－ －148－ －149－ －150－ －151－ －152－ －153－ －154－

－154－ －155－ －156－ －157－ －158－ －159－ －160－ －161－ －162－ －163－

－164－ －165－ －166－ －167－ －168－ －169－ －170－ －171－ －172－ －173－

－174－ －175－ －176－ －177－ －178－ －179－ －180－ －181－ －182－ －183－

－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

　指標のポイント・利活用のポイント
　パンフレット配布やパネル展示の実施状況については、90%前後で推移しており、地方自治体では
その先の取組が必要となっている。パンフレット配布やパネル展示以外の事故予防の取組実施割合は、
市町村において 50%に満たない状況 * である。
　選択肢②の安全チェックリストは親の具体的なイメージ化を助ける媒体である。乳幼児健診時から
（できれば妊婦健診時から）の積極的なアドバイスが求められる。このチェックリストについては、「必
ず」行うべきことであることを周知し、「時々しないことがある」という項目については、それを妨げて
いる状況を改善するための工夫を親とともに共有し、実際に行動できるよう支援していく必要がある。

　選択肢③の健康教育は基盤となる地域住民の認識向上を目的としたものである。この上に選択肢④
の親対象の健康教育が効果を発揮する。
　選択肢⑤については、地域の医療機関との連携が必要となる。全例を把握することが困難なことも多
い。ある期間（例えば冬の 12 月～ 2月）に限定して事故発生状況を把握し、事故予防の取組に活かすこ
とが必要である。
　選択肢⑥は、まさにヘルスプロモーションの具現化である。子どもは成長に伴い、その行動範囲を広
げていく。道路整備、公園管理、そして河川・湖沼保全等の部局は、直接的に子どもの事故予防に関連し
た部局となる。子どもの事故予防という観点を通じて、他の部局への働きかけと課題共有を行うこと
は、事故対策に留まらない連携を育むことにも繋がる。
* 厚生労働省 . 「健やか親子２１」最終評価報告書 . 126 頁 , 2003.

指標の種類 参考とする指標

調査方法 母子保健課調査（市町村用）（毎年度調査）

設問・選択肢と
算出方法

○市町村用
［設問→選択肢］
乳幼児健康診査の際に事故防止対策事業を実施していますか。
該当するもの全てに〇をつけてください。
①パンフレットの配布、健診会場のパネル展示・ビデオ放映などに
　より啓発している。
②事故防止のための安全チェックリストを使用した普及啓発活動を
　行っている。（例．チャイルドシートの使用、自転車に乗るとき
　のヘルメットの着用、浴槽に残し湯をしないことなど）
③地域住民を広く対象とした健康教育を実施している。
④子どもの親を対象とした健康教育を実施している。
⑤地域の子どもの事故発生状況を定期的に把握している。
⑥部局を超えて、子どもの事故予防対策の視点で街づくりを検討し
　協議する場がある。（公園の遊具等の安全性の確認、交通事故防
　止のための歩道の整備など）
⑦その他の事故防止対策（　　　　　　　　　　　　　　　　　）
⑧特に取り組みはしていない。

［算出方法］
選択肢②と③の取組を両方行っている市区町村数/全市区町村数×100

※ 算出方法に記載していない選択肢①・④・⑤・⑥の設定理由は、
　下記の通り。
・選択肢①と④：「健やか親子２１」からのデータを継続的に比較
　評価するため。
・選択肢⑤と⑥：現状では全ての地方自治体での実施は困難と考え
　られるが、今後の取組の方向性や目標を示すため。中間評価時に
　取組の状況を踏まえ、算出方法を再検討することが望まれる。

【基盤課題 C-参3】 事故防止対策を実施している市区町村の割合



－97－ －98－ －99－ －100－ －101－ －102－ －103－ －104－ －105－ －106－
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　指標のポイント・利活用のポイント
　パンフレット配布やパネル展示の実施状況については、90%前後で推移しており、地方自治体では
その先の取組が必要となっている。パンフレット配布やパネル展示以外の事故予防の取組実施割合は、
市町村において 50%に満たない状況 * である。
　選択肢②の安全チェックリストは親の具体的なイメージ化を助ける媒体である。乳幼児健診時から
（できれば妊婦健診時から）の積極的なアドバイスが求められる。このチェックリストについては、「必
ず」行うべきことであることを周知し、「時々しないことがある」という項目については、それを妨げて
いる状況を改善するための工夫を親とともに共有し、実際に行動できるよう支援していく必要がある。

　選択肢③の健康教育は基盤となる地域住民の認識向上を目的としたものである。この上に選択肢④
の親対象の健康教育が効果を発揮する。
　選択肢⑤については、地域の医療機関との連携が必要となる。全例を把握することが困難なことも多
い。ある期間（例えば冬の 12 月～ 2月）に限定して事故発生状況を把握し、事故予防の取組に活かすこ
とが必要である。
　選択肢⑥は、まさにヘルスプロモーションの具現化である。子どもは成長に伴い、その行動範囲を広
げていく。道路整備、公園管理、そして河川・湖沼保全等の部局は、直接的に子どもの事故予防に関連し
た部局となる。子どもの事故予防という観点を通じて、他の部局への働きかけと課題共有を行うこと
は、事故対策に留まらない連携を育むことにも繋がる。
* 厚生労働省 . 「健やか親子２１」最終評価報告書 . 126 頁 , 2003.
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指標の種類 参考とする指標

調査方法 乳幼児健康診査（1歳6か月児）必須問診項目
母子保健課調査で毎年度全国データを集積する。

設問・選択肢と
算出方法

［設問→選択肢］
浴室のドアには、子どもが一人で開けることができないような工夫が
してありますか。

→　１．はい　２．いいえ　３．該当しない

［算出方法］
「1.はい」と回答した者の数/（全回答者－「該当しない」と
　回答した者）×100

【基盤課題 C-参4】 乳幼児のいる家庭で、風呂場のドアを乳幼児が自分で開けること
　ができないよう工夫した家庭の割合

　指標のポイント・利活用のポイント
　浴室内での溺死・溺水は、わが国に多い子どもの事故形態である。残し湯文化があることに加え、近
年では高齢者対応の浴室（浴槽の高さが低い）が増える傾向にあり、子どもにとっては危険性が増して
いる状況にある。
　家庭内の事故防止策として、チェックリストを活用した啓発が実践されている。この設問はチェック
リストの 1項目であり、この項目のみで家庭内の事故防止につながるわけではない。本来、他のチェッ
ク項目と組み合わせて活用すべきである。しかし、必須問診項目の選定にあたっては、他の健康課題と
のバランスも鑑み、チェックリストの中の代表的な設問として示されていることに留意されたい。

　○個別の健康状況把握と保健指導
　「１．はい」と回答した者には、どのような工夫がなされているのかを聞き、他の家庭への参考になる
部分をまとめておきたい。「２．いいえ」と回答した家庭には、その家庭の浴室（ドア）に合った工夫例を
提示し、事後のフォローアップの中で問題点と状況を確認していけるよう、担当者間で情報共有を図る
ことが必要である。

　○地域の状況把握とその活用
　地域格差を把握する。「１．はい」が少ない地域には、工夫の必要性を説明すると同時に、写真等で示し
た具体例を複数示すなど、手軽に改善できる工夫を周知していく。これは 1歳 6か月児健診時で把握す
ることになるが、乳児健診等の時点から周知をしていくことが望ましい。
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　指標のポイント・利活用のポイント
　この指標は、「健やか親子２１」のスタート時点から、課題 4「子どもの心の安らかな発達の促進と育
児不安の軽減」のアウトカム指標として用いられてきた。最終評価において、改善が認められない課題
が残ったことからも、重要な指標として引き継がれている。

　○個別の健康状況把握と保健指導
　「健やか親子２１」の調査では、一貫して子どもの年齢が上がると「はい」の頻度が減少していた。また、
この設問を共通問診としているモデル地域のデータから、子育ての相談相手の有無、母親の喫煙、子ども
の就寝時間や朝食などの問診項目や、子どもの発達を評価する項目などとの関連を認めていた。つまり、
この設問は、子どもや親の状況、親子の関係性、親子を取り巻く環境などが複合的に関係している。
　「いいえ」や「何ともいえない」と回答した場合には、面談や多職種による観察により、親が語るニーズ
だけでなく、潜在的なニーズを把握し、必要な支援につなげることができる。

　○地域の状況把握とその活用
　この指標は、「健やか親子２１」の最初から健康水準の指標に位置付けられてきた。「健やか親子２１」
の最終評価では、数値に改善が認められず「変わらない」と評価された。また、地域による違いが認めら
れることも明らかになった。ベースライン調査の結果から、「はい」と回答した割合の全国平均（第一分
位グループの加重平均・第五分位グループの加重平均）を求めると、3～ 4か月児では 79.7%（83.2%・
75.9%）、1歳 6か月児 68.5%（73.3%・61.5%）、3歳児 60.3%（64.0%・53.2%）であった。
　ベースライン調査の他の設問項目との関連を都道府県別に検討すると、「母親が喫煙・飲酒していな
い」「子育て状況や健診状況に満足している」「相談相手がいる」「育児に自信が持てている」「虐待はして
いないと思っている」の割合が高い方が、「ゆったりとした気分で子どもと過ごせる時間がある」割合が
高い傾向が見られた。また、「父親が子どもとよく遊んでいる」「母親が育児休業中や働いていない」「地
域のお祭りなどに参加している割合が高い」ことも、この指標の割合が高いことと関連していることが
示唆された。
　乳幼児健診での必須問診項目となったことで、市町村単位、都道府県単位の比較や年次推移の把握が可
能である。この指標の改善には、母子保健施策のみならず、いわゆる子育て支援策など他の地方公共団体の
取組をも反映している可能性があり、地方公共団体の包括的な計画の指標として活用することができる。

指標の種類 健康水準の指標

調査方法 乳幼児健康診査（3～4か月児・1歳6か月児・3歳児）必須問診項目
母子保健課調査で毎年度全国データを集積する。

設問・選択肢と
算出方法

［設問→選択肢］  

お母さんはゆったりとした気分でお子さんと過ごせる時間がありますか。 
  

 
→　１．はい　２．いいえ　３．何ともいえない

 
［算出方法］  
各健診時点において、「はい」と回答した者の人数/全回答者数×100 

重点課題① : 育てにくさを感じる親に寄り添う支援
　【重点課題①-1】 ゆったりとした気分で子どもと過ごせる時間がある母親の割合
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　指標のポイント・利活用のポイント
　親が育てにくさを感じる要因は、発達障害を
はじめとする子どもの要因や親の要因、親子の
関係性に起因する要因、さらに親子を取り巻く
環境の要因が複合的に関係する（図 .( 参 )1.1）。
「（育てにくさを）感じる」と回答した場合は、親
が語る困りごとや心配事だけでなく、潜在的な
要因にも配慮した保健指導が必要である。

　○個別の健康状況把握と保健指導
　ベースライン調査では、育てにくさを感じて
いる親の割合は、子どもの年齢ととともに増加したが、その対処法を知っている親の割合は、どの年齢
でも8割程度であった。対処行動ができる親には、保健機関からの助言や相談先に関する情報提供によ
り支援が届く可能性が高い。一方、対処法を知らない親に対しては、支援が届くためにはどのような手
段が必要なのか、親の意欲・関心、支援者との関係、来所可能性、家庭訪問の同意、他の母子保健事業や
他機関活用状況、家族や近隣との関係など支援の実現性を含め、健診従事者間で情報共有しながら支援
策を決定する必要がある。

　○地域の状況把握とその活用
　育てにくさを感じた時に親がその解決法を知るためには、親や子どものライフサイクルに応じたさ
まざまな相談の体制が整えられるだけでなく、親が利用できる相談先として認識している必要がある。
すなわち、この指標は健康水準の指標であるが、親の健康行動や、発達障害をはじめとする育てにくさ
を感じる親への早期支援体制（重点課題①-５）の整備状況の成果を評価する指標として用いることも
できる。対処できる割合が少ない市町村では、支援体制を見直す必要性の根拠の一つとなる。

指標の種類 健康水準の指標

調査方法 乳幼児健康診査（3～4か月児・1歳6か月児・3歳児）必須問診項目
母子保健課調査で毎年度全国データを集積する。

設問・選択肢と
算出方法

［設問→選択肢］
① あなたは、お子さんに対して、育てにくさを感じていますか。
　→　１．いつも感じる、２．時々感じる、３．感じない
②（設問①で、「 1.いつも感じる」もしくは「2.時々感じる」 と
　回答した人に対して、）育てにくさを感じた時に、相談先を知って
　いるなど、何らかの解決する方法を知っていますか。
　→　１．はい、２．いいえ

［算出方法］
　設問②で「1.はい」と回答した者の人数/設問①で「１．いつも感じる」
　又は「２．時々感じる」と回答した者の人数×100
　※各健診時点について、上記算出方法にて算出し、３時点の平均値を
　　算出する。

【重点課題①-2】 育てにくさを感じたときに対処できる親の割合

 

図.(参)1.1 育てにくさの要因

育てにくさに寄り添う母子保健のあり方検討ワーキンググ
ループ報告：岡明（東京大学）、小枝達也（鳥取大学）、
秋山千枝子（あきやま子どもクリニック）、安梅勅江（筑波
大学）、水主川純（聖マリアンナ医科大学）
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　指標のポイント・利活用のポイント
　この設問の特徴は、現在できているかどうかではなく、これから数か月のうちに子どもの姿が変わる
との「見通し」を与え、保護者が子どもの社会性の発達に注目し、成長を楽しむ視点からその知識を問う
ものである。1歳 6か月児の「共同注意」は、文字だけでは分かりにくい場合もあるため、イラストなど
を用いて説明を行うことが重要である（図 .( 参 )1.2）。

指標の種類 健康行動の指標

調査方法 乳幼児健康診査（3～4か月児・1歳6か月児・3歳児）必須問診項目
母子保健課調査で毎年度全国データを集積する。

設問・選択肢と
算出方法

［設問→選択肢］
[3～4か月児] 生後半年から１歳頃までの多くの子どもは、
「親の後追いをする」ことを知っていますか。
　→　１.はい　２.いいえ
[1歳6か月児] １歳半から２歳頃までの多くの子どもは、
「何かに興味を持った時に、指さしで伝えようとする」ことを
　知っていますか。 
　→　１.はい　２.いいえ
[3歳児用] ３歳から４歳頃までの多くの子どもは、「他の子どもから
　誘われれば遊びに加わろうとする」ことを知っていますか。　
　→　１.はい　２.いいえ

［算出方法］
「1.はい」と回答した者の人数/全回答者数×100
※各健診時点について、上記算出方法にて算出し、
　３時点の平均値を算出する。

【重点課題①-3】 子どもの社会性の発達過程を知っている親の割合

図.(参)1.2 1歳6か月児用の質問の説明図
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　○個別の健康状況把握と保健指導
　ベースライン調査では「いいえ」または無効回答であったものが、3～ 4か月児で 13.5%、1 歳 6 か月
児 9.0%、3 歳児 27.7% であった。保健指導を行う際には、ポピュレーション・アプローチの視点から 、
リーフレット * などを用いて遊びや世話を通して親が子どもにかかわる方法を伝えることから始める
方法もある。
＊親向けリーフレット（諏訪保健福祉事務所管内保健業務研究会作成）
　　http://www.ncnp.go.jp/nimh/jidou/research/research.html#04

　
　○地域の状況把握とその活用
　子どもの社会性の発達は、乳幼児健診でこれまであまり注目されておらず、ベースライン調査の値に
みられるように住民の意識としても独歩や始語ほどには重要と捉えられていなかった。インクルーシ
ブ保育や教育 * の現場では、子ども同士にトラブルが起きた場合、非定型発達の子どもの親だけでな
く、その周囲の親が状況を理解する必要がある。地域住民が等しく社会性の発達を理解する場として、
乳幼児健診を活用することができる。
 * インクルーシブ保育や教育：発達障害児が、定型発達児やいわゆるグレーゾーンの発達特性を持つ
　児と同じ場所で保育や幼児教育を受ける体制
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指標の種類 環境整備の指標

調査方法 母子保健課調査（市町村用・都道府県用）（毎年度調査）

設問・選択肢と
算出方法

〇市町村用
［設問→選択肢］
①育てにくさを感じている親が、利用できる社会資源（教室に参加
　できない場合は個別訪問などにつなげる）がある。
　→　１.はい　２.いいえ
②発達支援に関して保健センターや保育所等の関係機関が個別事例の
　情報交換する会議が定期的に開かれている。
　→　１.はい　２.いいえ
③育てにくさに寄り添う支援を実施するためのマニュアル（※）
　がある。
　→　１.はい　２.いいえ
④医療、保健、福祉、教育が連携して支援状況を評価している。
　→　１.はい　２.いいえ
　※「マニュアル」とは、次の点について記載しているものとする。
　　「育てにくさ」を発見できる問診などの仕組みや工夫について
　　 a)子どもの問題、b)親の問題、c)親子の問題、d)環境の問題の
　　 各々の「育てにくさ」の側面からの記載

［算出方法］
①かつ②～④のいずれかに「１．はい」と回答した
　市区町村数/全市区町村数×100

〇都道府県用
［設問→選択肢］
①広域的な立場で、専門医療機関や療育機関等と市町村間の情報共有
　をするためのネットワークを作っている。
　→　１.はい　２.いいえ
②市町村の早期支援体制の評価と見直しに助言や技術的支援を行っている。
　→　１.はい　２.いいえ
③市町村向けの研修において、育てにくさに寄り添う支援に関する内容が
　含まれている。
　→　１.はい　２.いいえ

［算出方法］
①～③のすべてに「１．はい」と回答した
　県型保健所の数/全県型保健所数×100

【重点課題①-5】
　・発達障害をはじめとする育てにくさを感じる親への早期支援体制がある市区町村の割合
　・市町村における発達障害をはじめとする育てにくさを感じる親への早期支援体制整備へ
　　の支援をしている県型保健所の割合
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　指標のポイント・利活用のポイント
　これまで発達障害など子どもの要因に対応する療育的な機関と親の子育て相談に対応する機関と
は、別々の体制と理解されてきた 。例えば、育てにくさの要因は、子どもの要因、親の要因、親子の関係
性の要因、そして親子をとりまく環境の要因が、複合的に関与している（重点課題①－２）ことから、育
てにくさに対応する地域資源は、医療、保健、福祉、教育などのすべての機関による体制が必要である。
子どもの成長や発達状況等に伴って、関係する機関は変わっていく。それぞれの機関が自らの役割を果
たす中で、育てにくさを感じる親への支援という共通認識と、円滑な情報共有を促すための体制が求め
られる。
　市町村の設問①は、市町村が乳幼児健診の事後教室、子育て支援センターの教室の他、育てにくさを
感じる親が利用できる体制を整備し、かつ適切な利用につなげる体制となっていることが最低限必要
な条件であることを意味する。
　関係機関同士の情報共有と早期支援体制の評価は、モデル的な地域で実施されるにとどまっている。
すべての市町村において地域の状況を踏まえながら情報共有と評価が実施されるよう、都道府県は技
術的支援を行う必要がある（p.48 参照）。
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　指標のポイント・利活用のポイント
　保護者に対する虐待の調査では、平成 22 年度幼児健康度調査で「子どもを虐待しているのではない
かと思うことがありますか」いう質問項目があり、「はい」と回答した割合は、1歳半児で 8.3％、3歳児で
15.9％であった。
　問診は匿名調査ではないため、「虐待」を把握した場合は通告しなければならないことも考えられ、虐
待の有無をストレートに尋ねるのではなく行為を尋ねている。これらの行為の把握から支援につなげ
ていく。また、回答率の変化を経年的にみることで、地域の虐待防止対策や啓発の効果を把握できる。

　○個別の健康状況把握と保健指導
　設問に該当した場合は、SOS を出していると捉えて支援につなげる。その際には、乳幼児健康診査対
象児ばかりではなく、きょうだいやパートナー、同居者も含めた家族全体のアセスメントを行うことが
重要である。担当保健師に紹介し、家庭訪問が行えるようにつなぎを確実に行うなど、虐待予防の支援
を行うきっかけとして、この設問を利用することもできる。 
　しかし、虐待行為に対する認識がない、あるいはネグレクトの家庭は、一つも〇を付けないことも考
えられるので、この問診だけではなく受診時の親子の様子も観察することが重要である。

　○地域の状況把握とその活用
　同じ集団における 3～ 4か月児、1歳 6か月児、3歳児での回答数の変化をみることで、健診場面等で
の虐待予防の啓発効果を把握することができる。また、経年的変化をみることで、地域全体の虐待予防
の啓発効果を把握することができる。

 
指標の種類 健康水準の指標

調査方法 乳幼児健康診査（3～4か月児・1歳6か月児・3歳児）必須問診項目
母子保健課調査で毎年度全国データを集積する。

設問・選択肢と
算出方法

［設問→選択肢］
この数か月の間に、ご家庭で以下のことがありましたか。
あてはまるものすべてに〇を付けて下さい。
・3～4か月児、1歳6か月児
１．しつけのし過ぎがあった　２．感情的に叩いた　
３．乳幼児だけを家に残して外出した　４．長時間食事を与えなかった
５．感情的な言葉で怒鳴った　６．子どもの口をふさいだ
７．子どもを激しく揺さぶった　８．いずれも該当しない
・3歳児
１．しつけのし過ぎがあった　２．感情的に叩いた　
３．乳幼児だけを家に残して外出した　４．長時間食事を与えなかった
５．感情的な言葉で怒鳴った　６．いずれも該当しない

［算出方法］
それぞれの健診において、「いずれも該当しない」以外の選択肢を
１つでも回答した人数/全回答者数×100

重点課題② : 妊娠期からの児童虐待防止対策
　【重点課題②-2】 子どもを虐待していると思われる親の割合
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　指標のポイント・利活用のポイント
　乳児への「揺さぶり」は、3～ 4か月児健診時のアンケート調査で 3.9% 発生しているとのデータ（回
答 6,590 名　平成 24 年、愛知県）があり、その他の国内外のデータでも 2.5 ～ 3.5% 程度と決して稀では
ない。この頻度で乳幼児揺さぶられ症候群が起きるわけではないが、乳児に頭蓋内出血をひき起こした
親は「揺さぶり」が原因となることを理解していない。問診に取り入れることで、乳幼児揺さぶられ症候
群（SBS）を正確に理解する親が増加することが期待できる。

　○個別の健康状況把握と保健指導
　乳幼児揺さぶられ症候群が発生する背景には、泣きやませようとしても泣き止まない乳児に特有の
泣き行動（パープル・クライング）がある。泣きをコントロールできないことに対する焦りやイラつき
が激しい揺さぶりにつながることを、当事者が認識する必要がある。また、どうしても泣き止まない場
合には、赤ちゃんを安全な場所に寝かせて、その場を離れて自分がリラックスする対処法を伝えること
ができる。
（参考）厚生労働省DVD動画『赤ちゃんが泣きやまない』
http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000030718.html

　○地域の状況把握とその活用
　ベースライン調査では、「はい（＝知っている）」と回答したのは 94.3% であった。地域ごとの集計値
は、知識の普及率である。少なくとも乳児を持つ親のすべてが理解できるよう啓発が求められる。

指標の種類 健康行動の指標

調査方法 乳幼児健康診査（3～4か月児）必須問診項目
母子保健課調査で毎年度全国データを集積する。

設問・選択肢と
算出方法

［設問→選択肢］
赤ちゃんが、どうしても泣き止まない時などに、赤ちゃんの頭を前後に
ガクガクするほど激しく揺さぶることによって、脳障害が起きること
（乳幼児揺さぶられ症候群）を知っていますか。
→　１．はい、２．いいえ

［算出方法］
「1.はい」と回答した者の人数/全回答者数×100

【重点課題②-5】 乳幼児揺さぶられ症候群(SBS)を知っている親の割合
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－107－ －108－ －109－ －110－ －111－ －112－ －113－ －114－ －115－ －116－

－117－ －118－ －119－ －120－ －121－ －122－ －123－ －124－ －125－ －126－

－127－ －128－ －129－ －130－ －131－ －132－ －133－ －134－ －135－ －136－

－137－ －138－ －139－ －140－ －141－ －142－ －143－ －144－ －145－ －146－

－147－ －148－ －149－ －150－ －151－ －152－ －153－ －154－

－154－ －155－ －156－ －157－ －158－ －159－ －160－ －161－ －162－ －163－

－164－ －165－ －166－ －167－ －168－ －169－ －170－ －171－ －172－ －173－

－174－ －175－ －176－ －177－ －178－ －179－ －180－ －181－ －182－ －183－

－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

　指標のポイント・利活用のポイント
　乳児家庭全戸訪問事業等により把握した保護者の養育を支援することが特に必要と認められる児童
若しくは、保護者に監護させることが不適当であると認められる児童及びその保護者又は出産後の養
育について出産前において支援を行うことが特に必要と認められる妊婦に対し、その養育が適切に行
われるよう、当該居宅において、養育に関する相談、指導、助言その他必要な支援を行うことを目的とす
る事業であり、全市区町村が実施することが望ましい。
　また、本事業は児童福祉法によるが、母子保健法による家庭訪問対象児のいる家庭への本事業につい
ては、情報を共有するなどの連携支援を行うことが望ましい。

　指標のポイント・利活用のポイント
　地方自治体がすべての親子の状況を直接把握する機会は、3～ 4か月児健康診査となることが多い。
しかし、産後間もない時期は親子ともに新しい生活が始まり不安や悩みを抱える時期であることから、
児童福祉法による乳児家庭全戸訪問事業が行われている。生後４か月までの乳児のいる全ての家庭を
訪問し、さまざまな不安や悩みを聞き、子育て支援に関する情報提供等を行うとともに親子の心身の状
況や養育環境等の把握や助言を行い、支援が必要な家庭に対しては適切なサービス提供につなげる事
業で、全市区町村が実施することが望ましい。
　また、本事業は児童福祉法によるが、母子保健法による新生児訪問や未熟児訪問を踏まえて実施する
など、これらの訪問が効果的に実施されることが重要である。

設問・選択肢と
算出方法

［算出方法］
上記調査により求める。

指標の種類 環境整備の指標

調査方法 「子どもを守る地域ネットワーク等調査（政府統計）総務省調べ」市区町
村の児童家庭相談業務の実施
状況等の調査は、５年に１回の調査予定（次回は平成30年度に実施予定）
※年度ごとには厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課虐待防止対策室調
　べで調査。

【重点課題②-7】
　対象家庭全てに対し、乳児家庭全戸訪問事業を実施している市区町村の割合

指標の種類 環境整備の指標

調査方法 「子どもを守る地域ネットワーク等調査（政府統計）総務省調べ」市区町
村の児童家庭相談業務の実施
状況等の調査は、５年に１回の調査予定（次回は平成30年度に実施予定）
※年度ごとには厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課虐待防止対策室調
　べで調査。

設問・選択肢と
算出方法

［算出方法］
上記調査により求める。

【重点課題②-8】 養育支援が必要と認めた全ての家庭に対し、養育支援訪問事業を実施
　している市区町村の割合



－97－ －98－ －99－ －100－ －101－ －102－ －103－ －104－ －105－ －106－

－107－ －108－ －109－ －110－ －111－ －112－ －113－ －114－ －115－ －116－

－117－ －118－ －119－ －120－ －121－ －122－ －123－ －124－ －125－ －126－

－127－ －128－ －129－ －130－ －131－ －132－ －133－ －134－ －135－ －136－

－137－ －138－ －139－ －140－ －141－ －142－ －143－ －144－ －145－ －146－

－147－ －148－ －149－ －150－ －151－ －152－ －153－ －154－

－154－ －155－ －156－ －157－ －158－ －159－ －160－ －161－ －162－ －163－

－164－ －165－ －166－ －167－ －168－ －169－ －170－ －171－ －172－ －173－

－174－ －175－ －176－ －177－ －178－ －179－ －180－ －181－ －182－ －183－

－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

　指標のポイント・利活用のポイント
　妊娠期からの継続的支援が必要な特定妊婦や虐待のリスクが高い親など、特にハイリスクな親への
効果的な支援方法の１つとして、グループ活動等による支援がある。またこのような虐待のリスクが高
い親への支援にあたっては、広域的な関係機関同士の連携等による支援システムが必要である 。また
そのシステム構築には、広域的立場での保健指導を担う県型保健所による支援が不可欠である。
　県型保健所の支援は、その地域特性に応じて設定されており、例えば人口規模が大きい市などでは、
市独自で虐待のリスクが高い親を支援するためのグループ活動を行っている場合がある。このように
県型保健所が直接グループ活動を行っていない場合でも、県型保健所はその市が行っているグループ
活動を把握するとともに、必要に応じて支援し、管轄区域全体において対象となる親への支援が行き届
いているか把握する必要がある。
　本指標とともに基盤課題 C-7 における市区町村の体制整備状況も合わせて把握することにより、育
児不安の親や虐待のリスクが高い親等への支援に関する、地域全体の環境整備状況の広域的把握およ
び市区町村へのフィードバック等にも活用できる。

設問・選択肢と
算出方法

〇都道府県用
［設問→選択肢］
特定妊婦、要支援家庭、要保護家庭等支援の必要な親に対して、
グループ活動等による支援（※）をしている。
→　１．はい、２．いいえ

※支援とは、支援の必要な親を対象としたグループ活動を直接行って
　いる場合だけではなく、市町村が行っている親のグループ活動（例
　えば、支援対象者や目的・運営ルールを明確に定め、公的責任にお
　いて個別支援との両輪で支援を行っている等）を評価し、支援を
　行っている場合も含む。

［算出方法］
「１．はい」と回答した県型保健所数/全県型保健所数×100

指標の種類 環境整備の指標

調査方法 母子保健課調査（都道府県用）（毎年度調査）

【重点課題②-9】 特定妊婦、要支援家庭、要保護家庭等支援の必要な親に対して、
　グループ活動等による支援(市町村への支援も含む)をする体制がある県型保健所の割合



－97－ －98－ －99－ －100－ －101－ －102－ －103－ －104－ －105－ －106－

－107－ －108－ －109－ －110－ －111－ －112－ －113－ －114－ －115－ －116－

－117－ －118－ －119－ －120－ －121－ －122－ －123－ －124－ －125－ －126－

－127－ －128－ －129－ －130－ －131－ －132－ －133－ －134－ －135－ －136－

－137－ －138－ －139－ －140－ －141－ －142－ －143－ －144－ －145－ －146－

－147－ －148－ －149－ －150－ －151－ －152－ －153－ －154－

－154－ －155－ －156－ －157－ －158－ －159－ －160－ －161－ －162－ －163－

－164－ －165－ －166－ －167－ －168－ －169－ －170－ －171－ －172－ －173－

－174－ －175－ －176－ －177－ －178－ －179－ －180－ －181－ －182－ －183－

－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

　指標のポイント・利活用のポイント
　虐待予防において、厚生労働省社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門
委員会による報告「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について」で望まない妊娠／計画してい
ない妊娠や妊婦健診未受診者が多いなど、妊娠期からの支援の重要性が強調されており、妊娠期に携わ
る機関である産婦人科医療機関や関係機関との連携が重要である。

指標の種類 環境整備の指標

調査方法 「子どもを守る地域ネットワーク等調査（政府統計）総務省調べ」市区町
村の児童家庭相談業務の実施
状況等の調査は、５年に１回の調査予定（次回は平成30年度に実施予定）
※年度ごとには厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課虐待防止対策室調
　べで調査。

設問・選択肢と
算出方法

［算出方法］
上記調査により求める。

【重点課題②-10】 要保護児童対策地域協議会の実務者会議、若しくはケース検討会議に、産
　婦人科医療機関の関係職種(産婦人科医又は看護師や助産師)が参画している市区町村の割合



－97－ －98－ －99－ －100－ －101－ －102－ －103－ －104－ －105－ －106－

－107－ －108－ －109－ －110－ －111－ －112－ －113－ －114－ －115－ －116－

－117－ －118－ －119－ －120－ －121－ －122－ －123－ －124－ －125－ －126－

－127－ －128－ －129－ －130－ －131－ －132－ －133－ －134－ －135－ －136－

－137－ －138－ －139－ －140－ －141－ －142－ －143－ －144－ －145－ －146－

－147－ －148－ －149－ －150－ －151－ －152－ －153－ －154－

－154－ －155－ －156－ －157－ －158－ －159－ －160－ －161－ －162－ －163－

－164－ －165－ －166－ －167－ －168－ －169－ －170－ －171－ －172－ －173－

－174－ －175－ －176－ －177－ －178－ －179－ －180－ －181－ －182－ －183－

－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

　指標のポイント・利活用のポイント
　平成 26 年の世論調査 * では、児童虐待発見時の通告義務の認知について「知っていた」と答えた者の
割合は 61.7％、「知らなかった」と答えた者の割合が 37.4％であった。国民の意識に対しては、なお一層
の啓発が必要な状況である。
　児童虐待への対応は、職域を越えた多機関の連携や行政と民間団体・NPOなどの連携が必要な課題
である。広報や啓発活動においても、市区町村あるいは都道府県が単独で実施するより、子ども虐待予
防に関係する機関や民間団体などと連携して実施する方が、多方面での働きかけとなり効果的である。
すでに都道府県では 100％実施されているが、市区町村においても 100％の実施を目指す。
* 内閣府 . 母子保健に関する世論調査 . 平成 26 年 7 月調査 , 2013.

指標の種類 環境整備の指標

調査方法 母子保健課調査（市町村用）（毎年度調査）

設問・選択肢と
算出方法

○市町村用
［設問→選択肢］
関係団体（※1）の協力を得て、児童虐待に関する広報・啓発活動
（※2）を実施している。
　→　１．はい、２．いいえ

（※1）地方公共団体の要保護地域対策協議会とその関係団体等。
（※2）地方公共団体が実施する児童虐待に関する関係者向け研
　　　　修会や市民向け講座などの開催、オレンジリボンをはじ
　　　　めとする啓発活動、その他広報活動等。

［算出方法］
「1．はい」と回答した市区町村数/全市区町村数×100

※都道府県については、ベースライン調査において、全ての都道
　府県で実施されていたため、ベースライン値や目標は定めない
　ものの、実施状況は引き続き把握していくものとする。

【重点課題②-11】 関係団体の協力を得て、児童虐待に関する
　広報・啓発活動を実施している地方公共団体の割合



－97－ －98－ －99－ －100－ －101－ －102－ －103－ －104－ －105－ －106－

－107－ －108－ －109－ －110－ －111－ －112－ －113－ －114－ －115－ －116－

－117－ －118－ －119－ －120－ －121－ －122－ －123－ －124－ －125－ －126－

－127－ －128－ －129－ －130－ －131－ －132－ －133－ －134－ －135－ －136－

－137－ －138－ －139－ －140－ －141－ －142－ －143－ －144－ －145－ －146－

－147－ －148－ －149－ －150－ －151－ －152－ －153－ －154－

－154－ －155－ －156－ －157－ －158－ －159－ －160－ －161－ －162－ －163－

－164－ －165－ －166－ －167－ －168－ －169－ －170－ －171－ －172－ －173－

－174－ －175－ －176－ －177－ －178－ －179－ －180－ －181－ －182－ －183－

－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

　指標のポイント・利活用のポイント
　医療機関の役割は、児童虐待の予防・早期発見・通告・親と児の心身の治療など、虐待対応の各段階
における役割がある。周産期医療機関では妊娠期からの特定妊婦等の把握と虐待予防、救急医療機関で
は外傷等で受診する児から虐待の発見、慢性疾患児等に対して長期に医療を提供している医療機関で
は親の疾病や障害の受容促進による虐待予防とネグレクトなどの発見、児童精神疾患を診療している
医療機関では虐待歴等の把握と虐待による児の心の問題の治療、親の精神疾患を診療している医療機
関では親の治療による虐待予防などである。
　本来は、すべての医療機関における虐待対応の状況把握が必要であるが、まずは三次と二次救急医療
機関で着実に体制整備を促すために、これらを調査対象とし、体制を整えていくことを目指す。

指標の種類 環境整備の指標
調査方法 母子保健課調査（都道府県用）（毎年度調査）
設問・選択肢
と算出方法

［設問と選択肢］
三次救急医療機関と二次救急医療機関のうち、次の①と②の両方を満たす
医療機関の数（箇所数）
① 外部機関との連携窓口を明確にしている。
② 児童虐待に関する委員会、または児童虐待マニュアル、または職員対象
の児童虐待に関する研修がある。

［算出方法］
①と②のいずれにも該当する医療機関数を計上。

【重点課題②-12】 児童虐待に対応する体制を整えている医療機関の数
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－137－ －138－ －139－ －140－ －141－ －142－ －143－ －144－ －145－ －146－

－147－ －148－ －149－ －150－ －151－ －152－ －153－ －154－

－154－ －155－ －156－ －157－ －158－ －159－ －160－ －161－ －162－ －163－

－164－ －165－ －166－ －167－ －168－ －169－ －170－ －171－ －172－ －173－

－174－ －175－ －176－ －177－ －178－ －179－ －180－ －181－ －182－ －183－

－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

【フェースシート】
フェースシート（問診票の属性を問う項目）で、保護者の「学歴」を聞くことを推奨する。学歴は、虐待
をはじめとした育児のリスクと強く関連している。
　（設問例）あなた（母）および父の最終学歴を教えて下さい。
　（選択肢）１. 中卒　２. 高卒　３. 短大・高専・専門学校卒　４. 大学卒　５. 大学院卒

参考資料２　推奨問診項目

  区分 設問 選択肢 

1

従来型発達項目

あやすとよく笑いますか。 １．はい 
２．いいえ 

2 見えない方向から声をかけてみると、 
そちらの方を見ようとしますか。 

１．はい 
２．いいえ 

3 視線が合いますか。 １．はい 
２．いいえ 

4 ガラガラなど、おもちゃを握りますか。 １．はい 
２．いいえ 

5 両手を合わせて遊びますか。 １．はい 
２．いいえ 

6 新規発達項目 お子さんを抱きにくいと感じたことは
ありますか。 

１．はい 
２．いいえ 

7
 生活習慣項目／
親の健康項目／
社会的育児項目

散歩をよくしていますか。 
１．はい 
２．いいえ 

8

 

親の健康項目 
あなたの最近の心身の調子はいかがで
すか。 

１．良好 
２．やや良好 
３．どちらともいえない 
４．ややよくない 
５．よくない 

9 育児環境項目 あなたの日常の育児の相談相手は誰で
すか。 

ご記入ください 
（                      ） 

10
 
社会的育児項目 地域の子育てサークルや子育て支援セ

ンターを知っていますか。 
 

１．はい 
２．いいえ 

11

 

経済状況項目 現在の暮らしの経済的状況を総合的に
みて、どう感じていますか。 

１．大変ゆとりがある 
２．ややゆとりがある 
３．普通 
４．やや苦しい 
５．大変苦しい 

12 保健医療項目 食物アレルギーについて気がかりなこ
とがありますか。 

１．はい 
２．いいえ 

13

 

育児基盤
評価項目

現在何か心配なことはありますか。 
いくつでも○をつけてください。 

１．子どものこと 
２．配偶者／パートナーと
　　の関係 
３．父母／義父母との関係 
４．育児仲間のこと 
５．その他 
　　（          ） 

【3～4 か月児健康診査の推奨問診項目】



－97－ －98－ －99－ －100－ －101－ －102－ －103－ －104－ －105－ －106－

－107－ －108－ －109－ －110－ －111－ －112－ －113－ －114－ －115－ －116－

－117－ －118－ －119－ －120－ －121－ －122－ －123－ －124－ －125－ －126－

－127－ －128－ －129－ －130－ －131－ －132－ －133－ －134－ －135－ －136－

－137－ －138－ －139－ －140－ －141－ －142－ －143－ －144－ －145－ －146－

－147－ －148－ －149－ －150－ －151－ －152－ －153－ －154－

－154－ －155－ －156－ －157－ －158－ －159－ －160－ －161－ －162－ －163－

－164－ －165－ －166－ －167－ －168－ －169－ －170－ －171－ －172－ －173－

－174－ －175－ －176－ －177－ －178－ －179－ －180－ －181－ －182－ －183－

－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

＜追記項目・確認項目＞
①母子健康手帳の「保護者の記録」に下記の問診項目【3～4か月頃】がある。これらは、今回の推奨項目
に組み入れていないが、乳幼児健診の場で実際に親子を診て確認すべきである。推奨項目の最後にある
「心配事」項目に、これらの不安が示されることもある。
◎首がすわったのはいつですか
◎目つきや目の動きがおかしいのではないかと気になりますか

②スマートホンなどの ICT機器を育児に安易に利用する、いわゆる『スマホ育児』が問題になってきて
いる。下記の設問を追加することを推奨する。
◎子どもにスマートホンなどをよく見せたり触らせたりしていますか
（選択肢：はい，いいえ）

③推奨項目の最後にある「心配事」項目で、「２．配偶者／パートナーとの関係」を選択した場合は、DV
や児童虐待を疑わせる状況を把握することも重要である。



－97－ －98－ －99－ －100－ －101－ －102－ －103－ －104－ －105－ －106－

－107－ －108－ －109－ －110－ －111－ －112－ －113－ －114－ －115－ －116－

－117－ －118－ －119－ －120－ －121－ －122－ －123－ －124－ －125－ －126－

－127－ －128－ －129－ －130－ －131－ －132－ －133－ －134－ －135－ －136－

－137－ －138－ －139－ －140－ －141－ －142－ －143－ －144－ －145－ －146－

－147－ －148－ －149－ －150－ －151－ －152－ －153－ －154－

－154－ －155－ －156－ －157－ －158－ －159－ －160－ －161－ －162－ －163－

－164－ －165－ －166－ －167－ －168－ －169－ －170－ －171－ －172－ －173－

－174－ －175－ －176－ －177－ －178－ －179－ －180－ －181－ －182－ －183－

－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

  区分 設問 選択肢 

1
従来型発達項目

ママ、ブーブーなど意味のあることばを
いくつか話しますか。 

 
１．はい 
２．いいえ 

2 まわりの人の身振りや手振りをまねし
ますか。 

１．はい 
２．いいえ 

3 新規発達項目 何かに興味を持った時に、指さしで伝え
ようとしますか。 

１．はい 
２．いいえ 

4 社会性項目／ 
親子関係項目 

うしろから名前を呼んだとき、振り向き
ますか。 

１．はい 
２．いいえ 

5

生活習慣項目 

哺乳ビンを使っていますか。 １．はい 
２．いいえ 

6 食事や間食（おやつ）の時間はだいたい
決まっていますか。 

１．はい 
２．いいえ 

7 朝起きる時間と、夜寝る時間を書いてく
ださい。 

朝（    ）時頃起床 
夜（    ）時頃就寝 

8 甘い飲み物（ジュースなど）をよく飲み
ますか。 

１．はい 
２．いいえ 

9 事故項目 これまで事故で病院にかかったことが
ありますか。 

１．はい 
２．いいえ 

10

 

親の健康項目 あなたの最近の心身の調子はいかがで
すか。 

１．良好 
２．やや良好 
３．どちらともいえない 
４．ややよくない 
５．よくない 

11
 
育児環境項目 あなたの日常の育児の相談相手は誰で

すか。 
ご記入ください 
（                      ） 

12 社会的育児項目 地域の子育てサークルや子育て支援セ
ンターを知っていますか。 

１．はい 
２．いいえ 

13

 

経済状況項目 
現在の暮らしの経済的状況を総合的に
みて、どう感じていますか。 

１．大変ゆとりがある 
２．ややゆとりがある 
３．普通 
４．やや苦しい 
５．大変苦しい 

14 保健医療項目 
食物アレルギーについて気がかりなこ
とがありますか。 

１．はい 
２．いいえ 

15

 

育児基盤
評価項目  

現在何か心配なことはありますか。 
いくつでも○をつけてください。 

１．子どものこと 
２．配偶者／パートナーと
　　の関係 
３．父母／義父母との関係 
４．育児仲間のこと 
５．その他 
　　（          ） 

【1 歳 6 か月児健康診査の推奨問診項目】



－97－ －98－ －99－ －100－ －101－ －102－ －103－ －104－ －105－ －106－

－107－ －108－ －109－ －110－ －111－ －112－ －113－ －114－ －115－ －116－

－117－ －118－ －119－ －120－ －121－ －122－ －123－ －124－ －125－ －126－

－127－ －128－ －129－ －130－ －131－ －132－ －133－ －134－ －135－ －136－

－137－ －138－ －139－ －140－ －141－ －142－ －143－ －144－ －145－ －146－

－147－ －148－ －149－ －150－ －151－ －152－ －153－ －154－

－154－ －155－ －156－ －157－ －158－ －159－ －160－ －161－ －162－ －163－

－164－ －165－ －166－ －167－ －168－ －169－ －170－ －171－ －172－ －173－

－174－ －175－ －176－ －177－ －178－ －179－ －180－ －181－ －182－ －183－

－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

＜追記項目・確認項目＞
① 母子健康手帳の「保護者の記録」に下記の問診項目【1歳 6か月の頃】がある。これらは今回の推奨項
目に組み入れていないが、乳幼児健診の場で実際に親子を診て確認したり、簡単な検査器具で確認（検
査）をすることで、把握する必要がある。推奨項目の最後にある「心配事」項目に、これらの不安が示され
ることもある。
◎ひとり歩きをしたのはいつですか
◎自分でコップを持って水を飲めますか
◎極端にまぶしがったり、目の動きがおかしいのではないかと気になったりしますか

② 母子健康手帳の「保護者の記録」に下記の問診項目【1歳 6か月の頃】がある。これは、必須問診項目
に組み入れており、全国的な比較が可能である。
◎歯の仕上げ磨きをしてあげていますか

③ 指さしに関する設問を推奨項目「新規発達項目」に一つ取り入れたが、これは M-CHAT（The 
Modified Checklist for Autism in Toddlers）から抽出した「共同注視」の指さし項目である。指さしに
は、「要求」の指さし、「興味」の指さし、そして「可逆」の指さし等があるが、これらについて、乳幼児健診
の場で実際に簡単な検査を取り入れて把握することを推奨する。

④ スマートホンなどの ICT機器を育児に安易に利用する、いわゆる『スマホ育児』が問題になってき
ている。下記の設問を追加することを推奨する。
◎子どもにスマートホンなどをよく見せたり触らせたりしていますか
（選択肢：はい，いいえ）

⑤ 推奨項目の最後にある「心配事」項目で、「２．配偶者／パートナーとの関係」を選択した場合は、DV
や児童虐待を疑わせる状況を把握することも重要である。



－97－ －98－ －99－ －100－ －101－ －102－ －103－ －104－ －105－ －106－

－107－ －108－ －109－ －110－ －111－ －112－ －113－ －114－ －115－ －116－

－117－ －118－ －119－ －120－ －121－ －122－ －123－ －124－ －125－ －126－

－127－ －128－ －129－ －130－ －131－ －132－ －133－ －134－ －135－ －136－

－137－ －138－ －139－ －140－ －141－ －142－ －143－ －144－ －145－ －146－

－147－ －148－ －149－ －150－ －151－ －152－ －153－ －154－

－154－ －155－ －156－ －157－ －158－ －159－ －160－ －161－ －162－ －163－

－164－ －165－ －166－ －167－ －168－ －169－ －170－ －171－ －172－ －173－

－174－ －175－ －176－ －177－ －178－ －179－ －180－ －181－ －182－ －183－

－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

【3 歳児健康診査の推奨問診項目】
  区分 設問 選択肢 

1 従来型発達項目 衣服の着脱をひとりでしたがりますか。 １．はい ２．いいえ 

2 社会性項目 ままごと、ヒーローごっこなど、ごっこ
遊びができますか。 

１．はい 
２．いいえ 

3 

生活習慣項目 

歯みがきや手洗いをしていますか。 １．はい 
２．いいえ 

4 朝起きる時間と、夜寝る時間を書いてく
ださい。 

朝（    ）時頃起床 
夜（    ）時頃就寝 

5 甘い飲み物（ジュースなど）をよく飲み
ますか。 

１．はい 
２．いいえ 

6 偏食や小食など食事について心配なこ
とがありますか。 

１．はい 
２．いいえ 

7 お子さんはテレビや DVD を１日２時間
以上みていますか。 

１．はい 
２．いいえ 

8 事故項目 これまで事故で病院にかかったことが
ありますか。 

１．はい 
２．いいえ 

9
 

親の健康項目 あなたの最近の心身の調子はいかがで
すか。 

１．良好 
２．やや良好 
３．どちらともいえない 
４．ややよくない 
５．よくない 

10 育児環境項目 あなたの日常の育児の相談相手は誰で
すか。 

ご記入ください 
（          ） 

11
 
社会的育児項目 地域の子育てサークルや子育て支援センターを知っていますか。 

 

１．はい 
２．いいえ 

12

 

経済状況項目 現在の暮らしの経済的状況を総合的に
みて、どう感じていますか。 

１．大変ゆとりがある 
２．ややゆとりがある 
３．普通 
４．やや苦しい 
５．大変苦しい 

13

 

育児基盤
評価項目  現在何か心配なことはありますか。 

いくつでも○をつけてください。 

１．子どものこと 
２．配偶者／パートナーと
　　の関係 
３．父母／義父母との関係 
４．育児仲間のこと 
５．その他 
　　（          ） 



－97－ －98－ －99－ －100－ －101－ －102－ －103－ －104－ －105－ －106－

－107－ －108－ －109－ －110－ －111－ －112－ －113－ －114－ －115－ －116－

－117－ －118－ －119－ －120－ －121－ －122－ －123－ －124－ －125－ －126－

－127－ －128－ －129－ －130－ －131－ －132－ －133－ －134－ －135－ －136－

－137－ －138－ －139－ －140－ －141－ －142－ －143－ －144－ －145－ －146－

－147－ －148－ －149－ －150－ －151－ －152－ －153－ －154－

－154－ －155－ －156－ －157－ －158－ －159－ －160－ －161－ －162－ －163－

－164－ －165－ －166－ －167－ －168－ －169－ －170－ －171－ －172－ －173－

－174－ －175－ －176－ －177－ －178－ －179－ －180－ －181－ －182－ －183－

－184－ －185－ －186－ －187－ －188－ －189－ －190－ －191－ －192－ －193－

＜追記項目・確認項目＞
① 母子健康手帳の「保護者の記録」に下記の問診項目【3歳の頃】がある。これは、必須問診項目に組み
入れており、全国的な比較が可能である。
　◎歯の仕上げ磨きをしてあげていますか

② 母子健康手帳の「保護者の記録」に下記の問診項目【3歳の頃】がある。これらは今回の推奨項目に組
み入れていないが、乳幼児健診の場で実際に親子を診て確認したり、簡単な検査器具で確認（検査）をす
ることで、把握すべきである。推奨項目の最後にある「心配事」項目に、これらの不安が示されることも
ある。
◎手を使わずにひとりで階段をのぼれますか
◎クレヨンなどで丸（円）を書きますか
◎自分の名前が言えますか

③ 母子健康手帳の「保護者の記録」に下記の問診項目【3歳の頃】がある。これらは、今回の推奨項目に
単独の設問として組み入れていないが、推奨項目の最後にある「心配事」項目の選択肢「１．子どものこ
と」で把握する。
◎いつも指しゃぶりをしていますか
◎斜視はありますか
◎物を見るとき目を細めたり、極端に近づけて見たりしますか
◎耳の聞こえが悪いのではないかと気になりますか

④ 母子健康手帳の「保護者の記録」に下記の問診項目【3歳の頃】がある。これは、母子健康手帳から推
奨項目に取り入れた「ごっこ遊び」の設問に、「いいえ」と答えた親子について把握することができる。
　◎遊び友だちがいますか

⑤ スマートホンなどの ICT機器を育児に安易に利用する、いわゆる『スマホ育児』が問題になってき
ている。テレビやDVDを 2時間以上見るかを問う設問に続いて、下記の設問を追加することを推奨す
る。
◎子どもにスマートホンなどをよく見せたり触らせたりしていますか
（選択肢：はい，いいえ）

⑥ 推奨項目の最後にある「心配事」項目で、「２．配偶者／パートナーとの関係」を選択した場合は、DV
や児童虐待を疑わせる状況を把握することも重要である。
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　自治体が実施する乳幼児健診とその保健指導は、児童福祉法、母子保健法をはじめ、数多くの法律・通
知等に基づいて実施される事業である。「手引き」の作成にあたって参照した法令・通知等を次表に掲載
した。

参考資料４　「手引き」に関連した法令・通知等

法令・通知等 日付 発出元等 関連章 

地域保健法 法律 昭和 22 年 9 月 5日   1 章 

地域保健法第四条第一項の規定に基づく地域保健 
対策の推進に関する基本的な指針 告示 平成 6年 12 月 1 日  1 章 

児童福祉法 法律 昭和22年12月12日   1 章 

乳児家庭全戸訪問事業ガイドラインについて 通知 平成 21 年 3 月 16 日 厚生労働省雇用均等 ・児童家庭局長 5 章 

養育支援訪問事業ガイドラインについて 通知 平成 21 年 3 月 16 日 厚生労働省雇用均等 ・児童家庭局長 5 章、7章 

母子保健法 法律 昭和 40 年 8 月 18 日   2 章 

母子保健法施行規則 省令 昭和40年12月28日  4 章 

母子保健法の施行について 通知 昭和 41 年 3 月 7日 厚生事務次官 1 章 

未熟児養育事業の実施について 通知 昭和 62 年 7 月 31 日 厚生省児童家庭局長 3 章 

幼児期における歯科保健指導の手引きについて 通知 平成 2年 3月 5日 厚生省健康政策局長 6 章 

 

母子健康手帳の作成及び取り扱い要領について 通知 平成 3年 10 月 31 日 厚生省児童家庭局長 3 章 

 

母子保健相談指導事業の実施について 通知 平成 8年 5月 10 日 厚生省児童家庭局長 １章 

 

母子保健施策の実施について 通知 平成 8年 11 月 20 日 厚生省児童家庭局長 2 章 

 

母性、乳幼児に対する健康診査及び保健指導の実施 
について 通知 平成 8年 11 月 20 日 厚生省児童家庭局長 4 章、5章 

 

都道府県及び市町村における歯科保健業務指針 
について 通知 平成 9年 3月 3日 厚生省健康政策局長 4 章、6

7 章、8章
章
 

 

妊産婦、乳児及び幼児に対する歯科健康診査及び 
保健指導の実施について 通知 平成 9年 3月 31 日 厚生省児童家庭局長 

・健康政策局長 
3章、4章
6章、7章、8章
 

 

乳幼児に対する健康診査の実施について 通知 平成 10 年 4 月 8日 厚生省児童家庭局長 1 章 

 

妊産婦及び新生児に対する訪問指導の実施について 通知 平成 10 年 4 月 8日 厚生省児童家庭局長 3 章 

 

乳幼児に対する健康診査について 通知 平成 10 年 4 月 8日 厚生省児童家庭局母
子保健課長 4 章 

「授乳・離乳の支援ガイド」の策定について 通知 平成 19 年 3 月 14 日 
厚生労働省雇用均等 
・児童家庭局母子保健課長 

6 章 

妊婦健康診査の実施について 通知 平成 21 年 2 月 27 日 
厚生労働省雇用均等 
・児童家庭局母子保健課長

 
3 章、6章 

 
妊娠期からの妊娠・出産・子育て等に係る相談体制等の 
整備について  通知

 
平成 23 年 7 月 27 日

 

厚生労働省雇用均等 
・児童家庭局総務課長 
・家庭福祉課長・母子保健課長

 

5 章、6章
 

 「健やか親子２１（第２次）」について  
検討会の報告書の送付、及びこれを踏まえた取組の 
推進について 

通知 平成 26 年 5 月 13 日 厚生労働省雇用均等 ・児童家庭局長 参考資料１ 

 母子保健計画について 通知 平成 26 年 6 月 17 日 厚生労働省雇用均等 ・児童家庭局長 7 章、8章 

 「健やか親子２１（第２次）」の指標及び目標の 
決定並びに今後の調査方法について 

事務
連絡 平成26年11月12日 

厚生労働省雇用均等 
・児童家庭局総務課長
・母子保健課長 

参考資料１ 

妊婦に対する健康診査についての望ましい基準 告示 平成 27 年 3 月 31 日  3 章、6章      
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地域保健における児童虐待防止対策の取組の推進について 
 

通知 平成 14 年 6 月 19 日 
厚生労働省健康局長 
・雇用均等・児童家庭局長

 

5 章、6章 

「家庭の養育力」に着目した母子保健対策の推進について
 通知 平成 16 年 3 月 31 日 厚生労働省雇用均等 ・児童家庭局長 5 章、6章 

児童虐待防止対策の推進について 通知 平成 22 年 7 月 28 日 
厚生労働省雇用均等 
・児童家庭局総務課長
・母子保健課長  

3 章 

児童虐待防止対策の推進について 通知 平成 23 年 7 月 20 日 
厚生労働省雇用均等 
・児童家庭局総務課長
・母子保健課長  

5 章 

妊娠期からの妊娠・出産・子育て等に係る相談体制等の
整備について  通知 平成 23 年 7 月 27 日 

厚生労働省雇用均等 
・児童家庭局総務課長
・家庭福祉課長
・母子保健課長 

5 章、6章 

妊娠・出産・育児期に養育支援を特に必要とする家庭  
に係わる保健・医療・福祉の連携体制の整備について  通知 平成 23 年 7 月 27 日 

厚生労働省雇用均等 
・児童家庭局総務課長
・母子保健課長  

6 章 

「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について  
（第 8次報告）」を踏まえた対応について 通知 平成 24 年 7 月 26 日 

厚生労働省雇用均等 
・児童家庭局総務課長
・母子保健課長  

5 章、6章 

養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援について 
 通知 平成24年11月30日

厚生労働省雇用均等 
・児童家庭局総務課長
・母子保健課長  

5 章 

養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援の 
徹底について 通知 平成 25 年 6 月 11 日 

厚生労働省雇用均等 
・児童家庭局総務課長
・母子保健課長  

5 章 

「子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について  
（第 9次報告）」を踏まえた対応について 通知 平成 25 年 7 月 25 日 

厚生労働省雇用均等 
・児童家庭局総務課長
・母子保健課長  

5 章、6章 

次世代育成支援対策推進法 法律 平成 15 年 7 月 16 日   1 章 

 行動計画策定指針 告示 平成26年11月28日  1 章 

少子化社会対策基本法  法律 平成 15 年 7 月 30 日   1 章 

発達障害者支援法 法律 平成16年12月10日   4 章 

 発達障害者支援法の施行について 通知 平成 17 年 4 月 1日 文部科学事務次官、
厚生労働事務次官 4 章、6章 

食育基本法 法律 平成 17 年 6 月 17 日   1 章、6章 

 健康づくりのための食育の推進について 通知 平成 17 年 7 月 15 日 

厚生労働省健康局長 
・医薬食品局食品安全部長
・雇用均等・児童家庭局長 

6 章 

 地域における健康づくりのための食育の推進について 
 通知 平成 17 年 7 月 15 日 

厚生労働省健康局総
務課生活習慣病対策室長

 
2 章 

 食を通じた子どもの健全育成(いわゆる「食育」)に 
関する取組の推進について 通知 平成 16 年 3 月 16 日 厚生労働省雇用均等 ・児童家庭局長 6 章 

 「第２次食育推進基本計画」の決定について 通知 平成 23 年 4 月 1日 

厚生労働省医政局長 
・健康局長・医薬食品局食品
安全部長・雇用均等
・児童家庭局長  

6 章 

 「第２次食育推進基本計画」に基づく子どもの 
健康づくりのための食育の推進について 通知 平成 23 年 5 月 31 日 

厚生労働省雇用均等 
・児童家庭局総務課長
・母子保健課長  

6 章 

子どもの貧困対策の推進に関する法律 法律 平成 25 年 6 月 26 日   1 章、8章 

 子どもの貧困対策に関する大綱 大綱 平成 26 年 8 月 29 日 閣議決定 6 章、8章

平成27年3月31日現在

 

児童虐待の防止等に関する法律 法律 平成 12 年 5 月 24 日 1 章、5章
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